
◇重要 行に当たって

世界情勢は、 新型コoナゥイルスのパンデミ  ックに加えて、  米中対立、

ロシアによるウクライナ侵攻などに伴い、対立と分断がより鮮明化して

きており、 わが国では、改めて安全保障体制はもとより、 ・食料安全保障

まで踏み込んだ国民的識論が必要になるほど、混沌とした状況とな,て

いるo

同時に、世界各地で深刻な干ばつや洪水が境発するなど、気候変動問

題も特 ,たなしの課題である。カーポンニ ,ー ト ラ ルへの対応は世界の

湖流として加速しており、 エネルギー構造の転換など社会経済全体が

変革を追られている。

そうした中、世界的な物価高勝は、わが国でも国民生活、特に生活困

窮者の事らしを直撃し、 深刻な影響を及ばしている。 歴史的な円安の進

行によって、輸出を行う企業を中心に収益の上昇がみられるものの、 中

小・小規模事業者では始入原材料価格の押上げ要因というデメリット面

がより強く経営を圧道している。l :の国難とも言うべき局面に打ち勝つ

ために、政府・日銀は離しい能取りが続いている。

令和 3年 1 0月に1選生した岸田文雄内関が掲げる 「新しい資本主義」

の実現で、「分配なくして次の成長はなし」と強調したことが国民の注目

を集めたのは、そうした現状を先取りしたものと言える。

政府は1 0月23日、事業規技が71 . 6兆円となる新たな総合経済対

策を関議決定した。電気・ガス料金の:自L担軽減策に加え、ガソリン補助

金の能なども盛り込み、 コロナ対策以外としては前例のない規模となっ

た。幅広い対策の速やかな執行が、国民生活の安心・安定に寄与するこ

とはもとより、難しい経済局面に臨む岸田内関の支持率高場につながる

ことを願っている。

一方、県政では、大井川和彦知事は2期目最初の予算識会で、「時代は

まさに、将来の予測が困難な『非連続の時代』を迎えている」との時代

認識を示しながら、「茨城の更なる発展のため、その先頭に立つて、姚戦

を続ける決意を新たにした」と述べている。そうした空勢は、 u マネジ

メ ン ト の 父 a と 呼 ば れ た ピ ー タ ー ・ ドラッカーの名言「来来を予測する



最良の方法は、 未来を創ることだ」 に相通ずるかもしれない。

我々いばらき目民党は二元代表制の下、「令和5年度いばらき日民覚

重要政策大a」をまとめ、大并川知事に提出した。取りまとめに当たっ
ては、政務調査会が例年通り、産業振興や医療・福祉、環境保全、人材

育成などに関わる1 0  0以上の各種団体との県政銀談会を8月29日に

開德し、 総務土木、 防災環境産業など5つの部会に分かれて県政などへ

の要望や提言を確取したほか、意見交換も行,た。

この政策大構には、各部会が各団体からの様々な要望を検討・協議し

た上で抽出し、正副会長会識で反映すべき項目として取り上げたものに

加えて、所属議員がこの1年間の各定例会での代表・一般質問で浮き彫

りにした県政課題が相羅されている。さらに、各l義員が日々の政務活動

で吸い上ifた願の声なども反映されており、その結果、新規項日48件、

一部修正項目14 0件を含む総項日数2 , 6 8 8件とな ,た。

今回の政策大構では、「物価高購対策とコロナ福からの社会経済の回復

に向けた最重要政策項日」を特出したのが特徴である。「第8波」が感念

される感染症に係る医療体制等の確保、 社会経済活動の一日の推進、

物価高購等新たなリスク要因に対する支選の3本の柱、13項目から

成り、知事に対して「購購することなく思い切った対策を識じるよう

要清する」と求めた。

政策面で言えば、岸田政権の看板政策の一つである「デジタル田園都

市国家構想」が、地方創生の取り組みそのものであることから、「同機想

の実現に向け、市町村とも連携しながらデジタル技術を活用した取組を

進める」と、初めて最重要政策項目に盛り込んだ。

我々所属3ま昌45名は、改選後の新生東.議l会においても「未来を創る」

という気概を持,て、  Mで取り上げた要望項目一つ一つの実現に

努めることを確認.し合ったところである。知事には、新年度県予算への
反映を強く求めるとともに、県民各位には、施策の推進に当たっての

ご理解とご協力を切にお願い申し上げる次第である。
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◇111111高a対量とコロナ:l・からの社会Rillの回a二向け
た最●要政量i・日
新型コロナウイルス感染症を克服するための関いは今なお
結いているが、 県民の命を守る1=,とと並行しコロナ福でaつ
いた社会経済を回復させることは要要の最重要!集題となって
いる。このような中、エネルギーや食料品等の世界的な物価
の高1口や、 円表の進行による軸入原材料価格の押上げなど、
alt面における新たなリスク要因が発生しており、 今後も予
断を許さない状況が続くと見込まれる。
物価高a等の影◆をa和しコロナ福からの!果内 ;国1言の回復
をaかなものとするため、 知事は強力なリーダーシップを発
nし、 以下の項目について、 購購することなく恩い切つた対
策を購 t;るよう要i書する。

1 .  感集症に保る万全なEま体制等の確保について

o引き続き、確実なワクチンの確保・供給を国に求めるとともに、

県民への予防効果などの周知を做底し、すべての希望する前

象者が、円滑にワクチンの接種を受けることができるよう、戰略

的に取り組むこと。

o今後の感染拡大時においても、 入院患者の急增に伴う前aな病床
ひっ迫を招かないよう先手で病床確保に努めるとともに、コロナ

福による病院経営の震化などに対応するための必要な財瀬の確保

を国へ要望するなど、医l藤提供体制の充実・強化に取り組むこと。

o高船者・障書者福祉施設でクラスターが複数発生したことから、

発生事案の検証を行い、随時新型コロナ感染対策マニュアルを見

直すほか、職員向けの研修内容を充実するなどによりさらなる感

染防止対策の充実・強化を図ること。

oいわゆるコロナ後通症に害しむ方に対し、寄せられる相談に丁事

に耳を傾け、相談者に寄り添った対応に努めること。

oコロナ福において、診療の差し控えが続き、持病が利ヒしてから

病院に行くといった簡題への対応を検討すること。

- 1 -



2 , 社会組i言'活動の一属の推進について
oコロナ福で度算した地域経済を再生させるため、事業者支提体制

の構築に取り組むとともに、次の感染拡大に備え、事業者支授の

さらなる強化を図ること。

oウィズコロナ・アフターコロナ時代における観光戦略の一つとし

て、本県の強みであるキ,ンプ場やアウトドアに着目した新たな
旅行スタイルを提案する「いばらきツーリズム」を推進する1:と。
o令和5年秋に実施する「デスティネーシ・ン キ ャ ン ベ ー ン 」 を と
らえ、新たな観光スポットとなる観光資演の発掘・整備を進める

とともに、 サイ ク リ ン グやキ ャンプ といったア ウ ト ド アや 、食を

含めた本県の魅力を広く発信し、観光客の番客を促造する。また、

宿泊観光を促進するため、本県のフラッグシップとなる新たな宿

泊施設の番致や、既存宿泊施設の魅力向上などに取り組むl:と。

o訪日外国人旅行者数の国の目標6.000万人(2030年) に対応して、
来県への番客計画を立て来紡を促進する。特に、コoナ後のイン

バウンド需要の早期回復に向け、 台illなどを中心に戦略的なプロ

モーシ・ンを展開すること。
o新産業を核としたスタートアップや企業を根付かせるための取り

組みを強化すること。また、「つくば」に集積した科学技術や研究

人材等の強みを生かし、新産業の創出、青成、事通開の実現を

図 り 、 新 設 の In点化を目指すこと。

3. 物価高●等新たなリスク要因に対する支a二ついて
o物価高隆の影響を受けている医藤、介後及び児重福祉施設や学校

のほか、 土地改良区等の農業者や通送事業者をはじめとする中小

企業等に対し、負担の輕滅に向けた構を識じること。

o燃油や飼料・肥料価格高購など、国際情勢の変化に左右されるこ

となく農家が持続的に生産できる体制づくりについて、スピード

感を持つて取り組むこと。

oいばらきエネルギーシフト促進事業について、多くの事業者が活

用できるよう、拡充を図ること。
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最●要政量項目

◇安心、 いきいき、 eカい,ばいの新しい表城を日指す
と と もに、n書からのtiE ・a真を成しtt fる最●要
政量i日

1 . 安心、いきいき、魅力いっばいの新しい表城県を目指す
人ロit少がa速に進む中にあって、表城が「集民が日本一
幸せな果」となり、本集の理かしい未来を実現していくため、
県の総力を拳げて地方創生に取り組むとともに、 県民総活●
社会を見据えたiらしゃすい環境整備を進め、環民の表全安
b をa保して、本.!属発展に向けた施業のf実な推進を国る。
1 .  「新しい」 i ら しやすさ、  安全・安心をつくる

(1) 少子化・人口it!i;l的tの ll書 lit充
① 「日本一子どもを産み青てやすい県」の実現を県政の基本指

針とし、少子化対策を始め、県内に新たな安定した雇用を創出

していくための取り組み、仕事と子育ての両立を図れるような

労働環境の整備、動き方改革など、あらゆる分野の施策で具体

化を進める。

(2) 産婦人科・小児科の診療体制を整備するとともに、医療水準

の向上を図るため、医師をはじめとする医旗従事者の養成・確

保を図る。

o地域1離i介護総合確保基金を活用して、早期の医師確保と医

藤体制の整備を図る。

③ 母体及び新生児の救急医療を安定して提供できるよう、

N I C U(新生児集中治療管理室)の整備を促造する。

※ ④ 医藤的ケアを必要とする子どもとその家族への支授体制や保
育所等での受入体制など環境の整備を推進する。

(11) 小児医療費助成制度(マル福)の充実により、子青て能の
経済的負担の軽減を図る。

⑥ 子ども・子育て支援新制度実施のため、確実な財源を確保す

る。

〇 ? 児重,ticを実現すぺく、保青所や額定こども園などの拡
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充を一層促進する。 また、 保青士の処通改善を一層進めてその

確保を図ることや、良質の保青ができるような施策を行う。

;!i 〇 少子化の大きな要因である未婚化・晩婚化・晩産化に対応す

るため、各市町村の結婚支援事業の聞をはじめ、結婚・妊娠・

出産・子育てを通じて切れ目のない支選が包括的に提供される

一元的な体制・制度の機集や環境整備を図る。

※ ⑨ 首都目から着者を呼び込むため、市町村や県内企業等とも連

携し、オール茨城で、移住・二地域居住や関係人口の拡大等の

独自の取り組みを強力に推進するなど、U・ I・  J タ ー ン を 促

進する。官民一体での支授体制をつくる。
〇 全ての小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動拠点

を確保するため、放課後子ども総合プランを推進し、そのため

の環境整備を行う。

〇 子青て家庭の経済的:自L担、すなわち保育料や医療費、教青費

などのさらなるl墜減策を実施することによって、茨城は「子青

てしゃすい県である」とアピールし、これにより、出生数の增

のみならず、若い世代の定住と流入につなげる。

〇 少子化対策として、「命をっないでいくことが大切である」と

いう理識を小学生の時から酸成していけるよう、心の教育の充

実を図る。

(lit 特に、 家庭で子青てをする親に対して施設保青と同等に支援
する。

〇 子どもの宣困対策として、 生活困窮家庭の子どもへの学習支

援などに取り組む。

(2) M 長 i 日 本一を日常す
① 健やかなライフサイクルの確立に向けた健康寿命の延伸につ

いては、 健康寿命日本一を視野に入れ、 健康政策に係るこれま

での蓄積を十分に生かすとともに検証し、さらに、茨城システ

ムと言えるような仕組みを構集し、新たな産業創造も見据えて

取り組んでいく。

② 介強をはじめとする社会福祉事業に対する人材の確保・ 育成
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のため、 現場職員の処遇改善を図るとともに、 経済情勢を適切

に反映した報酬や措置費単価の改定を国に対して働きかける。

o介護職員処遇改善加算の継続を国に働きかける。

③ 要介幾度の維持・改善や職員の人材青成・処通改善等に成果

を上げた介護保険事業者に対し、インセンティプ(成功報酬)

を与えることで、現場のモチペーシ, ンを高める獎動金制度を
創設する。

④ 「人生10 0年時代」における県政の施策のあり方について、

全庁的議論を踏まえ、ピジgンを示す。

⑤ 長年にわた,て培われた高齢者の経験・知識・技術等を活か

し、長寿社会の中で活通を促進するため、高餘者の多様な就業

機会の確保に取り組んでいく。

※ ⑥ I CT機器を活用した施設入居者の体調等の自動記最・ デ ー

タ化や事務負担の軽減に向けたD Xの推進等をはかるため、

I C T導入補助金助成率の引上tfなど介護福祉施設における労

動環境の改善を図る。

(3) Ellaの世代が75tを111!,ll る 2 0 2 11 年間ll及び Eli:Iaジ,=ア
世代が高Ie化する 2 0 4 0 年間・を前提としたE家・福祉・介e
体制強化

① 医師確保対策を県政の最重要課題とし、令和2年3月に策定

した医師確保計画により、県立高校の医学コースの設置や医学

部の新設・需致による医師の養成や、政策医療を中心とした医

師の配置調整等の取組を推進し、 抜本的な医師不足及び地域偏

在の解消を図る。

② 魅力ある研修を行い、全国から若手医師を集め、県内に定着

を図るなど、 広範な医師確保施策を大胆に進める。

③ I CTを活用し、地域の中核的な医療機関相互の連携を図り、

茨城型遠隔医療モデルを構築することにより、医師不足を補完

する有効な手段とする。

④ 県内では医師不足等により医療機能が低下しており、医療提

供体制の再構築が必要な地域があることから、医療機関の再編
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統合を推進する。

⑧ 訪間看識など看護師の役割の重要性に鑑み、看護師の增員と

質の向上を図る。准看護師養成校について、 .既存は当面絶持し

つつも、新設は止め、(正)看護師養成に向けた誘導施策を識ず

る o

;!i ⑥ 医療(医師や看護師等) ・福祉(介護職員等)の人材の青成

強化及び女性が活躍できる環境整備として、 離戰防止対策と再

就業支援の強化等を図る。

;!i (i) 救急患者が通速に適切な処置が受けられるよう、消防救急指

令の県内一元化を進めるとともに患者を違やかに医療の管理下

に置くような体制整備に努めること。

⑧ 高餘者の利用ニーズに応じた介護サービス基盤の整備や、介

護する家族への支授など介護離職ゼoの実現に向けた施策に取

り組む。

③ 本県独自に推造している地域ケアシステムの運用の中で善積

されたノウハウである 「 コーディネー ト機能 」の充実を図りな

がら、高oS者をはじめとする、すべての要援識者に対し、適切
で質の高い医療・介護サービス等が切れ日なく提供される「茨

城型地域包括ケアシステム」の構築を推進する。

〇 医療機関や回復期病床からの受け入れ先となる介護施設の状

況や在宅介護の実情、患者の心情など、現場の視点を踏まえて

地域医療能を実現していく。

(D 認知症の予防と容態に応じた適時・適切な医療・介識の提供
体制の機集を推造する。

o題知症の前段階である軽度理知1;章害対策の推進などにより、

認知症の発症や重症化の子防に取り組む。

oかかりっけ医等が專門医、認知症サポート医等の支援を受け

ながら、必要に応じて認知症疾息医藤センター等の専門医線

機関に紹介の上、 速やかに性別診断が行われる体制を構集す

る。

o若年性組知症に関する普及啓発を推進するとともに、相談窓
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口の設置などにより、 適切な支援が受けられる体制を構築す

る o

〇 県民の生選を通じた歯と口腔の健康づくりを推造する。

o「茨城県歯と口腔の健康づくり8020・6424推進条例」等に基

づき、8020・64%通動(80歳で20本以上の置を保つ1:と及
び64識で 24本以上の歯を保つこと)を推進する。

※ oむし歯のない子どもを增やすため、むしlei防に科学的根拠
のあるフッ化物洗口を実施する施設等の增加を図るとともに

継続的に実施できるよう効果的な普及に努める。

o歯と口腔の健康づくりをさらに推進するため、行政に従事す

るIa科衛生士の確保を図る。
〇 葉局における健康相談や情報提供の機能強化を支提すること

により、県民のセルフメディケーションの推進を図る。また、

集局の在宅医療や地域活動への参画などを推進し、 住民の健康
を幅広くサポートする「健康サポート葉局」の普及を図る。

〇 新たなインフ ルiンザの発生に備え医藤体制を強化する と と

もに、タミフル等の医薬品の備書や県民への普及啓発等の対策

を造める。

⑩ 地域医旗介幾総合確保基金を活用し、医療・介捜等福祉の充

実を図る。

0;10 国民健康保険の都新県単位化に伴い、市町村との連搜を一
層強化し、新制度の円滑な運営を確保する。

〇 保健所の機能強化を図るため、老朽化が著しい庁合の改集を

早急に進め、道切な規模の相談・執務スペース等の確保やバリ

アフリー化を図る。その際、現体制への再編時に、利便性の低

下を藤念する声が高まったことなどを踏まえ、立地場所等を考

慮する。

〇 外国人介幾人材の受入れに当た,ては、外国人材が適切な労

働環境と処通のもとに活用できるよう、施設経営者に意識改革

を促すとともに、外国人介護人材が定着し、活日できる仕組み

づくりを進めることで、介護人材の育成 ・確保を図,ていく。
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(4) 限 の 命 とe9を守る集立病Mの再構集
① 中央病院、こころの医療センター及びこども病院の県立3病

院は、県民への安全・安心な医療提供のためのii極的な機能充
実を図りながら、県財政への負担選減を図るために、技本的な
経営改善を推進する。

o県立中央病院は、建設後30年以上が経過し、 施設の老i9化、

決隆化が進み、手術室不足が常態化している状況にある。災

害裁l!点病院として大規模災害に備えるぺく、早急に免震構造

にしなければならないことを踏まえ、無駄な二重投資は選け、

大局的な全体構想のもと、全面建て替えをする。

o中央病院を一日魅力的なものとするため、本県の強みを生か

し、医療とっくばのロボット技術や画期的な次世代がん治療

B N C Tなど科学技術との連携を進める、 いわゆる医工連携

をコンセプトとし、先進的な医療機関とする。全国の大学か

ら若手医師を呼び込み、養成して、県内定着を図るという医

師養成センター機能構想を確立する。

(5) がん対策推造

(i) 「茨城県がん検診を推進し、がんと向き合うための県民能

条例」 の柱であるがん検惨受診率 50%以上の目標を早期に達成

するため、条例の趣旨を県民にしっかりと浸透させながら、実

効性ある施策を関係機関との密接な連携のもと、積極的にかつ

広範に推進する。

② がんになっても働き続けられる労働環境の整備と意識の Ia成
を造める。

③ 自宅療養のがん息者の居場所づくりを進める。

④ 小児がん対策を進める。

⑤ がん、iii患には、つくばの最新技術を活用する。

⑥ 胃がんリスクを知るためのAE  C検診(リスク層別化検査)

の導入を田する。

(i) がん教青を推造する。

③ 女性の医師や検査技師等が検松にあたる女性専用がん検松章
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の導入を推進する。

(6) いばらきノーマライゼーションal推遭

(i) 「障書のある人もない人も共に歩み幸・1,1に基らすための茨域
県一;くり条例」の日的でもある、誰もが住みなれた地域で社会
を構成する一員として共に歩み幸せにi らすことのできる社会
の実現のため、障書のある人が地域杜会で自立し、様々な分野

で社会参加が図れるよう、福祉サービスの基盤づくりを推進す

るとともに、聞の拡充を図る。

(2) ヘルプマーク・ヘルプカードの認知度向上に向けた取組を行

う o

※ ③ 障者のある来就学児の保育所、幼稚園、認定1:ども目等への
受け入れを促進する。

④ 老朽化、決隆化等、多くの課題がある県立あすなろの郷につ

いては、セーフティネットとしての持つべき役割や機能、通営

面の課題などの検討を行い、再整備を早期に進める。

(7) 犬指a処分 ,ll'ロ実現
① 「茨城県犬描地分ゼロを目指す条例」に基づき、機処分減

少に対する各種政策を積極的に展開する。

② 犬や装を保幾し、a渡等の機能を有する動物愛換セ ン タ ー の
設置を進める。

③ 県動物指導センターの支所を保健所ごとに開設するよう努め

る o

(8) 集ll;al構差l,正対策

(i) 人口減少が著しい県北地域の1民里,を図るため、「定住人口の確

保」「交流人口の拡大」 「生活f東_:境基盤の充実」を基本とし、各
種振興施策を積極的に推進する。

o県北地域の定住人口の確保を図るために、雇用の確保・創出

をはじめ、医旗、福祉、子育て、教青の環境や、広域交通ネッ

トワークの整備といった生活環境基盤の充実を図る。 I C T

を活用した学習機会の確保、医療提供体制の充実などを造め

る。
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o県北地域の市町がそれぞれ有する豊かな自然や産業などの地

域資種、イ ベント等を有効に活用して、交流人口の拡大を図つ

ていく。多様な手段を使って、地域の魅力を効果的に情報発

信していく。

oそれぞれの地域が真に必要とする起爆剤の導入を支援するl:

とにより、効果的な県北地域の振興を図る。

o石岡市から笠間市間の道組神時のトンネル化を実現して、 大

子町方面に向かう(仮称)茨城般買幹線道路の整備を進める。

o東京日の学生との交流を活発にするため、 東京日の大学との

単位互換やサテライトキャンパスの設置を支製する。

(9) 去全・去心なltl二づくり

;!i (i) 原民が安全安心を実感できる「いばらきlを確立するため、

※

【新通】

治安及び交通安全の構を強化する。

o地域住民の安心の確保に最大限配意した上で、 警察暑及び交

番・駐在所の再編整備を計画的に造め、響察力の一属の強化

を図る。

o交通信号機の視認性向上による交通事故の減少を図るため、

信号灯器のL E D化を推進する。

o 「ーセ言話約k」の取締りと被害防止構を強化する。

o環状交差点 (ラウンドアバウト )の導入効果が見込まれる交

通事故の減少や被書の軽減、 交差点における待ち時問の減少、

災善時の対応力の向上等を踏まえ、環状交差点導入に向けた

道路管理者への働きかけを推進する。

o車道を通行する自転車の安全と歩道を通行する歩行者の安全

の双方を確保するため、 自転車通行の総合対策を推進する。

o基力団排除条例の適用により、安心できる県民生活を実現す

る。

o住宅侵入窃盗の予防対策、検挙構を推進する。

oあらゆる法令を駆使した検挙と情報発信による抑止の両面か

ら自動車盗対策を強化する。ヤード対策として条例に基 一二; く
立入りや未把握ヤードの把握を被底し、整難白動章を持ち込
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ませない環境を構築する。

o県民の不安解消を図るとともに、目由で旺盛な企業活動を様々

な犯罪から守るため、 響察官の增員を含めた響察力と響察活

動の充実・強化を図る。

o飲酒通転の根絶のため、 飲酒通転の厳正な取締りを実施する

とともに、交通安全教青や関係機関・団体との連搜による広

報一書発活動を通じて県民の規範意識の確立を図り、 より実効

性の高い対策を実施する。

o運転中の捜帯電話使用は極めて危険であることから、啓発と

取り締まりを強化する。

oテロに関する情報収集・分析、水際対策、警戒警備を徴底す

るとともに、テロ対策茨城パートナーシップ推進会識等を通

じて関係機関や民間事業者と連構し、官民一体とな,たテo

対策を推進し、 テロの未然防止を図る。

o外国人就労者を含めた県内の在留外国人が、 安全安心を実感

できるための取組を推進する。

o安全・安心の茨限を確固たるものとするため、警察と知事

部局や教青委員会と犯第の未然防止を重視した連携の強化を

図り、解が起きにくい社会づくりを進める。

o犯罪の来然防止、解決に街頭防犯カメラが有効である1:と か
ら、設置を促造する。

② 食の安全・安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推

進し、 もって県民の生命及び健康を保護するとともに、消費者

の信頼を確保する。

o食品等事業者に対して法令順守意識の向上を促すとともに、

営業施設等に対する監視指導体制の強化を図る。

o食品表示法の施行を踏まえ、食品表示の監視指導を強化する

とともに、事業者による自主的な食品表示適正化に向けた取

り組みを支援する。

o G A P (農業生産工程管理)やトレーサピリティの取組につい

て積極的な推進を図る。
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o 「茨域県食の安全・安心推進条例」 に基づき、安全・安心な

食品の生産及び供給に寄与するため、 実効性のある総合的な

食の安全・安心施策を推進する。

o高病原性鳥インフルエンザ、口時疫や豚熱等、家書伝染病に

関する発生予防体制と万が一の発生に備えた防疫体制を構榮

することとし、特に、藤熟については、同養藤へのワクチン

接種及び野生いのししへの経口ワクチン散布を引き続き行う

とともに、アフリカぼ裁も含め、野生動物侵入防止対策とし

て防l整 till、防爲ネットの i fi正な維構理等を指導する。
o原産地の偽装表11示などの不適正な表示を確実に発見するため、

関係機関と連携し、 元素分析等の科学的手法を用いた検査を

実施し、県民の食に対する安心感の酸成を図る。

o食品衡生法等の一部改正を踏まえ、 食品等事業者に対する

H A C C  P (ハサップ:危害要因分析重要管理点)を用いた

衛生管理方法の適正な運用を確認及び支援する。

o水道用水の水源でもある重ヶ浦の水質浄化は、 極めて重要で

あることから、一日推進する。

filii 'tiffな提a境づくり
① 子青て支1展、コミュニティの維持など、県民の互意・互助
(助け合い) の精神をa成する。

(2) 人口滅少や少子高齢化が造行する中、地域の移動手段確保な

どの観点から、国や市町村と連携して、市町村を越えた広域路

線パスなどを含む公共交通ネットワークを検討するとともに、

地域住民にとって必要なパス路線の絶持確保を図る。

※ ③ 中山間地域の高ei者等の交通不便者への対策として、自動運
転車の社会実装に向けた取組を促進する。

④ 県民生活に欠か・lトない生活道路の安全確保をはじめ、事l線道

路の維持・補修や、県管理中小河川の改修及び波操に対して、

大幅な子算確保に努める。

⑤ 水資減の安定的確保や用水供給対策、治水対策の充実強化を

進める。
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o電ヶ浦導水事業については、重ヶ浦及び桜川(千波湖)の水

質淨化、利根川及び那珂川の温水被書の軽減、並びに新規都

市用水の確保のため不可欠な事業として、 関係者の理解を得

ながら、関係都県と連携し国への動きかけを行うなどにより

業 理 を 図 る 。

⑥ ごみの滅量化・再資渡化等の対策を推進するとともに、ご み

処理施設の整備促進を図る。

⑦ 下水道、農業集落排水施設や合併処理浄化糟の整備を推進す

るとともに、量ヶ浦(西浦、北浦、常陸利根川)、牛久沼、1固沼

などの湖沼・河川の水質淨化対策を強化する。

⑧ 資源循環型社会一;くりのため、環境教育を推進し、環境保全
l目 fa i軍動の強化を図る。

※ ⑨ 産業界等の様々な主体と連携し、プラスチック使用量の削減

やぺットポトルの水平リサイクルの普及を図るほか、使用済プ

ラスチック製品の分別収集、再資源化に係る市町村の取組を後

押しし、プラスチック資源括環を推進する。

〇 地域と共生した再生可能エネルギーの導入、省エネルギー施

設整備や次世代自動車の普及など、 脱炭素杜会づくりに向けた

取り組みを推進する。

【新a】 o 「 いばらきヵーポンニ ュー ト ラ ル 産 業頭,点創出プロジ,ク ト 」
に費同する企業、大学、研究機関、国や自治体等の関係機関

など、産学官の連携・協動がより一層深化されるよう、県が

リ ー ダーシ ッ プ を発理し、取組を推進する。

【新温】 〇 太田光発電の導入については、地域住民の理解を図るととも

に、 自然環境に配意した適正な導入を促進する。

【新通】 〇 いばらきエネルギーシフト促進事業について、多くの事業者

が活用できるよう、拡充を図る。

〇 表城県地球温暖化対策実行計画に基一二;き、二酸化炭素排出削

減に向けた県民通動や事業者の環境:自L荷低減の取り組みを推進
するなど、地球温暖化対策を総合的・計画的に推造する。

o家度部門における大幅な二酸イ田排出削滅を達成するため、
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各家庭での取り組みを促進し、 分かりやすい情報発信を心が

け、意識の啓発を推進する。

o事業者における二酸化炭表排出量削減のための対策支援や、

環境マネジメントシステムの普及など、特に中小規模事業者

への取り組みを推進する。

〇 森林湖沼環mの活用を図る。
o県民共有の財産である表林や湖沼・河川等の自然環境を、そ

の公益的機能が十分に発轉されるような状態で次代に引き継

いでいくために、その税収を効率的に活用する。税を活用し

た事業の重要性や公益性について県民の十分な理解を得るた

め、 取組による経済効果について数値目標を設定するなど、

県民への恩意などの「見える化」に向けた情報を積極的に発

信する。

〇 世界湖沼会議の成果を踏まえ、湖沼に関わる関係者などの協

力関係のもと、県民に環境学習等の機会を提供し、環境の保

全・改善に資する新たな]1雄[、成果に結びっけていく。

〇 地域との調和を図りっつ、日立市観訪町地内に計画する新た

な産業廃室物最終処分場の整備を進める。

111 1) 心をl かにする文化の1最a
伝統芸能や文化を次代に継承するとともに、新たな芸術、文化

の振興を図り、 心豊かな生活を送る中でi郎土愛の酸成を図る。

0a スポーツのlit
① 身近なスポーツへの関心や参加意欲を高め、スポーツを通じ

た県民の能增造、体力づくりにつなげる施策を推進する。

② スポーツを核とした地域振興やスポーツ産業の番致、青成に

取り組み、スポーツを通じた地域の活性化を推進する。

③ 地域活性化や;it力度アップ等を目指し、青少年を対象とした
全国規技のスポーツ大会の構的な義致に取り組む。

④ スポーツ選手の青成強化のため、フィジカルトレーニング、

食事トレーニング、身体のメンテナンス(先進的な医療を含む)

面からァプ oーチする体制を整備するとともに、スポーツトレー

- 1 4-



ナーを県内各地の理点に配置する。

⑧ 表城国体終了後においても、大会開催のレガ'シーとしてより

-Jiのスポーツ振異を図るため、引き続き老i9化した施設・設
備の改修に取り組む。改修にあた,ては、 1障害者スポーツの推
進や競技水準の向上を図るため、 障善者も利用可能な施設とな

る よ うmする。
⑥ 全国規模のスポーツ大会の支授や国体正式競技に加え、デモ

ンストレーションスポーツ般技も視野に入れた記念大会を開催

することにより、スポーツ人口やスポーツ交流人口の拡大を図る。

00 台良;919号〇の大線種災書対策
① 用解害やテロ等の緊急事態に対応するため、警察・消防・

海上保安庁・自衛隊・災数点病院等や行政との連推を強化し、

危機管理体制の整備や支授策の充実を図る。

o県広報紙等を活用し、 県民の防災意識向上のための情報を全

世帯に配布する。

o事前に災害発生時の状況を想定し防災行動を時系列で整理し

た行動計画、いわゆるタイムラインを個人ごとに作成する。

o防災に関する専門的知識・技術を持つスペシャリストを青成

して配置する。

o県で総合的に情報を収集して目治体間で共有する。 気象情報

を的確に把握するため、 県に気象予報士を配置する。

o S N Sなど多様な発信手段を活用し県民に正確かつ迅速に情

報を伝える。

o防災教青に関連した内容の一元化を図り、 学校における防災

教青や防災訓練を推進する。

o地域における自主防地歡、 消防団の強化や防災訓練への支

援を行うとともに、地域のリーダーとしての活国が期待され

る防災士の積極的な活用が図られるよう、市町村への支授を

強化する。

o線状降水'常の発生により、洪水や土砂崩れなどの発生が予見
される場合には、 自主防災組総による初動対応が地域住民の
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命を守る使となることから、  災害ハザードェリァ内における

自主防災組織の結成を促進する。

o選難所の冷展房の整備やトイレの增設、プライバシーの確保

など快適性の保持を促進する。

o災善の事前対策に対する中小企業の意識付けを進めるととも

に、災書により甚大な被書を受け、再建困難な産業等を支援

するため、 企業間の連携の強化を促進する。

o令和元年台風第19号等により被害を受けた河川について、

本川・支川を含めた抜本的な河川改修を推進する。

o災善時における廃葉物の迅速かつ円滑な処理のため、 市町村

による災害室表物処理計画の策定を支援するとともに、関係

機関との連携・協力による広域的な処理体制の構集に取り組

むo

00 国:l:強a強化の推造
(i) 切適する巨大地震等や気候変動の影響により境発・激甚化が

銀念される気象災害等を踏まえた防災・減災対策を着実に識じ、

国土強理化を強力に推進する。

(a) 災書に強い原土 一二Sくりのため、「防災・演1111,、国土強靭化のた
めの5か年加違化対策」を有効に活用し、自然災害時の減災・

防災対応として、道路の法面・盛土対策や冠水対策、河川の流

木対策、海岸現防の高期対策等のインフラ整備を積極的に推造

する。

※ ③ 「防災・減災、国土強m化のための5か年加速化対策」を確
実に実施するとともに終了後も、国土強観化の]10t組みが通速か

つ確実に実施できるよう、 構の抜本強化を図る。

o令和元年東日本台風等により被書を受けた公共土木施設の迅

速な復旧・復興に取り組むとともに、災書に強い国土一二; く り

を着実に推進するため、 地方の社会資本整備財源の十分かつ

安定的な確保を国に働きかける。

o5か年加速化対策について、計画的に事業を推進するため、

5か年加速化対ill後も、必要な予算 ・財源を別神で総続的に
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確保できるよう、国に働きかける。

o事前防災・減災対策の強力な推進により激甚化する自然災害

に対する安全を確保するため、 河川改修や地域間交通のダブ

ルネットワーク構築など国土強組化予算の重点配分並びに大

幅な子算增を国に働きかける。

o将来の財政負担を抑える予防保全に早急に移行するため、 診

断・修構等の長寿命化に必要な予算の別枠確保及び安定的な

財源確保を国に働きかける。

;!i o平常時災書時を問わず経済を支える物流の効率化を図るため、

重要物流道路の更なる措定及び指定路操の早期補助事業化に

よる重点整備を国に働きかける。

④ 地域住民の安全安心に直接的な責任を有する基整自治体を長

期的かつ安定的に支えることができるよう、地方整備局等の体

制の充実・強化や災害対応に必要となる資機材の更なる確保を

図るよう、国に働きかける。

⑤ 災善復旧時の拠点となる土木事務所等の機能強化、 土木系技

術職員の大幅增員を図るための、 予算措置並びに施策の措置を

図る。

⑥ 公共施設(橋集・ トンネル等の土木構造物など)の老朽化対

策として、予防保全型の維持管理による長寿命化を進めるとと

もに、危能設の積極的な更新に努める口 特に橋集については、

災害に備えてift震化を推進する。
⑦ 住民の安全確保を優先し、一部Eのみを耐震化する等、家屋

全体の耐震化以外の耐震改修について普及啓発等を行うととも

に、助成措置の充実を図る。

⑧ 国土強m化に向けた取り組みを推進するため、国土強觀化地
域計画の県内全市町村での早期策定に向け、 支援を強化する。

00 新型コロナウイルスm構
① 引き続き、確実なワクチンの確保・供給を国に求めるととも

に、県民への予防効果などの周知を做底し、すべての希望する

接種対象者が、円滑にワクチンの接種を受けることができるよ
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う、戦略的に取り組むこと。

② 今後の感染拡大時においても、入院患者の急增に伴う深刻な

病床ひっ追を招かないよう先手で病床確保に努めるとともに、

コoナ福による病院経営の惡化などに対応するための必要な財

源の確保を国へ要望するなど、医療提供体制の充実・強化に取

り組むこと。

③ 高餘者・障害者福祉施設でクラスターが複数発生したことか

ら、発生事案の検証を行い、随時新型コロナ感染対策マニュア

ルを見直すほか、職員向けの研修内容を充実するなどによりさ

らなる感染防止対策の充実・強化を図ること。

④ いわゆるコロナ 'ieiai i iに苦しむ方に対し、寄せられる相談に
丁事に耳を傾け、相談者に寄り添った対応に努めること。

⑤ 新型コoナゥイルス感染症の影響により収入が減少した世帯

などが、早期に生活を再建できるよう、生活福祉資金の貸付け

や表食住の提供を行う支提など、相談者一人ひとりに寄り添っ

た丁寧な支授に取り組むこと。

2.「新しい」t集・◆用をつくる
;!i (1) 人ロa少を可能な限りaやかにし、持続的な活力ある地fill:会
をllるた0、 本集の地方111生に向けた;取組の強化

※ (i) 県総合計画の一部として位置付けた本県の「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」(県総合戦略)を着実に推進するとともに、

いばらき自民覚から提出した「地方創生のためのアイデア施策

提案」(164項目)を十分に參考にして、真の地方創生を進める。

;!i ② 県総合戦略に関連する指標について、県総合計画審議会にお

ける評価・分析、検証を踏まえて、施策の実効性を高め、県総

合戰略の着実な推進を図る。

【新温】 ③ デジタル田園都市国家構想の実現に向け、市町村とも連携し

ながらデジタル技術を活用した取組を進める。

※ ④ 先斑性のある]1111組などを対象とする国のデジタル田園都市国

家構想交付金(地方創生推進タイプ、地方創生拠点整備タイプ

など)を有効に活用し、さらなる地方創生を推進する。
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(2) 新産業青成. 中小企業の業能操・事業承総支通
① 「県全体として様ぐ力をつくり出す」という基本理念を根本

に据え、新しい産業政策を再機集していくaそのため、商]:業
や農業はもとより、医療、介護、健康、食品、教青、科学技術

などで新産業を創造する。一方、 これまで本県経済を支えてき

たものづくりなどの既存の産業や中小企業についても一i発展

させる。

② 表城の持つ最先端科学技術の強みと特色を生かし、中長期的

な視点から、起業支援、新産業の創出やペンチャー ・ 新 事 通

開への支授、産業人材の確保・育成などへの投資を促し、新た

な需要と雇用を生み出すとともに、若者に対し起業家精神の青

成を進める。

③ 最先端の科学技術や数多くの研究人材の集種を游る「つくば」

は、本県の大きな原動力であり、そのイノベーションをさらに

9き上げ対日投資を呼び込み、シリコンバレーのようにしてい

く o

※ o産業技術総合研究所をはじめとするつくば地域の先端技術研

究機関との連搜強化を図りながら、創業や新事業展開のイ]i!准

を図る。

oつくばの科学技術の集積を活用し、 ラ イ フ イ ノ ベ ー シ ョ ン ・

グリーンイノベーション分野の新事業・新産業の創出を通じ

て、我が国の成長・発展に貢献するため、「つくば国際戦!哈総

合特区」の取り組みを推進する。

o「つくば・東海・日立」を有機的に結び付け、最先端科学技

m点の形成を図る。
【新通】 o新産業を核としたスタートアップや企業を根付かせるための

取り組みを強化すること。また、「つくば」に集積した科学技

術や研究人材等の強みを生かし、新産業の創出、青成、事業

展開の実現を図り、新産業の拠点化を日指すこと。

④ ペ ン チ ャ一企業をはじめ、スタートアップを強く支援して、

「 起業す るな ら茨城 」 と 言われる よ う に ス ター ト ア ッ プ通を
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日 指すとともに、  県内で起業したペンチャ一企業が県外に流出

し ないよう、有効な支援施策を講じ、ベンチャ一企業の育成・

集 積につなげる。

⑤ 字宙航空研究開発機構(JAXA)をはじめ、国の研究機関等

と連携して、字宙関連ペンチャ一等が活動しやすい環境づくり

に取り組み、多くの企業が字富ビジネスに挑戦できる換点形成

を進める。

⑥ 地域の活性化や再生を図るため、国家戦略特区、地域再生、

流生などの制度を総合的に活用する 。

⑦ 本県経済の基盤を形成する中小企業の新製品・新技術の開発、

販路拡大を支援するl:とにより、創造性・目立性に富んだ中小

企業の育成を図る。

③ 環境・ バイオ分野をはじめとするリーディング産業の新規立

地や事業拡大の大きな解となる人材確保について、 地元市町

村や企業・学校等の連携により、技術系人材を確保するととも

に、若年労働力の地元採用・定着を目指す。

⑨ 大強度陽子加速器施設( J P  ARC)における中性子の産業
利用を促造する。

⑩ 次世代のエネルギーとして期待されている水素エネルギーに

ついて、本県においても水素関連の技術開発を支援し、新たな

事業創出を促進するとともに、家庭用燃料電池及び姚料電池自

動車等の普及拡大に向けた取り組みを一層強化することにより、

先量l的な役割を果たしていく。

〇 地方の人口減少を食い止めるためには、国としての地方から

簡目への人口流出に歯止めをかける対策が必要であり、 「地域

における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修

学及び就業の促進に関する法律」に基づき、東京23区内の大

学の定員增が規制されたところであるが、 さらに実効性を高め

るため、地方大学・地域産業創生交付金制度の拡充等について、

国に対して働きかける。

〇 内需の i事ll書や中国経済の減速などによる悪影響等により、必
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要な事業資金の円滑な調達に支障を来している中小企業に対し、

信用保証協会におけるセーフティネット保証制度等の円滑な利

用の促進や返済負担の観滅など、より一属の金融支提制度の充

実を図る。

〇 大手企業との交流や産学連携による技術開発を促進し、今後

成長が期待できる環境・新エネルギ'一や健康・医療機器等の産

業分野への県内申小企業の参入を構的に支授する。

〇 県内中小企業の地域資温の活用や農商工等連携による新事業

への取り組みの支援を強化する。

⑩ 中小企業の新製品・新技術の開発に必要な技術シースの移転

や I  o T活用を支援するとともに、 I CT等の次世代技術を活

用しながら、創造的企業・起業家の青成を強力に推進する。

⑩ サービス業など労働集約型の地域密着型企業の新規立ち上げ

により、地元雇用を創出し、中心商店街等の限わい復活につな

i f る。

〇 中小小売店等を支授するため、街づくりと一体とな,た申心

市街地の活性化や、限わいのある商店街づくりを田する。

;!i 〇 大型店の撤退や交通相の弱体化等に伴う高齢者など買い物困

難者の增大に対応するため、 市町村等と連携した空き店館への

出店を積極的に支選する。

〇 設mの円滑化に向けた支援の充実を図る。
② 厳しい経営環境に直面している建設業のイメージアップを図

るとともに、県発注工事について、「ゼロ県債」(ゼロ解負担

行為)、操越制度や余裕期間制度の活用、適正な工期の設定等に

より、施工時期等の平準化を図る。併せて、経営革新や地域貢

献に取り組む業者に対する支援の充実や県内業者育成のための

地元業者への優先発注を行う。

の 中小企業における女性活躍の取組を加速させるため、 女性活
最描進法に基づく事業主行動計画の策定を促す。

〇 働き方改革を進めるため、テレワークなど多様な働き方が可

能な環境の創出を推進する。
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② 新たな地域経済の担い手を創出し産業の新陳代謝を促進する

ため、女性を中心とした起業を促進するとともに、後継者不足

とのマッチングを図る。

の TPPなどの経済連携協定については、農業分野をはじめ、
幅広い分野に大きな影響を及ばすことが概念されるため、国際

的な動向を踏まえながら、状況がどのように推移しても万全の

構を識じるよう政府等へ動きかける。

@ コロナ福で度弊した地域経済を再生させるため、事業者支援
体制の構集に取り組むとともに、次の感染拡大に備え、事業者

支援のさらなる強化を図る。

(3) lll城al; t,最を支えるインフラ整備
(i) 陸・海・空の広域交通ネットワークの整備を図る。

o首都目中央連絡自動:Eli道については、 4車線化の早期完成を

国等に働きかけ、整備を促進するとともに、 I Cアクセス道

路の整備を推造する。

o東関東自動章道水戸線については、 県内区間の全線開通に向

けて整備を促進し、さらには、鹿n ・神栖方面への延伸に取

り組む。

o新4号国道の6車線化や、国道6号及び国道50号の4章線

化について、早期完成を国に働きかけ、整備を田する。

o遭路整備に必要な財渡を確保し、国・県遭などの幹線道路相

の整備を滞ることなく推進する。

o茨城空港については、国内、国際定期便やチャーター便等で

きるだけ多くの路線の確保を図る。

o ウ ィズコ oナ時代を見据え、茨城空港にプライペートジ , ツ

トの開報11民を增設し、海外富裕国等との交流促進につなげる。

o表城港及び處島港の整備を促造するとともに、定期航路の開

設など、利用拡大を図るため、効果的なポートセールスを行

う o

(2) 願発展に結びつける幹線道路ネットワーク相の整備を図る。

o石岡市から笠間市間の道組神時のトンネル化を実現して、 大
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子町方面に向かう (仮称) 茨城構幹設路の整備を進める。

【再掲】

o筑西幹線道路について、 全線を早期に結ぶことを最優先に、

mを進める。
③ つくばエクスプレス等の跌道照の利便性向上を図り、首都圈

との連携を強化するとともに、魅力ある沿線開発を推進する。

oつくばエクスプレスの東京駅までの延伸の早期実現を図る。

oつくばエクスプレス沿線の早期市街化を図るため、土地区画

整理事業を推進するとともに、戰略的なPRにより、「つくば

スタイル」の定着を図る。

oつくばエクスプレス沿線の県有地の分議推進と優良企業の誘

致を促造する。

④ 地域振真や観光振興を図る観点から、つくばエクスプレスの

県内延伸に向けた取り組みを推進する。

⑤ 東京直結鉄道(地下缺8号線)の県西地域への延伸を促進する。

⑥ ひたちなか海浜1跌道注線の〇たちなか地区への延伸について
は、 ひたちなか地区開発を進展させる取り組みの一つと位置付

け、市と一体となって延伸の実現に取り組む。

※ ⑦ 道路・橋梁・ トンネルの補修、道路の除章・防章対策、自線

の引き直し、河川の竹木の伐採、增積土砂の除去など、総持補

修を進める。

③ 海門橋など、老商化した構梁の集け替えに計画的に取り組む。

(4) 企業立地の強力な推造、地城限

(i) 企業ニーズに即した本社換能移転強化促進補動事業等各種優

通措置や企業が活動しゃすい事業環境の整備、戦略的な企業義

致策の実施などにより、 企業立地や新たな成長分野等の本社機

能の移転を促進し、 力強い産業と開の創出を図る。

o様々な企業の事業環境が向上するように、交通ネットワーク

をはじめとする各種インフラの整備はもとより、a通制度の
拡充、各種許認可の迅速簡表化に努め、地域間競争に負けな

い産業基盤づくりを進める。
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② 大型投資の進む次世代自動車や半導体関連産業のク ラスタ一

化を図るため、関連企業の番致に積極的に取り組み、雇用の創

出を図る。また、それらの企業の製品を県内企業が活用しゃす

く な る よ う P R を行 う な ど 、環1境二; くりに努める。

※ ③ 首都日中央連絡自動車道の沿線地域では、旺盛な産業用地の

需要に対し迅速な供給が要'fの課題となっていることから、一
社でも多くの企業を本県に呼び込めるよう、市町村が主導する

開発計画の支援強化を図るとともに、県施行による産業用地開

発を含め他県の先を越す産業用地供給に向けた取り組みを強化

する。

④ テレワークを活用する I  T ・ペンチャ一企業のサテライトオ

フィスなど、企業のMの本県への器致促造を図る。

⑤ 地元企業、農家、研究機関と連携できる食品産業等の集積な

ど新しい発想と戦略で対処する。

⑥ 県等保有土地については、県有地等処分・管理対策本部にお

いて、土地の利用価値、取引の実勢や将来の金利負担等を総合

的に勘案した弾力的な価格設定を行うことなどにより、全庁挙

ifて早期処分に取り組む。

o企業誘致を推進するため、 全庁的に開発公社と連携を書にし

て、 公社職員が有する専門的な知識・技術等を活用するなど、

販売体制の強化に努める。

⑦ 茨城中央工業団地(笠間地区)へのおかめ納豆(タカノフー

ズ)立地に伴い、常響目動車道利用者に納豆の製造過程展示、

統、食の提供を行うことにより、本県特産品をアピールする。

併せて、同団地の進出企業の製品を勝示し、企業のイメージアッ

プと地域農産物(クリ等)の直売も併せて行うなど、県内版ア

ンテナシgツプとして活用する。

③ 書産試験1場跡地は、県央部発展の配剤として活用する。

e) 若者が集う大学等の誘致
t,0 本社機能、サテライトオフィスなどの器致
01 工場、意庫などへの単純売却はしない
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e1 リ トルシーアのメッカとな , ている現状を継続
【新通】 m 県立I T未来高校の開校を活かしたI T拠点化構想

③ ひたちなか地区は県内有数の開発可能性を持つ地域であり、

今後、未利用の国有地で新たな工業団地を確保し、企業を義致

することは重要と考える。工業団地が確実に整備されるよう、

市との連携体制の更なる強化を図る。

(5) 北国東構資口の創生と東日本のtuロとしてのa能●生
① 北関東自動車道など陸・海・空の広域交通ネットワークを生

かし、茨城・栃木・群属の北関東3県をはじめとした段県等と

の官民一体とな,た聞を推進し、交流の拡大を図る。
o茨城空港の活用も取り入れた広域観光ルートの開発をはじめ、

産業、科学技術、保健・医療等、幅広い分野で地域資瀬の活

用を図る。

② 常陽銀行と協木県の足利ホールディングスとの経営統合(め

ぶきH  D )  を契機に、場木県及び群馬県とのさらなる連換強化

のもと、新たな北関東3県経済目の構集を視野に入れた産業展

開を図る。

(6) 国内有数の・・l・制llを成!i 書集として発展させ・かる・l'
を実現

※ ① 本県農業の成長産業化に向け、経営者マインドを備え、備か

る農業を実隆する担い手の青成・確保を進めるとともに、スマー

ト農業の取り組みや農地の集機・集約化による生産性の向上、

本県農産物のブランド力強化や6次産業化による付加価値の向

上、国内外への新たな販路拡大等を推進する。

※ ② 農業のグoーパル化の進展に向けては、願客志向の経営展開

やさらなる技術開発、情報産業など他産業との連携が不可欠で

あることから、  これらをなし得る強い経営体が広範に創出され

るよう、積極的な支後を行う。また、姚油や観料・肥開格高

購など、国際情勢の変化に左右されることなく農家が持続的に

生産できる体制一二; くりについて、スピード感を持つて取り組ん
でいく。
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③ 「意水」、 「常陸の輝き」 の高般店での取m続等に努めると
ともに、 トップブラント化に取り組んだ手法を他品目等にも応

用し、本県農林水産物全体のイメージアップと限売促進を図る。

また 、 メ o ン の 「 イ パ ラ キング 」 や イチ =l 'の 「いばらキッス」
などの県産オリジナル品種について、ロットの拡大による認知

度向上を図る。

【新温】 ④ 「かんしょ」について、国内外の需要にし,かりと応える必

要があることから、消費者や実需者のニーズに応える生産拡大

の支援や年間を通じた安定供給を視野に入れた;Elli組を推造する。

⑤ 本県農林水産物や加工食品のブランド化や輪出促進に向け、

G I  (地理的表;i示)の活用を進める。

⑥ 農商工連推や医福食農連換、6次産業化を進め、農林水産物

を利用した付加価値の高い新たな加工商品等の開発を支後する。

また、商品開発、販路開拓などの専門家を集めた「6次産業化

サ ポ ー ト セ ン タ ー」を活用し、生産から加工・販売に取り組む

意欲の高い農林漁業者に対し、一貫した支援を行う。

※ ⑦ 国の米政策の転換に伴い需要に応じた生産が求められる中、

本県稲作農家の経営を安定させるため、 飼料用米等の戰略作物

に対する支出業である経営所得安定対策などが継続的・安定的

な制度となるよう、国に強く働きかける。また、主食用米から

飼料用米等の新規需要米への転換にあたり、経営的な優位性を

確保できるよう、産地交付金の見直しを検討する。

※ ⑧ 本県産米の消費拡大を図るとともに、「特A評価」の獲得やブ

ランド化、米粉の活用促進に向けた新商品の開発支援など、利

用拡大及び需要拡大に積極的に取り組む。

⑨ 表城県主要農作物等種子条例に基づき、種子生産者や関係機

関と相互に連携總力した上で、必要な体制を整備しつつ、需要

の見込まれる米、表、大豆及びそば等の異励品種の指定、原種

及び原原種の生産など、優良な種子の生産供給に取り組む。

〇 「農地中間管理事業の推進に関する法律」の施行5年後の見

直しを受け、地域の特性に応じて、コーディネータ一役を担う
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J A、 市町村、 農業委員会などとIa地中間管理機構が一体とな,
て人・農地プランを核に、農地の集積・集約化を一体的に推進

する。

Iii) 県西地域においては、畑地の基盤整備を進め、園芸品目の一
日の品質向上や安定生産対策を継続的に行うとともに、情報発

信や効果的なP R等を推造し、消費者や実需者に信旗される収

益性の高い園芸産地の育成を図るなど、 地域特性に応じた農業

振興に取り組む。

〇 産地を支える強い経営体づくりに向けて、農地の集積・集約

化を進め、 I CT等を活用した新技術の導入や法人化の支授な

どにより経営の大規模化・効率化を推進し、経営感覚に優れた

経営体を青成するとともに、産地等における新規就農者の受入

体制の充実や法人等における雇用就農の拡大などにより新規就

農を促進する。

〇 収益の向上を目指す農業経営体や農業参入を:ii選する経営体

等に対して、法人化や目用、賃金、農地の確保などの課題解決

に向けて専門家を派造し経営発展を支援するとともに、意欲あ

る中小農家の相談にきめ細やかに対応できる相談体制の整備を

図る。

〇 本県が有する意まれた教育、研修、研究環境を生かし、農業

者等が営農しながら経営の発展段階に応じて、 体系的に経営手

法や先進技術等を習得できる識座の充実と受幾者の利便性を図

る o

;!i 〇 中山間地域や水田作・畑作地域など、県内各地域の実情に応

じたきめ細かな農業者の確保・育成を進めるとともに、経営規

模の大小に関わらず、意欲のある農業者や新規就農者が挑戦し

やすいよう、農業換械のレンタルやリースなども含めたきめ細

やかな支援を行う。

【新通】 〇 農業生産条件の不利な中山間地域の農業振興を図るため、当

該地域を対象とした事業要件の授和や支援の拡充を行うととも

に、担い手不足解消のため、法人の参入を田する。
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〇 造休農地については、 国の助成措置を最大限活用しながら地

域の再生利用の取組を支援するなど、 その解消と未然防止を図

る。

〇 国内外の産地間銭争に打ち勝つため、書産の生産基盤強化や

県オリジナル種書を活用したブランド力強化、輸出拡大等を推

進するとともに、書産環境対策と家書衛生対策の充実強化によ

る書産経営の安定化を図る。

〇 強い農業の基盤づくりを進めるため、未整備地域における農

地の基盤整備を着実に造めっつ、 生産性の向上を図るためのほ

場の大区画化や畑地かんがい等の整備、土地改良施設の修構・

更新対策の充実強化など、農業農村整備事業を計画的に推進す

るために必要な財減を確保するよう、国に強く働きかけを行う。

② 土地改良区は、昨今の重気料金高勝に書慮していることから、

農業水利施設の電気料金高隆に対する支援を行う。

Ia) 農村地域の生活基盤の整備を支選するとともに、地域資温を
生かしたこだわり産地や、快適で魅力ある農村環境づくりを推

進する。また、地域リーダーの育成や農産物直売所の機能充実、

前と前の交流を促造し、農業・農村の活性化を図る。

@ ィノシシなど有害島戦による農作物被害は、経済的な被害の
みならず、営農意欲の減退等の影91が基1tiされることから 、島

段被書防止総合対策交付金等を活用し、効果的な対策の強化に

取り組む。

② ィノシシによる農作物等への被害防止対策として、イノシシ

内の利活用(ジピエ振興)を進める。また、イノシシの捕選や

処理、販売、消資に至る出口戦略を一元的に担うための組総体

制の強化を図る。

の 多面的機能支払交付金などの日本型直接支払制度を充分活用
し、農業・農村の有する多面的機能の維持・発nを図る取組を
-Ji推進する。
〇 始入銅料に依存しないより強い畜産経営体への転換を図るた

め、食品残渣等の利用拡大や敬章等の生産拡大による短料白給
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化に向けた取組を推進する。

【新通】 @ 近年の例料原料の国際需要の增加や円安などの影●lにより例
料価格が高藤していることから、畜産農家の経営安定化を図る

ため、 飼料価格高購構に対する設支後を行う。

【新a】 @ 隊無が発生した養隊農家に対しては、法に基づく支援や融資
制度などがあるが、再び収入を得るまでに1年以上を要する場

合があることから、養豚農家が安心して経営を続けることがで

きるよう、国の手当金が交付されるまでの期間に必要となるつ

な1き融111を創設し、 発生農家の当面の資金操りを支援する。
※ e 森林の有する公益的機能が将来にわ・It , て発輝されるよう、
県民の理解と協力のもと、表林湖沼環境税を活用し、林業経営

体への森林経営の集約化や伐採とその後の森林の再生を図るた

めの再造林など、表林の保全・整備に取り組むとともに、茨域

県県産木材利用促進条例に基づき県産木材利用について目標値

を定めて促進し、健全な森林の青成と林業・木材産業の振異を

図る。

さらに、令和5年秋に開催予定の第46回全国育樹集を契機

に、森林がもたらす数多くの恩意や林業の役割について県民の

理解を深めつつ、機fifaかな表づくりを推進していく。
@ 漁協組総と連携して担い手の青成確保、漁労設機の更新、漁

獲物の高鮮度化、 6次産業化など企業的経営体の青成を進める

とともに、資演管理型漁業や裁培漁業、漁業の基地となる漁港

や漁業生産を高める漁場・大規模水産加工場立地などの基盤整

備を推進し、 ,演機と水産加工業が共に成長していく水産業の成

長産業化を図る。

@ 障者者の働く場所を確保し、農業のイメージアップにも資す
るため、福祉施設等と連携 (農福連携)し、障書者の田野

への就労を促進する。

Ia) 合風被害等の多発と被害拡大を踏まえ、低コスト耐候性ハウ
スの導入や老朽化等により十分な耐候性がなく対策が必要な農

業用ハウスについて、ハウスの補強や防風ネットの設置等を促
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進する。 また、 令和元年東日本台風のような甚大な災害が発生

した場合には、 被災した農地・土地改良施設の災害復旧事業に

ついて、 激甚災書指定による補助率の嵩上げを国へ働きかける。

※ @ 高い収益性や商品性が見込まれる魚種を対象に養殖技術の開
発を進めるとともに、企業や漁業者等のn業への参入を促し、
養殖産業の創出に取り組む。

3.「新しい」人材を青てる

(1) 次代を担う人llオ青成

① 県民の教青に対する関心と理解を深めるため、知事部局と教

育庁など関係機関が一体となり、全庁的に「いばらき教青の日」

(いばらき教青月間)における取り組みを推進することにより、

数・家庭・地域が連携した社会全体の教青力の向上を図る。

② 「茨城!果家庭教青を支選iするための条例」 の施行を踏まえ、

学校、家庭、地域など関係機関の連携を強化するとともに、家

庭教育通に対する総合的な施策の推進を図る。

③ 生種にわたる人格形成の基使を培う乳幼児期から子どもの発

達段階に応じた教育を充実させるとともに、学びの連続性を確

保するため、長期的視野に立つて就学前教育を推進する。保青

所、動総園、認定こども園と家庭との連携を深め、生種の人格

形成に必要な規範意識やコミューケーション能力を酒養するた

め、基本方針を提示する。

※ ④ 豊かな心の青成や道徳の教科化を踏まえて道抽教青の充実を

図るとともに、教員養成課程における道値教青の充実や、教員

の指導力向上に向けた体制づくりについて国に働きかける。ま

た、高校における道種教育について、教員に対する研修会等を

実施し、学校の措導体制等の充実が図れるよう支授するととも

に、 青少年の健全育成諸対策を推進する。

⑤ 全国学力・学習状況調査等の結果を分析して学習指導の改善

に生かし、全国優位の地・生徒の学力向上を日指す。

⑥ 国語に対する興味・関心を高めるとともに、日本語の素暗ら

しさを認識できるよう、国語教青のさらなる売実を図る。
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⑦ 外国語教育のための英語の教員、 理科系を強化するため理科 ・
構(算数)の教員の適正配置に努める。

⑧ ネットを活用したプログラミングや英語の教育を実施し、イ

ノベーションを起こす次世代人材 (デジタルキッズ ) を育成す

るなど、茨城ならではの人づくりを推進する。

③ 小学校に引き続き、中学校における学級編制基準を改善し、

全ての学年で「35人以下」学投が実現するよう、また、教職員

の定数改書が図られるよう国に働きかけるとともに、少人数教

育充実プラン(いばらき方式)を継続して実施する。

⑩ 教員の欠員補充や産休・育休に係る常動講師の確保に努める

とともに、いばらき輝く教師製を開講するなど、学生等に対し

て教職の魅力を伝え、能設者の增加を図る。

Iii) 数給食に地場産物を使用する割合をさらに高めるとともに、
食青の推進・充実を図る。

〇 在器する児宣生德の增加に伴い、 特別支援学校のニーズが高

まる中で、児重生従の通学負担の軽滅や教室不足の解消とい,

た課題に対応するため、児重生従の立場に立ち、児置生往数の

推移や地域バランスを踏まえた計画的な環境整備を随時検討す

る o

〇 武道の学習を通じて、生徒がわが国固有の伝統と文化にさら

に触れることができるよう、指導教員の確保と資質の向上を図

る。本県は、合気道の世界的なメッカ (笠間市)にな ,ている

ことから、武道教育に取り入れる。

〇 運動会など児宣が集団としての一体感を味わう場面や、地域

との交流事業等において、本県人発案のラジオ体操の効果的な

活用が図られるよう、学校に働きかけていく。

〇 経済的理由により大学造学を断念することがないよう、県独

自の拾付型異学金の導入を検討する。

〇 教員の動務環境を整えるため、スクールカウンセラー等の外

部人材の活用や、部活動指導員の配置を含め新たな部活動の指

導体制の構築に取り組む。また、教員一人一人が持つ人間的魅
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力を十分に発海しつつ、 子どもたちの指導に当た,ていくため、

教員の資質向上を図る。

〇 子どもたちの人格形成を図るため、校長の強いリーダーシッ

プのもと、多様な外部人材の活用や地域との連携などにより、

チーム学校として総合力で様々な課題に対応できる学校づくり

を造める。

※ 〇 教員が心身ともに元気で活力に満ち、實の高い教青を実践で

きるよう、教員の働き方改革を推進して負担軽減を図るととも

に、 それを踏まえたうえで児宣生徒の学力と体力の向上を図る

地を展開する。

o教職員の働き方改革に関連して、 学校現場での新型コロナ対

策を線底するために配置された学校サポーターの恒常的な配

置を検討する。

〇 表城県いじめの根絶を目指す条例の趣旨を踏まえ、 子どもた

ちが健やかに育つ環境の整備を図る。

o「いばらき教育月間」において、いじめの根絶に向けた重点

的な啓発活動を実施する。

o条例に基づく対策に向けた推進体制の整備を図る。

o S N Sなどを通じて行われるいじめの防止等を図る取組を推

進する。

o教職員への研修や子どもたちへの啓発資料の配付等により、

条例の越旨や内容について周知を図る。

〇 教職員の不祥事が多発する中、効果的と考えられるあらゆる

取組を行い、資質向上に努めるとともに、教職員一人〇とりが

コンプライアンスを選守し、服務規律を確保することで不祥事

の根絶を図る。

Ia) 学習指導要領に位置付けられたプログラミング教青への対応
や、 I CT(情報通信技術)社会に適切に対応できる情報活用能

力の育成を図るため、教員のI CT活用指導力を高めるととも

に、 I CTに関する専門教員やI CT支援員の積極的な活用な

ど 、  スキル向上を図る手立てを早急に検討、実施する。
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@ 子供の安全な通行を確保するための道路交通環境の整備を推
進する。

o未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路等の索

急安全点検の実施結果を踏まえ、交通安全施設の整備等、着

手可能な事業から早急に子供の安全な通行を確保する道路交

通環境の整備を推進する。

o市町村の通学路交通安全プoグラム等による合同点検を定期

的に実施し、 点検結果を登下校時の安全確保措置に反映させ

ていく取組を継続する。また、地域特性に応じた課題を設定

する等、合同点検を実効性のあるものにする。

o通学路などの日常生活に密着した道路について、 安全性の確

保と利便性の向上を図る観点から、 通学路の歩道整備などを

重点的に進める。

o幅員の狭小な道路についても、 通学路の安全の確保を図る。

o通学路を中心とした生活道路において最高速度30キロメート

ル毎時の区域規制と物理的デバイスとの適切な組合せにより

理安全の向上を図ろうとする区域を「、 fーン 3 0プラス 」 と

して設定し、人優先の安全・安心な通行空問の整備を図る。

また、既に整備された箇所については、指導取締りを強化し、

その実効性を確保する。

o交通事故の発生件数を減少させるため、 関係換関・団体や県内

の企業等と連携した交通マナー向上連動や各季交通安全運動

の推進等により、 県民の交通安全意識の向上を図る。

o犯罪の未然防止の観点から、 響察とも連推して学校などでの

地域安全マップづくりを進める。

o登下校時の警察によるパトロールの強化を図るとともに、

P T Aや民間団体などの協力を得て地域ぐるみの見守り活動

をさらに強化する。

(2) 着者への投資強化、女性着●推造、青少年構
(i) 人口減少や超高餘杜会を支える若者への財政支出(投資)や

生活支授と女性活躍推進は、特に重要であり、県政の柱として
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主要施策に位置付ける。特に着者のjli規日1用を促進する。

② 女性の起業により、女性が生き生きと活日できるとともに、

本1良産業の据野が広がり厚みが增すことから、起業に向けた種々

の課題にきめ細かに対応する。また、出産・青児等によりやむ

を得ず離戦する女性が多いため、 「女性が動きやすい社会システ

ムの構集」に向けて環境整備を図る。

③ 若者、青年が集う施設(若者館、新タイプの図書館)を整備

して、出会いの機会に活用する。

④ 青少年が、携帯電話等のインターネット端末を使用して有書

情報にアクセスすることを防ぐため、インターネッ トや携帯重

話等の危険な側面やその対処法を保識者等に伝えるメディア教

育指導員の養成などの諸施策の充実を図る。

⑤ 保捜者に対して、青少年が使用する携帯重話等にフィルタリ

ングサービスを導入することを義新ける。

⑥ 覚醒刻、麻葉、大麻、危険ドラッグなどの乱用防止を啓発し、

正しい知識を普及させる。特に若い世代に対して新の危険性・

違法性を認識させるための集物乱用防止教室の開催推進など教

育の充実を図り、葉物乱用防止対策の強化を図る。

(3) 表城を支えリードする人材の青成

① 政府が最重要課題と位置付ける地方創生では今後、 地方の創

意工夫が求められることから、県が地域の特性を生かした地域

づくりの方向性を打ち出し、県内市町村の取り組みをリードす

るような先導的な役割を果たすとともに、県の内外を間わず、

地域づくりの法となる人材の積極的な活用を進める。

② 雇用の安定化を図るため、 職業訓練等の人材青成や職業紹介

施策を充実し、フリーターや若年無業者、離職者等に対して効

果的な開対策を推進する。

oジョブカード制度を周知するなど若年者の正規雇用に向けた

積極的な支援を図る。

o いばらき就職支提センターにおいて、キャ リアカウンセ リン

グから職業紹介までの一言した支援を行うなど、正規雇用を
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目指した雇用対策を重点的に推進する。

o新規高卒者の就職希望者全員が就職できるよう、各学校や経

済団体などと連携し、より一属の就職支提に努める。

o人材が不足している福祉・介護分野や農林水産業分野につい

ては、高校における人材養成、専門学校への支援を進める。

就職説明会やセミナーの開催、修学資金支援、職業訓技の実

施などによる就業促進を日指す。

※ ③ 首都日から着者を呼び込むため、市町村や県内企業等とも連

携し、オール茨城で、移住・二地域居住や関係人口の拡大等の

独白の取り組みを強力に推進するなど、U・I・  J タ ー ン を 促

進する。官民一体での支選体制をつくる。 【再掲】

④ 大学等高等教青機関を器致して、若者の県内定着に結び付け

る o

4 , 「新しい」・・希aをつくる
(1) I C T 建 集 づ く リ

※ ① Society5.0を見据えた新しい茨城づくりに向け、第4次産業

革命といわれるA I、  I o T 、 ビ ッ グデー タ 、 ロ ボ ッ ト な ど の

先端技術を活用し、 市町村との連携を強化して地域の課題を解

決することで、県民が安心・安全に暮らせる環境づくりを推進

するとともに、  I CT等の次世代技術を活用しながら、本県産

業の振興と県民生活の向上を図る施策展開をii極的に検討する。
② ネットを活用したプoグラミングや英語の教青を実施し、イ

ノ ベーシ ョ ン を起 1:す次世代人材(デジタルキッズ )を育成す
るなど、茨城ならではの人づくりを推進する。 【再掲】

③ 高度情報社会の構築を図る。

o地域間格差が生じないよう、超高速プロードパンドやスマー

ト フ,ン等のモバイル端末など情報通信環境の整備を促造す
る o

o N H K県域デジタル放送の県内における周知促進、視聴世帯

の拡大とともに、売実した情報発信を図る。

o来県者や県民が容易にインターネットに接燒できる環境を提
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供するため、 無料公衆無線L A N 「]]3ARAKI FREE WiFi」

スポットの整備を促進する。

④ イ ン タ ー ネ ッ ト 動画サ イ ト 「 い ば キ ラ T V 」 を 通 じ 、 茨開

の魅力を国内外に発信する。

⑧ 県民意識を高揚するため、いばキラTVをテレビで見られる

システムを開発する。

⑥ 県域民放テレビ局の開局と、映像による情報発信のあり方に

ついて、 様々な選択度を勘案しながら、 最書策や支援策を幅広

く検討していく。

(2) 「aカ度ワースト1からNo. 1'、」 プoジェクトa
① ブランド総研が毎年発表する都道府県魅力度ランキング上位

を日指し、組光資演や県産品など本県の魅力を積極的に発信す

る o

② 先駆的な取り組みであるインターネッ ト動画サイ ト 「い l f キ

ラTV」を通じ、本県における様々な企画や、食をはじめとす

る文化・歴史等の情報を発信することにより、本県の理解度と

知名度、l魅力度の向上を図る。

③ 本県の魅力度の抜本的向上を図るため、市町村やメディア、

観光業者、県民との連携を一層強化し、様々な魅力を発掘しな

がら、 S N Sなど多様な手段をもって国内外に向けて情報発信、

情報交流していく。

(3) 世界に飛・するmへ
① 本県は、予算規模が世界の中の一国にも匹截する規模であり、

港湾や空港など世異との交島・交流機能をも有していることか

ら、その港在力を十分に発現するため、世界目線を持,た超大

県を目指す政策を展開する。

o県産品の輸出や中小企業の海外進出などの施策をより一ji強

力に展開する。

② 国やジ,トロなど関係機関と連携し、国際化セミナーの開催

や企業からの貿易等に関する相談への対応、 海外で開催される

勝示会・見本市への出展支要など、県内中小企業の海外屋開を支
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製する。

③ つくば国際戦略総合特区プロジ,クトなどの最先端の科学技

術を世界に発信し、海外からのペンチャ一投資を呼び込む取り

組みを推進する。また、外資系企業の試験研究機関等の県内義

致を促進するため、外資系企業関係者や研究者等が多く参加す

る国際会識等(M I  CE)を番致し、最先端の科学技術の集積

など本県の優位性をアピールする。

④ グローバル化の進展により、農業分野における国際競争の激

化が選けられない状況の中、本県農業は、時代の湖流を的確に

提え、農業者の立場に立,た新しいピジ・ンに基づき、力強い
茨城農業を実現して、国内外の競争に打ち勝つていく体制を榮

かなければならない。そのため、農産物のブランド力を強化す

ることや販路拡大・輪出拡大に向けた取り組みを積極的に行,

ていく。

o農産物や工業製品の輪出促造のため、ジニトロ茨域貿易情報

センターやいばらき中小企業グoーパル推進機構との連携を

より一Ji強化する。

o東南アジアや米国、 番港への輪出の取組強化や欧州等への販

路開拓等により農産物の輪出拡大を図るとともに、国際認証

の取得等の必要な取組を通する。

⑤ ひたちなか地区においては、国際物流体制の整備や国際展示

場の建設、企業立地を推進し、国際港湾公園都市づくりを図る。

⑥ 航空貨物については、取り扱い実城を積み重ねつつ、関係者

の意向を聞きながら、取り扱いの拡大に向けた検討を進める。

⑦ 農林水産物や食品の輪出については、諸外国・地域から輪入

規制措置等が取られており、早急に諸外国のe入規制解除が講
ぜられるよう、国に要望する。

③ 国内有数の農業県として、農林水産業関連のT P P対策等を

着実に進める。

(4) ビジッ l 表n新 a光a生
① 「いばらき観光おもてなし推進条例」の施行を踏まえた統
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として、観光客を受け入れる 「おもてなしの心」の題成につい

て、取り組みを一J国促進する。「県民證もが観光大使」となり、

おもてなしゃ情報発信ができるようにする。

② きめ細やかな観光サービスの提供を支授する。特に、外国人

観光客の受入環境整備に取り組む。

③ 「観光日の整備による観光旅客の来訪及び常在の促進に関す

る法律」 による支援制度など、 広域的な観光誘客の取り組みに

資する制度を活用し、本県観光のさらなる振興を図る。

oものづくり現場やコンビナートの夜最、産業通産などを巡る

産業能を推進する。

④ 本県の魅力ある観光地域や観光資源を県外の方に実感しても

らうために、農泊・民泊・体験・常在型の観光の開拓や換点一二S

くりにも力を入れ、魅力を実感できる取り組みを進めていく。

⑧ 茨城県の豊かな自然環境を活用し、證もが楽しめる「日本一

のサイクリング王国いばらき」の機集に向け、「つくば霞ヶ浦り

んりん oード」「奥久益里山ヒルクライムルート」 「大洗・〇た

ち海浜シーサイドルー ト 」 「鬼怒 ・小員 リパーサイドルー ト ( 仮

称)」のモデルルートの整備を造め、大会器致や換点一二S くりを積
極的に行,ていく。併せて、国や市町村と連携しながら、全県

的なルートの開発を検討し、いばらきの魅力再発見につなげる。

⑥ 本県の重要な資瀬である重ヶ浦の再生に向けて、 県民が自然

と触れ合うことができる場づくりとして、水と親しむ園地の整

備を検討する。

(i) 言都日の小中学生などを対象に、幅広いメニューをそろえた

体験型教青旅行を企画し、首都目を代表する体験交流空間づく

りを促進する。

⑧ 県立学校等の修学旅行における茨城空港の利活用の促進を図

る o

⑨ 海外就ti先とのビジネス交流を田するための支援策を講じ、
地域産業の拡大・活性化を図る。

⑩ 表城空港が今後もにぎわい批点として存在し続けるよう、航
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空自衡隊のP R館も兼ねた航空博物館 (茨城空港P R館 )  の新

設を検討する。

〇 表城空港における、県産品アンテナシ・ツプ機能の拡充や県
外客に対する県の特徴を活かしたおもてなしを図る。

〇 表城空港の国際定期路線の更なる拡充と誘客促進により国際

的視野を持つた県民の青成や幅広い世代・分野での交流促造を

図る。

〇 表城空港の利用者の確保のため、利用者に対するより分かり

やすい情報提供やその内容の充実など、利用者サービスの向上

に努める。

〇 大洗港区の航路泊地の理没没操を推進するとともに、現状で

利用されているフニリーや客船のみならず、大型客船に対応で

きるクルーズポートとして整備し、限わいMの発展を図る。

〇 つくばの研究施設や国際会識場などを活用した新たな観光資

演を開拓する。

⑩ 新たな観光スポットとなる観光資源の発掘・整備を進めると

ともに、 サイ ク リ ン グやキ ャ ンプ といったア ウ ト ド アや 、食を

含めた本県の魅力を広く発信し、観光客の諾客を促進する。 ま

た、宿泊観光を促進する ・Itめ 、本県のフラ ッグシ ップとなる新

たな宿泊施設の誘致や、既存宿泊施設の魅力向上などに取り組

む。

※ 〇 砂沼サンピーチ跡地は、延伸の実現を日指している地下鉄3

号線と常総線、 県西般断道路を結ぶ地域に当たり、 豊かな自然

が調和する広大な数地が確保できることから、地域の将来使を

見据えつつ跡地利活用策の実現を図る。

〇 北関東3県連携による観光施策に取り組む。

〇 日本通産として認定されている、借楽園・弘道館、笠間焼、

牛久シ,トーについては、地元3市や本県と共に登録を受けて
いる協木県や山梨県等と連携して、 文化財を活用した広域的な

観光戦略に力を入れるとともに、県内外に向けた効果的な情報

発信に努めるなど、観光関連産業の復興・振集に資する機々な
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取り組みを展開する。

(5) 集内版 アンテナショップの開ll

県民や来県者に向けて本県産農林水産物等をP R し 、味わうこ

とができる拠点づくりを推進するとともに、首都国主要駅等を拠

点に、食材の宝庫である本県のPR・イメージアップを継続的に

展開する。

(6) 「映画の追地いばらき」 一日本版ハリウッド一構a
フィルムコミッション日本一の実横を活かし、ロケ地を観光資

源として活用するとともに、本県を日本の映画・映使づくりの最

大拠点として位置付け、国内、海外からのoケ需致をして、日本

版ハリゥッドを日指す。

(7) スポーツ、書事 '0'化等を通したa土重のt成
① 野球 、 サ ッ カ ー 、 パ ス ケ ッ ト ポ ー ル な ど ク ラ ブ チ ー ム ( プ o

野球を含む)と地域との交流を促進するとともに誘致を推進し

て、支援を行う。

② 「 o ツ ク ・ イ ン ・ ジ ャ パ ン ・ フ , ステ ィパル 」など大型イベ
ントの継続、番致に積極的に取り組むとともに、PRや支援を

行う。

③ 本県が持るサイクリングやキャンプについて、学校行事など

を通じて子どもの頃から観しみを持ち、 幅広い年節日の県民が、

生選を通して、本県の良さを体感し、楽しむことができるよう

取り組む。

5.  「新しい」!l設を支える財政基基・里庁組a体制をa リ、「行
政章命」を進める

(1) 開かれたl・Etの実現とイメージなど新しい集づくりに向けたll
略のi9新

① 本県の特性や優位性を生かしつつ、県勢発展の基盤となるシ

ンプルでダイナミ ッ クかつ地域バランスのとれたグランドデザ

インを構築する。

② 国連の持続可能な開発日標S D Gsを参考に、社会と共に成

長することを? 通営の戰略に位置一二Sける。
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③ 将来負担比率等の財政指標と併せて、 県償残高について発行

の目的などに応じて整理、管理、分析するなど、分かりやすい

財政情報の開示に努める。

④ 県政の徹底した情報公開を進め、ネットの活用などによる県

民参加型行政を推進する。

(2) 民間の活力をフルに取り入れた'tl域の底力?生
① 真の地方創生の実現には、「産・官・学・金・労・言・民」一

体となった創意工夫が必須であることから、大学、金融機関、

民間団体、NP0とのさらなる連携・協力体制の機集を図り、

多機な主体を取り込んだインパクトのある施策を展開する。

② 民間経営感覚を取り入れ、民間の力を活用し、「公」の領域で

あったものも「民」が担えるようにして、官民が協働して本県

の活力を向上させるような大姐な行財政改革に取り組む。官民

連携の社会責献型投資、いわゆるソーシャル・インパクト ・ポ

ンドも、民間の力を行政に取り込む手法として検討する。

③ クラウドファンディングを活用した文化の振興を促進する。

寄附文化の藤成

(3) 財illb_全,化、行lilt直tの推進
① 財政健全化を図るために、施策の選択を行い、予算の重点配

分を大胆に行う。

(2) 施策の選択を行った上で、従来の零細補助金を洗い出し、見

直しを行うなど、解の有効活用を行う ( スクラップ&ビルド ) 。

③ 本県の財政基盤の充実のため、以下について地方税財政の抜

本的な改車を国に要請する。

o引き続き增加する社会保購関係費など、 地方の行財政需要を

的確に把還し、地方において安定的な行政サービスを提供で

きるよう、地方交付税総額を確保・充実する。

o国から地方への更なる税源移選については、地域備在性の少

ない安定的な地方税体系の構集を図りっつ、 違やかに実現す

る。

④ 県総合計画に基づく行財政改章を最優先に推進し、進行管理
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に努めながらよ り一層の財政健全化を図る。

⑧ 織出総額に占める義務的経費の割合が、近年增加傾向にある

ことから、持構可能な財政運営を確保するため、財政構造改革

を進める。特に、将来の世代に過大な負担をさせないよう、将

来負担比率の改書を図るとともに、県債残高の指減などに努め

る。

⑥ 保有土地に係る実實的な将来負担目.i入額(令和3年度末見込:

81億円程度)については、県民への:自担を最小限としつつ、持
続可能な財政運営を確保するため、令和11年度までの対策額の

平準化を図りながら計画的に解消する。

⑦ 県出資法人等について、更なる削減に取り組むなど、抜本的

改車を推造する。

o県出資法人については、 県行政における役割や事業効果等を

踏まえ、更なる指導対象法人数の削減に取り組む。

o人的関与については、 県出資法人等の自立的な運営を促すた

め、引き続き県派造領数の削減を図る。

o財政的関与については、公社対策分を除く補助金・委託料等

(令和3年度合計見込額122憶円)を、引き焼き150値円以下

に抑制する。

⑧ 県出資法人等のうち、県民への影●lの特に大きい開発公社と

土地開発公杜については、事業運営の責任体制を明確にし、県

民負担の抑制を念頭に引き続き改革を推進する。

o開発公社については、土地開発事業を基本として存続し、県

の新たな財政負担が生じないよう、 集張感を持つて事業運営

に取り組む。このため、必要最小限の組織を日指し、福祉施

設部門、ピル管理部門については、収益性に十分配慮し、民

間への識渡も視野に入れて着実な事業運営に取り組む。

o土地開発公社については、 地価下落により公有地の拡大の推

進に関する法律に基づく用地の先行取得事業の必要性は限ら

れてきており、当面は事業締小に努めるとともに、保有土地

の販売体制を強化して早期処分を進める。
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(4) 解改革、適正なa・配量、ll・の〇き方改革
① 新たな県民ニーズ等に的確に対応し、県民サービスを向上さ

1,1るため、職員の意識改筆・組識の活性化、高度の専門性を有
する職員の青成、 成果を重視した行政連営など県庁改革を推進

する。

(2) 大規模災書への対応はマンパワーが重要であり、これ以上の

職員数削減は回選すべきである。県民サービスが低下すること

のないよう、かつ、職員の業務の過重負担にならないよう、行

政需要に見合った適正な職員定数と配置に見直す。

oうつ病など「心の病」で病気休暖を取る職員が少なくないこ

とから、これまでの職員個人を対象としたメンタルヘルス対

策とともに、過重労働や願れた超過動務の是正、自殺防止な

どに取り組み、職員がやる気を持,て働きやすい職場づくり

を進める。

③ 県庁合(行政技)や各出先機関庁合で分l理対策を識じること

により、般地内装f更を再考する。県庁教地内で分煙に対応した

喫種所を設置し、喫煙環境の整備にあたっては、たば1:価格の
6 3 %を占めるたばこ裁を活用する。



11. 蘭東・東北●雨の災書からのa興を成し進げるとともに、
東日本大量災からの :tl真を加違させ、 大通換災書にaい
いばらきを日指す

1 .  関東・東北●雨の災書からのa異と今後の災書対策強化を国
る

(1) m者支通
(i) m者の生活再建支援
o「被災者生活再建支搜i制度」 の支後上限額の大幅な引上げ及び

適用範囲の拡大について国に要望すること。

o災書救動r法に基づく住宅の応急修理については、「半通l」の場

合に求められる資力要件の撤廃を国に要望すること。 なお、

既に日費で修理した被災者に対しても通用するl:と。

o住宅金融支提機構の災書復興住宅融資制度について、 住宅再

建に係る被災者の負担軽減を図るため、 融資利率の引き下げ

などを国に働きかける。

(2) mした中小企業に対する支援
被災した申小企業の早期の事業再開や円滑な事業総続を図る

ため、以下の取組を行う。

o被災した商]:業者に対する支援制度の拡充等を国に働きかけ
る o

o相談体制の充実とともに、事業再生に向けた支構を活用し、

二重解問題への対応を図る。

③ m者への生活支製
o D P A Tの組繊化など被災者への心のケア対策を図る。

o ボ ランテ ィアセンター (地域支えあいセンター )への支提を

行う。

(2) 国・集・市町村の11111等
(i) 河川管理者からの選離指示系統の確立

大兩時において、河川管理者は、市町村長が発令する選難動

告などの判断材料となる河川水位等について、 より迅速かつ適

切で分かりやすい情報の提供に努める。
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② 広域対応の必要性があるため、 県と市町村との選難に係る広

域連携組総の常設化を検討する。また、市町村と県との災害対

策本部間の連携を強化する。さらに、広域市町村での対策本部

の設置を検討する。

③ 県や市町村における危機管理部門へ気象予報士や自行隊0 B

等の配置を進める。

2. 東日本大最災からの復真と今後の量災対策の強化を国る

(1) 技災者対策等

m者の生活願数の売実等について
新たな理定方法によっても対象とならない液状化の被害を受け

た世特や、半域・床上浸水の被善を受けた世帯などに対する支援

の売実を図る。

(2) 田 M のa集
① 公共土木施設の復興事業について

K) 道路、港湾などの復興事業のため十分な財減を確保する。

(ロ) 素急輸送道路ネットワークの強化を図るため、高速道路の

未開通区間の解消、防災上重要な施設等へのアクセス強化、

災書時における代書ルートの確保などについて重点的に取り

組む。

② 社会教青施設のii、t震化の促進について
公立杜会教青施設に係る経費は、 国が全面的に財政支提する

よう国に働きかける。

③ 文化財の補修等への支選について

国指定文イl:財、国登録文化財などの補修等について、十分な

財m能置を幾じる。また、県及び市町開放化財の修理・
修復についても、 目治体及び文化財所有者等の過大な負担とな

らないよう、国庫補動制度の創設を国に働きかける。

(3) a aM
① 「二重債務間題」 に直面している中小企業者に対する支援に

ついて

被災した中小企業の円治な事業総機を図るため、平成23年

一 必 一



11月に設置された 「茨城県産業復興相談センター」 については、

中小企業の再生計画や債構者間の調整等に関するワンストップ

相談窓口として、機能を十二分に果たすよう努める。

② 中小企業等グループの地域振興に資する共同事業実施に係る

通 に つ い て

中小企業等グループ施設等災書復旧事業の採択を受けた、 中

小企業等のグループが行う地域振興に資する共同事業について、

未完了のグループに対する早期の事業完了を支援する。

③ 企業立地の促造について

震災後の地域の産業願を図るため、 本県の優れた立地環境

や独目のa通制度などを積極的に情報発信すること等により、
企業立地を促進する。

(4) a旧 'a集のた〇の財政tii〇二CIIa) 「第2期復興・創生期間」において必要な事業等については、
業軟かつ機動的に予算措置を識じる。その際には、今後の財政

連営に支障が生じないよう、県負担を極力抑制し、国に対して

以下の項目を強く要請する。

o国庫補助事業について、対象の拡大や要件の援和、補助率の

言上げなど、手厚く弾力的な制度とする。

o「第2期復興・創生期間」において必要な事業等に係る地方負

担分については、被災自洽体の過度な負担にならないよう、

引き続き震災解別交付税等による地方財政措置を證じる。

(ロ) 観光業や農林水産業など各分野の風評被害の解消について、

原発事故による影響の払技に積極的に取り組むとともに、自治

体の取り組みに対する十分な財政支援を行う。

(5) 構島第一原子力発・所事故対策
(i) 原発事故の早期収東等について

原発事設の早期収東及び新たな放射性物實の放出防止策の実

施について、国及び東京電力に対し強く求める。

;!i o特に、多法種除去設備等処理水問題については、東京電力任

せにするのではなく、国が前面に出て対策を護じるよう、国
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に対し強く求める。 また、 客観性のある情報発信を強化する

よう要望する。

② 全ての損書への早急な賠値について

K) 被災者が元の生活に早く戻れるよう、原発事故に起因する

全ての損害が迅速かつ適切に暗償されるよう、 国や東京電力

に対し働きかけを行う。また、風評被書に害しむ全ての事業

者に対して、賠償金を非課税扱いとするよう、国に対し働き

かけを行う。

(ロ) 放射性物質を含む下水汚混や焼却灰の保管及び処分等に係

る経費について、 全額東京重力の損害賠償の対象とされるよ

う働きかけるとともに、早期の暗償金の受入れを進める。

③ 前性物質による汚染等への適切な対応について

K) 市町村等による除染に係る措置に対し、国が責任を持,て

適切な支援等を行うとともに、市町村等が実施した除染経費

の全てを国が負担するように、国に対し強く求める。

また、除染により発生した除去土域を理立するための処分

基準を国が早急に策定するように、国に対し強く求める。

(ロ) 放射性物質に対する国民の不安を払技するため、放射性物

質の人体への影響等に関する正確な情報を発信するなど必要

な措置を講じるよう、国に対し強く求める。

01 指定廳室物の処理については、 関係自治体や地域住民の意

見をよく聞き、合意形成を前提とするよう、国に対し強く求

める。また、風評被書対策に万全を期すよう、国に対し強く

求める。

目 放射性物質に汚染された焼却灰等の処理について、国によ

る処分先の確保、処分の実施及び保管費用等の全額を国の負

担措置になるよう国に要請するほか、環境省と連搜して適切

な保管等が実施されるよう助言を行うなど、施設管理者の負

担軽減を図る。

困 農林水産物の放i・f能に対する安全・安心の礎保のため、放

射性物管の検査体制を継続する。
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CH 食品の放射性物質に関するモニタリング検査を総続的に実
施し、その検査結果を県民に分かりやすく公表する。また、

食品の放射性物質検査機器について、 国民生活センターが実

施する貸与制度の利用や消量者行政強化交付金を活用した助

成等により、市町村への機器配置を引き続き通する。

④ 風評被書防止等への積極的な対応について

K) 周遊観光の推進や観光キャンペーンなどを通じて、原発事

故に伴う風評被害の拡大防止と払試を図り、 引き続き観光客

器致に向けた対策を誌じるとともに、自治体の取り組みに対

する十分な財能製を行う。

(ロ) 県産品の安全性を能して情報発信するほか、季節や旬の

移り変わりに合わ・1,t、属評被書の拡大防止・払技に向けて、
県産品の販売キャンペーンを行うなど解的な対策を證じる。

また、農業産出額全国第3位を請る本県の豊富な農林水産物

を県内外に広くP Rするイーントを開催するなど、本県の魅
力を構的にアピールする。

t1 著名人や地元の若者(県産狼や県産美少年を募るなど)を
活用し、メディアでの情報発信を大々的に行い、思い切った

P Rを行うことにより、風評被害を超えた新たな付加価値を

創造しブランドづくりを展開する。

e1 表城県の「茨城をたべようD a y (毎月第3日略日)」及び
「茨城をたべようWe e k (それから始まる一週間)」を活用

し、学校沿食や社員食堂、外食産業、量販店などの協力を得

て意識啓発に努めるなど、県産全材の消費拡大を図る。

㈱ 本県の観光地や農林水産物の安全性を首都目にPRし、風

評払技に努めるとともに、茨城全体のイメージアップを目的

として設置されたアンテナショップを有効に活用し、本県の

魅力のアピールとインターネットによる県産品の販売に取り

組む。

(6) 防愛・治空対策

① 限に強い施設づく りについて
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学校や病院等のiii燈化を促進するなど、 大規模災害発生時に
備えた施設づくりを早急に進める。

(2) 津波防用策について

L1津波(数十年から百数十年に1度の津波)から住民の生

命・財産を守るとともに、これを超える津波に対しても、提防

の機能を粘り強く発i章 し、被書を観滅させるため、海岸と河川

河口部の一体的な整備を推進する。

③ 災善時の情報収集・伝達システムの整備強化について

o ス マ ー ト フ,ン等のモバイル端末は、重要な情報伝達手段と
なることから、災害時でも安定した通信・通話ができるよう

な通信網の整備を図る。

o防災情報ネットワークシステムについては、東日本大震災等

を踏まえ、関連システム等との聞機能強化等を図る。

o災者情報を迅速・正確に県民に対して提供するため、スマー

ト フ,ン等の開端末を活用した情報提供を検討する。
④ 災害時の安全・安心の確保等について

K) 災善時において安全で円滑な交通を確保するため、信号機

電源付:加装置の整備等を図る。

tic 災當対策用資機:l;It等の整備を図る。
t1 被害が想定される全ての県民に災書情報を迅違に伝えるた
め、市町村防災行政無線の整備を促造するaまた、選設援

プラン(個別計画)の策定などにより、障善者や高餘者への情

報伝連手段の充実を図る。

e1 災書時における医療施設等のライフラインを確保するため、
并戸掘削に係る国庫補助制度の創設等の措置を幾じる。 また、

地域コミュニティごとに井戸を掘り、飲料水を確保する。

m 節電対策については、県民生活や経済活動に影響を及ばす
ことのないよう、 l費極的な啓発活動を行うとともに、省エネ

ル :i'一機器の導入に対する支援の拡充を図る。

tH 首都直下地震の発生が想定される中で、東京日に多くの県
民が通動通学している本県としては、県民の安全確保は県の

- 4a -



責務と して、 帰宅困難者対策を東京都などとの連携協力体制

の下に検討する。

(ト) 「茨城原災書ボランティア活動を支提し,促進するための条

例」に基づき、市町村、関係団体等と連携を図るとともに、

人材育成や啓発、情報発信のほか、「茨城県災者ボランティア

活動支提基金」を活用した災書ボランティアの活動環境整備

など、総合的に施策を展開する。

(7) 原子力去全・防災対策

(i) 原子力安全対策の強化について

K) 福島第一原子力発重所事故については、引き続き被底した

事故原因の究明を行い、新たに得られた知見については、そ

の都度、道切に安全対策に反映させるよう、国に対し強く求

める。

(ロ) 全国の原子力発電所を対象に新規制基準への適合性を早急

に審査し、その結果について、国民に分かりやすく説明する

よう国に対し強く求める。

t1 原子力施設において事故・故障等が発生した場合は、迅速
に県民に対し情報提供解を行う。

目 東日本大震災における東京重力福島第一原発事故を踏まえ

策定された新規制基準に基づく安全対策に着実に取り組む。

;!i m 県内原子力施設で発生している事故・故障等を踏まえ、県
内の原子力関係施設の安全管理体制について撤底した見直し

と、監視体制の強化を図る。

tH 東海第二発電所の再糠働に当たっては、県識会の意見を反
映し、判断を行う。

(ト) 原子力施設の安全対策に取り組むとともに、電力について

は風力、太陽光など、再生可能エネルギーの積極的な導入を

図る。また、併せて地域に存在する再生可能エネルギーの地

産地消の観点から、地域に根ざした取り組みを支援していく。

伊) 原子力機機の東海再処理施設の廃止措置が安全かつ計画的

に実施されるよう 、安能の確組とともに、県民の理解促進、
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不安払技に努める。

② 原子力防災対策の強化について

;!i a) PA Z (予防的防護措置を準備する区域)及びUPZ (素
急防護措置を準備する区域) の30k  met内には約 94万人の

人口を抱えており、 l:れら地域住民の迅速・的確な選難誘導

などが大きな問題となるため、広域選難計画で課題とされた

事項を解決するとともに、 日本原子力発重に対して要精して

いる放射性物質の拡散シミュレーションにより、選難計画の

実効性を検証する。また、選離計画においては、県民に過重

な負担を求めることのないよう、避難が長期化した場合の選

難先は県内で収れんする1:とを基本とし、改めて検討を深め、
県内での仮設住宅の建設に要する用地の選定などを同時並行

的に推進する。さらに、自治体・響察・消防・白構隊等の連

携を強化し即応体制の確立を図り、 原子力総合防災訓練等を

通して器き時の防護措置の実効性の向上を図る。

(ロ) 県が リ ー ダー シ ッ プ を 発海 し、実効性のある原子力災害選

難計画の速やかな策定を市町村に働きかける。

t1 原子力災書発生時における迅速・的確な防災活動に万全を
期すため、防護服・防護マスク ・線量計等の原子力災害対策

用装備資機材の充実を図る。

③ 原子力広報の強化について

K) 学校教青や社会教育において、原子力及び放射線について

の正しい知識を習得する機会を充実する。

(ロ) 東海第二発電所に係る安全性の検証、実効性ある選難計画

の策定状況等を県民に丁寧に情報発信する。

④ 原子力災善医療体制の充実について

a) 選難所等に設置する救護所における医療救護班(スクリー
ニング、除染等)、原子力災害医療協力機関、原子力事業所の

医療施設等の協力により初期医療体制を強化する。

(ロ) 原子力災書In点病院・高度被ばく医表支援セン ターと当該
医療の受入れ可能な医療機関によるネットワーク化を田し、
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医療体制の充実に努める。

⑧ 財政通の充実等について

原発事故による影響を t/、tiするためには、 息の長い風評被書

対策や地域振興対策等の幅広い事業が必要であることから、地

方の実情を路まえた取り組みに対する柔軟かつ十分な財政支援

を行 うよ う 、国に働きかける 。



1. 着実な最気回aと る

わが国ではデフレからの脱却に向け、 7年8か月にわたり安倍内関

がアベノミクスを持げ経済再生に取り組んできた結果、人口が法り機

ける中でも新たに展用を 4 0  0万人增やし、下構し鏡けていた地方の

公示地fが27年ぶりに上昇に転じるなど、パプル崩壊後最高の経済

状;題を実現することができた。令和2年9月に発足した管内関では、
新たに発生した感染症の書成に立ち向かうとともに、 引き銘き経済対

策に取り組み、持機的な成長路線に結びっけてきた。令和3年10月

に発足した岸田内関では、「成長と分配の好指環」と「コロナ後の新し

い杜会の開拓」をコンセプトとした新しい資本主義の実現を目指して

いくところである。

こうした中で、本県としては、地域経済の活性化と0く場の確保に

向け、中長期的な視点で、最先端科学技術から中小企業、地場産業に

至る、厚みのあるものづくり産業の集積など、本県の強みと特色を最

大限に生かし、新たな需要や属用機会を創出することにより、生産・

Ia用・消費の好開をめざす。

(1) 申小企量金l tl始資の:l確簡e化
個人や企業がtEt應な経済活動に挑戦できるよう、 活力ある中小企業を青成しつつ、

セーフティネットの税を國り、申小企業の資金調達の円滑化を推進する。

(i) 担保・保証it設it做存しない電It資の配を国る。

② 事業量金の円滑な相通に支障を来している中小企業に対し、政府系金配関に

おける一時的な業田ヒ、取引先の倒産、取引先金融換関のmに対応するセー
フ テ ィ ネ ッ ト 対 応1111付制度及び信用保証観会itおけるセーフティネット保証制度

の活用を田するとともに、ルtワーアップ設の拡充を国るほか、中小企業再

生支最体制を強化する。

〇 経営環境の変化it中小企業が対応できるよう、適切なァドパイスを行う相設機

能を独化する。

④ 現 配 申 のmi lや運転資金の解 l度の税を國るほか、i動S'負組軽減
のため、解描子等への整力的な対応itついて〇きかけを行う。
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(2) 公l;l通;業9の;ll行の推進及び効率的教行

(!) 社会資本mの計画的な事業1tll行に必要な開確保を国る。
② 高e化・m化等に対応した新社会資本のmを進める。
〇 民間の資金・前・理営ノウハウを活用した社会資本の整備方式(P F I方式)

の導入田を国る。

④ 1果民生活に書送に関連した公mへの重点化を國る。
(ii) 分割発注及び J V制度を活用した地元建設業者への受注換会を拡大するなど、

地元中小建設業者向け公共事業の確施大を国る。

@ 公田の配分に当 た っ て ll、県内各mのm 社会資本のm状混等
を勘111する。

(i) ゼロm担行おなどを活用し、施工時期等の平準化と適正な:1:期の確保を国
る。また、平準化を一属推進するため、市町村に平準化の]Ill組について〇きかけ
を行う。

〇 i的iな利酒の確保が可能となる入札契的制度を確立する。

n 市場調査により実第価格を反映するなど、予定価格の適正化を國る。
し等によるタンピン用を国る 。

01 市町村が歩切りをしないよう要llする。
目 格 付 け や 一 般 競 争 入 札 に お け る 解 を 適 切 に 設 定 し 、 解 者 の 受

注換会の確保it1動tする。
m 計画的な発注、適切な:1:期の設定・適切な設計変更を行う。
@ 公田の品質確保に配意した入札を推進する。
n 総合商など価格以外の要業を考It し た 発 流 で の 新 を 国 る 。

l' 入札時に技術者や有1離i者の要件をllする。
〇 公正な入開制度を確立するとともに、設新のチュツク換能の強化等、

公正な県政を推進する。

「 )  mの担い手である地元E般業者の確保・青成の観点から、建設工事の入札
制度の運用にあたってll、必要に応じて理証を行い、適切な運用を國る。

l・ 聞i t從事する将来の担い手を確保・青成するため、労0関係開の通
守を含め県発注工事に従事する労0者の処通向上を国る。

〇 集と「入前資格申請」の共同受付を行う市町村の中精能の続イlを図る。

1111 聞許可it関する相設業書P建設業経営事l真書査の外部委託、同事l真書査の

当日提示書類の見直しについて前する。

〇 構 コ ン サ ル タ ン ト へ の 田 び 業 務 の 平 準 化 を 國 る 。

〇 路面再生:[事itおける区画ll・路面標示itついては、国士交通大臣3能 「路面
a示施工投能士ll格」取得者を有し、事Pi的な知融や前・技能を持,ている県
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内業者への分離分割発注を検討する。

1110 造園工事を伴う公園聞等の公共事業itついては、造園業の発展it1動tした分
離発注を前する。

〇 令和元年度の改正品確法において調査・設計等の建設コンサルタント業務の品

ll保が受発注者の前として規定されたことから、今後、入解 i tおける必

要な1離i者の要件等を前する。

〇 公共施設整備において、左官性り壁)などの専門技能の活用設を設け、技

能の船持や構を国る。

〇 県内市町村の技術者不足をフ,ローするため、県や市町村などで前する茨城
1果建設技新管理連構性a会において、技tEr力向上を國るための研修会、構習会を
実施する。

集 〇 建設業の担い手確保・青成のため、0き方改革や解m改書を進める取り組
みとして、適正な:1:期設定並びに設補正の適用のもと「完M体2日制促追工

事」を実施するととも i t 、開場 i tおける男女とも i t 0 きやすい環境を聞す

る取組の一環として、田トイレの導入を推進し、女性や着手技術者など担い手

確保を國る。

〇 精地り書え工事での現行の出来形管理基準は、mかつ合理的ではない部分
が通されるこ とから 、  国や限の状况等を踏まえながら、安全で効率のよい塗

開定など、的確な出来形管理となるよう検討する。

〇 地元企業の発展のii点から、コンクリート二次製品等の県内で製造・院され

ている製品や石材等の県産材を優先的に使用する。

X @ 田 業 に お け る 〇 き 方 改 l 革 を 通 す る た め 、  I CTの推進などによる生
産性の向上を国る。

3) 地方独自の事業の●実な展開

地域の地i t印し、  住民it身近な社会資本の聞を国るため、 自治体の創意と工

夫により、mの特色を生かした主体的な個性豊かなふるさとづくりなど、前
業の着実かつ効率的な推進を國る。

4) 公共用地の取得のIP日進

〇 公田の円滑な実施を國るため、  外部委託の活用等により公共用地の取得を

推進する。

② 公共基準点や官民境界については、公共施設等をmしていく中で見直しを行
う。なお、県前部の1投水準点組について、lu解団体の性力を得て維持管
理を行,ていく。

【新a】 (i) 相経配の数まや人間関係の統化などで? 関係登配が困難とな,ているた
一 出 一



め、 地数調配の見直しに向け水戸法務局へ〇きかけを行い 、  円滑な

不動産取引を推造する。

5 ) 住 理 の 配

(i) マイホームを取得しゃすくするため、 都市計画の解lきの見直しと手続きの接

和・配化を国る。

② 県民が要心して住まいづくりに取り組める開聞を國るため、ーリアフリー ・
省エネルf - ・ リ ブ,ーム等の住宅関連開の提供を推造する。
6) 申小企業対策

中小企業は本県の産m濟を文えており、 これらi t十分対応したキメ細かい構
を推進する必要がある。

〇 申小企業の聞による設活動や創業への取り組みを通するとともに、設

mなど、文選制度の充実を国る。また、文選制度の活用を配するため、情報
能の充実を国る。

② 大手企;建との交流や産学聞による新開発を配し、今後成長が期待できる

環境・新エネルf一やM・配解等の産前野への県内中小企業の参入を積

a的に支最する。
③ 将来にわたり県内企業が成長・発展を送げるよう、申小企業の目立化を配す

るなど、解 の文選を 配す る 。

〇 中小金業の経営力を強化するため、中'j 理 の 解 開 の 解 を 國 る 。
n 申小企業の持つ新、サービスの ll的な情報発信とP Rへの通を行う。
l・ 受発注を配するため商構の換会を拡大する。
01 倒産防止のため、総合的対策を購じる。
目 原材料の安定確標、原開格の変動による便乗値」 t「、買い占め、売り値

しみ等の開強化を国る。

m 官公需適格組合制度の周知・活用を国る。
⑤ 厳しい解に対応するため、通の合理化省力化・効率化を一mする。
〇 中小小売店等をi 通するたll,、営づ く り と一体となった中心商店街の活性イtや、
展わいのある商店31-i く り を? する。
〇 解の割ヒ しつつある申小企業の再生を通する 。

〇 もの一i; くり産業における中小企業の解力を高めるたll,、前 イ / ペーシ ョ

ン セ ン タ ーの支最機能の独化を国る。

@ 国や独立行政法人等の換関へ地元業者活用の〇きかけを行うなど、地元申小榮
者の受注拡大と11先活用を国る。

〇 消費裁率引上げの民のll護拒否等を防ぎ、申小企業の円滑かつi的iな消費裁の
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7) 日用の確保対策

県内の配解は改善してきているが、  求人illと求lit者itおけるミスマッチ現象

もaられることから、情報提修t機能の充実を国るとともに、再mを独化し、
Ia用の配を國る。
(i) 各種支ll制度の活用配などi tより、配の船持を国るととも i t 、求人情報提

供をm的に行うなど、就ll機会の拡大を国る。
② 若年者Ia用間題への対策を税させるとともに、申高年離a者等へのきめ細か
な対応を行うため、 いばらき就解センターの換能の充実を国る。

③ 失業者のための再通田や技能向上のための解、支最対策を進める。

④ 新卒者の就載対策等、きめ細かな支量対策を進める。特に、新規高卒者の就a
希ヨ者全員が就aできるよう、各学校P経演'団体など と配し 、  より一llの就a
支最に努める。

⑤ 人材が不足している福祉・介ii分野やe林水産建分野についてll、就a説明会
やセ ミ ナ ー の 開値 、 解n通、 設 訓Ia、 構 後mの実施などitよ る 構
mを日指す。
@ 經の予防、 Ia用 設 の 開 〇 者 の 設 の 安 定 に 資 す る た め 、m動
成金の活用配を国る。

(i) いばらき就は支最センターにおいて、キャ リ ァカ ゥンセ リングから開介ま

での一貫した llを行うなど、正l制a用を目指した目用対策を重点的に推進する。
〇 企装 i t 対 し 、設者の田化を〇きかけるなどの取 り組みを推造する 。

8) 組演の統的成長に向けた新産業の創出・青成

(i) 表 域 の 持 つ 開 の 強 み と 特 色 を 生 か し 、  中長期的な視点から、 起業

支最、新産業の創出やーン チ ャ ー ・新解開への支最、産業人材の確保・青成
などへの地を促し、新たな・要と Ia用を生み出す。

(2) 産前総合研究所をはじめとするつくば地域の先端技ttr研 流 設 と の 配 強

化を国りながら、創業や新解開の田を国る。

③ 環境・,f イオ分野を llじめとするリーディング産業の新規立地や事業拡大の大

きな解となる人材確保itついて、地元市町村P企業・学校等の配itより、技

系人材を確保するとともに、着年労0ヵの地元採用・定着を日指す。
X ④ 全国で初めて開催した解県前 e スポーツ通手組のmや ネ ッ ト ワ ー ク 等
を最大限it活用し、県内企業の市場参入配や人Itオ 青 成 、 開 解 を 活 用 し た
イーン ト明催によるm化など、 e ス ポーツの取に取り組む。
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2. 行財政改革と地方分権を推,進し、
サービスの向上を国る

地方自治にふさわしい自立性を継持して、 新しい地域社会づくりを

進め、県民生活を質・量ともに向上させるためには、地域住民の達帯感

を操め、時代の要請に応じ簡素にして効率的な行政体制の確立を図る

必要がある。行財 ieきIr革と重要流策送行を面立させるためには、 スク
ラップ・アンド・ビルドを構種的に推建すべきである。

(1) 行財政改革の推進と民ll;l活力の導入

厳しい財政状視の下itあ,ても、県地展の基盤づくりや福祉の充実等、活力あ

る豊かなm会づくりを進めていかなければならない。そのためには、経費支出
の効率化に徴しながら、財源の重点配分に努め、併せて民間委託の推進等、財政の

健全化を国る。

(!) 簡素で効果的・効率的な行財地営を確立するため、用合計画に基づき計画

的な行財解 を推進す る と と も に 、 市町村の行財解 を通す る 。

(2) 本庁及び出先換関の組;St・開を行政目的と新数の消長it対応し、聞・

mするとともに、付属機関はその設置日的、及び状通化をaてmを進め
るなど 、一属の行解を推進する。

〇 県出資法人等のうち、県民への影響の特it大きい開発公社と士地開発公社itつ

いては、事業通営の責任体制を明確にし、県設担の抑制を念頭に引き境き改革

を推進する。

n 開発公社itついては、士地開発事業を基本として存続し、県の新たな財能
担が生じないよう、解を持,て事業通営に取り組む。このため、必要最小

限の組aを日指し、福i止施設部門、ピル管理部門についてll、 mに十分配
Itし、民間へのl基波も温野it入れてl書実な現営it取り組む。

l' 地 開 ll社については、地価下落により公有地の拡大の推進に関する法律
に基,・く用地の先行取得事i建の必要性ll限られてきており、当面ll開小に
努めるととも i t 、開地の販売体制を強化して前必を進める。

〇 企業会計のe全化を推進する。
上・工・下水道、病院設などの企業会計設の健全な経営ll、県mきな
田である。企業会計itよる事業は、独立採算を確保することが経営上の原則で

あり、合理化・効率化を国り、e全経営に努力すべきである。
n 配の生ずる原因を調査し、具体的対策を立て、可能なものから印時実施
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する。

l・ 経営の合理化・効率化・民間委託・起債の操上償通などを進め、田の館減
に努める。

01 サービス向上を常に心基lけ、料金など適正な収入の確保を國る。
目 福tif施設などを含め、企業的経営の求められる施設itついて、業書の見直し

を行う。

⑤ 行政の配化・効率化のため、業務の民間委託等を推進する。

n 専門的業書や開書の民間委構を進めるととも i t、公の施設の管理i tつ
いて、指定管理者制度の活用拡大を国る。

lie 民間資金を活用した社会資本整備(P F I l等、多線な杜会資本整相方知こつ
いて前する 。

01 民営に適した事業は民営化、または院止する。
目 官公庁施設維持管理業務などについて、長期aE競契約の適用・拡大を國る。
〇 県民サービスが低下することのないよう、かつ、a員の業書の過重負担itなら
ないよう行政需要に見合,た適正な1Ht員定数と配置に見直す。

oうつ病など「心の病」で病気体暖を取るllが少なくないことから、これまで
のa員個人を対itとしたメンタルーレス対策とともit、過重労llの是正などit
取り組a、Mが0きやすいmづくりを進める。
〇 公共施設の計画的な長寿命化対策や、施設の維持管理コストの;最Ia化、及び施
設の有効利活用itよる8t外収入の確保を全庁的it推進するため、フ,シ リ テ ィ マ
ネジメントの導入を進める。

〇 ネーミングライッについて、1能施設や施訓外のイーント等も合め、広く事
業者から企画設を公募する能など、  より効果的な手法等itより、導入を進め

る o

@ 住民8加型市場公募地方償の発行再開に努める。
lilt 0き方改革の能i t向け、RPA (ロボット i tよる業書の自動イl : )  i tよる県庁
の定型業ifの自動化を進める。
〇 公文書の適切な管理のため、t子文書の管理のあり方等を検討する。

2) 地方分Illと合併市町村への支選の推進
分組型社会の実現を國り、 目己决定と目己貴任の原則に基,・き、 1果民がゆとりと
iかさを実感できる個性iかで活力it満ちた地域社会を創出するため、住民it身近

な行政はできる限り施な自治体が行うことを基本として、簡素で効率的な行財政

システムを税する 。

また、地方分権 JP少子高前ヒの解により、市町村のf ilはますます增大する。
これに対応するためには、早急に市町村の財政基雄の強化や行政体制のMを国,
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ていく必要があり、 引き競き合併市町村に対する通を行うとともに、 合併による

市町村再編を受けて、県と市町村のf il分担を略まえた新たな関係を構集していく
必要がある。

〇 開9市町村合併による北関東初の政令指定都市の実現を國る。

(2) 旧 田u法下での計市町村it対して、引き続き行財願営の円滑化と活力
あるmづ く り をm的に支最する。
③ 聞申種都市日制度や定住目立日制度、また条件不利地ttにおける県の補完と

いう方策を略まえながら、市町村間の広開を推進する。

〇 市町村へのa限移解を推進する。
n 合併後の市町村の規樓・般力に応じたさらなる組限移識等を推進する。
l・ 市町村の規程等itより、地で移選を受けることが困離である場合は、周辺
市町村間 で の 広関 な ど の 田aの活用を国る。
⑤ 一部事務組合の複合化・整理統合を一属推進する。

開 ・ 消 防 ・ 防 淡 等 、 新 開 lの 田 を 推 造 す る 。

3) 地方行財政の確立

地;11行財政の確立itついて、 国へ前it要ヨする。

(!) 地方の自由度の拡大や財政基雄の充実に結びつかなか,た三位一体改革の結果
を踏まえ、真の地方分組の実現を日指し、引き競き地方分組解を推進する。

n 所m ・消費細'ど国から地方への開目itよる裁源移選と裁源の41確是
正を推進する。

l動 国聞動負担金については、;地方の目由度の拡大につながるよう、義前け、

前けを見直し、廳止・接減を国る。

01 直常事業負担金は、aめて不合理であることから、必要な見直しを確実に進
める。

目 地11交付8titついては開調整換能及び開保n能を聞する と と も i t 、
その所要観iiを確保する。また、解開不足の解消は、地方交付税の法定率

の引上t fを合めた抜本的な解等で対応する。

(2) 地方財政対策の推進

「 )  地方債1日l金の良質化と解の改書を国る。

l可 国庫補動設のm 担の解消を國る。
〇 地域開発it係る財aの特別措置のm
解町に対す る財政上の特別指置のmを国る。
④ 「 l組的け・開け」の見直しについてll、着み残し項日などの見直しを早期

に行うとともに、「從うべき基準」を真に必要な場合に限定し、地方の自由度の

拡大を国る。

- m-



⑤ 今後増大する社能は関係費の安定的な財源を確保し、社能は前を常院可

能なものとするため、地方81財1重を確保する方策を確実it実施する。
l重) ふるさと納税制度は、寄附金によるa入確保とmの特産品の送付によるP R
を兼u備えた効果的な制度であり、近年の税制改正における制度の拡売や手義き
の置業化itよ,てより一ll全国的i t人気が高ま,ていることから、本県の前度

アップにつながるような特産品で寄附を募る取り組aを推進する。
〇 コ ロナ ウ イルス開のMによ る減収に対応するため 、減収前償を llじめ

とする財商 のM的な活用を市町村へ使すとともit、必要な文選等を国
へ〇きかける。

(4) 公的mの整備と行政サービスの向上
(!) 県庁合周辺の道路は現状でも相当理を来しており、 周辺部道路の拡幅・新設

等 、 解 のmを推進する。
(2) 表域組81債構管理換構it対し文選を行う。
③ 県・市町村it員の前向上を国るため、自治解所の機能独化を国る。

④ 公的施設の複合化と開者にも対応した一リアフリー化を推進する。
m施設itついては、行政の効率化と住民の利便性の向上を国るため、複合施
設化を国る。

o 省 エネルギー等構間題や開者の利用に配意した施設mとする。
(ii) 情報公開制度及び個人情報保11制度の適切な田を国る。

l重) 行政手義きにおける藤準処理期間を通守する。

〇 県の出先換関などにおける手義きや必要書類等が、担当換関や担当者によって

異ならないよう、可能な限り統一を国る。

〇 聞の写しゃ戸籍の購本等の交付中常に係る利便性の向上を国るため、市町

村に対し、キャッシュレス决済の導入について動言を行う。

※ (11) 開 納 ll用地itついては、きちんとした計画的な士地利用方針を立てて有効活
用を進めるとともに、有効活用が国られていない土地については構l々な情lai発信
を行いながら ll的に売却を推進する。
lilt 8自動章のm解 i t 係 る ワンス ト ップサービスの田が行えるよ う 、 8 自動
mil劃の納税Mを重科ヒする。

【新a】 〇 R前や商l業施設、学校等の利便性の高い施設への期日前投票所の設置や限所
のパリァフリ一化を市町村it対して0きかけ、離でも投東しゃすい環境の聞を

推進する。
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3. 生活環境を整備して、 住みよい杜会づくり
を進める

杜会資本は産業経済・生活・教青文化・福祉など諸活動の基盤をな

すものであり、安全で快適な県民生活を支えるものである。

そこで、本県のもつ登かな自然環境と経済文化の特性を生かしつつ、

さらには時代の変革や首都口城における特性を十分に把握し、 生活境

境の整備、杜会的サービスn設の整備を重点的に推通iする。特に、い
まだに清足すべき水準に送しない公園、上水道、下水道、生活道路、

街路などの社会資本の整備及び急速な開発と社会活動の多構化から接

出する要題の解決に全力を挙げて取り組み、 住るよい杜会資本づくり

及び災書に強い県土づくりを推通する。

1果民生活に直結する生活道路のmil、通動・通装産解活動の円滑化を國

るため、M的i t推進する。

(!) 高 温 格 開 のm
n 首都日申田目動車道の4車線化及び東関東目動車造水戸線のmを推進
する。

集 tic ( 仮 称 ) つ く ば ス マー ト I  C、 (仮称)つくばa ら い ス マ ー ト I  C、(仮称)
笠間 P A スマー ト I  C、 (仮株 )千代田PAスマート I  Cの整備を推追する。

また、既設スマート I  Cの利用配を国るはか、東海スマート I  Cの大型章対

応について、東海村や那可市を支最する。

01 高 規 格 開 を 補 完 す る 配 ( ア ク セ ス ) 通 のmを推進する。
(2) 交通円滑化のためのM的な国田

「 )  直糖国道のmの早期完成を国る。
o国道4号 ・ 6号 ・ 5 0号 ・ 5 1号

l・ 補動国道の構の早期完成を国る。
o一般国道118号 - 123号 - 124号・125号 - 245号・293号 - 294号 - ll9号・

1154号・ 1155号・始1号

〇 地 前 規mの 聞 推 進
解 M 通 茨 田 部 一 釣営広域違ilf道路、能・字都営東部通l書道路、
百 里 飛 行 場 連 終 道 路 、 開 t 部 開 、 能 開 の 配 配 を 國 る 。

〇 E及び市前道のm推造
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本県内の通 ll北海道に次ぐ全国 2位の經 とい う  こともあるが、 令和2年

3月31日現在の改良率は、県道(主要地方遭・要m が316開で82 . 9 %、
市町村道は的.3%である。未改良区間の早期整備が必要である。

n 主要地方道及び一般購日整備の交付金設を推進する。
l・ 市町村道整備の交付金事業及び開動事業を推進する。
01 精果の新設、集け換え、構化、精果・トンネルの予防開の総持管理に
よる長寿命化を推進する。

? 筑西静m、 助m、 都?m、 行:t;i組 違 路、つくばから笠間 (道

組神峠トンネルイl:)大子を結ぶ(仮称)茨m 常翻阿港区から

用 t 内田 を結ぶ開な ど 、 主要幹線道路のmを推進する。
的 快適な生活環境を創出するため、県内のm (生活道路)の聞を推進
する。̃ 交通不能1果道の早期解消・mを國る。
lト) 水戸市周辺の交通法構解消のため、環状道路の前聞を国る。

法) 日立市内など種性的な交通法格については、交通法構和を国るための道路

mを推進する。
o パスe周辺部を配し、m章の流れを円滑itする。
lリ) 合 併 市 開 田 ll解などにより、合併市町村の道路のm
を 通す る 。

(ii) 日 常 生 田 の 聞

「 )  通学路などの歩道整備などをt点的に進める。

l可 消防・救急車の能時交通確保のための田を進める。

t, ,,l ?流M所」等itおける面的かつ総合的な事故its止対策を配する。
目 歩行者・自転章の安全を確保するため、自転解用聞を含む総合対策を

推進する。

的 山村振製、m構化のためのmの聞を進める。̃ 安全 ・田なサイ ク リ ング道路のmを進める。
lト) 日常的に-1受1器の発生している交差点の通を進める。
al すれ違い困離な幅員決小区間への退選所設置を推進する。
l重) パス開の総持

n 用t山間mなど、人口一地区の,f スmの運行維持を國るための動成を
行うととも i t 、m域の流a送や地設の効率化を国り、地域住民の足
を総持してい くための開の導入についても前する 。

l? 公流の活性化を國るため、Ma a Sや目動運転など、A I や I  C T技続

の活用による新たな・送サービスの導入を後押しする。また、BRTの更なる
m、 開 や願辺 、 パ ス 停付近での通法解の取 り 締 ま り 強 化 な ど の取
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り組みを推進する。

t, ,,l パス利用者の利便性向上と安心經な始送サービスの理を国るため、地域
公統確開持改書事業等のパス関係予算の確保を国に要望すること。特に

m間幹線系統の補動制度についてll、現行補動制度を配するとともに、十
分な子算額を確保すること。

(i) 道路の新設や拡幅整備に併世、信号機など交通安全施設のm、新事用信号
設置等の信号換通などを推進する。

〇 B 解施田計画調査 i t よ り 、計画的な聞を国る 。

「 )  開 内 シ ス テ ム のmを国る。
l可 水戸、日立など都市那外の鉄道沿線及び主要道路沿線に大規樓Ei章場(アイ

ラ ン ド パ ー ク ) を 聞 す る 。

〇 道路台帳の重手化再整備を早急に進める。

〇 特解両通行許可の通化を國る。

lt1) m照明itついて、環境へllしたL E D照明への切り書えを推進する。
〇 配装において 、耐久性やラ イ フサ イ クル コ ス ト に優れている コン ク リー ト

的装の採用を検討する。

ital mの納装itおいてmへの対応の迅速化や田館解の効果が期待される、
Mを活用したシステムによる点検の準入をmする。

2) 前 公 目 ・mの整備
人と自然的ll生する都市;最観の形成や都市住民の開進の場、 多機なレク リェー

シ・ンの場の解を行うとともに、災害時のm 、 ll活動のMとしての防災
換能の強化itより、都市の防災性、田の確保を国る。

(!) 防災都市づくりを推進するため、解動やm等としてt要な filL点となる
都市公目の防災換能向上のためのmを進める。

(2) 国営ひたち海al公園の聞配を国 る 。
③ 借楽目公園、笠間芸術のま公風、鹿島開園等のm推造を國るとともに、
適切な管理に努める。

n 園内の回mや利便性が向上する施設の聞を国る。
に1 「信楽目魅力向上アクシ・ンプラン」に基づき、魅力向上に向けた施策の推
進を國る。

t、l 「公目施設長寿命化計画」に基一iき、適切に解管理(施設点et及び絶持補
修)することにより、施設の長寿命化を国る。

④ 市 開 市 公 目 のm配 を 國 る 。
市町村の「公園施般競l金化計画」策定を配する。

〇 都市に組いを持た世る公團開、組水性を持た世た公團のMを国る。
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3) まらきのある豊かな部市: ;fく り

都市を經で安らぎのあるiかな居住の場とするため、 都領能の整備充実を国

るとともに、公園・街路・下水道など都市施設を計画的・効率的にmを進め、高
能や開者 に も 要 全 な 新 ・ 都 市 環 境 の 形 成 を 國 る 。

(i) 災書it強い街づくり、防災都市一i くりを推進する。

② 土地区画整理事業、m再開発事業、中心m配化のための事業を配
的に推進する。

〇 都商イl扱び都市公園等の聞を推進する。

〇 都市交通の解消と都市機能を增進さ世るため、街路事業を推進する。

⑤ 安らぎと組いのある都市環境を形成し、「わがまち」 llの 持 て る 前 づ く り

のため 、都市解解進事業を進める 。

l重) 願限ひとにやさしいまちづく り条例 」に基づき 、前者や高開にやさし

いまち,・くりを推進する。
n 能者や高1tt者を含むすべての人々が安心して基らせるよう、スロープ・自
動 ド ア ・ 前 者 用 の ト イ レ や 解 ス ペ ー スの設置・道路の点字ブロックa般 ・
設の解消を推進するとともに、公共施設や病院・デパート・R・各Ill建物な
どの既存施設の改善・新m設のュ,パーサルデザイン化を国る。
l' 能にでも使いやすく、わかりやすく、より田に生活できる社会の実現を日
指すため、いばらきュ=,f 一サルデザイン推進指針に基,・き :業定したソフト ・
ハート面面のガ 'イドラインを周知すること i t よ り、ユ ,パーサルデザインの考

え方や設について普及・田を国る。

〇 開 の一リアフリー化・要全対策や一リアフリー車両の導入などハード面の
簡 と と も に 、 「et書のある人もない人も共に歩み幸せに基らすための表城県一i
くり条例」の普及などソフト面の構に取り組a、mのまちづくりを推造する。
〇 無n化を推進し、通の量観の向上と安心でMな通行空間の確保を國る。
(11) 解lきの見直しと、各種都市計画制度の活用を国る。
〇 適正かつ合理的な地ll用を推進するとともに、地引届出制度の適正な通

用を國る。

lt1) 通学通動者の利便を図るため、田周辺に自転車E場とl注車場を整備する。
〇 人口演少や高船化社会に対応するため、配・相祉、商業等の都市機能や lit住
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換能を? し、 識もが住みやすく、 安心・要全に基らせるコンパク トシテ ィの重

理がさらi t高まるものと考えられることから、その実現を目指し、市町村への

支最などについて前を進める。

〇 mの環境に応じた民泊の営業日数の制限やェリァなど、県として独目に規制
条例を制定し、適正な民泊の環境づくりを推進する。

〇 新の例面に取り付けられた袖看板など屋外広告物の適切な管理のため、屋外

広告物の設置者に対し、定期点検の実施を配する。

1110 iかな都市一i くりの基選となる電気:[事業itおいても技tii者不足が叫ばれてい
る中、第1種置気工事士の免状取得要件である実mの理定方法の改書を国に
対して〇きかける。

4) 住宅保とゆとり・ i l lいのある居Mの創出

〇 ゆ と り と llいのある住宅m配のため 、  消IR者対策としての1果民への住宅情
報の解や住宅相設の開値を行うとともi t、供始者対策としての木造住宅m
の個建事業解などを行う。

? 1果民へのる種の住宅mの? 能宅相識会の開催などを行う。

l・ ゆとりと酒いのある木造住宅のmを配するため、木造住宅総合対策事業
などの拡充を国る。

② 高能・開者・子育て世帯や低額所得者など住宅の確保に特に配意を要する

者が安心・經i t生活できる、パリァフリ一対応のケア付き住宅などをmする
とともに、相批のまちづくりを推進する。

n 構性・防犯性・高能への配意など、良質な性田を備えた公営住宅
の聞を国るととも i t 、真 i t 「住宅 i t困南する低al所得者」it対して個演な家
貸の住宅の公平かつ的確なmを行う。
l可 適切な維持管理・改善による公営住宅のストック活用を國るとともに、新

化した公営住宅の建て書え等を行う。 また 、 B解が商の公営住宅 i t つい

ては、そのmを国る。
01 大都市mにおける宅地保の配を通するため、住宅市街地ま盤整備事
業のM的な活用等を国る。

目 高開や子青て世帯などの中Iii所得者にmした良質な住宅を確保するため、
m解 宅 の 適 正 な 開 を 國 る 。
的 さらなる少子高船化時代を見掘え、防犯・防災のためitも、空き家の税

温、空き家の有効活用、更地化した際の開聞の搶予、取り域しへの補助、

士地活用の制順通和等に取り組む市町村に対する通を検討する。

〇 開発許可の迅速化を国るとともit、開発許可制度の適切な田を国る。

o設者の前のための住宅などについては、算力的な通用が国られるよう見
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直しを國る。

o市街化調整区域内の既存店解の設物it関する用組i更itついては、 よ り-Ill の 開和を国る 。
④ 住宅関通業の育成を國るとともに、建集技tEr者の基成確保対策を進め地位の

向上を国る。

〇 道路管理者は、道路境界線と建業基準法第42条第2項のaなし境界線との間
の士地、いわゆるセット,f ツ ク部分について ll、 ll的に所有管理するよう努め
る o

? l重) 土砂等の理立て等に組因する生mへの影・や災書の防止を国るため、事業
者等による残土条例通等の様度を図る。また、令和4年5月27日付けで公布さ

れた「宅地造成等規制法の一部を改正する解(宅地造成及び特定度:i等規制法)」

では、 指定した温制区;ti内における虚り土が許可制とされるなどの温制が虚り込

まれたが、 より実効性のある制度の構集を国に〇きかける。

5 ) 上水道の能

X 要全で強aな水道を常院させることを日的とし、本1果水道が日指すべき 「将来の
理想像」とその実現のための]ii組の方同性を示した「表城県施ビジ・ン」(令和
4年2月)  に基づいて、長jla的かつ広域的視点から水道の施mを推進する。
〇 鹿行、県南西及び県申央広城水道用水保設の施設整備を進める。

(2) 市町村の簡設の聞数 i t ついて 、国 i 補動金の確関を国る と と も i t 、

補動金の活用を便す。

③ 水道の普及配を國るため、市町村等が実施する末端配水管路のmを推進す
る と と も it、市町村等it対し水道普及01進支要事業it基一iき文選する。
〇 簡設の構化をより田し、地量などの大通換災書に独い能づくりを進

める。

(ii) 經でおいしい水をmするため、高度か解の導入を推進する。
l重) 水道受始者の料金格差の是正や、今後予想される人口演少に伴う解の値

上l前制を日指し、開の水道事;建の統合、一元化を検討する。

6) 下'Ie 道 な ど の 能配
下 水 道 な ど の 生 田 ll、 生活環境の改善と公共用水域の水質汚商防止を國
る上で種めて重要な流策であるが、本原のi号水処理人口普及率は、明.8%(令和3

年度末) と全国平均の92.6%に比べて低いことから、今後も引き続き事業の便進

を國る。

(i) 各 市 町 村 の 下 M び 開 簡 設 の 聞 を 配 す る た め 、 市 町 村a員の
前向上を国る 。

- 6 7-



② 流域下水道及び鹿島随海特定公共下水道のm及び改集を進める。
n 重 ヶ 開 北 流 解 解 を は じ め 、 重 ヶ 開 、 重 ヶ M ia阿久慈、
利 解 さ し ま 、 地 j、員、小員川東部の各流域下水道及び度島監i海特定公共
F水 道 の 開 の 確 保 と 設 の 推 進 を 國 る 。
l・ 施設の新化it伴う改集'Pi号水量増it向けた増設it効果的it対応するため、
ラ イ フサ イ クル コ ス ト のmび事業費の平準化の観点を踏まえ策定した「ス
ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 」 に 基,・き、計画的かつ効果的に施設整備を國る。

〇 市町村公共下水遭数を配するため、県費補助の事設の確保を図る。(令

和3年度補動:20団体)

④ 全 県 下 の 効 率 的 な 下 解 やm 構 び 制 ヒ 開 を 推 進 す る た

め、また、人口減少等の社新第の変化に対応するために、平成28年6月に第

3回改定を行,た生活排水ベストプランに基づき、各事業の展開を国る。

⑤ 下 水 開 ll今後も増加すると予想され、能を有効活用し、省エネルギー化、

環境への負荷削演を図るため、汚泥の資源・エネルギー化の検討を造める。また、

2015年の下水道法改正に伴う、下水all利用に関する温制a和を受けて、下水all
利用の設について検討を行う。

〇 地量等の災書itも強い制ヒ精の普及推進事業を進める。特it、重ヶ浦(西浦、

北清、常陸利根川)などの流域において、室素・リンが除去できる高度処理型浮

化納の普及mを國る。また、制i納法に基,・く保守点検、? 、法定検査が通
切i t実施されるよう一括契的方式の集l書付けを前するととも i t 、開ヒ解

業による市町村管理の導入や民間活力を活用したP F I事業での公用ヒ描の整

備により、制ヒ常の維持管理の能を國る。

7) ごみa!理・し
〇 ごみ処理・ し尿処理施設等のmを國るため、 一般l整表物処理施設のmに係
る財能担の8減を国ろうとする市町村it対し国の橋理社会形成推進311付金制

度の活用に関する動言や情報提修t等の支最を行う。

② 情地社会形成と県内産業の常院的発展に必要不可欠な産m物;最終処分場
i tついては、将来itわたり、安定的it確保するため、地域との調和を国りっつ、

日立領前町地内に計画す る新た な開場の M を進め る 。
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4. 安心を支える保健・医療・福ltl:体制の充実
を国る

わが国は、 世界に例をるない早い速度で高船化 ・長寿社会の到来と

いう時代を迎える中で、近年、都市化の造行、少子イt、核家族の造行
と高船者世帯の增加、女性の杜会進出などの現象があり、一方、福社

施策の充実とともに個人のライフスタイルや高船者・B書者の介種に

対する考え方が大きく変化してきている。

そのため、それらの変化に的確に対応して、表城型地域包括ケアシ

ステムなど保健・医選・福祉サービスのネットワークづくり、生きが

いを持てる杜会づくりや、安心して●らせる地域のまちづくり等々、

積極的な展開を図,ていく 口 また、出生率の向上とともに、子育てを

総合的に支援していく体制-'くり、青少年の健全青成、男女共同参画
杜会づくりや県民の消費生活の安全確保対策などの流策を推造する。

また、生選にわたり、県民一人0,とりの健康水準の向上を図り、長

寿を喜i sことのできる社会-'くりのため、表病の予防から早期発見、
早期治藤、リハビリテーションまでの一貢性のある保使・医藤・福社

体 制 を 能 す る 。

1) uf i的な少IF化対策の推進
健全な社会とは、 高能代 ・現m代・年少世代のバランスが保たれている人口
構造であることは論を待たない。高解化・長寿社会の進行は、逆ピラミッド型の人

口能を意味し、出生 ll下の状IIEがこのまま競くと、わが国・本県の活力ある社

会を持続することが困建になってくる。事実、わが国の合計特殊出生率は昭和60

年1.76、領3年1.30、本県は昭和60年1.85、領3年1.30と大幅に低下を来し

ており、また、わが国の人口ll、平成17年に明治 :l l2年の精以来、初めて出生数
が配数を下回り、その後も平成18年を除き「自然減」が続いている。

新しい生命のE生は、e全で活力ある社会を発展さ世ていく根静をなすものであ
る。出生率の向上l地解の最も重要な今日的課題として、県政の申で取り組ま

なければならない。

(!) 願開世代青成プラン」に基づき、結婚・妊最・出産・子青てに対する支

最をmや企業と通操しながら社会全体の取り組みとして推進する。
e) 「表商世代青成プラン」の趣旨を被底させるため、普及啓発活動を推進
する。
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l?設を集き、子どもを度み育てるという希望をかなえる1難集:i くりを進める。

o 開 ・通振・出産・青児の切れ目ない文選

cl着者の自立のm
o すべての子ども と設への通

o子どもの社会性向上や自立の配

o mの実情に応じた支最
o 〇き方改l革による仕事と生活の調和の推進等

t, ,,l 少子化ita止めがかからない状制t対して、合計ll線出生率が上昇した地:ii

自治体の取り組; t,を參考にしながら、「後域県は保青 一 配が充実し、仕事と
設を両立しながら安心して子育てができる」などと若い世代に開されるよ

うな用自の文l l体制の構集を前する。

② 仕事00t場)と青児が両立し得るa用 1ンステムの確立とそれを支最する社会通

境づくりを國る。

n 青児・介護体業法など青児体業制度のmや、青児体業中のための生活
1日l金貸付金の充実を国る。

l可 構 後 の 円 滑 な 開 の た め 、 構 申 の 解 な ど 企 業 の 労 務 管 理 の 改

善を国るとともi t、フレックスタイム制・在宅動書制の導入等、多aな 配 シ
ステムの確立を国る。

01 県と県内44市町村が性定を結び、病気で保育所などに通えない子どもを一
時的it演かる「病児・病後児保青施般」の市町村の枠組みを超えた広域利用を

mする。
目 「越境入目」など市町村の区域を越えた広域的な見地から調整が必要なもの

itついて観aするため、県や関係市町村から構成される観設を配し、田
解消に向けた取組を後押しする。

③ 仕事と設の両立への取り組みや子育て通にll的に取り組んでいる企業へ
の文選を推進する。

〇 子どもの進び場・野外活動施設、ボランティアなどの社会参加活動等、いわゆ

る子どもィンフラのmを 配 す る 。
(ii) 前児の健全青成と子青て文l l体制の充実を国るため、田の解消i t資す

る保青所の新設、分園設置や短時間動番など田者の多様なニーズに対応した保

育等の実施を配するとともに、必要となる保育士や着 i重師の人llオ育成強化及び

離a防止対策と再就業支liltついて関係換関等と観力し充実を国る。器せて、動
推園における演かり保青をmする。
n 前児等の保育補動制度の拡売を國るとともに、mの発達を動長する能
ある保青を推進する。

l・ 本能白の保青人材パ ン ク に よ る 田等に よ り 、 処 通改善や再m
-n-



対策を税するなどし、  保育士及び動稚目教論等の確保・定着に総合的に取り

組む。あわせて、地域差を解消し安定的it確保するため、処通等itついて統一

的な制度の創設や、公定価格の地tt区分について解mにmしmの実
情に応じた算力的運用を、国に対し求める。

t, ,,l 保青士定数を超えた加配保青士it対する動成を行う。
目 保青士の就労を支最するため、戦位配明書「キャリアパス」を導入し、キャ

リァァップのための基準を明確化して、労〇mを高めるとともに、保育士不
足の解消itもつなげる。

m 前 ア レ ル ギ ーの解が增えており、国の支; f F基準による始食a頭 の
配置員数でll構な食の要全確保が難しくなってきている。また、食育に対す

る?な指導を行えないため、栄i士 ・管理栄量11等iettt人員の体制強化it取
り組む。

@ 保育所が、子育てに関するmのM と して激々な通活動を行 う よ うにする
など、地域の子青て環境づくりを配する。

(i) 保青所と動推園の機能を併世持つ「題定こども園」を推進するため、より移行

しやすいよう通に努める。

〇 保青所へ演ける子どもの解船化が進む中、在宅青児を増やし、田の抑

制を国るため、乳動児(6ヵ月̃1歳6ヵ月)を自者で青てる世帯に対し、1人

にっき毎月数万円を理する制度の創設を検討する。

(11) 思春期から雄振・出産・ IIL主ll児期までの母i'の心と体の健農管理it資する母i二
保a対策を総合的に推進する。
〇 不妊に悩む方々へ的確なmの解や専門的な相識に応じるため、不妊専門相
設センターの充実を国る。

Iii) 県立こども病院を主軸にmを国り、小Ia医 解It制の充実独化を国る。

〇 休日や夜間における小児設急医渡体制を配するとともに、「茨城子ども般急

能 測 の 充 実 を 国 る 。

〇 安心して妊最・出産できるmを確保するため、総合周産期解配センター
を申心とした周産期miの税強化を國る。

〇 母体及び新生児の流医表を安定して提供できるよう、N I CU(新生児集中

治療管理室)の整備を促進する。

〇 女性医師の離a防止や再設の配のための通を行い、女性医師の多い産境
人科や小児科の屋師の確保・定l書の配を国る。

〇 a動児期からの l身障書Iaの早期発見・藤青支最体制の充実独化を国る。
〇 提障書などの早期発見を目的にした「5能健診」の、全児i対象実施の定

着を国る。

〇 開 のe全な発通には、構常の理発見が t要であるが、新生Ia段lit検
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設 用 の 公IR動成を実施していない市町村もある こ とから、 屠住市町村によって
格差が生じないよう、末実施市町村への0きかけを行うとともit、県が実施して

いる9・中等度の難購児に対する開の国t入費用等助成制度の簡を國る。
〇 前児を持つ線に対し、配、育mび子育て通サービスに関する相識・情
解 を 強 化 す る 。

〇 ひ と り 地 等 の 相mの充実
e) 「茨moとり解等目立促進計画」等に基づき、,et子家庭、父子家庭及
びMの就業支llなど生活の安定と向上を国る。

l' 組が急病の場合などの一時保青、子青て短期支最事業を充実する。
01 IS子家庭等の線子のきずなを操めるために、線子すこやか交流設を推進す

る o

@ 茨城県子ど もを解から守る条例を踏まえ 、解新によ る立ち入 り相業
を適切に実施するなど 、通の設m・要全確保の強化を國ることにより、児

童解防止対策を推進する。

@ 解 新 開 応 ダ イ ヤ ル 1 8 9 番 ( い ち ・ は や ・ く ) の 普 及 に 努 め る と と
もに、? 新 防 止 に操わる関係換関のネットワーク強化を推進する。

※ 〇 子 ど も ・ 子 青 て 解 l度it移行した識llこども園や動程園等it対する補動を

確実に指置するとともに、制度の実施主体である市町村の意向を十分踏まえなが

ら、各市町村で総合的な質の高い教育・保育・子育て通が実施できるよう通

it努める。あわせて、m や 開の高alt対する文選を 前 す る 。

集 「 )  居宅前問型保'if事業、小ま能i保'if事業及び通的保'if事業などが地保青

設として認可事;建となったことから、円滑な実施に向け必要な通を行う。

また、ペビーシッター ( 0iti理保青事業)など、気g i t利用できるサービスの
充実を国る。

l可 動願育・保育の無償化に伴い、公立の場合、利用者負組が解m担
となるため、市町村it多額の財能担が生じることから、導入初年度it措置さ

れるl9時新金について、理年度以降も国の責任理的な財政l普置を購じる。

の 少子化の大きな要因である簡ヒ・開ヒ、開ヒ・設化に対応するため、
各市町村の開 数の配をはじめ、結婚・通振・出産・子青て文選のため

の社会システムが開されるよ うmを国る。
【新a】 〇 若い世代が開に一 i;船み出せるよう、国でll、新婚世帯に対し、住宅取得や
開の費用を文選する解生流 数it取り組んでいるが、実施市町村が

少ないことから、県は、多くの市町村が取り組めるよう、国に制度の改書などを

〇きかける。

〇 第3子以上を経濟的な理由で請めることがないよう、手厚く文選をしていく施

策が必要であるため、子どもの数に応じて田手当を地に上表世加算していく
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仕組みの創設を検討する。

〇 「業の畫困対策it関する大ll 」や般限子どもの畫困対策i t関する計画」

等を踏まえ、宣困の通を新ち切るため、関係機関・団体とnし、支最に取り
組む。

〇 人口減少や少子化の進行を抑制するため、経済的負担の大きい多子世帯に対し、

3裁未満児の第3子以降の保青料の9識 一開It'どのmの充実を国るほか、
在宅で育児する世帯向けの通制度を新設する。

【新a】 〇 本年4月から不i船a lt公的m険が適用され、経濟的負担が8減されるこ
とにな,たが、対象は科的な治藤方法のaで あ る 。 そ の た め 、 建 解 分 や
温合統 な ど ll能目己負組となってしまう結果、院止された特定不妊治基動成

制度よりも経濟的負担が増えるケースが想定されることから、保田となる治

藤方法の範囲の更なる拡大が求められているほか、県としても保険適用外の治基

への通を検討する。

〇 地域itおいて子どもや子青てを文える開として重要なf ilが期待される子ど

も地について、各mの子ども設ネッ ト ワークづく りを支最するなど、取組
の 開 進 を 國 る 。

〇 児重相設所itおける児重福i止司等専門a lt ついて、国の定める前上の配置
に努める。

0 里線の発掘、里線の育成、マッチング、アフターケアを包括的に支最する民間
フ,スタリング換関 11:よ る フ,スタリング業書の実施体制を構集し、本県の社会
的養青の推進を国る。

〇 子どもにとって最善の利益を能するため、通のケア =一ズや保i重者の意向

も考Itしながら、設基青開則it基一iき社会的基青を推進するとともit、 社

会的養青の現状についての県民への周知に努める。

【新a】 〇 国の公表数 よ り 多い と指描 されてい る能開について 、 実 1!iや個別=-
:''の把a lt努める。

2) uf i的なlilo者対策の推進
本県における高船者人口の比率は、令和3年(10月1日現在) 30.3%に建して

おり、領7年には32.0%となり超高離社会を通えるものと予測されている。

明るく活力ある組高能会を集くため、生選を能で生きがいを持つて社会活動

it参加できる体制一i く りや、要介a状i豊itな,ても住み信れた地域で配・介a等
のサービスを受けられるmづくり、mで支え合う体制づくりを推進する。
このため、令和3年度から令和5年度までの指針となる「第8期いばらき高能

プラン2 1 」 it基一iき 、M的it各種高0t者幅ilk施Iaの展開を国る。
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Gl l0者の生eがいmの設)
(i) 明るい長寿社会一i くり推開の体制強化を国り、集民が一体とな,て高開
の生きがいと能づくりを推進する。

② 高能の目主的な地tti1献活動などの通に努める。

〇 高1tt者の学習の換会及び三世代の集いなど、世代間の交流事業の配を国ると

ともに、高開の社会参加、生きがいづくりの充実に努める。

④ シル,f一世代の活動の場とともに、福祉サービスの推進を國る能からも、シ

ルバー人材センター、老人クラブ等の青成強化を国る。

「 )  相批サービス業ifに対して解・指導を行う。

l可 生きがい対策とともに、m内の相互開能が発通できるよう 、老人クラ

ブの青成強化を国る。

(在Itサービス体常lの1.立 一通)
〇 介i重保険制度との聞・調整を國りながら、高能に;最Iaかつ効率的な保健・
配・福祉サービスを解する、表域型地域包括ヶァシステム推進事業などを推

進し、在宅相批サービスの充実と在宅Mの支最を独化する。

② 介i重予防に効果のあるシル,f一リハピリ開の普及を行う指導士の基成ととも

に、市町材での取り組み整l化に同けた0きかけと指導士の地域活動支Eに努める。
③ 高開ができる限り能で生き生きとした生活が送れるよう、M予防の推進

を國るとともに、元気な高能がmでll的に活国できる仕組み,・くりを進め
る o

〇 高 開 が 住a慣れたmで自立してiらし境けることができるよう、総合的な
通 を 行 うm能 通 セ ン タ ー のm配 と 換 能 の 税 を 國 る 。
(ii) 地前ヶァシステムの構にあたり、管理栄量士業道整11t師・作業療法士・

理学藤法士等の地t胞括支最センターへの配置及びその活用とともに、それら事

門aのmヶァ会aへの參加を促すよう市町村に〇きかける。 また、社会福祉法
人への法人8標8tの回選を国る。

l重) M保険制度の着実な実施を国るため、県民への情報提修t・啓発を推進する。

〇 訪間着 i重の実施にあたってll、配換関や屠宅介重支最事l業者等との聞を國

り、家族it対する総合的な在宅ヶァの充実を国る。

〇 装 た き り 高 開 に 対 す るt言科保a対策を進める。
@ 訪間福i止理容に対する助成制度の導入拡大に向けて、市町村にaきかけを行う。
lilt 3基l知症高1tt者の治a ・ ケア施設の聞やマンパワーの専門的構、総合的な
理知ii置高i清対策を推進する。

〇 質の高いホームヘルパーの1整成を國る。身体介aや生活通承要通議者の=-
:''に応じた在宅サービスの充実を国るためには、専門職として技能習 Ia、倫理i日
の向上を国る必要がある。
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n ホ ー ム ヘ ル パ ー の 現 配 を 税 す る 。
l・ まだ前・気力・能力のある60a代 の 構 を 配 す る 。
〇 願 限mヘ ル パ ー受m」を推進し、互いに動け合い、支え合う地
域社会,・くりを推進する。

ital 市町村i tおける介護サービス i t格差が生じないよう解を講ずる。
〇 市解の介l集座定客査会が公平かつ配に通営されるよう、人材の養成を國る。

〇 施保険制度の円滑な推進を國るため、介重支最専門員(ヶァマネジャー)を

基成する。田専門員の指導・1 l lr言 等 を 行 う 主 開 専 門 員 の 基 成 、 介
l重支最事門員のmにおける支最体制の独化を国る。
〇 要介議認定や住所地特例制度に関する諸間題の改善を國り、介i重保険制度の売

実it努める。

〇 財産や金iiの管理ができない高開に対して、 日常生活自立支最事業などが活

用できるよう、制度の税と広報に努める。

1111 高1tt者Ia待の防止対策を推進する。
〇 県 一市町村等の公的施設(学校含む)の一部を開放し、mボ ラ ン テ ィ ア グ ル ー
プ等との「地tt高0清 」-れあい会」を設ける。
n 家it開じこもりがちな高1tt者などit対して、老人福祉センターや老人意いの
象、公民館等において、日常動作tnはから趣解動(生きがい活動)などの各
種サービスを? する、生きがいデイサービス設を推進する。

l・ 町内会 ・自開で相互配能が構できるよ う地域福祉体制の構集を国
る。高開の安否確理や、日常生活における支最等、相批サービスの基礎的部

分ll、町内会・目治会等、一番身近な近開 l l,団の活動に負うところが大きい。
t, ,,l ill知症高1tt者、特it開高1tt者it対する地域の理解と文ii体制を充実する。
〇 高開が安心して生活できる11ト住通境・まちづくりを進める。

n ヶァ付き住宅や子育て環境の向上にも寄与する三世代住宅等の建設を配す
るため、電It資等を充実する。

l' 介l度対応のため增m ・改造を支最する。
01 平成 2 3年 1 0月にいばらき身開用開利用証制度が導入されたが、
開による身能等用B開の不適切な利用事例が報告されていることから、

i的三利用について免許更新時や自動章学校、学校教青などで周知能を国る。

01 配 やll目l国高0a者に対する康能設置や早期発見システムの整備を進める。
(家族あるいはit任者が希ヨする場合)

m 理知ii置が原因で開し、指不明のまま施設に田される高開が相次ぐ問
題で、認知症の人とその家族をmで支えるmづく りの一環と して 、開高
開の早期発見・開 i t向けた全県的なネットワークを構集するととも i t 、

能でもなれる理知ii置サポーターの養成を県民通動として展明する。
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o育児・介a体業法など介a体業制度について、 市病や企業に対し普及・書
発を国る。

o高開を対象とする相mには、行政用幡として理解しづらいカナ文字が
多く配されているので、分かりやすい日本文字にすべきである。

cl保健・配・福祉等の関係換関をはじめ、統や企業なども含めた連携体制

を整備し、理知ii置高開の早期発見や支最体制づくりを推進する。̃ 田 能 ケ ア シ ス テ ム の 税 に 向 け て 、 基 成 さ れ た 認 知 症 サ ポ ー タ ー
のM的な活動を後押しするための体制一iくりを推進し、活aの場の拡大を国
る o

Ia) 在宅介i重を行う家族へのmを 配 す る 。
使 ll介ll体01〇ll高個i)

介l重保検制度のもとで、充実した設サービスが受けられるようにするためには、

n者の介i重を受け持つこととなる介a老人保e施設、特別基a老人,i,ーム等の
施田を配するととも i t 、必要なマンパワーの基成確保を国る必要がある。

(!) M老人保a施設のm田を国 る 。
各高能福祉日内での設置市町村の信在や、入所者の設解が展うように進

んでいないという配も残されているため、 「第 a 期いばらき高01者プラン21」
に基づき、mニーズに印したmを国る。
n 将来的にll、未設置市町村を解消することが必要であるが、当面、特に願
老人保健施設が立地していない市町村及び住民it対して、介Ia老人保健施設it
関する制度の周知や適正な利用の啓発を国る。

l可 入所者の設解を配するため 、施設における リハピ リテーシ・ン を 税
させるととも i t 、前間リハビリテーション等の在宅サービスの利用配を国る

ため広報・啓発に努める。

② 特別基a老人,i ,ームを増設するとともに、在宅福祉サービスのMとして、デ
イサービスセンター(通;i'介11) 及 び シ ョ ー ト ス テ イ  (短期入所生活介11) 専 用

ベッドなどを併設した施設のm老j=:一ム。aを国る。n 基a老人,i,ーム及び特別基a老人,i,ームの老Ill対策を配する。
l・ 入所者の居住理境の向上を国るため、居室の個室化・ユ,ツトケァ化を推進
するとともに、低所得者にmした多床室のmや低所得者の利用田制度
の税を國 る 。

〇 a統床の再編成 i t伴い、用配院 ' P介Ia老人保健施設など受け皿となる施
設のm mを国る。
④ 施 を llじめとする社会福祉設に対する人材の確保・育成のため、現場a員
の処通改善を国るとともit、経mを適切it反映した報9H 'P措置費単価の改定
を国に対して〇きかける。
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o介ila員の労〇mを改善するため、 介重支最用ロボット換器の導入をより-ll推進する。
〇 M予防の観点から、設老人ホームのm補動と老朽対策を国る。
@ 高能が安心して生活できるサービス付き高能向け住宅や三世代住宅の建設
を国る。

3)生活置'置病対策の充実

本県の配原因の順位は、 第1位はがんであり、 第2位が心疾息、 第4位が脳血

管疫患である。 これ らの生商開構は 、 M配の t 点施策であ り 、  日常生活

を通しての発生予防、早期発見、及び早期治基が重要である。このため、予防・検

護1 ・治aの一買した体制の聞it全力を挙げる。また、「第3次Mいばらき21プ
ラン」及び「茨城県総合がん対策推進計画第四次計画」に基づき、生商開

予防をllじめとする能づくり対策に取り組む一方、がん検議1推進条例(ilt i l媒が

ん解を推進し、がんと向き合うための集民〇a条例) it基一iきl書実ながん対策の
取り組aを総合的に推進する。
〇 がん対策の推進を國る。

n 科学的m it基一iいたがんit関する正しい知識の普及と生構信の改書等it
よるがん予防対策を推進する。

o子ども達が、がんの予防や早期発見につながる習償を身にっけ、がん患者に

対する正しい認識がもてるよう田階i t応じたがん教青を推進する。

集 l' がんの早期発見・早期治藤のため、民間企業・団体とnし て 開e率の
向上に取り組むとともに、検開度の向上を國る。特に、コロナ相において受

mえ等itより受診率が低下していることから、受診率向上の開みを改めて
独化する。

o地がんの早期発見、早期治納こつなげるため、市町村が実施するがん検診

受移推進のための事業it対し、動成を行う。

01 がんmiのm、a和ケアの推進等により、がんmiづくりを推進

する。

oがん護ta選 因aL点病院を中心として、がん屋a連携体制の聞i t努めるとと
もに、手術療法・m法・化学藤法の治開lの充実を国る。
o患者の身体的・精神的者震等を最和するため、がんと診新された時から最和

ケアを切れ目なく解するため、選和ヶァの普及啓発及び施設・在宅選和ヶ

アの推進を国る。

目 が ん 田 院 の 相mセ ン タ ー を法 と し て 、 が ん に関す る開
供・相設文理体制の充実を国る。

oがんの差t者 一 益へのピアサポートの地や患者サロンの設置等により .能 ・
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家族を1111立させない全県的な患者通の仕組み,・く りに努める。
oがん息者の就労it関する配の配や関係換関への0きかけi tより、0く世

代のがん患者の就労支最体制を開する。また、国が策定した事業場での治

基とl能建生活の両立支最のためのガイドラインの内容を踏まえながら、企業

i tおける治aと仕事の商立のための開を推進する。
cl来期がん(余命 6 ヵ月以内)とe新され、住a慣れた自宅で最期の時間を過
ごしたいと望むがん農者の在宅表選の支選に取り組む。 (末期がんは厚生労

0 省の 「 特定 1 6 新 」 it指定されており、 4 0 前 上 は識間介aサービス
の自設担が1劃とな,ている。 )

o展前から若年成人の年代を指す「A Y A世代」の重要なテーマである解

性温存a法の理解を深める開を進めるととも i t 、解性温存a法を希ヨす
る人が、必要な配を受けられるmをmする。
oがんによる手tErに よ りa等の残る人が、入浴等の際に気にせず楽しめる開
を整えるため、関係数者や県民の理解01進i tM的 i t取り組み、がんとの
共生社会の実現を日指す。

的 受診率が低い女性のがん検設診率の向上に取り組む。

女性のがん解の受?率向上のため、女性の,-:''を路まえつつ、市町村P
m機関等とnし、実効性のある方法の前を進める。
② 情開患等対策の推進を國る。

心 統 や 脳 率 中 な ど の 橋 解 、 糖 商 、 肝 能 、 流 等 の 発 症 子 防 及 び

早 期 能 一 早期治療を国るため、能m・特定保値指導を推造する。また、
日常生活習償の改善を具体的に指導してl度病の発生防止を國る。

n 特定健農護,査・特定保健指導の受診率等の向上it努める。
l? 糖最器模Ia予防事業を実施し、疾病の予防を国る。
01 聞 育 it前 ヨ識等を税 し 、 聞の書発 ・ 普及を國 る 。
目 人コ通析it移行しないよう糖商子防対策を推進する。
③ 関係機関とnし、糖尿病等生活習慣病予備群に対する効果的な開導の機
度を國る。

〇 県民の生選を通じた営と口鹿の健農づくりを推進する。

?) 「茨注県歯と口選の健康づくり tO20 -u24推進条例」等に基づき、8020・
u24通動(80職で20本以上の営を保つこと及びu職で24本以上の営を保つ

こと )を推進する。

集 l' むし営のない子どもを增やすため、むし営予防に科学的mのあるフッ化物
1免口を実施する施設等の増加を國るとともにm的に実施できるよう効果的な
普及it努める。

01 営と口僅の能づくりのさらなる推進のため、行政に従事するtli科省生士の
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確保を國る。

目 ロ鹿ケア'P定期的な構の受移i tついて普及啓発を行う。

〇 大学とnし 、能づく りのための相前究を行う と と もに、県立能プラザ
を 申 心 に 、 田 の 限 1 果 民 へ の 聞 育 ・ 研 修 な ど を 行 い 、 能 づ く り を

推進する。

l重) 県民のは康教青、前進など市町村の行う能づくり体制の支最を充実する

とともに、保健師・管理榮基士・t解精生士な ど能づ く り に操わるnの資質
向上を国る。

(i) 関係団体と営力し、能能や能相解の生商開予防のための事業を積

極的に実施する。

生活習tl病等子防のため、会事を中心とした各人の健農づくりを文選するため
の栄基tE般事業及び外it産業に対する? 等を? する食動注備を行う。
〇 あらゆる世代が健全な食生活を目ら設できるよう食育を推進する。

(11) 健農づくりの離続'P特定健護,を受診した県民i tポイントを付与する事業を配
し て 、 開 の 配 や 配 の 抑 制 を 国 る 。

(4) lit書者Elli;の 癌

前のあ る人がmで安心してiら世るよう、  M ・ 配 ・ 相批 ・ 教青 ・ 産業労
〇等が聞して、  開 者 施 策 の 推 進 と 開 祉 サ ー ビ ス の 開1mに努める必要が
ある o

このため、領3年3月に改定した「第2期新いばらき障書者プラン (改定版)」

に基,・き、開者施策の推進と開 祉 サ ー ビ ス の 開imを一体的に進め、配
構の展開を国る。

また、 「障書者差別解消法」及び平成27年4月に施行した 「障書のある人もない

人も共に歩み幸せに基らすためのmづくり条例」に基,・き、開者に対する差
別の解消のための流を推進する。

集 (!) 前指合支最法施行に伴う障書者相l止サービスの利用者負担の独自9税の

導入を國る。

※ (2) 能者が地域で自立して生活できるようグループホームの聞や、在宅の能

者等を対象とした居宅Mやt度前問M等の前問系開批サービスの拡充、

農業中構などを通じた田等の日申活動の開の整備を総合的に推進する。

〇 能者の自立it向けて、県や市町村の施設itおいて外部委託している業書itお

ける開者の已用をmし、就労機会の拡大と已用の拡充を国る。
④ 開者に対するデジタルデ,f イ ド (m構)の是正対策を進める。
n 点訳パソコン通や中途失明者の能開 l聞の実施、手話通9 t者・要
約 i 配 者 の 養 成 ・ M な ど 能 ・ 能 前 構 を 進 め る 。
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l可 構 開 者 福 祉 セ ン タ ー ・点字國書館について利用者=一ズの変化やm a
器の普及など、施設を取り i量lく社会環境が大きく変化していることなどから、

機能の充実を前する。

e・ll 障害者のパソコン活用を総合的かつ、体的に支選するために、「障善者I T
サポートセンター 」で実施する能 i t よ る利用相設、パソコンボランティアの

派ll事業等を推進する。

目 活字資料をコピー感覚で印座に点mに印刷できる点訳コピーの配置を國
る o

〇 前者の体力增独と明るい営相解を養うため、スポーツ・レクリェ ー シ・ン
等の各Ill大会を開催する。
〇 能者のスポーツ・レクリエーション及び文化活動が日常的it安定して行われ

るよう、総合的な支最体制のm接を国 る 。
開統の能の理に関す る条例を踏 ま え 「 身体 1 章者者 レ ク リ ェ ー シ, ン
事業」itついて、手話通9t者の配置it係る子算の計上を前する。

(i) 前 解 の 支 始 基 準 をa和するなど、t度身博者相l止対策の推進を国る。
〇 グループホーム等の施設整備を配し、開者のm活や目立を通する。
ま た 、 構f li t適合しない新化した施設の改集'P入所施設it対するスプリン
ク ラ ーのmを進め、入所者の安全を国るとともに、必要な財政指置を購じる。
@ 量 正 会 設 流 祉 配 セ ン タ ー の 運 営 に つ い て ll、利用者やその保a者等の
開 it応えられるよう、引き続き集が関与・文選を行う。

〇 心身に開のある児童の日常生活自立のため、児董発通支l最やm等デ イ サ ー
ビスなどによる、基本的な動作の指導、知解の付与、集団生活への前訓練

等の文選を行う。

Iii) 障書者が製作した物品を広く県民に販売するため、「福祉の店事業」を推進す

る o

1111 重度の度体不自由者の用や外出時の移動の介護を行う「重度前間介護從事者

解」事業を拡充する。

〇 健l書者の目立を通し、一人〇とりが必要に応じたサービスを受けられるよう、

相田専門員の配置、また、能者が地城生活で拉える課国i事決のための関係

機関による市町村自立交日富01会の通開を国 る 。
〇 配的ケア児・者及びその家族の福祉の向上を國るため、配換関による配

型短期入所事業の推進、配的ヶァ児文llセンターの配、保青所等での受入体

制の充実を国る。

〇 認知症高能・知的開者・精神開者など、目己決定般力が低下している者

の構利をllし、 自立した生活が送れるよう、 日常生活自立文座i業の推進を国

る。
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〇 開者の目立した生活をサポートする補mの始付を配する。
1111 提能i t関する理解・啓発を推進するとともi t、生経 一l9した文ll体制の充

実を国る。

提 開の統に操わる医師の確保・基成に努めるなど、提 開を早期に発

見し、文選が必要な子どもを?新it集げる体制一i くりを推進する。

〇 前者に対す る解の防mを推進する。
l 〇 111善時に障能m等を利用している開者 (児)の安全を確保する。また、

mが必要とな,た場合の選難:11111出 難 所 itおいて能者が困らないための施
策を推進する。

l 〇 開者施設の利用者が生きがいをもって〇けるよう、共同受発注センターの体

制を強化する等、能前設の受注換会の拡大とコ量水準の向上を国る。また、
開 が 比 較 前 高 い 開 の 推 造 、 中 で も 、 開mの推進を国るためマッ
チングや情報発信を強化する。

〇 能 者 流 解 か ら の 物 品 等 の11先調建itついて、市町村it対し、開

の取組を周知することにより、更なる推進に努める。

@ 開の重度化、高e化、線亡き後を見把え、開者の生活をm前 で 支 え る
ことのできる地城生活文理ll点を表域型地域包括ヶァシステムとも配のうえ、

県内各地にmし、適切な支最やサービスの提供、充実を国る。
② 知的開、精神開、知的と精神の配開者が入院加基等を必要とする時に

対応可能な配換関体制の聞を国る。

② 心身障書者(児)の曲科e開を強化するため 、解の充実や医療a器購入の
動成制度創設などにより、県内で心身障善者(児)に対応できるかかりっけ題科診

ま所の増加を目指す。

@ 能 前 者 向 けi話リレーサービスについて、関係団体の営力を得て周知を国
るなど、利用配に向けた]Ill組を進める。
〇 民間事業者の能者差別解消法it基一i く合理的aの理it関する費用it対し
て、市町村の動成制度の制定を田する。

@ 開者に関する構や施設等のmにおける委員会やt8a会などの場への開
当事者の参画を推進する。

@ t度前問Mでは就労中の支最は恩められていないことから、市町村において
「Ia用施策との聞による重度tot者者等歡對支通特別事ia1 がm活通 設
の中で行われるよう0きかけるなど、就労中の文選を 配す る 。

(5) 精神保健の充実

精神能能i tついては、各ライフステージ i t応じた発症の子防、早期発見及

び前治藤、並びに社会開を推進すると と もに 、在宅の精神前者がmの
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申で安心して基らせる配づく  りを推進する。

(i) 精神能者が社会生活を送るためit、生活文理体制を地域itおいて確立してい

くための施策の充実を国ると と もに 、解開性センターや、m開 の 基
本指針に定められている精神保健等の専門的、新的Mとしての開におけ

る地域精神保健福tif活動の充実を国る。

② 解 開 批 セ ン タ ー や 解 に お け る 思 春 期 精 神 保a対策、 ア ル コ ール疾
Iii対策を進める。また、集物乱用防止に関する正しい知識の普及に努めるととも

i t、社会Mや再発防止のための構を進める。

③ m開に対しては、いま -'i 般器と備?強く、その解消がi要な開である。
このため、心の能づくりに関する知識や精神期患・精神開者に対する正しい

知識の啓発・広報をするため、地域の推進組;tt・団体'i'精神? ボ ラ ン テ ィ ア の
青成を國る。また、前への支l最や、高田tの進んでいる地tt家旗会及び(一社)

iitia果精神保健融t会連合会などる種団体の活動を通する。
〇 精神新院からの退院it対する不安等の理由で社会的入院をしている精神能

者に対し、精神科配機関、相般支最事業者、市町村など関係機関がnした支
最ができる体制,・くりに努める。
(ii) 前間着護や精神科デイケアの充実ととも i t 、県立こころの配センターなどの

役劃を踏まえた施策の充実を国る。

@ 病状の Ia化など能に入院が必要になった在宅の精神開者に対して、通な
配が解で き る 精 神能配 シ ス テ ム の 充実強化 を国 る 。

(i) 入期a指 の 藤 養mや医療従事者のm に関して、良好なmの確保
を國るなどの配施設の近代化を推進するため、補動制度による通を國る。

〇 流 の た め の 専 門 病 被 e'デイケア施設の整解を造めるとともに、市用・
田 開a配センターを中心とした 、mのネットワークの確立を国る。
@ 通展前専門病被の税を國ると と もに 、通展前特有の心の病に対応す
るため、配換関・児重相設所・精神開祉センター保健所・教青換関など

関係機関のネットワークづくりを推進する。

〇 県立 こ こ ろ の配セン ター ll、 精神科能や通 ・ 展前配な どの専門的基

静病院としてのf ilの充実を国る。

Iii) 県及び市町村等は社会的不利の解消に向け、精神前を理由とする資格や利用

の制限の院mび公共施設等の利用料の能等に努める。
※ 1111 自組l対策基本法it基一iき、関係換関との配強化を国るなど、実効性のある自

投防mを推進する。
県が心の間題全般について相識できる窓口として設置する「こころのホットラ

イン」を始めとする相設文理体制の充実強化を国り、 自開者 な ど の自投ハ イ

リスク者への対応にも取り組むとともに、個aを組える方に気づき、必要なll
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につなげるゲートキーパーの役割が重要なことから、  1果民識もがゲートキーパー

となることを目指す構を進める。

〇 引きこもり者の社会参加をmするため、ひきこもり相般支最センター、 M
所等を申心に、市町村や民間の通団体等と連l船力し、多激な社会解の構

や選択度を提示できるよう、引きこもり対策it取り組む。

〇 精 神 前 者 の 解 行 を 田 す る た め 、  ピアサポーターを活用した支最体制の

拡売を國る。

「 m】 1111 精 神 開 祉 手t長2 11開 へ の 特 別 通 を 推 造 す る 。

6) 難病・感集症など特殊表病対策の充実

(i) 統息者のa基開の改善を国るため、  mの公費負担をはじめとした統
対策を推進する。

② 統患者 ・家族の日常における相識 ・通 、 m流活動のmび 田

などが円滑 i t行われるよう、統相田センター事業を推進する。

③ 能法及び茨城県感t国i置予防計画に基づき Ia染f置予防対策の充実を国る。特
に新開生時に通かつ的確に対応できるよ う 、対応手順の明確化や関係

換関との連携体制の強化it努める。

〇 法に能されている予構については市町村の財政基雄や個人の経済状1見i二

よる格差が生じることのないよう、国に対し、必要な財源の確保を〇きかける。

(ii) 肝設や肝がんi tつながるB型・C野炎ウイルス感染者の早期発見・治aを
国るため、肝炎ウイルス検査の受検機会を拡大し、県民に対して肝炎検査の受e
を推進する。

〇 エイズ流 の拡大を防ぐとともit、不安や心配のある人が安心して相31

や llが受けられるよう、相般・検査体制の充実を国る。

〇 医師・着 i重師等へのエイズ解の地や、配換関相互のネッ トワーク化を國

るなど、 ll点病院等を中心としたエイズ護Ia体制の充実を国る。
〇 解出血性大!a目能等の発生とまん延を予防するため、 i t品常生・能
対策の聞を國る。

(11) ハンセン病it関する正しい知識の普及啓発を進め、差別や偏見の解消を国る。
〇 開パンク及びアイパンクの登最者拡大を国るとともに、青前団の実施する

書不全対策を通する。

lt1) 円滑な験解植のための体制整備を進める。
?) 解 ・a器移1fiに対する理解とともに、 M器提供意思表示カードの普及や、
運能許証・健康保験証・マイナン,f一 カ ー ド の 開 意 展 義 示・へのiii入
率向上を国るための啓発を進める。

l・ 移社配の推進には、病院例の移社配に対する操い理解の下、病院の体制
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mが重要であることから、 病 院 へ の 解 を 行 う と と も に 、  配者を対象
とした設的な leltlif会を開値するなど、病院の体制整備の動換づけitつながる

取り組aを推進する。
1rt 白血病などの構に前な ・日,国對重を解しするため、開の開 ( ドナー )

が移植手tiiit観力して入院や通院をした場合it文leiするドナー動成制度の上限
額引き上げを国り、能者の演少につなげる。

〇 新たなインフルエンザの発生にillえ、 m iを強化するとともに、タミフル
等の願品の指書や設防止i t関するE民への普及解の対i量を造める。

7) 保健・医療・福祉の一元的な推進体制の充実
県民が安心して日常生活を送るためitは、 n・配・福祉の配が特i t重要で
あり、関係機関相互のnと一体化を国ることが期待される。
〇 保健医基計画を推進し、mの 願miの確立を國る。また、m配

想の中 i t示されている構の方向性の実現i t向け、地域配開調設a ltおい
てt901を行う。
② 田 能 ケ ア シ ス テ ム の 推 進 を 國 る 。

n 高0t者・ti書着't,児童など要發a者が設 や地城で安心して生活できるよう、
M・配・相批の関係者がチームを組んで効率的・総合的なm宅 サ ー ビ
ス を 解 す る 、 田 能 ケ ア シ ス テ ム 推 進 設 を 介i重保険制度等との連

携・調整を国りながら進める。

ll 福祉サービス蘭整担当者 (地域ケァコーディネーター )研修会の充実を國る。
田 能 ケ ア シ ス テ ム の 申 心 的 役 割 を 担 っ て い るmヶァコーディネー
ターの調整換能が一でない市町村もあるため、福祉やn・mi度it精通

し、要介l度者の立場に立,て相整できるよう担当者の解を充実さ世ることが

必要である。

t, ,,l m業の参加・観力を使し、表域型地域包括ヶァシステムの充実強化を
国る。

o 配 換 関 に 対 し 、 田 能 ケ ア シ ス テ ム の 通 を 行 う と と も に 、

在宅it Mする入院息者の退院情報(息者の同意を得て)提修t体制一i く り を

国る。

o市町村のサービス調整会aや在宅ケアチームの申に、mの医基従事者が8
加するよう指導・1llr言を行う。
o配や相批の開が不足するmにおいては、近解市町村とのnを国り、
田 能 ケ ア シ ス テ ム の 拡 売 を 進 め る 。

cl施般'P在宅a基の場で、適切itたんの開l'P経管栄iなど特定の配的ヶァ
を行うことができるMM等の養成を円滑に推進し、要a度者が空心して
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生活できるようにする。

〇 a条マッサージ師・業道整a師等の社会参加事業を使す。また、高解や前
前者に対するa灸マッサージ施構動成制度の創設を前する。
④ 国民健康保隆t財政の安定的運営と被保険者の負担軽減を國るため、県の財政支

愛を充実させるとともit、適切な国11動成措置を国it要ヨする。

〇 M配関係団体合同での能づくりフ ,スティパルなどの社会活動を動長す

る o

〇 福 祉 と 配 の 配 のf ilを担う前間着護ステーションの青成強化を国るととも

に、設置の拡大を進める。

n 訪間着 i重ステージ・ンの開設を促すため、設の補動をする。
l? 前間?aを担う人材の確保・青成を国るため、配換関等への文選を行う。

(i) 配施設 ・ 相m設・在宅を通した総合的なリハピリテーシ・ン提供体制の確
立を國る。

n 県立配開 E 病院 を技 と し た 、 屋学的 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン の解がで き
る配施設のm、及びm ( 在 宅 ) で リ ハ ピ リ テ ー シ・ンが受けられる体制
のmを 配 す る 。
l・ m的なリハビリテーションが必要な息者itついては、息者の了解を得た上
で、他の配機関に患者の情報を解できるようなシステムを開する。

01 災害時におけるリハピリテーシ・ン通活動を円滑に実施するため、 リ ハ ビ
リ テーシ ョン専門aの0iti量体制を聞する。
目 高it社会化に伴,て高まる県民のリハピリテーシ・ン配の需要に応えるた
め、県立展量lie及び付属病院ll、ll数や予算ll成等での目主性が確保され
大学の自律的な通営が期待できる公立大学法人化の前などitより換能強化を

国る。

〇 市m会福i止性a会の基盤の強化を國る。
(11) 地域住民の自主的参加itよる、地域ボランティア活動を推進する。
「 )  mボランティア活動を動長し、グループの青成独化を国る。
l可 mボ ラ ンテ ィ アセン ターや市m会福i止性a会を申心に、ボランティ
アグループのネッ ト ワークや人材パンクを聞する。

01 意機啓発やボランティア保険の加入等、ボランティア活動に前しゃすい通
境づくりを進める。

t::i ボランティアグループの田の向上を図るため、指流mの実施とともに、
ネ ッ ト ワ ー ク づ く り を 国 る 。

〇 市 病 や 関 係 ll関 に 対 し て 、 解 や 能 ・ 通 を 強 化 す る 。

lt1) 民生委員・児重委員の活動を充実するため、地区民児観や県聞観前it動成
する。
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o民生委員の負担軽減や、 なり手不足の解消などに一定程度寄与するものと考え

られる長限の民生観力委員制度のような事例を0考it、民生委員が活動しゃす

い動注備を進めるとともに、民生委員の担い手確保に取り組む。

〇 地域住民8加による互助組aとして、「有債による在宅福祉サービス」を推進
強化するため、時間開 l度の普及を国る。

〇 ともに支え合う相mの口成と、m接の相批活動への主体的な前建
を國る福祉コミュニティ ,・くりを推進する。
〇 成年後見制度の利用が有効と認められる3基l知症高1tt者・知的能者・精神能

者などの適切な財産管理等を支最するため、成年後見制度の普及啓発を国るとと

もに、成年後見制度利用通設の活用を配する。

n 成年後見制度の円滑な文選を行う itは、市町村の観力が不可欠であり、担当
する社会相批士等との総書なn・営力の推進を国る。
l可 成年後見制度が身近で利用しやすいものになるよう、市町村におけるm
携ネットワーク及び中M関の聞等を推進する。

〇 障書のある能の介l集、難病の子どもの子青て、〇きこもりの税のケアなど、

多激な役割を担っているケアラー ll、身体的、精神的、さらにll解的 に も 重 い

負担を拉えていることから、 1111立させない、文える開の充実を国る。

〇 総合相l止会館の機能の拡充独化を国る。

n 開祉の施策 ・ 活動 ・m ・サービス等の発信ll!点としての換能の税を
国る。

〇 相性マンパワー対策を独化する。

n 福i止人材センターの換能を強化し、離a者 防 止 及 び 再 開 の ]Ill組 の 税
を国るはか、 シ ,アllや外国人等の多aな人材が参入しゃすい環境づくりを行
うなど、相批マンパワーの養成確開を推進する。

l可 介i重福祉士・社会福祉士修学資金貸与制度の活用を國る。

1111 民間社会福tif施設の聞配 を国 る 。

聞設に看度師を必置するなど機能充実を国る 。

〇 県立社会福i止施設等のm配 を 國 る 。
n 県立福tif施設の計画的聞を進める。
l' 解解、県立相般機関の機能充実・相般体制の独化を国る。
〇 福祉団体の育成強化を國る。

n 地能等が組;S tするm団体への動成を行い活動の配を国る。
l' 民間の社会相批関係始団体の実情に応じ、きめ細やかな指導・青成・前を
行い、民間の福祉活動を推進強化する。

t, ,,l ,i?能者を持つ父母組;ttの充実と税の高場を国る。
国 開 祉 団 体 に 対 す る llの理を国る 。
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Ia) 民間・企業等における福祉関開の育成を國る。
多期t1,.増加する高解の構ニーズit対応し、かつ効果的・」liE的な介護サー
ビスをmするためには、公的に加え、民間の活用が必要とな,てくる。また、
高能の目立理と介藤者の地9減を図るn ら、A I や I  o T、介aロ ボ ッ
ト な ど 田 解や福田具 な ど の 活用 を 推進 し 、 そ れ ら の 開発 ・ 解 を 行 う

業を青成する。

n 民間設者の參入を配する。
l・ 田 解 や 福 田 具 な ど の 研 究 開 発 と 普 及 の 配 を 国 る 。
01 開 批 サ ー ビ ス 振 真会等、民間・企業の青成を国る。
目 企l業8加型の高0清対策の推進を國る。
的 一般lit業の福祉it対する理解・認識を深めるとともit、高1tt者の配の配

を国る。̃ 開 者Ia用配法との田を考え 、企業に対し動成IEを器ずる。
lト) 介護体業及びボランティア体Ia制度の普及itついて指導・啓発を行う。
@ 生活田の実施機関における1tll行体制の確保と自立支最プログラムの推進及び
ハローワーク等との聞強化等によ り目立配を國る。

〇 生活開の不m防止対策を推進するため、関係換関との配強化を国る。
② 生活田制度における実施責任の11ト住地特例について、有料老人ホームに藤当

するサービス付高能住宅についても対象となるよう、国に対して要望する。

〇i困の世代間llを新ち切るため、生活困B者自立文ii法it基一i く子どもの学
習・生活支最事業などの生活困務世帯の子どもに対する支最内容の充実を国る。

@ 8 0代など高eになった線が、〇きこもる50代ら申年の子を抱えて困llする
「 8 0 5 0 間al が 開 l化しており、対策を早急it前する。
〇 ライフラインを止められ解・1 11[立死した解が全国で相次いでいるのを踏ま

え、関係換関との連構会を設置して、高0清等の見守りを進め、 1111立死の未然防
止を国る。

@ 就労・住宅の確保や保険配・相批サービスの利用田等を虚り込んだlie方再
犯防止推進計画を:業定する。
〇 児童Ia施設入所児重への文選を充実させるととも it、児童Ia施設退所者が
経済的な不安を抱えながら自立することは大変困難であることから、様々な個a
や間題に対し相識できるmづくり等を進め、 目立を通する体制を税する。
〇 地で公共交通換関を利用して移動することが困離な者のm的な移動手段の
確保のため、相批有償通送事業者を支最する補動制度を創設する。

l国) 開の換能強化 ( 人員増強0 のため、保健師資格を持つllの確保を國る。
〇 能 防 止 対 策 の 要 で あ る 開 の 施 田 i t つ い て は 、 施 設 の 新 化 や 能

対応に加え、能の和m m構 に も 留 意 し 、 計if的に理のa常を目指す。
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【新a】 〇 住み償れたmで、 目分らしい基らしを最後まで競けるための重要な取り組み
である地域リハビリテーションの推進i tあた,ては、現場の声を聞きながら、理

業 開 の M 予 防 へ の 活 用 や 、  リハピリ事Pi llと の llを進める。

(8) 医表体制の通

(!) 中央病院、 こ こ ろ の 配 セ ン タ ー及びこども病院の県立3病院は、 県民への安

全・安心なmのための ll的な換解を國りながら、県財政への負担程
減を国るためit、抜本的なm善を推進する。
県立中央病院の救急センターの機能を充実さ世、救能センターとしての位

置,・けを國る。同病院の将来像を明確にするとともに、施設の免量化による建て
書えを早急i t前する。

② 常 数 田 ・ ひ た ち な か M 配 日 にmした常目l大営済生会病院に、小児救急
の換能や産爲人科の田 lをmする。
〇 入院息者や屋a從事者 i t前なa基・al開境の確保を国るための配施設や
設備のmに対し動成する。
④解故の未然防止とともに、信頼と安心できる体制,・くりのため、配ll
のmなど充実を国る。
〇 外国人在住者の医療対第事業を実施する。

受診する際のmを税させるとともに、外国人医基IR未払金の前制度の売
実を国る。

l重) 配機能の分化・nの推進を国る。
n 1果民及び医師に対して、かかりっけ医の普及・書発を國る。
l・ 屋師会等i t 0きかけること i tより、病診・病病配をM的i t推進する。
01 地tt医療支最病院の拡充を国る。
? 地l重医最介ii総合確保基金を活用し、病? 能の分化 ・通操に資す る設 を
実施する。

m 急性期を體した差t者の受 11皿となる回復期病床は、 2025年の必要病床数約

7200床に対し、いまだにnがあり、今後、円滑な受け入れに向けて、受け
入れ構のハード・ソフト商面からより一日通する。

集 (i) I CTや5Gなどのデジタル技術を活用した選願配に取り組a 、 在 宅 解

開 lの 税 ・ 強 化 や 配 能 を 開 な ど 予 防 配 に 有 効 活 用 す る 。

〇 開業屋の高船化't,複離者不在it伴いn所が減る中、地域配の担い手を確保
するため、e藤所の第三者への配を前する県内の明業医と、明業を希望する
全国の動務医らを伸介する「医;建承総,fンク」の開設を検討する。

【新a】 (11) コロナ相i tおいて、 llの差し独えが続き、開が割ヒしてから病院it行くと
い,た問題への対応を前する。
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( ll・東体tlの充実)
県民がいっでもどこでも一な医まを受けられるよう、1次(初期)  ・ 2次 ・ 3
次 の 通 解 lの充実を国るとともに、通配の普及・啓発を行う。さらに、

災害時におけ る能miのmを國る。
(i) ドクターヘりの活用と受け皿となる屋a体制の聞 、  ドクターカー通行の充実
等により、県内に格差の生じない通配の充実を国る。

② 市町村が運営する体日夜間創患センター及び在宅当番医制度を推進するととも

it、 流能 配換関を文選する。

③ 夜間・休日における業局の地方世ん応需体制の充実を国る。

④ 病開制病院の施設及び医基a器のmを國る。
(ii) 解者 が 迅 速 i t 適 切 な 処 置 が 受 け ら れ る よ う 、 田 開 lの充実'P、消防

救急指令の一元化を進める。

@ 能 配 (応急手当て)の普及・書発を行う。

〇 災書l換l点病院等it対し、災書配it必要な施設・設備の聞を国る。

「 )  短時間l最送体制を確保するため、通配用へリポートのmを国る。
〇 救急医基対策の一環として、AED(目動体外式除細動器)の設置並びに活用

の01進及びパイスタンダー(現場it居合わせ応急手当てを行える人)の基成it-
属努める。

n 学校施設の貸し出し時等においても、A E Dが適正に活用できるよう運用体
制の聞を国る。

l' 「A S UKAモデル」を活用したA E D の 前 ll用の普及啓発を国る。また、
小学校においても、救命構習の申で目分にできることを教え、救能の税

を国る。

〇 相般体制の充実など、小児救急医解It制の独化を国る。

X 〇 県内において医師不足等が解な鹿行地ttのmiの税を國るため、神栖

濟生会病院が處行地域の安心經を守る重要な中開院としての使命を果たして

いけるよう、新病田や機能独化に対する支最に取り組む。 また、土開同病

院なめがたm配 セ ン タ ー がm配の申機病院として能を切る際にll、 M
的な支通it取り組む。

9) 医楽品の去全対策と献血の推進

(i) 理品の有効性・ill全性を確保するため、 解業の充実 ' P理品の正しい信

報の開動を推進する 。

n 新の在宅医基等における理品保換能の拡売を通するこ とによ り 、医
新業の充実を国る。さら i t 、地構への参画やm設など、住民のM
を 幅 広 く サ ポ ー ト す る 「 能 サ ポ ー ト 新 」 の 普 及 を 進 め る 。
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l可 県内の地l師 の 信 在 を 解 消 す る た め 、 解 l師 の 設 を 配 す る 。

t, ,,l 新 itおける一般用展集品のn聞it係る? やm設、m を文

最し、県民のセルフメディケーシ・ンを推進する。
目 解 l師会の設置する集事開や集の相預の運営に動成する。

(2) 一般用展集品のインターネット i t よる院の開指導を強化し、理品使用 i t

あ た , て の聞保 を国 る 。

③ いわゆる配品 (無承認無許可理品の展いがあるもの )や危険ドラ ッグに

よ る M解を防止するため 、mを充実し、市場への流通の防止を国る。
〇 覚mi、麻業、大麻、危険ドラッグなどの書L用防止を啓発し、正しい知験を普

及させる。特に若い世代に対して集物の危能・違法性を認識させるための集物

乱用防止教室の開n進など教青の充実を図り、薬物書L用防止開の強化を図る。

〇 後発医業品(シー リック医業品)の普及は、a者負担の9演や配の適正
化を國る上で重要であることから、市病や配関係者への〇きかけなどを通じ

て地域ごとの税前を国りっつ、県を挙げてさらなる商配 i t 取 り組む。

l重) 血演の安定mのため、献血事業を推進する。
n 成分献血、 4mmi献血を申心とした田想の普及に努める。
l・ 民間献Jill観力団体などの流it努める。
01 10代、 20代の献血者数が演少しているが、着年Illでの落ち込aは将来の
保不足につながりかIaないことから、若年!iiの献血者確保に努める。

tic) 医i康從事者等の養成確保

〇 社会人のll入学の受け入れ等、 1果民に開かれた県立医量大学・大学院,・く り を
国る。

「 )  県支最センターとして医療従事者の11;f修体制の充実を国る。
l可 現 任 配aのためのリガレント教育を推進する。

(2) 展師、m医師、薬剤師、?師、動産師、?通師、節i極生士、理学能、
作業藤法士、 言 観e1;ll士、監i床検査技師、 e,療放射線技師などの養成確保及び研
修の設を拡売する。

前 医師不足が開l化している県北山間部などの地城における前人科や小児科、

通配などの政策医療を推進するため、必要となる医師の養成確保を国る。

l可 地l重医最介ii総合確保基金事;建を活用して、早期の医配保と医基体制の整

備を国る。

t1 地域持'f ' 修学資金賀与制度の拡充を國るとともに、限医解開であ ,,
ても多や希望をもって配に従事できるよう、m配 通 セ ン タ ー が 申 心 と

な,て、解などのキャリア形成を文選する。
国 医 解mにおける一定期間のe法の義番づけ等の制度的指置をllじるよ
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う国に〇きかける。

的 動解の改善や院内保青所の配配等を進め、地屋師 ' P l言 fia員など
の的lit防止、定着個11対策を独化する。
また、着ila員が安心 して〇 き競け られ る よ う i 力 ・ ハ ラ ス メ ン ト 防解
及び?aaの メ ン タ ルーレスケァ対策などal開境の改善itついて文量i業を調

じる。̃ 県ナースセンターを税させ、学生対象の着a題l場体験やie在着ila員の再
構教青研修体制、m介事業の流を国るととも i t、潜在l言 fia員の再就
前 を 田 す る 。

lト) 動m改善のため、院内・公私立保育所の増設や統等に加え、小規樓病
院等itはl l配は厳しいため、 配 し て配出来るなどの文選を国る。

法) 看度Mの再通を田するため、属能・パート・夜間事従など多様な動義

開 ・ 条 件 の 導 入 を 國 る と と も に 、 miの税のための着 i重補動者の確保

対策を配する。

lリ) 看度師等修学1日l金貸与制度の充実を国るとともに、看度師が不足している地

域における着 i重師選成施設への通を行い、着ila員の基成確保を國る。准着
選師差成校について、既存は当面総持しつつも、新設は止め、(正)着護解差

成にm入する。
い) 動産師基成においてll、県内動産師選成施設における県内推富枠を実施する

ととも i t 、一な臨地実習の場の確保を国る。
m 医解聞消のために、県立高校へ設置する医学コースを充実さ世、医前
合格者増加の成果を上t fる。

l9) 本県の屋師不足は、屋前入学定員の増員などでは危換的な状況を解消する

ことは困難であり、抜本的な解決策として本県への医前新設を国る。

0 )  医師のm信在や統開在などの抜本的な解消のために、医師の動務のあ
り方の見直しなど必要な制度の改善itついて、国it0きかけていく。

い) 看度師の的lit防止や治在看l度師のm につながるよう、看度師が安

心して〇ける保育体制の税を國る。

lヨ) 専門的な資格を持つ着護師解護師、専門着護師等)の更なる青成と活

用を国る。

③ 人材,f ンクを設置し、円滑な輪旋を行うなど、プラチナナースを llじめ、あら

ゆる世代のl言 fia員が、外国人材の受入を含めて、県内it構・定l書できるよう
な施策を推進する。

④ 訪間介設(ホームヘルパー)、訪間着議師、福祉に精通したll等、福祉サー
ビスを担う人材の基成、及び現任者atiltの充実強化を国る。
〇 医師の負担を減らすため、重子カルテの入力や能l断書の発行とい,た医師i堀,
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て き た 新 を 代 行 す る 配 ク  ラークの基成に取り組む。

tif ) 社会福m への適切な支通
社会福i止施設ll、 高能や開指に対す る福祉サービ ス の解において重要な

f ilを担,ていることから、利用者へのサービス低下を招来しないよう解定化

を支最することが必要である。

o配を適切に反映した報9Hや描'置IR単価の改定を国に対して〇きかける。
cl差a老人ホーム等の措置施般itついては、空床が目立つ施設も見受けられるこ
とから、配的に活用されるよう市町村に対し〇きかけを行う。

的 食品のt':t対9の推進
(!) i t品の能を確保するため、 生産段階から流通・製造・加工・概理・消費に

至るまでの各過程における、 ll性対策の効果的な指導を総合的に推進する。

(2) 会品it起因するM解の子防対策をM的it推進し、被書拡大防止・再発防

? など関係機関とnの上、対策を総合的に購じるとともに、 i t品による健
害発生の未然防止に効果的な手法である、HAC C P (ハサップ :危害要因分析

重要管理点 ) の適正な田を前び通する 。

③ 「itの安全・安 l推進条例」に基づく、 i t品常生法等に設した農林水産物の
出荷・配の規制、食品等・入者属出等の食の要全・安心の確保に関する具体的
措置の適正な田を国る。

〇 i t品を介して? ?を引き組こす可能性のある能物や化学物質の多様化、

残留設等のポジティブリスト制度等に対応するため、食品の能換能の強化を

国り、県内it流通する会品中のアレルf一物質や残留能、残留動物用理品等

の各種検査を始入it品も含め推進する。
⑤ 1果民が日々食べている食品の要全性を正確に判新するため、食品衛生能施設

業書管理 ( G L P ) を 能 し 、 解の開性を確保する 。

l重) 原産地の使l装表示などの不適正な表示を確実に発見するため、関係機関とll

し、元素分析等の科学的手法を用いた能を実施し、1果民の食に対する安心感の

a成を国る。
(i) 「 県ホームページ 」や S  NS等を活用し、 i tの安全に関する情報公開を構的
に実施するとともに、食品の放射能汚染も合めた食の要全に関する施策等につい

て、県民の意見を反映させるため、 リ ス ク コ ミ ュ ,ケーション(関係者相互間の

情報・意見の交換1)を推進する。

〇 と書場や食月処理のll性水準の向上を國るため、HA C C Pの適正な運用を確

mび通するととも i t施設の改善を配する。
〇 生食用食肉の通構等が通守されるよう生食用食肉を取り扱う設者への監
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視指導を能する。

lilt 会品の解物質 i t 関 す る モ , タ リ ン グ 解 をm的 i t 実施 し 、 その前果
を県民に分かりやすく公表する。

a3) nのn・管理対量の推進
本県の犬及び務の田は、 領元年度からm性があると判新した犬及び猫
がせ口となったが、 mとして収容頭数が多い状IIEと な っ てい る 。 そ の経に ll、
統任な飼い主のl同青放集'P迷子、野良組が産んだ開など、所有者のいない大控

が動物指導センターに収容されていることがある。そこで、県民とnし て 田
せ口を維持するための取り組みを推進する。

Mなどでは 、  基金条例を制定するなどして田ゼロのmした取り組みを始
めている。本県でも「犬務田ゼロを日指す条例」に基づき、県民とnした動
物nの推進、書発、教育、製i処分をなくすための対策に資する不性11第手tEr、適
正な飼青、l基波等の推進と財政的措置を講ずる必要がある。

動物l更量管理施策を充実し、関係団体への活動支最を通して、田ゼロを総持

する。

(i) 動物受ll推進員の活動や団体識ii、民間団体・ボランティアitよる引取(l同い

継ぎ、里組) と引解間の延長やm口 の 拡 充 、 解 、 終 生 f it養の支
量の税を推進する。

(2) 統任な飼い主のl同青放集を防止するため、動物を受する心の教青・青成のお

の「いのちの教室」の充実を推進するとともに、ーット購入時における「l同い主
マナー」向上のための書発活動や放し飼いの指導強化、多重if禮者への適切な指

導を推進する。

③ マイクロチップの装着や犬務聞など所有者明示の啓発活動を支最推進する

とともに、簡設防止、事故等防止の能から、E内飼育の普及書発を推進す

る o

〇 領元年6月の的]i法施行により動物解の温制が独化され、犬務等の個体

に関する構の備え付けが義務化されるなどf禮管理の適正化が國られている。

それらの内容を違守させるため、ペッ トプ リーダーなど動物解の開指導 ・

責 解mの実施を通じて、動物解者への動物ll普及と啓発活動を推進
する。

(ii) 収容した大組の生存換会の拡大のため、収容動物情報のM的な公表と県内は

もとより、県外への広mの推進や動物指導センターの充実を国るとともに市
町村にも経設の性力が得られる よ う R 市町村 、関連団体の聞強化と開

の共有を推進する。

l重) 県動物指導センターが引き取,た犬や鑑を、新たな tifい主に引き取,てもらい
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やすくするため、 トリマーや動物トレーナーに預け、見た日を整えたり、 しっけ

をしたりしてから希ヨ者itl基波する事業it取り組み、「組l処分ゼロ」を船持する。

(i) 動物のllとi的iな管理をより推進していくため、田ゼロの総持に向けた

先進1果を日指し、ふるさと納税の活用や大の訓練所設立、 トレーナー育成、行政

担当者の政策提案力向上などを推進する。

〇 災書時の解への一ッ ト の 解 の 開 を 市 町 村 へ 0 き か け る と と も に 、
災害時動物差iiボランティアリーダーを育成する。

(11) 市町村が独自の動物受11管理条例を制定するmや、験屋師会や地域住民等と
共同して動物l更量管理施策に取り組むための動物l国重t901会等を設置する場合に
fi ll的にこれを通し、R市町村、歡医師会、m田 等 と の 聞 の も と 全
県的i t動物理i t取り組む体制を聞する。

〇 県がaして県内市解に鋼い猫の聞度を設け、日い主に務の性91]や不通・
開 の 有 無 と い っ たmを市町村に申請するよう求めるとともに、不妊・去
開への補動金交付を前する。

Iii) 適ill銀1養の判新に関する基準をmするとともに、不適ill銀1養が理められた場
合にll、法に基,・き証に対処するよう努める。

tl4) 見i・書少年・若者の健全言成
たくましく心身ともに健全な書少年の育成ll開 で あ る 。  特に、 地l重活動に

取り組む青年リーダー(着者)の基成や青少年のための環境健全化活動を一ll推進

する。

〇 「書少年・若者プラン」に基,・き、書少年・若者の健やかな成長と目立を國る
ための構を総合的・統一的it推進する。

② i沙年のe全青成のための体制整備とその活動の充実を国る。
n 書少年育成市町村民会aの税強化を國る。
l・ 各種少年団・子ども会等の少年団体を青成する。
③ 通の養青・教青機能の充実独化を国る。

n 家庭生活の申からしっけや展いやりの心が育つよう、構育の意識高科を
国る。

l' 次代を担う田のe全な成長を著しく姐書する、田解の防止に対する啓
発などの対策を進める。

t, ,,l 組子のふれあいを推進する数 や、ll国書等の推異を進める。
目 教青や子青てに関するi話相ttなど子どもの教青を支最する相tt事業等を進

める 。また 、解員活動 ・主任解員の活性化を國る 。

的 小学校区で簡後の子どもの經で健やかな前場所を確保するととも i t 、

M 田 ク ラ ブ に お い て は 、 い わ ゆ る 田 が 年 々 增 加 個 向 に あ る こ と か
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ら、市町村の施設整備に対する通を一属強化する。

また、簡構クラブの開設時間の延長、開設日数の拡大、小学校6年生

までの受入れ拡大、解地の確保 ・処通改書や施設 ・設備について

の基準への前など、質の向上を國ろうとする市町村の]Ill組を通し、総合的
な簡後の対策の推進を国る。̃ 生活が困務している通を対象に、小学生の解地クラブ (通保青 )
の利用mを検討する。
lト) 児重福i止法it基一i く児童Ia持防止のm 「要保1・児重対策地域観a会」
の機能独化を国るとともに、市町村it員の事門性向上のための解を実施す

る o

al 市町村要保1・児重対策地域観a会への児重家度文 l l センターの解を配
す る と と も に 、 前 セ ン タ ーの拡充等を国ること。

④ 青年団体の活性化と書少年の社会8加の配を國る。
n 地構 i t取り組む青年リーダー (着者 )を基成するため、地域のm
や能化に取り組むi沙年や着者等の解動を支最する。

l可 特に、申学生・高校生のグループや線子での福祉ボランティアなど社会参加

活動を地する。

〇 i沙年のためのmを進めるほか、mの教青機能を独化する。
n 有害姚Iii対策を進めるため、少年指導委員、防犯性会による活動の税強化
を国る。

l' i沙年のe全な青成を姐書するおそれのある有書国書等の指定を行うととも
に、書少年相識員等が行う「書少年の健全育成に性力する店」の登録活動の推

進など事業者の自主的な規制等を通じて、社会環境の健全化を国る。

01 i沙 年e全青m設のmを推進する。
目 通 の 屠 場 所 と な る 解 や 通 セ ン タ ー のmを配する と と も に 、子 ど
もの進び場を増設する。

o学校やmの公的施設等の有効活用を進める。
m 茨城県書少年育成性会等と連携しながら、「あいさっ・声かけ運動」を推進
する。̃ エ イ ズ の 新mび患者等への差別や備見の解に向けた普及啓発活動を
推進する。

(ト) 「大人のマナーアップ通動̃組が変われば、子どもも変わる̃」通動が県民

一人ひとりのレベルまで浸通し、定着するよう普及啓発活動を推進する。

MI 子どもの宣困対策の一つとして、県立高校等の個ヨ トイレへの生理用品の設
置を前する 。

l重) 能を対象に白己11機セミナーを明催し、白立した能を青成する。
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〇 書少年がインターネットを要全・安心に利用できるよう、 保a者等に対して、
イ ンターネットの能やその対処法を?設 を理するなどの;取ii[ を配する 。
〇 田者に対して、i沙 年 が 使 用 す る 開 解 に フ ィ ル タ リ ン グ サ ー ビ ス を 導

入 す る こ と を 前 け る 。

(11) 地青 の 中 で 、 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 や 地域構 i t M 的 i t 取 り 組 む 。
〇 不登校や引きこもり、通困難など、困難を抱える子どもや着者の問題は、複

義かつ開lさを増していることから、平成22年に施行された子ども・若年育成

文m法に規定されている総合的な相能ロ「子ども・着者総合相設センター」
を、県をはじめ市町村に理に般置し、 ll開 lの強化を国る。

少;i ・高解化の通や経済活動の成a化など、 社会経積特3の能な変化に的確
に対応するためにll、男女共同參画社会を実現することが必要である。男女共同8

画社会の実現のためit、人材の青成をはじめ男女の人構a重など、社会の理解を高
める構を進めるとともに、女性国i体などの青成強化を国り、その活動を支選する。

また、女性がその般力を発通して、いきいきと活国できるmづくりを推進し、
女性がBく社会一i く り it取り組む。

さらに、人生観や価値観等がますます多様化する中、あらゆる人の人a ・人格や
生き方が売分]el重されるaしい社会の実現を推進する。
(i) 国際的温野を持,た女性リーダーを青成するための人Itオ青成事業を行う。
② 企業における「0き方改革」の取組を田し、労0者が囲ll等により差別され

ることなく、仕事と生活の調和を國りながら〇けるmづくりを推進する。
〇 ? 開女共同参画基本計画」it基一i く事業を推進し、男女共同参画itよ る

社会形成のための構を進める 。

n 男女共同參画推田による出111t構座を実施するなど、広く1果民の意識の高程
を国る。

l' 男女共同参画推進月間において、男女共同参画意機の普及啓発や県民の自主
的な取り組みの配を國る。

〇 女性の自主的活動や社会参加を一日mするため、a々な分野itおける女性の
活目を推進し、情報提修tや相般支最を充実する。

⑤ 県南・県西・用開区に複合施設としての女性教育会館の建設を進める。

〇 能 ・ 方針等を ll・決定する場への女性の登用を国るとともit、その人材の
青成に努める。

〇 配個者からのi力などD Vが社会間題となっており、被害者の通かつ的確な

開前を実施するための体制を聞する 。

M) 配低者是力相mセ ン タ ーの機能1売漢を国る。
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X l可 能や市町村、 児i相識所などの関係換関との聞強化を國る。
t, ,,l 相設を受け付けるa員など関係a員へのmを充実強化する。

集 目 W者支最に関する豊富なノウハウやネットワークを有する民間支最団体等

との聞を強化する。

的 2 4 時 間 の D V 能 設 を 行 う 。

集 〇 a用の場における女性の活国を田するため、いばらき女性活国・0き方応選
Ba会を申心に、キャ リ ア形成の通、女性が〇きやすい開のmを更に
推進する。

〇 LGBT等性的マイノリティの支最は、当事者がllに望むことを的確に能す

るとともに、市病や県出先換関等との聞を國りながら、理解増進の]Ill組を推
進する。

〇 社会的に少数派である障書のある人々やL G B T Qの人々などを社会の中でし,,

か り と 前 す る タ イ,f 一シティを受け入れ、承認し合う社会,・くりに取り組む。
【新a】 lt1) 県民の人組意識の向上it向けた開を強化する。
【新Ia】 〇 一人ひとりの送いを理め、互いに理解・共存し合うジ,ン ダ ー ・ ニ a ー ト ラ ル

の考え方を踏まえた県民の前解の推進に取り組む。

消費者の無知にっけ込む惠質な商法、 契約や開及び欠船商品に関するトラブル

が後を始たない。また、高度情報通信社会の進展itよりインターネットやスマート

フ,ン等の情報通信機器を利用した被書や高開の消費者トラブル地している。
このため、1果民の消費生活における被害を防止し、その要全確保を國るため、一属

きめ細かな消費者行政が必要である。

(!) 消費者支最体制のmをm的に進める。
n 消IR者利益の基i重のために、消費者契約に係るトラブルを円滑に解决できる

よう、県消費生活センターの換能強化を国るとともit、市町村の消費生活セン

タ ー等相能口の機能充実に対する支最を行う。

l可 惠質商法等不当な取引行るによる被害防解の推進、欠船商品による危善

の防止、不当新等の適正化it努める。

01 消Ia者被書の未然防止を国るため、消費生活に必要な知験の普及や情報の提
供などの消IR者教育」P書発活動を推進する。

(2) 消費生活関係団体の青成・指導を国る。

「 )  県消費者団体連格会など、関係消費者団体の青成指導に努める。

l可 消量生活性同組合の運営の適正化を指導する。
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5. 豊かな心を青む教青と文化の振異を国り、a土を量する人材づくりを進める
いつの時代も、 青少年は次代を担う後総者と して、 その成長が大い

に期持される存在である。 今の青少年は高度情報化社会、 高的杜会、

多機化杜会の中心的世代としての役割を果たしながら、 活力ある族城

を集いて行く重要な立場にある。従,て、青少年を心身共に設で活

力・気追にあふれ、思いやりの心を持ち、自主性とi任感・創造性を

持つ決城県民の一員として、地域社会・産業の発展に貢献できるよう

な人材として育成することは、学校はもとより家庭・地域の大きな責

任である。

また、 全ての県民が生選にわたって自らを密発し、 Mで文化的な
生活が営めるよう、生選学習を一f充実する。地方の時代、文化の時

代にふさわしく、魅力ある芸tti・文化活動の撮真にも努める。

活力と安心の県民生活を目指し、 その実現を図るためには、 教育の

果たす役割は大きなものがある。 そのため、見設徒に基礎学力の定

着を国るなど、当面する認通に種種的に取り組・み、かつ中・長期的展

望に立つた流策を推造する必要がある。

1 ) 学校a[言の充実
学校教育ll、 通 生 田 の一期を辺えた今日、通生徒の個性に応じ、 それを
伸長するとともit、きめ細かな指導itよ,て自主的・自立的精神を基い、確かな学

力を身にっけた,t想かでa l随的な人間の青成を目指して実施されなければならない。
〇 展いやりと道1適心・気程・貴任感と創経を持つた書少年の育成l地会の地

である。県民の教青it対する関心と理解を深めるため、知事部局と教青庁など関

係機関が一体となり、全庁的に「いばらき教青の日」(いばらき教青月間)にお
ける取り組みを推進することにより、学校・設・mが聞した社会全体の教

青力の向上を国る。

② 確かな学力の向上

n 通生徒に基使的・基本的な内容を身にっけさせるとともに、目ら学ぶm
や想度の青成を国り、 学力の向上it努める。

o少人数指導、習無の程渡に応じた指導など、田生一人ひとりに応じたき
め細かな指導の税を國る。

o 小 数 に 引 きIaき 、 申数に お け る 数?制基準を改書し、全ての学年で
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「85人以下」学般が実現するよう、 また、 教a員の定数改善が図られるよう
国に0きかけるとともに、少人数教青充実プラン(いばらき方式) をmし
て実施する。

【新a】 o適切な国設育l地会生活の前提として不可欠であり、課題の読解力と論理
的思考力等を確実it身itつけられるよう、理解力向上を国る。

o全ての学習の基雄となる基礎的学力を着実に定着さ世るとともに、総合的な

学習の時間やmなどの申で、目ら課題を発見・解決する学習を推進し、
生選教青の基使を培う。

o小学校高学年における教師の事門性や得意分野を生かした教科担任制の推進

を國る。

lロ) 全国学力・現開發の結果を分析して現構の改著に生力 ,し、地・

生健の学力向上を国る。

X 01 動児期の教育が小学9t以降の生活や学習の基盤につながることに配意し、動
程園・保青所・識llこども園と小学校の配強化を進めるとともi t、全ての子

どもたちが就学前に質の高い動児教青などを受けることのできる動注備に取

り組む。

目 自主的・設的:態度及び集団の中で自己を生かす能力の青成を国るため、特
別活動の充実を国る。

的 通生徒の癌階に応じた計画的なキャリア教育を行い、通生徒の動労

E ・設Eを青成するととも i t 、主体的i tmを決定できる能力・想度の青成
を国る。̃ 大学等進学率の向上を國るため進学ll営導を税する。

〇 知青・描青・体青の充実itよるiかな心の青成

「 )  知青・種青・体青のバランスのとれた学校教青を確立し、特に豊かな心の青

成の税を國る 。

l・ 高校での日本史教青の充実を国る。
01 子どもたちが、よりよい人間関係づくりができるようにするため、ライフス
キル教育の税を國る。

目 将来、組 i tなるための学びの場として、高開i tおいてa々な体験活動の
機会を設ける。

船 「ブラック校則」の見直しを求める声が高まっており、校目lfを見直すにあたっ

て、見直す過程it生提を参画させるなどコ夫 し な が ら 、 生 提 の 田 の み な
らず、主能の青成にも取り組a、生健のe全な成長や発通を日指した校則の
見直しを推進する。̃ 地域it開かれた学校とするため、millを広く周知するよう学校i t商する。

〇 総合的な生德治ii体制の理強化
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n 学校の管理通営の Ia正化と家aび地;ti社会との配強化に努めるとともに、
生提指導it関する教員atiltの充実を国り、全教員の共聞のもと i t生聞導
体制の独化を国る。

l可 通生徒の間題行動等や非行の未然防止にll的に取り組む。
t, ,,l 小・中学生の不登校'i'高校生の中n学の間国等の解決のためit、 ス ク ール
カ ウ ン セ ラ ー等の事門象を活用し、学校におけるカウンセリング機能を高める

などの教育相識体制の税に ll的に取り組むとともに、関係換関等とのM
的配 i t努める。

目 不登校やいじめ、問題行動等に対応できる体制づくりの一環として、学校内

外で子どもを取り1生く生活環境などの改書に向け、スクールカウンセラーや機々

な0きかけを行うスクールソーシャルワーカーの活用を推進するため、国i t対

して補動の拡充を要望し、支最の充実を国るとともに、スクールロイヤーの派

造の拡売に努める。

的 不登校の子どもたちや、負担を感じながら通学している子どもたちへの対応

として、県内の小中学校に事用の教室を設けるなどにより、安心して過ご世る

屠場所の確保を國る。̃ 不登構生提it対する教青換会の確保i t向け、フリースクール等民間の団
体・施設とのnと、施設を利用する際の財政支最を国る。
lト) 病気や開のある家族の介i重など、大人が担うようなケアを引き受けている

児重生提は、 m解 it打ち込11,ず、将来の? やmの制約が系念される。教a
員 に よ る 児 能提の生活環境の配や? 提が相etできる体制のMに努め、
ヤングケアラーの状IIEを解消するために、スクールソーシャルワーカーを活用

して適切な福祉サービスitつなげるなど、 関係換関と一体とな,て生提への文
最に努める。

MI 高校生の二輪車事故等を防止するため、田育を推進する。
lリ) 1ltli通学児重の經確保のため、ーレメットの着用 itついて啓発を国るとと
もに、田指の新たな費用負担への開確願を前し、市町村における導

入を配する 。

に) 児重生提の情報モラル向上のためit、S N Sの正しい使い方it関する指導を

独化するとともに、「生命(いのち)の安全教青」に関する義flオ活用を推進し、

?生徒が性ill;llや性・力に'ttlき込まれないようにする。
(ii) いじめのない学校づくり

「 )  理と田生健の開関係なくしては、人間性豊かな人格形成の教青は成り

立たない 。預 ll人間性を磨くこと及び通生徒理解に努める。

lie 「いじめ防止対策指i造法」や「表限いじめの根絶を目指す条例」等を階ま
え、田生挂がいじめのない明るく楽しい地活が送れるよう、いじめの来
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然防止や、 早期発見・早期対応による解消を國る。

o各学校の生提の学t姓活上の配を児重生提自らが自分自身の間国として提
え、田生健自身の手で解決する前・;態度を青成する。

01 通生徒の保i重者やm田 ・ 能 と 生 き た 情 被 ; ll' 開 を 國 り 、 開
を積極的it発信するなど開かれた学校づくりを推進する。

目 しっけや思いやりの心の青成等、豊かな人間性を青む家度教青の機能回復を

國るための施策をll的に推進する。
的 学校がいじめの重大事想it適切it対応できるよう、用能員会が作成した

「いじめのi : ;1,1事想対応マニaアル」の普及・活用を国る。̃ いじめ間題等の早期発見に向け、S N Sを活用した相識窓口等の設置と税
を国る。

l重) 開かれた学較:-iくりの推進
a 保a計構に よ る 学 校関係者評価の税 を 國 る と と も に 、 学 校 の機々
な情報を開者や地域住民等itM的it発信し、開かれた学校づくりの推進it

努める。

l可 mとともにある学校ll く り として、コ ミュニティ ・スクールを導入した学
校の成果などを検証した上で、全県的な導入を前する。

(i) 学校での子どもたちをめぐる様々な始問題に対して、効果的に対応できる組差l

体制の税を國る。

〇 新 事 の 充 実

「 )  学校行事において、国歌の斉唱と国旗の掲場を便す。

l可 新型コロナ開に対応した好事例をもとに、学校に学校行事の具体的な実

流を学校it設して、子どもたちの思い出一i く りをサポートする。

〇 国解を操めるための教青の推進

n 国際理解を操めるための国設流を推進し、 グ ロ ー,fル社会で活国できる人
材の青成を国る。

o国解を操めるための国際交流を推進する。

o 外 国 と の 開 、 ll留学事;建を推進する。

l・ 英語プレゼンテーションフ,ーラ ムや解統会の実施 、外国語指 i 期111手

の招へい、理解の充実などにより解青の推進を国る。

e 、l 小学校の外国語教育で配置されている外国語指導助手(A L T )の配形態の
違いitよる教員の負担増や、市町村間の格差がa念されるため、市町村への文
最を実施する。

〇 aは文化の創造
n 本県の設的能など#土it対する理解を深め、新しい地域文化を創造する
地を養うための教青を理さ世ることで、量校心や量ai、・量国心の高場を
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國る。

l・ 本県の前向上itつながるよう#土教青とi恍l国製が配した取り組みを検
射する。

01 我が国の位に関する理解を操める教育の税を國る。
lt1) 平和の大切さを学ぶn教青の充実を国る。
〇 科学教青・情報教青の推進

n 通生徒の科学への真味・関心を高めるため、理構育の税を國る。
o特i t字宙少年団、用女発明クラブ等、各種団体と関連した特別な活動等

を拡充する。

同 地指導要領に位置付けられたプログラミング教青への対応や、 I CT(情

報通信技術)社会に適切に対応できる情報活用能力の育成を図るため、教員の

I CT活用指導力を高めるとともに、 I CTに関する事門教員やI CT支最員

の ll的な活用など、スキル向上を國る手立てを早急に検討、実施する。

e 、l 教青用デジタルコンテンツ(学習用デジタル教粉の研究・開発を行い、授業
での活用を国る。

? もの,・くりに対する真味・関心を高める教育を税させ、将来、高度化する
開 i t 対応で き る人材を青成する 。

m デジタル教科書について、先行muを參考にしながら、その教青効果や願
などを検証し、望ましい活用のあり方を検討する。

※ ̃ 児重生提1人1台のタブレット端末等のI  C T (情報通信技ttr)換器を活用
した学習意教を高める授業が実l目lできる教員の青成や民間活用を含めたI C T

指導員配置などの財瀬確保に努め、Society5.0時代を生きる子供たちが同じレーレのI CT教青を受けられるようi tする。
また、国に対し、 1人1台端末等の総持管理・更新に係る財政指置を購ずる

よう要望する。

lト) トラブルやリスクが生じゃすい具体的な場面を想定した指導を行うなど、実

自的なメディアリテラシ一教青を田し、子どもたちの情報の精査前のさら

なる向上を國る。

【新a】 al 推進役となる教員の指導力の向上を国り、開新、課国i事決型のSTEM
教青を推進する。

〇 教 llの資質向上、採用・配置の適正化
n 理 域 の 精 防 止 の た め 、 教a員の置9の向上、また非前講師の適正な
配置を行うとともに、通との一属書接な通11111体制づくりを進める。

l可 1果教育研修センターにおける研修内容の税に努めながら、m設 を
体系的it実施し、教a員の置9の向上を国る。
01 ヵ ゥンセ リングマインド等、心のケアに関する能を高めるため、校内配
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の税を國 る 。

oカウンセリングァドパイザ一及びスクールカウンセラーを有効i t活用する。

目 小学校外国設青のための經の教員、理科・数学(算数)等の事f lト教員の

拡売に努める。また、免許外教科担任制度についてll、教育の質の低下を招か

ないよう、制度のa旨を略まえた適切な田を国る。
m 能の学習を通じて、生健がわが国固有の伝統と文化にさらに般れることが
できるよう、指導教員の資質の向上を國る。

また、經指導も含め、実技指導 i t万全を期するため、理の聞や退a
教員の活用を推進する。̃ 基aa1論及び学校事務a員の配置改善を國る。

※ lト) 教員不足を解消するためit計画的な教員採用it取り組むとともit、教員の欠

員統や産休・青休に係る常動購師の確保とその処通改書に努める。

MI 預 の 通aに伴い、預の年mに信りが生じ、 ミドル属が経験不足
のまま役aを引き離ぐことitなり、一部の学校では、学習指導などのノウハウ
伝承に書心している状况などがあることから、より適正な教員配置の取り組a
を強化するなどし、次代を担う 「 ミ ドルリーダー」の ll的な育成に努めると
とも it、時代の変化や教青,-:'' it応じた校長の着手登用など業歡な人事制度
の通用に努める。

X lリ) 教 llの業務負担軽減を國り、動mを改善するため、小学校での開
任制の配と専科教員の配置・流を国り、地任の持ち時間数の8減 i t努

めるとともに、県が進めている業ifの開化や定型化、外部委構に関する実

証研究の成果を各学校に周知するなど、教員が本質的な新に専念できるよう、

仕事の精選it努める。

また、県立学校を対象に、生健の学指管理や学校事if系データの集中管理を

実現するため、統合型解通システムを導入し、教 llの業務負担の軽減を
国る。

l )  将来の本県教青を支える教員を確保するため、中学生などの早い段階や将来

預を日指す学生などに対して教aの魅力を伝える]Ill組を実施 し 、 預商者
の流を国る 。

n 教員の採用については、特色ある学較:-iくりの観点から、特に人間性の豊か
さ・幅広い設と専門的知識・技能を配するための加点制度や、器師等経験

者特別選考(全校種0 ・社会人特別選考(ill等学校) のm ・ 流 を国 り 、觀
能かで力量のある教員の確保に努める。

また、基集から採用までのスケジュールの早期化も合め、Mでの効果的な

事例を〇考it しながら、 よ り 多 く の 解 な通者を選得できるような制度一i く

りに取り組む。
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l9) 預 がmと して教育活動に従事できるよう、 体国に做らない指導方法や校
内の集団指導体制などの構集を国る。

集 l )  m部活動の充実と教Mの業1般担IE演を国るため、部活動指導員の配
的な活用を配するとともに、部活動の早期の解行に向けて、県が ll的
i t自治体it対して0きかけを行う。

い) 茨城国体のレがシーを将来にわた,て本県のスポーツ取につなげていくこ

とが重要であり、専門的な指miの強化や、合同チームの大会8加など、部
活動の活性化it取り組む。

lョ) 学校だけでは対応が困難な生能解の問題に対して、解O B や 解 i 題

師・国株心理士などの専門家を市町村教育委員会や学校にMし、教llや保
護者it直接指i期fir言できる体制の構集を国る。
0) 教Mの構が多発する中、効果的と考えられるあらゆる取組を行い、資

質向上に努めるとともに、教ll一人〇とりがコンプライアンスを選守し、服
務規律を確保することで不祥事のmを国る。
lレ) 複離化する学校の始問題に対応するため、スクールカウンセラー、 ス ク ー ル

ソーシャルワーカー、スクールロイヤー、  I CT指設、生徒指導に関わる担

当者など、専門スタッフの配置流i t努める。

〇 教青行政の充実

n 用育委員会委員についてll、本用育の発展に寄与できる高い能を有す
る人物を選任する。

〇 適正かつ公平な教科書採択の推進

n 教科書調査委員会調査員、解用國書通定毒a会委員の通任についてll、 よ
り公平性・中立性を国るとともit、構成員等の見直しをする。

l' 県教'i援員会では教科書採択に当たり、一般的な指針を示すものとして、指
導方針と解用國書の採択に関する解開を作成し、採択事務を進める際の

ll解itついては、学習指現低の改言「のポイント等i t視点をおくなど、資

料の見直しをする。

cl教科書の採択組者に対し、各採択地区通定性a会が行う教科書ごとの能や
違いitついての調査研究の0考となる資料を作成する。

01 文部開は「開かれた採択」を掲げて、教Mの意向だけで採択が決まる
ことのないよう、保i重者や一般の意見が反映される採択を求めている。そのた

め、選定の過程で教a員以外の意見を購く換会を設けたり、構展示会i tお
ける能等を採択の際に參考としたりすることで、より開かれた開を目指す。

〇 学校国書館の税

n 本県の学校国書標準の建成率は、小学校が67.4%、中学校が55.5%で
あるため、国が策定した「第5次数国書館国書整備等5ヵ年計画」による地
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方交付税to置を、 各市町村がll的に活用するよう〇きかけを行い、 学校國書
館の充実を国る。

ll 学校国書館の充実を図るため、司書義ailを全ての数に配置するよう努める。
また、市町村における学校國書館組当llの配置や、読書活動ボランティアな
どの活用をM的it文選する。
〇 社会能動の充実

n 動労と社会事仕の精神を9ぶ通生徒を育成するため、社会8加活動やM
学習を配するなど福祉教青の推進を国る。

l' 県立高校の生御二、mの中での役劃を自覚し、社会的なマナーを学んでも
らうことを狙いとして、小学校での学習支通や町内会と聞したボランティア、

田辺の清得、社会福 tif施 設 で の サ ポ ー ト な ど の 「 社 会 田 」 へ の 前

を個建するとともに、高校を法に小中高がnしたi8城-iく り を 学 ぶ 田あの
創出に努める。

t, ,,l 地域社会を担う人 Itオ青成のため、地域の配・解決it向けた企画・;iEi活動
等を行うIBARAK [ドリーム・パス事業等、地域との交流拡大を国り、地域

への設を高める取り組みを推進する。

1111 環境教青の推進

「 )  学校教青及び社会教青との融合を国りE S Dの視点を踏まえたm青の推
進を國る。

l・ 各学校で環境教青を組;St的・計画的it進めるカリキュラム・マネジメントを
推進できるよう、 リ ー ダ ー と な る 教 員 をm的に青成する。
〇 申・高校生における集物乱用がmされる新にあるため、学校及び社会教青
itおける薬物乱用防止教青を一ll推進する。また、小学生it対しても開者を交

えた教青を市町村に0きかけていく。

〇 学校における食育の税

n 児重生提の#地を深めるととも i t 、地産地消を推進し、質の良い能
itの能を国るため、引き境きより一属の学t船食への本県農林水産物の利用
配 を 國 る 。

omi t地場産物を使用する割合をさらit高めるとともit、児重生提と生
産者等との交流始食を実施するなどにより、 i t青の推進・充実を国る。

l可 学校始食における地産地消をさらに推進するため、県と市町村が性力し、学

開費 i t 対 す る動成の流を国 る 。

01 学t船食への県産nの安定開を支最する。
目 学校始食用食材の設物通を実施するほか、学校始食行生管理第地研修会

を開値するなど、mの經を確保する。
船 本県食青の推進を国る能から、mにおいてt要な役劃を担う茨理
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学校始食会の活動を通する。̃ mの基本物資委託カロコl業者の減少対策として、県や市町村の担当課の
営力を得て、情報の共有化や将来にわた,て委能加工業者を確保するための具

ii援等への通を國る。

lト) 国itおける「早41、早起き、朝ごはんm」を推進するなど、会青を通した
子どもたちの望ましいe全な生商慣を青成する。
MI 通生従1一人0,とりが正しい食事の在り方や望ましい食習償を身に付け、食
事を通じて自らの健康管理ができるよう、栄基教l論のさらなる配E配を図る。

【新Ia】 (リ) 「 構 供 始 開 始 持 経 費 」 と し て 、 現 開 に キ ャ ン セ ル 能 を 盛 り 込
んだ地とすることについて検討する。

【新a】 に) 設費M化i t向けて、今後のあり方を研究する。
@ がん教青の充実を国るため、小・中・高等学校等において、学習指導要領に基・く生開開に関する指導のほか、がんに関する知識やがん患者に対する認識
i tついても、子どもたちi t正しく理解できるよう指導i t努める。同時i t、開者

に対してもがんに対する理験を広める機会をつくる。

@ たくましい心と体をもつた通生徒を育成するため、外選びやm ・ ス ポーツ
活動の換会の拡大を国るとともit、新たな田it対応したmプ ロ グ ラ ム の 解
など体力向上策の充実に努める。また、m部活動の充実を国る観点から、生徒一に伴うスポーツ環境のmと水準を維持するため、m合同部等の]Ill組を促
進するととも it、m団 体 と 配 し 生提の,-:'' it対応できるm部活動を推進
する。

② mク ラブ等と通操し部活動指導員の拡売を國るとともに、申? 高?
会i t地域クラブチームとしての参加を認めるなどの部活動の学校体青と社開

の一本化を0きかける。

X の 新教青課程である申学生の開が、市町村の規樓や取り組みによって差
が生じないよう県内全域での指導者の人材確保の平準化it取り組む。 また、部活

動改革として、休日の部活動をmに移行する際の開等を整理し、子どもたち
が多を抱いてスポーツや文化能動に打ち込むことができる体制の税を検討

する。

@ 特別支最教青の推進
n 開のある通生徒への早期からの一貫した教育支最(教育相識及び解先
の決定等)の充実it努める。

l' 小・中学校の特別支最学般の充実を国るとともに、通般指mの設置個建
に努める。

t, ,,l 病院、在宅及び福il l施設等の能のある児重生提it対する前間教青を充実す

る。
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01 小・申学校等において提開のある通生徒等に適切な教育を行うため

の校内文ll体制の充実を国る。

m 田生健が開に通学でき る よ う 、 道illなスクールパスの通行開の確保を
國る。̃ 校合や寄宿合の新化対策を計画的it進めるとともit、児重生提が能it応
じて行動できるよう、エレベーターの設置、スロープ・階段等の設備の改書を

配 す る 。

lト) IIL主ll児期の開教青 i t ついて、相i離制の確立を国る。

法) たんの吸引や経管栄養等の配的ケアが必要な田生徒が在婚する特別支l最

学校に着ii師配置の税を國る。

lリ) 特別通数の教青現場では、章いすの乗降文出'トイレ介動時など、児宣

生健を抱えたりする際の負担(特に地M)は大変大きいことから、体に装

着することで人間の動きをサポートするパワーアシストスーツの導入、 ll的

な活用を前する。

@ 学校等施設における防災対策の田
n 学校施設の位の要全性を確保するため、現行一lfi量基準以前(昭和56年)
it建てられた構造物itついて、 構 化 を 配 す る 。

l' 学校施設はmにおける災書時の解となるものであり、大通換災書時に
おける選難所対応の初動体制や学校再開への手順等について、学校ごとに要全

管理のためのマ,ユアルを作成し、教a員atiltを通じて共通i機を国る。
01 学校における安全確保のため、施設の改書を国るとともに、学校と解の通
開 l、 教 llの学校要全に関する研修及び通生徒に対する防配などを
推進する。

〇 小・中学校における空き教室の有効利用

学校の空き指を失われてゆくmの民俗・願の開展示や、mの 生 解
習前 ・福 tif活動のll点としての活用など地域it開かれた有効利用を国る。

@ 設生注の教'言1事境1を充実さ世るため、公如i、・中学校の適正配置を推進する
市町村の取り組みを通する。

前合を行 う際の教青環境のm和対策としての、教員の加配'P通E離通
学に対応したスクールパス等の通行補動などのmの充実を国る。
また、県立高校においてll、 生 田 の一により、保i重者が申心となって運行

しているスクールパスの廳止がa念されることから、今後のあり方を前するこ
と o

@ 通学組年eの引き下げに伴い、高等学校等におけるmや通学等に関する政治
的教基を青む教青の充実を国る。

〇 地般の老朽化対策等の設を計画的に推進できるよう、補動対象の拡大、
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補動率の引上t f、 補動単価の見直し等、 財M の拡売を国に対し〇きかける。
〇 学校のmが進む一方で、学校は地域コミュ ,ティの中心でもあり、a々な
機能を有していることから、小温前での取組事例集を作成するなどして、市町

村がm田と共に行う小規樓校の統房合についての検討と、開することと決
定した小規模校の希a的挑戰を文選する。

集 @ 通の経済力の差によらず、子どもたちが安心して学ぶことができるよう、経
済的な通を必要とする子どもたちの学びを支える。 また、解的理由により大

学進学をmすることのないよう、用自の始付型變学金の導入を前する。
@ 県立学校の施設改修要望を踏まえた適切な総持管理に努めるとともに、施設の
事故対策に万全を期し、通生徒が要全・安心に学校生活を送れるよう、教育環

境の聞i t取り組む。

集 @ 県内公如j、中学校の夏季の学習mを改書するため 、能 ・特別教室の空
調m配 を ll的に推進する。
〇 成人年船の18裁への引き下げを見据え、小中学校等の早い段階からの消費者

教青などに取り組む。

(2) 前 M の 推 進

本県における高等数等進学率は99.0%であるものの、 大学等進学率は51.0%

と全国平均を下回っている。かつ高校生の申途退学率は1.8%である。さらに、非

行間国など高校教青が拉える田は多い。急被な社会構造の変化をみている今日、

生健の真味・関,l、前・適性、将来のm希望などが多様化している。その生徒
の個性や般力に応じて、多激な解・科日の通択ができ、それ'eれがもつ可般性を
存分it発i章できるような教青システムや新しいタイプの高校一i くりは今日的時代の

要llであるといわなければならない。

〇 多部制定時制単位制高校、申高一貫教育校及びァクティプスクールを合め、高

校教青の充実と多a化を国る。
② 高等学校教青の内解と施設のmを推進する。
基使的・基本的な内容の定着を國るとともに、社会経ISIの変化に対応した教青
を造めるため、施設・設備の充実、学科の新設や適正配Eなど開に努める。

「 )  高校の施設設備のmに努め、校合・体青館・部室・更造・教青相能・
実習被などのmを進める。

※ l・ 専門高校i tおいて、産業界と配した設的・体験的な現前の充実を国
り、高いプロ意機を持つ事門性に特化した人材の青成に努める。

01 専門学科の通を進める。
o産業構造の変化や前新の進展i t対応して学科のMを進めるととも i t、

事Pi学科の教青内容をより理さ世て、産解の求める人材を青成する。
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o魅力ある教育が展開できるよう施設mのmや教育内容の税に努める。
目 高 開 i t お け る 多aな生提の地it対応して、各学校の創意を生かした特
色ある学較:-i くりを推進する。
的 生徒の多激化に対応するため、国際教育の税、設につながる資格取得の

配 、 屋 前 や 離 関 理コ系大学等への進学の推進など、普通科等の特色化をさ
らに進める。̃ 専門教育の新を広く1果民に紹介し、専門教育に対する理解・性力を促し、-llの充実を国る。
lト1 県立高校のI CT機器の更新を進めるなど、教'l;構材の充実 一 活用に努める。
③ 総合学科の税と多激化を國る。

〇 高校itおける転・編入学体制を整える。

「 )  田者の転動等に伴う転入学や、帰国生解の編入学の受け入れを円滑にす

る o

(ii) 県立高校の再編整備itついては、生提の多a化や中学校率業者数の減少などを
踏まえ、教青効果が高まるよう、学料改1fi等を推進する。

@ 県立高校再編整備による学校のm利用・処分ll、学校設置のmや 院 市 町
村の意向を一it略まえて進める。

(i) 現行の県立高校入は制度について、社会の変化に対応できる前・前を商

できるよう改善し、生従1一人0 , とりを激々な流から開できるよう、その在り

方を前する。

集 〇 人口演少に伴,て小通換化する県立高校が県内各地で增えていることから、そ

の課題を踏まえた学校の適正規樓・適正配置をmの意向なども踏まえ、全県的
i t 前 す る 。

〇 中高一i教青校の成果やmへの影・について、周辺の市町村や私学関係者な
ども加えて多角的な流から検証し、mで申心的役割を担う学校として教育内

容の充実を国る。

(3) 高等学校や特別支選学校の率業予定者へのより積1極的
な就:llttaの推進

集 (!) 生健の多様なm希望に応じて、デ aアルシステムやインターンシップなど地
域と通操した開 の設を活用してキャ リア教育の税を國る。

(2) 集立特別通 統 ?生提の就労を文選するため、生結一人〇と り の 能や

進路希望に応じた現場実習を実施するなど、聞導の充実を国る。

③ 比較的設な知的開のある生徒が増加していることを踏まえ、将来の社会的

自立i t向けた設教青の売実を国る。
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(4) 私学 (幼・小・中・高・事修学校) への助成拡充及び
大学の:ll用'i・ 願
〇 私学(動稚目、小・申・高校、専修学度) への動成拡売

n mや社会の進展it印した新しい教青'P保11者負担の81 1び私立学校経営

のe全化を田するため、経常費及び施mに対する動成の增額を国る。
X l? 解 的 困llによる開 が増加Ia向にあることや、?設及び始
会 用 の 田 が 高eしていることを略まえ、私地を圧追しないよう措置を
購じる。

01 保a者負組の公・私間格差の是正、開の拡売を國る。
目 教a員退mへの補動金の増額を国る。
m 教Mの前向上を国るため、教Mm補動金の確保を国る。̃ 私立動稚目における開願育の推進のため、特別通教育補動の一属の売
実を国る。

o特別支最教青では、早期の適切な支最がt要であるが、本来は支最を必要と

していながら、現行の補動制度でll支量対象とならない動児が増えてきてい

ることから、例えば年m中からの転入者であ,て も文選できるよう 、制度
見直しを国る。

o要m2人以上受け入れる目にあってll国庫補動2分の1の対象であり、
要解を1人のみ受け入れる場合は国i補動の対象外とな,ていることか

ら、要支最児が1人のaの場合でも国庫補動対象となるよう、国に0きかけ
る o

cl会物アレルf一を拉える児重が増えているため、症状が重度の場合のみなら

ず、中程渡の者も国庫補動の対象とするよう、 また園内での自園相理の際の

アレルギー関連の食材の除去を行うなどの設負担も大きいことから、財政

文選 itついて国it0きかける。

I t) 新しい産業社会に対応できる人材を青成するため、事修学校・各種学校の教
育内容の税を配する 。

al 私立専開の教青解の船持向上を国るため、通営費補動の充実を国る。
lリ) 私学における就業・就it対策の田を国る。

② 大学短大・専修学校のmび新設を配する。
〇 市町村itおいて、保青所'P公・私立効程園、識ll こ ど も 園 の 開 な ど の 連

操強化のmに11;める。

(5) 生E学i9の推進
余服の拡大と高ii社会の進行で、 多くの県民は 「生きがい」 としての学習の場を求
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め、 科学技tErの 提 やm化・グロー,一化の追展ll、 絶えず新たな知識・新の
習得を必要としている。このような? ,-:''は今後ますます高まることが見込ま
れるため、生通学習の基雄のmと接を進めなくてはならない。
〇 生 開 を 総 合 的 に 推 進 す る 田 設 のm
生選学習の推進を国るためit総合的施設を聞し、器せて関班設の換能の向

上や活用を国る。

n 生開 セ ン タ ー の 換能 を 税 さ せ る 。 特 に 各市町村 の生開設へ の支
愛換能を流する。

l' 県立国書館の情報ネットワークなど、国書館サービスの充実に努める。
o県内出身の文学・文姜作家の国影と作品の展i示、現代作家の創作活動を通

するため、近代文学館を器設する。

01 国書館サービスのネッ ト ワーク イt扱び利用日域の広域化を進めて国書館サー
ビスの向上を國るなど、 1果民のMの税に努める。

目 公民館等の市町村立生選学習施般の聞を配するため、動成制度を創設す

る o

② 生 開 推 進 体 制 のm
n 現前の普及・充実を国るため、県・市町村itおける推進体制の充実it努
める。

o解部・課及び関係換関の施策を体系化し、一元的な展開を國る。

o生開の活発化へのMを座り上げるため、  イーントを開値する。
o市町村の生通学習推進体制の充実を国り、生通学習のまちづくりを進める。

o 生 開 の 提 の た め 、 解 属 ・ 国 体 の 青 成 を 図 る 。 特 に 解 ・ P T A ・

子ども会など社会教青関係諸団体の青成指導it努める。

?1 「いばらき子ども解活動推進計画」に基づき、子どものt i書活動をa極的
に推進する。

〇 指導者の確保と学習換会・情報の解itよる活動の展開

「 )  体It活動を推進する指導者の養成・確保を国る。
l可 社会教育主事・社会教育指導員の設置を配するとともに、社会教育施設の

a員確保と専任化を進め、社会教青指導体制の充実を国る。
01 現代的m能など各種の学般や能内容の充実を国る。
目 水 戸 生 開 セ ン タ ー が 運 用 す る 生 開 解 シ ス テ ム の 税 を 國 る 。

的 青開・成人期・高船期や三世代の交流など、ライフステージi t応じた活

動の展明を国る。̃ 理にわた る国設流 ・ 性力を ll的に推進する。
lト) 特i t生開前の一還として、社会参加活動・各種ボランティア活動を變

動する。
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MI 子ども会活動等の指導者に対して、 活動のためのボランティア体暖が認めら
れるよう企業・公共換関等it田する。

lリ) 開かれた学較:-iくりを進めるため、学校・通m会が一属nした学校
通ボランティア等の制度化を推進する。

※ 〇 「子どもいきいき自然体験フィールド100選」を活用するなど、自然とのふれ

あいや野外体験活動の田を国る。

⑤ 書少年活動の推進

n 青少年教青施般等itおいて、特色ある体験活動事業を実施し、青用青の
充実に努める。

l可 解団 ・子ど も会 ・高校生会 ( ジ ュニア ・ リーダー )等の書少年団体を

青成する。

t1 地域の大人の教青力を結集し、学校等を活用してmや通末におけるスポー
ツや文化活動などの激々な体験活動や交流活動等の税を通した子どもたちの

開 所一i くりを推進する。

l重) 体It学習の換範であるポーイスカゥトの活動は、たくましい心や豊かな心を青
成する上で極めて効果的であるため、ポーイスカゥト日本連盟が所有する高教ス

カウトフィールドを、多くの青少年の心身を最える場として活用できるよう、子

ども会などのi沙年団体に広報するなどm的に支最する。
〇 構育 ・ 女 性教育 の税 を 國 る 。

e) 家度教青支援の充実を図るため、「家度の教青力向上プoジニクト事業」等
を実施し、 0裁から18裁までの子をもつ保藤者に対して、機々な構会を活用

し た構育に関する学習換会や情報の解及び相開 lの税に努める 。

o特it開者への子青て文出'、保青所・動程園・識llこども園・学校行事へ

の前を便す。

o企業の従業員向け家庭教育a座等の開設支最のために作成した開やゥュプ
サイトを活用し、集内経濟4団体'i'市町村と配して企業内家E散青調座の

実施を支最することにより、家度教青の充実に努める。

cl乳動児期からのmの発達を動長する育児やしっけについての学習資料を作
成し、指導 ・相解を流する。

cl保l度者や子どもからの相般に対応している子どもの教青相般及び子どもホッ

ト ラ イ ン の 税 を 國 る 。

cl学校P家度itおいて「早41早起き朝ごはん」など、期l ll正しい生構信の重

要性を啓発する。

Ill 地域の人材を活用した家庭教育を通する団体等について、「設教育支理
チーム」(文部開 )としての登録を使し、前間型の通青への文選など、

地域で支 え る 田青の支a体制を開する 。
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新エネルギー保Mの形成やカーボンニュー ト ラルター ミナル化など 、  開 換 能

の高度化の実現it向けた取り組みを進める。

集 (!) 常翻阿港区において、荷役効率のより一属の向上と利用mの 解 を 確 保
す る た め 、 東 開 のmを配す る と と も に 、m び目動車等の・出の
增加に対応するため、大型R 0 R 0船等に対応可能な中央算頭の整備を使造する。

また、企業ニーズを踏まえたコンテナm開 設 を 田 す る と と も に 、 前 新 関
係法令(C I Q業務関係法令)に基づく指定品目の拡大と機関の設置を促進する。

(2) 處能の外糖地区の供用開始を受けて、南m提、中央m提、外糖地区の整
備をmする。また、国際バルク戦'l確1111 (般物)の実現を国る。

X ③ 日立港区の神開能 り強い構造化 ) のmを推進するとともに、貨物量増
加を国るため、多a化する物流需要への対応を国る。
〇 能区のl職泊地の設操を推進するとともに、現状で利用されているフ ,

リーや客船のみならず起客船に対応できるクルーズポートとしてmし、展わ
いll点の発展を国る。

〇 被割ヒする自然災書に備えるため、m提や開提などの前施設のmを着
実に進めるとと もに、港湾BOPなどの売実により、災善に強い安全な港,・く り
i t 努 め る こ と で 、 本 開の開 を高め 、 更 な る 利用配 を国 る 。

l重) 茨城の港の活用について内外への宣伝を行い、利用mの確保と船の寄港を促
進する 。特に 、外関船のmを ll的に進める。
〇 県内の開や演港など、太平津沿岸地域の設間国・環境間国・防犯間国等it

ついて、関係部号とのllのもと対策を進める。

4) m空港の利活用の配
(!) 国内、 国際定期便やチャーター便等できるだけ多くの開の確保を国る。

n 3t城空港へできるだけ多くのmの確保を國り、国内・海外主要都市等
との交流を推造し、商コ1業、観光、9株水産業及び科学技術の願it取り組む。

o官民一体とな,た全県的な利用便進体制の確立を国る。
cl極本、群馬、福島と通操した物流や広mのM と位置付け、? 画を
策定する。

c1 0控:l的については、取り扱い実最を積atiaつつ、関係者の意向を何いな
がら、取り扱いの拡大に向けた検討を進める。

o 県 立 解 の開行 i t お け る 表 地港 の利活用の配 を 国 る 。

cl茨城空港の利用者の確保のため、利用者に対するより分かりやすい情報提修t

やその内容の税など、利用者サービスの向上に努める。

(2) 表地港の利用を配し、地施濟 i t大きな効果が及ぶよう i tするため、能

能の発掘 ・ M を進め 、能客の態落をmするとともに、? とのピ
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ジネス交流を配するためのmを器じ、 m業の拡大・活性化を國る。
〇 表地港の国際定期開llの更なる流と器客配i tより、国際的温野を持,た

県民の青成と幅広い世代・分野での交流mを国る。
④ 3t城空港における県産品アンテナシ・ツプ換能の拡売を國る。
(ii) 表地港と県内各地をつなぐパス・タクシーなどの公共交通の充実it努める。

l重) 茨城空港のにぎわい fi l L点として、能開館Cat城空港PR館)の新設を開
する。

本 解 の 発 展 と 地 t 確ISIの活性化、 Ia用設の創出のため、先Jii者産;建や関n
業の進出itもつながる程野の広い産業などm業の立地を配する。
(!) 工業団地の用途見直しによる立地業種の拡大を国るとともに、立地推進本部を

申心に、企業の業務換能を合め識3t活動を組a的 ・ ll的に展開する。
(2) 大型投資の進む次世代自動章'P半導体関進業のクラスタ一化を国るため、関

連企業のmにm的に取り組a、a用の創出を国る。
また、それらの企業の製品を県内企業が活用しやすくなるようP R を行 うなど

環境づくりit努める。

③ 企業ニーズに印したlilt指置や企業が活動しゃすい事業環境のll、戦'll的な
企業構の実施などにより、企 l業立地を配する。

oa々な企業の事業環境が向上するようit、交通ネットワークをはじめとする
各種インフラのmはもとより、a制度の拡充、m可の配簡素化
に努め、m間降に負け な い産地づ く り を 進 め る 。

o地域末来投資,Ill進法の特例措置をM的it活用することitより、地元企業が

新たに設備設を行いやすいmをつくり、mの中法を担う企業への成長
を促す。

o国の補動金や用自のm制度を活用し、企業の国内回帰の動きを提えるた
めの統動を一属独化する。

④ 開田社会形成を推進するため、規制量和を配的に國り、新エネルギー ・
資源01環型産業の導入を国る。
〇 前日への配や充実した広域交通ネットワークなど本県の立地aft性を生
か し て 、 設 の 配 を 國 る 。

6) I Tネットワーク社会づくりのIP日進
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〇 N H K開デジタル放送の県内における周知配、  構世帯の拡大とともに、

充 実 し た 開 を 国 る 。

集 ② 人口が演り、M数も演,ていく中、行政の効率化と県民サービスの向上のた

め、行政のデジタル化、DXは進めなければならない。居住市解にかかわらず、

一律it質の高い行政サービスを事受できるよう、市町村itおける自治体システム

の科化・共通化の推進など、県としても、市町村のD X推進をm的に支最す
る o

〇 県及び県関係換関のホームページを充実させ、一llの活用を国る。

〇 県民の情報通信の利用について、m間格差が生じないよう、プロードパンド
やスマートフ,ン等のモ,f イ ル 端 末 な ど 開 開 のmを 配 す る 。
(ii) 行政の解 iするデータのオープンデータ化と利活用の取り組みを推進する。
l重) インターネット動画サイト「いばキラTV」を通じ、茨城県のは力を県内外に

発信する。

〇 集内店納の利用を使し、地域経済の活性化につなげるため、県解「〇ばり」

に県内の店錦で利用できるクーポン券を掲載する取り組aを前す る 。 広mへ
の関心が集まることにより、県政に対する1果民の理解が操まる効果なども期待で

きる。

〇 ス マ ー ト フ,ンやタブレット端来で県内の開やイベント、生活に役立つ開、
通の通行止めや土砂災害、選難動告、選難所等の災害m、 能 ミ サ イ ル 発射
等の国民開開などを関覧できるサービス i t取り組む。

〇 民間放送事業者による県;t根放テレビの開局に向けた動きが本格化した場合に

ll、実現に向け性力していく。

lilt 「いばらき電子申請・届出サービス」itついて、すべての市町村itおいて同じ
ように利用できるよう支最するとともに、利用者が使いやすいよう、サービスの

改善を國る。

【新a】 lt1) 国では病度から、「誰一人取り残されないデジタル社会の実現」を日組に掲
げ、市町村等とnしながらデジタル活用支最推進事業を実施している。このよ
う なデジタルデ,f イ ド 対策 ll、デジタル化が能に進む現代に欠かせない]Ill組で
あり、集としてもM的it関与し、全ての集民がデジタル化の開を事受できる
ような取組を推進する。

7) 水nの確保と有効利用の推進
豊かで能的・文化的な県民生活を確保し、 産業活動の通を支える蛋要な基磁

的条件である水能について、長期的な水解の開しにより、・要に応じた確保
及び用水供始対策を進める。

(!) 水開の総合的・計画的な明発
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? Eグ浦導水事i建について、E グ浦]it;程l川(千波湖)の水開i、利制ll及

びヨ阿川の程l水被書のll減、並びit新規都市用水の確保のため不可欠な事業と

して、関係者の理解を得ながら、関係都県とnし国への0きかけを行うなど
に よ り 設 配 を 國 る 。

また、m源開発施田費等it対する国i補動の確保を国る。
l' 水源保全対策の充実独化を国る。
② 水の有効利用設の配

n 重ヶ浦用水関聞の推進を国る。
tヶ清用水関連かんがい排水事業、畑地帯総合整備事業の推進を国る。

X l可 県南西・鹿行・県申央広城水道用水保設、ヨ画川・鹿島・県南西・1果央

広域コ業用水道事業を進める。
01 ョ 阿 川 治 岸 開 ll解 の 田 を 国 る 。
③ 地下水の保全とその適正な利用を進める。

8) 科学技術の田

X 〇 県内にMする世界に持れる科学技tErや多彩な産新を産業の田と 1果民生

活の向上it結びっけ、本県の活力を高めていくため、表限産業活性化it関する

指針に基づく施策を推進する。

② つくばの科学技tErのMを活用し、次世代がん治基B N C Tの開発地化など

ライフイノベーション・グリーンイノベーション分野の新事業・新産業の創出を

通じて、わが国の成長・発動二mする「つくば国際戦l富総合特区」の取り組a
を推進する。

〇 大強度日子加速器施設( J P A R C)を活用し、つくばの科学技ttf't'日立のも

のづくり技術との結びつきを国り、 国解力のある産業の創出や独自技術を持

:l金業の育成を国り、科学技術a ll造立国を先導する先端産業地;tiの形成に場める。
〇 大学や研究換関・産業支授検関との連携を強化し、産学富共同研究(例:

B N C Tの実用イl:)などの研究交流を推進する。

⑤ 県内におけるaれた研究開発の地や若手研究者の育成、国関係通研究換関
の研究成果の県内産業への解転などを配するため、一般財団法人表田

学技術振真財団等の活動を支最する。特に、ロボットについては(国研)産業技

tii選合研究所やCYBERDYNE(株)等、関係機関と連携を國りながら、ロボット
館などで県民it分かるかたちで普及配を進める。

l重) 県民の科学技術に対する理解と関心を高めるため、m的な啓発普及活動など
を通して、科学技tErに線しむmづくりを進める。
〇 集 ?研究換関が、産解や集民,-:''、解 を的確it路まえた研究開
発のt点化、分野横新的なllに取り組めるよう機能強化を国る。
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X 〇 次世代のエネルギーとして期待されている水素エネルギーについて、本県にお

いても経関連の前開発を文選し新たなmil出を配する。特 it、日本原子

力研究明発開の高温工学は験研究1111H T T Rの高商を活用した水素製造のは

験研究に必要な予算の確保を国に要望するなど、サポートに努める。また、設

用機料電池及び解能自動章等の普及拡大it向けた取り組みを一ll強化するこ

とにより、先a的な役劃を果たしていくとともに、水素ステージ・ンの設置や始
料m目動車の離入等に対してll、次により通に努める。
1. 水素ステージ・ン及び機料電池自動章、家E用継料電池等の経エネルf -
の普及田と実用化に向けた実配filL点を設ける。
2.  水素ステージ・ンの設置に、国と併用できる県の補助金制度を設ける。
3. 水条ステージ・ンの設Eに、県有地などを活用できる制度を設ける。
4. 開配自動車購入時の補助金制度を設ける。

5.  将来的な水素供始のエネルギー供始集として、製造可能なa点基地に関する
計画を策定する。

【新Ia】 〇 空を活用し '=物資の設や新たな交通手段まで、幅広い用途が見込まれる'i型 ・
起のドローンの社会実装に必要な ]Ill組を、官民一体となって推進する。

9) ひたちなか地区の開発促進

〇 0・kちなか地区の開発・mをmする。
関m の 聞 を 含 め 、 国 前 流 イ ン フ ラ 聞 数 を 配 し 、 海 通 物 流 関
通 業 や 県 内 解 業 と のnによる広域総合物流施策など、常翻阿国際港
湾公目都市にふさわしい調和あるmを進める 。 また 、開を軸 と した国際開
公園都市一i くりの段階的進展を見提えた士地利用等を配する。特it、 後nit
対する基ll較通体系の確立は能を要する。

n 首都日における物流の合理的再l日と1最境負荷の軽減に大きく寄与することが
期待される常翻阿港区の聞を配する 。

l' 国営ひたち海l民公園のmを田するため、開園区;tiの充実と供用区;tiの拡
大を國る。

o海提性レクリエーション基地として、海から豐までの多aなレ ク リ エーシ ョ
ンニーズに対応できる施設のmを推進する。

01 後背地、特に用t ・県申地区へのアクセス開の調査を急き、一体的
開発田画の具体化を配する 。

目 都市再生総合整備事業を田するとともに、ひたちなかテクノセンターを通

して地元申小企業の育成田を國る。

的 都市ソ'ーンit企業の設を進める。̃ 国民配公團都市づくりのため、国内外のイーント等が行えるコンーン シ・
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ン施設等のmを推進する。
lト) 留 開 itついては、留開利用計画it基一i く企業設を進める。

法) 関係市村の一体的な広域都市づくりを考意に入れながら、ひたちなか地区の
開発を配する。

lリ1 常翻同港区・国営〇たち海i民公園・阿字ヶ構区にまたがる地区において、

海al通境を楽しめるレクリェ ー シ・ンの場を形成する。
② アジア・太平洋話国の原子力技tEr者を基成するため、日本原子力研究開発M

it国際的原子力交m設のmを推造する。

※ (i) 着者の流会の創出、地域の活性化のため、「那可西部コie団地」、「富の基
工業団地」への企業立地を進めるとともに、需結状1見をaて、工業団地のmを
推進する。

n ヨ阿I C周辺開発を推進する。
l' 県it地tiへの企業mにおいて、 lilt指置を前する。
② 企l業立地に伴う産業の =一ズに応える人llオ育成のため、新解設訓練のカリ

キュラムの高度化を進める。

③ 地域未来投資個ti法に基づく県北地域基本計面により、新製品 一 新技術の開発、
新産建の創出など用mの活性化を推進する。
〇 地域の産地洞化it対応するため、開 導'i'共同研究開発など 、商け中小

企業の活性化対策をt点的に推進する。

⑤ 大強度E日,子加通器施設(J PARC)や日本原子力研究開発a構における研
究成果の活用及び周m等の受注・開能 i t よ り産業願を推進する。
l重) 県北山間mにおいては、生m設・産業基雄・相批・配・教青の充実
と地場産i建の配など、m法に基,・きm の常院的発展のための新たな事

業をM的it展開する。

「 )  県it地tiへの人口流入を国るため、過刷強定住田団地整備事業を推進す

る o

l・ m域の開的発展を国るため、通市町が実施する過it対策事業を推進
する。

〇 用mの豊かな目然mや設・文化通産などのmを生かしたグリー
ン ツ ー リ :''ムやプルーッー リ :'' ム 、 ロング トレイルなどの構在・体験型i恍 を 推
進するとともに、前日を代表する交流・':地t幅住空間の形成を国る。
〇 首都日の小申学生などを対象に、用ut らで llの1集l船に乗ってのシラス1集t体a
や 果 l 国 づ く り な ど の 開 、mでのおやき作り体験など、幅広いメニ, -
をそろえた体破型教'前it行を大々的に売り込むとともに、受け入れ地のMを
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進め、 首都日を代表する体験交流空間,・く り をmする。
(11) 福島・表域・観木itまたがる集際地域が配して広域的な地域一i くりを推進す
る F  I T構想に基づき、mブランドの創出、交流、':地t幅住や広m流
等を配する 。

lilt 都市との交流事業の配を国るため、各市町村のll点施設の聞やネ ッ ト ワ ー
クの形成を推進する。

〇 用mの豊かな目mを活かした It空力的なmブ ラ ン ト イ メ ー ジ を 構 し 、
移住、交流の配を国る。

〇 一般国道・県道のMをmす る と と も に 、 茨 用 t 部 開 やm mと し

子) の具体化前など、交通体系の聞をM的i t推進する。

?) 日立市新田・旧十王町新・配山・北茨城市花園間及び管谷・解観の整

備とともに、1識昇格を進める。

l・ 日立市内など慢性的な交通法構i tついては、法開和を国るための田
を推進する。

01 交通不能1果道の解消、'fス交通不能区間のm配
目 シー,ツ ク ・ パイウュイ登録の解である地域主体の観a会設立など、実現
に向けた取り組aへの支最を国る。

X 〇m産業配化に関する指針に基,・き、 J PARCを活用して、申性子を
利用した研究成果から革新的な前の創出を国る。また、研究成果のP Rを強

化するとともに、字商分野と関連づけたPRの前など、 J PARCの更なる

知名度向上に取り組む。

〇 i恍物産会館 (常数国市など )の設を進めると と も i t 、解の長統 :[書・
特産物の取や新しいタイプの工芸品の開発を田する。

〇 mにおけるaれた目然能を活用し、交流人口を増加させるための施設整備
を推進する。

〇 mの特色を生かした特産品づくりを進め、mブランドを青成する。
〇 廳海mにおいてll、 エ ネ ル ギ ー 開 と し て の 役 割 を 踏 ま え る と と も に 、
研究ll点としての聞を進める。

〇 県it地tiの豊かな自然を活用したアウトドアスポーツの効果的な情lai発信や施
設整備への通などにより、交流人口の拡大を國る。

1111 自転章で指定されたi恍地などを運り、会員制交流サイト ( S N S ) i t写真を
投精すると、商品がもらえる 「ソーシャルライト 」の取り組aをmで展明
する こ とに よ り 、 mの活性化にもつなげる。

〇 用 t 願 のmi と し て 、 M へ の S  Lの土日定期;ll行の早期実現it県を挙

げて前に取り組む。
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Ia) 定住人口や労〇生産人口の一を抑制するため、現存するmのii!点施設活用
や サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 等 の 聞 、 ネ ッ ト ワ ー ク 解 の 充 実 を 国 り 、 用 開 域 で

の移住・テレワークの取り組aを推進する。
@ 用 tロングトレイルの円滑な展開や、mとしての利活用配のため、地
元市町をはじめ、関係団体' t ,朝ll着等で構成する観設など推進体制の設立を検

射する。

X ② 新たな用 t田チャレンジプランにおいて ll、 m能 を 踏 ま え た 種 げ る 構
の願や、用開域の住民の安心經を守るための地域配の充実なども、  これ

まで成果を上げてきた各種Elfり組aと併世て推進する。
の 目然m設として線しまれてきた開物目や1果民の表ll、旅行者の解や行

動の変化などを略まえ、用開域の多aな資源を活用した会の体験の解など、
独a li性ある体a型観lf施設にリニaーアルすることにより、その効果を県北エリ

ア全域へ波及させ、広域的な周mが配 され る よ う 取 り 組む 。

tif) ! l 央地城の田

〇 北関東の発展を章引する申開市としての水戸を申心とした都市日,・く りを推
進する。

?) 都市環境のll、高度技術産業のm、は力ある商店31-iくり、大i能i公園
等のmなど、目然・設 ・伝統を生かした能レク リェーシ・ン M づ く り
を船合的・計画的it進める。

② 北関東自動m の取を国るため、構開発計画の具現化を国る。

構開発の一環として、前申央工;建団地のm及び企l業立地を推進する。
〇 表地港の利活用を略まえ、常E!平野地域の計画的な開発聞を推進する。

〇 水戸・度島両都市日の拡大を踏まえ、東関東自動章道水戸ii・大1;随島iiの広

構 インフラに基,・く開発構想を推進する。
(ii) 水戸地;lilt点都市地城基本計画it基一i く事業を推進する。
l重) 水戸市内及び周辺の交通法格解消のため、環状道路の前mを国る。
〇 立地条件を生かした通設の田を國る。

〇 県庁合関mの推進を国る。
「 )  県庁合周辺部及び三の丸庁合周辺部の都市基雄のmを進める。
lロ) 三の解周辺の道路は現状でも相当開を来しており、周辺解の拡幅・

新解 、交通環境の聞を配する 。

〇 書産開mは、県央部発展のm一 _ 、ー一 _として活用する。

n 若者が集う大学等の設
l・ 本社換能 、サテ ラ イ ト オ フ ィ スなどの設
01 ェ場、・庫 な ど へ の 田 は し な い
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01 リ ト ルシニアの メ ッカ となっている現状をm
【新a】 的 県立I T末来高校の開校を活かしたI Tif点化構想
〇 県都水戸や県全体の活性化のためのmi として、 J R常響iiへの新信楽園像
の建設と常設化に取り組む。

lt1) ひたちなか大洗リン'ート構想の実現it資するような民間主導の開it対して、
llを 前 す る 。

的 集南地域の整備促進とつくばの:ilia
(!) つくばのmを田す る 。
つくばを世界の研究開発センターとして、より一属の税を國るため、次の施

策の展開を国る。

「 )  根静的な交通体系のmと、新前イ開区のm田、周辺地区の開発、生
活基盤のm、多激な産業の導入等による目立都市の確立を國る。

l・ 人口増加it対応し、必要となる小中解の公m設itついて、都市再生機
構の関Ia公共公益施設の立書施行によるmを国るなど、地元自治体への財政
配を国に要望する。

P、l 世界をリードする国際的な研究開発を造めるとともに、その交流ll点として、

つくば国際会01場において国内外の会01や学会等、様々な交流を田する。ま
た、つくば国際会1量l場について、時代に印した施設mのmと経営戰 Ie実行
it速やかit取り組む。

目 つくばの科学技術集iiを 生 か し 、 つ く ば 研 前 セ ン タ ーの事業が円滑に推
進できるよう通するとともに、申小企業の新開発を推進する。

的 つくばエクスプレスmへの企業立地の配を国る。̃ 土清・つくば・牛久業i統細市基本構想を推進し、茨城南部自立都市の中核
となる業務開市を育成整備する。

lト) つくば地区の大学'P研究換関の研究集演から開mil出を配するため、

産 提nの独化と事業イmの充実を国る。
MI 公的研究換関や精を今まで以上に広く一般に公開するとともに、通生従
の探究活動の場としての活用配を国る。

(リ) 「エネルギーフロンティアつくば」として、開や将来を見据えた事業計画

等に配意しつつ 、田や湖沼等を活かした新エネルギー産業の田を國

ること i t よ り 、新たな配を創出する。

② つくばエクスプレスmの計画的なmを進める。
n 島名・福田坪地区及び上河原始・申西地区の地区画整理設を推進する。
l・ m域の3基l知度の向上を国るため、戰略的itPRを展開する。
01 つくばエクスプレス商明発のmの方策として、業種に応じた事業用
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定期借地制度の活用や、 住宅事l業者等との共同分a、 民間御などを一属ll的
it推進する。

目 解 法 に 基 づ く l!快道地域基本計画により、日本を代表する科

学技tErのMを活用したm業の活性化を推進する。
〇 東京妻大取手校の立地等、県南地区の前性を生かした国際的な前文化願

filL点のmを進める。
内外のaれ た ア ー テ ィ ス ト を 通 し 、 現 代 の 統 のll点形成を目指す「アー
ガス構想」の実現を国る。

〇 能ケ時市と利根町との合併機通を口成する。

⑤ 取手it北地区の地区画整理設を配する。
〇 地域発展を使すため、重ヶ浦・筑波山周m域のレク リエーシ ョンll点形成を
mする。
〇 「開合計画」や「 E グ開 ll造事業推進計画」に基,・き、Eグ浦目転理
等、重ヶ浦、北浦などとの共生型地域一i くりを推進する。

〇 tヶ清、北清などの周ll!地tiの活性化を国るため、飛行船を活用したi8城-i く
りを推進する。

(11) 重ヶ浦、北浦などの周m域のl国製方策として、「湖のll」 の聞を国る 。
〇 市民農園のmなど、都市化の進むmに合,た農業の取を国る。
〇 都 市 通 設 の配を國りっつ都市,・くりを進めるため、市街化配内e業者
の自主的な住宅開発を推進する。

〇 tヶ清のt要な水源でもある筑波山周辺の表林mを推進する。
〇 上曾トンネル等のm効果を活かした、石岡市を東西に松新する通の実現可
解 i t つ いて 、表地港ア クセ スmの延伸を前する。
〇 取手競Wにおいて、民間事業者のァイデァ等を取り入れながら、多日的な利

活用を検討する。

【新a】 1110 つくば市の小中学校の児重生提数が増加しているため、市内の県立高校の前

化や、進学先として通学できるェリァの県立高校の定員增を国るなど、生健が安

心して希望する進学先を確保できるよう教青環境を整える。

〇 mのmと 構 開 発 の 配
n つくばエクスプレスと常組iの相要り入れの事業化を国る。
l' 常 組11111通列開u章のさらなる增便、スピードアップを国る。
01 開の住宅・流通・ ;題 f等、複合開発を配する。

(2) 常総・板東・境・古河副次糖部市整備

al次開市としての基雄づくりを進めるため、交通体系のM、物流システム
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l可 田 化 理 を 推 進 す る と と も に 、  境西市・結城市などにおける

m を 配す る 。
01 常総・字都営東部理mのm田を国 る 。
l ④  板東市山地区における開発を推進するとともに、下書市等の工;建団m設
の配を国る 。

〇 前断開び東化本線 の 新0般置を田する 。
n 新R配の推進体制を強化する。
l・ 前 ・ 前mi,開発構想の具体化を国る。
l重) filL点文イ国01設の配進と計画策定

n 県西地区の文化、国設流など、複合的文化センターの換能を持つ田設
設のための計画策定を進める。

l' 聞 や 自 然 開 を 生 か し た 複 合 レ ク リ ェ ー シ・ン開発計画を策定する。
01 首 都 日 申 田 目 動m の計画的なmを進め、Mづくりの具体
化を配する。

(i) 茨城西部・字都営広m mのm田を国 る 。
〇 京演用藤の小山Rまでの延伸を推進する。

(11) 東京直開 (地下鉄 8号線0 の県西地域への延伸を配する。
〇 管生沼を中心とした教青的レクリェ ー シ・ンン'ー ン のmを国るため、 ミ a -
ジアムパークilti l媒目然博物館の内容を税する。

lt1) 筑西静mの聞推進を国る。
l 〇 日野自動章吉河工場の関連企業のさらなるm、m業の新たな展開による
産田を推進する。また、企業で〇く若者世代の定住配に向けて、mの魅

力を高める、ゆとりと酒いのある生活交流空間の形成it注力する。

〇 各自治体間のnによ ,て、民間開パスとコミ aニティパス等の通行の相整
や、相限り入れができるMづくりに取り組み、利便性の向上を國る。

l 〇 日央道と北関東道を結ぶ地前規mとして、m市町が前している県西
雄解の取組を支最する。

tl4) 康 「i地域の:fila
(!) 度島mのm
n 交通体系のm、都市換能の強化などのmを 配 す る 。
l・ 中心市街地の形成を配するなど、生活環境・文イ随設の聞と関係市の一
体的な新度前市づくりを推進する。
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oワールドカップ開催の意義を踏まえ、 カシマサッカースタジアムの1果民への

幅広い利用とスポーツを技とした地域一iくりを進める。

01 真野谷l民工業団地への企業mをmする。
目 鹿島廳海工 l業地帯の更なる降力強化に向け、開のmや企業間配
などの取り組みit加え、先を見掘えたコンビナートのスマート化とい,た新た

な取り組aを推進する。 また、配・教青の充実など0く人には力的なまちづ
くりの流についても検討を進める。

的 處島臨海コ業地帯itおいて、次世代エネルf一のサプライチューンを先導的
に開するため、温制a和や税財政支最など企業の立場に立,た支最策を提案
するなどして、民間による先進的な取り組みを本県に器導し、カーボンニュー

トラル社会itふさわしい産業ll点づくりを進める。

o特に、M業などの大通換製造業は、カーポンニaートラルに向け、巨額の

研究開通やm地を必要とすることから、県においても企業間聞の推
進や国家プロジュクトへの解などit取り組み、企業が必要な資金を確保で

きるよう支最する。̃ 日本製開11日本製鉄所鹿島地区での高炉一1基体止について、院田の不安
を受け止めるとともit、地域社会it与える影響を分析し、その結果it基一i く文

mに取り組む。
② 大流鹿島線沿線地tt能開の開発

m域の願とi;t道利用者を確保するため、水戸・處島間でm域の開発
事業を田する。

③ 大1完 町 か ら 簡 ま で の 理 の 統 な 開 を 生 か し た 、 解 レ ク リ ェ ー シ・ン・
リン'ート地域の聞を進める。

o シ ー サ イ ド 開 のmを国る。
④ 前から解市・相西市までの利制l l沿いを生かした、内田レクリェーシ・ン・
リン'ート地域の聞を進める。

o リ パ ー サ イ ド 開 のmを国る。
⑤ 對田西部工;建団地などの開発を推進する。

〇 東関東自動章道水戸一illの 聞 配 と と も i t 、m域の願 i t資するm開発
計画の具現化を国る。

〇 mグ 開 の 建 設 や 水 戸 神i西 線 な ど 県 聞 のm統を進め る 。
〇 行方地域の願を国るため、北前合団地の聞を推進するはか、重ヶ解

mのリン'ート明発を進める。
@ 市内に3つの県立高校を有する神l西市でll、申学校卒業生の約現が市外の高
校it進学している。子どもの割合が県内市町村でも高い地域であるため、 中 数

率業生の進学における県外、他市への流出の聞消の前に、数演や学校の統
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1整合をしないことに努め、 神l西市内の県立高校における学力向上を通し、 大学

造要の向上を国る。

fisc 国離化時代に対応した総合的施策の確立と推進
国前ヒm itおける交流は、 自治体 ・ 教青換関等の開 、産m濟 (資易・

企業や技術の提携)の交流、芸術・文イ陵流、民間交流、管造の受け入れ、技術

解員の受け入れ等と広範・多激化している。

交流の相手国も、解からァジァ・中近東・南米諸国と多度itわた,ている。一

方、国設流の進展と入国者の增大に伴い、不法常在 一 解、田不明、各種事件・
事故・解やエイズ・配・福祉・教育・納税及び保解の諸間題を引き起こして

いるo

特に、構格在・不法就第等外国人の在住地tiは県内全域にわた,ており、その

解 形想も激々である。その人数や生開 ・開 ll 十分に提還できないまま

現在も進行している。

将来にわた,ての本県の社会・産業・経済解を考え併世ながら、これら一連の

諸間題にも ll的に対応するとともに、国設流に対する1果量意識の高科と国際理
解を高め、民間交流・グローバルな産m設流など各種国設流事業の拡大・文
最を国るため、一元的・総合的施策と推進体制の確立が新である。

〇 拡大する交流設に対応できるm国設流性会の強化
n 拡大する各種の国設流事業it一元的・総合的it対応できるよう、表限国
際交流営会の体制独化・mを国る。
l国 国設流の情報交Ill、能づくりなど国際交流ネットワークづくりを進める。
t, ,,l 国設流、在住外国人への対応itついてのガ'イドラインを作成する。
o県内在住の外国人との交流事業、茨城.i,るさとファミリー事業等を推造する。

② 外国との友好交流の推進

n 開 県 ・ 州 と の 県 地 体 のm流事業を配する。
l' 文化 ・ 芸術 ・ 前 ・ 教青 ・ ス ポーツ ・i沙年・女性等、m流事業を進め
る o

t, ,,l 中学校・高校・大学itおける国際教青を充実するとともit、開 を推進

し交換管学事業を拡充する。

目 アジアmとの産業・教育・文化など幅広い交流を配するため、上開
所の活動体制の充実を国る。

③ 多文化が共生する社会の実現を日指し、県民と外国人の共生意機の口成や相互

理解に向けた取り組みを進めるとともに、外国人がm会の一員として1果民と
共生できるよう環境整備を国る。

? n 在住外国人が各地域にi8け込んだ生? できるよう、日常生活等のm ・
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通 開 lの税を國 る 。

o日本語教青・生構信・設・行生・配・エイ :''・教青・交通1111全・住居

等に係わる始問題に関する相般・支最体制をmする。
l可 配 解 の 推 進

o 外国器 i t よ る ラ ジオ能や開 ・生活ガ ' イ ド ブ ッ ク の発行 、 イ ン ターネ ッ

トによる情報提修tを進めるとともに、病院・公共施設、案内mなどに外国
統示をする 。

t, ,,l 通訳指、交流ボランティアグループの青成を国る。
目 ィ ン タ ー ナ シ・ナルスクールのm前 を国 る 。
④ 産解 の国際化 ・ 企 数 流 の推進

本能業の高度化・多期tとともに、海外との交流意向は高まりをみせている。

一方、度能茨城港のm、ひたちなか地区開発の進行によ,て、本県産業経
済界の国際商・新取引・質易等の追展が予想される。本能業の国際化を推進

し、経濟の国際化を企業の成長it結びつけるため、総合的な開略を構集する

ことがt要である。

n 国 際 開 のmに対応して、質易mのmを 配 す る 。
l・ コl業団地識明会の開値などを通じて、外資系企業の設を推進する。
〇 外国人m・管造等、県内の在管外国人の支最施策を進める。
県内にll、令和3年1 2月税m 71,000人の外国人が在留しており、生活等
の文量対策を推進する。一方で、不法構在者・不法就労者も多数いると見られる

ため、それらの実期1'l遍に努め、解りを独化していく。

n 外国人に関して基本的条項を盛り込んだ大組を制定する。
l・ 外国人及び受け入れ事業所等の通を国る。
01 外国人研修生や留理等に対し、構なmの 中 で 商 一 解がで き る よ う 、
受け入れ体制・宿合・日本設育・日常生活・保健医基等について通する。

o商工・a? 業itおける外国人技能実習生の受け入れを文選する。
o納税・保険制度や帰国担保対策等については、事業所及び外国人に周知・指

導を國る。

o労0解の確関、受け入れ事業所it対する啓発を進める。

o公共a業安定 i j 得 1 、 公 的 開 関 のmを国る。
目 解 ・ 事 故 の 未 然 防 止 、 開 l及びエイズ等の開・医基対策事業

を強化する。

o 国 解 ll、通訳体制のm等国前ヒを踏まえた治安体制の独化を国る。
o特に、惠質ブローカー不法風俗業者の摘発とともに、エイズ等の開の

解 ・ 超Ia体制の確立を国る。
oe法地の相査や受設内書を作成するとともに、 E護費対策を進める。
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@ 国際化時代に対応した国設流会館 ( センター )  の設置を國る。
mする各種の国設流、産m濟界の交流や外国人aft姓・県内在住・構在
外国人問題等、 国前ヒ新に対応するための総合的filL点となる施設の建設を開
する。

o外国人が一時的it宿泊できる施設も器設する。

(i) 国象・国益に関わる情報(領土問題ほか)で、県民の関心が高いものについて

ll、 l果本fr合2階の1離i広報コーナーでのパネル展等によりll的に広報する。

ti ll) 果独白のシンクタンクの設■

県内各mの均行ある発展や1果民生活の一属の向上を國るため、前のカラーを

生かした特色ある施策'P長期的な田、開発プロジュクト等の調査研究を行うシン

クタンクが必要である。

mの特性に応じた温制a和による構造改革を日指す特区制度を導入し、 本県の
産解の活性化 を國 る 。

(i) つくば・東海地区itおける研究集演と日立地区の産業集演を活用し、国際的な

産 提nのもとで質の高い研究開発を推進し、次世代をリードする研究成果を
生むとともに、その成果を地化・産業化へつなげる「つくば・東海・日立知的

特区」を推進する。

② 魔島地区をわが国における表材産業再生のモデルとして、国康競争力の高い

コンビナー トへの転換と高度な産業クラスターの形成を國るための 「鹿解

区」を推進する。

00 フィルムコミッションの推進
(i) 映 画 や テ レ ビ ド ラ マ 等 の ロ ケ ー シ ョ ン 解 の 設 や 通 を 行 う フ イ ル ム コ ミ ッ

シ・ンをm的に推進し、本県の知名度向上とmの情lai発信を国る。
② ロケ地日本一の通を活かし、国内外の話題性のあるロケの設を國ることに

より本県の前向上や器客配を国る。

③ 海外の映像関係者などに本県のロケ地のは力をm的にP  Rし海外からのロケ
の設を推進する。

tl9) 限の意向を階まえた接の推進
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9. 美しい自然・水の保全を国り、 人と地環に
やさしいクリーン環境杜会の形成を国る

県民の健康と生活を公書から守り、 豊かな原土と自然を保護し、 水

と緑の快適な i目いのある理境をつくることは、県政上の重要な田で
ある。産業廃業物や:ごみの滅量化などはとりもなおさず、今日の大量

生産・大量消量・大量廳菜社会の仕組みの転換を国ることであり、境

境への負荷の少ない情理型社会の構集である。そのため、生産・流通・

販売など企業のシステム、地域や提など県民のライフスタイル等々、

すべての杜会構成者が模索し、具体的な行動を起こせるような施策の

推進が必要である。世界湖沼会選の成果が、量ヶ浦(西浦、北浦、常

陸利根川)などをはじめとした湖沼・河川の水質浄化に発算されねば

ならない。

1) 地康魔境保全対策の推進

環境基本条例が定める環境の保全と創造の基本理1念の実現it向けて、 環境保全施

策を総合的かつ計画的に推進する。

地球環51保全対策の開みとなる「地球温暖化対策実行計画」の行lit計画に基づき、
「環境への負荷の少ない地域社会の構集」it向けて各種it策を推進する。

(!) 構 計 画 の 推 進

a l 日離 t本計画に基づいた開開を國るとともに、簡・構・民間団体・
行 解 が そ の 配 とf il分担の下it、環境の保全と創造のための行動を進めら
れるよう 、パートナーシップの形成を国る。

l可 市町村における姚難t本条例の制定と姚難t本計画の:業定を配する。
t, ,,l 環境it関連するa々な情報を収集し、集民へ適切な情報を理する。
② m展行動の推進
m 設行動条例に基,・き、1果民・設者・市町村及び県が一体と
な,た地斑競保全行動の推進を国る。

「 )  事業者に対して、解にやさしい事業活動の田を国る。

l可 ごみ間題から構間題まで 、幅広い環境間題についての普及税や設

活動を行う、県民・企業・行政が一体 と な , た 開 展 県 田 開 lの 聞 を
推進し 、解動体制の青成独化を国る 。

tl 環境共生・情地のまち,・くりを推進する。
(S) 開 の 推 造
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学校・1離 能動団体・企業・市? と? して開 の推進を國る。

2) 富 組h対書の推進リサイクル社会の形成配

〇 一般l整表物(ごみ)のll化・分別收集・再使用・能利用の推進

解から部出されるごみのM化ととも i t 、温 fればごみ、分ければ資源の

観点から、院表物の再使用・再生利用を田さ世るためのシステムづくりが必要

である。行政とともに製造業界・流通業界(小売店)や消能は共通の認識のもと

it、それそれの立場で社会的it任のf il分担をしなければならない。

「 )  市町村において、演量化とリサイクルの取り組aがなされているが、m
会のシステムとして確立していく必要があり、行政・関係新・田等の性力

に よ る ご み M 化 i t 向 け た 開 を 配 す る 。

集 o市町村における分別排出・収集体制のm等を田し、使用済プラスチック
製品の分別m 再能化に係る市町村の]Ill組を後押しするなどにより、 ご
み減量化・再資瀬化(再商口留0のシステム化を確立するとともに、産業界等

の裁々な主体とnし、プラスチック使用量の削演や一ッ トポ トルの水平リ
サイクルに取り組む市町村の拡大を國る等によりプラスチック能情環を推

進する。

o生ごaの土Mと田場への演量を国るため、  コンポストの普及を推進す
る o

※ o食品oスの削減に向け、「いばらきフードロス前法プロジニクト」を推造す

るとともに、いばらきitべきり営力店のm指の拡大や、 i t品関連事業
者等と通操した1果民に対する効果的な書発を実施する。

(2) ごみ開施設の広域イ配

効率的かつ経済的なごa地にあた,ては、市町村枠にとらわれない広域的な
ごみ開施設のmが必要であることから、mの実情に合わせたごみ処理の広
域化を配する。

③ 産地表物の演量化・再開化の推進

産通表物の排出量は、平成 a0年度で1,Ia 万 ト ン と な り 、 nにより生産

能力が低下していた平成25年度it比べ増加している。 また、最終処分量は 48万

トンとなり、排出量の4.1%を占めているため、指環型社会形成に向け、さらな

る設化・再能化の取り組みが必要となっている。

n 産m物のM化・有効利用を国るため、多量it産m物を部出する事
業所に対して、院表物処理計画に基づき、田画の推進について指導すると

ともに、設化・有効利用施設のmに対する通を行う等、申間処理施設の
聞 を 配 す る 。

o 院室物再開化指導センターの通営を強化し、演量化等に関する 11機、申小
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企l業者等に対する設化・有効利用のための解導・相識・情報提修t等を

行う。

0 1業団地における共同処理をmする。
l? 建設工事に係る資材の再前化等に関する法律(建設リサイクル法)に基,・
き分別解体の推進を国るとともit、m物の再資源化を配する。
o解工事業者の能を実施することにより、 ail体工事業者の拉工技術を確保
し、適正な分別解と再能化を國る。

o コ ン ク リー ト境 ・ ア ス フ,ルト境及び発生木材等itついて再生利用の拡大を
国るとともに、建設発生残土などの設副産物については、茨城県建設技術

管理センター建設副産物リサイクル設部の活用などにより、その有効利用

を国る。

o再生商の供始量に最みて、資通量に余裕がある「道路用の砕石」(天然の

原石を津いてMにしたもの )の ll的な利用を國る。
cl建設副産物のリサイクルを配するため、  リサイクル建設資材識l制度を適

正に通営し、公共事業におけるリサイクル製品の率先利用を推進する。

o設関係者等を対象とする構習会など普及設に努める。

※ t, ,,l 設由来の聞濟みプラスチック itついては、 リサイクルを基本とした適正
処理を推進する。

目 石材端材の能化・再利用の配を國る。

的 地元市町村の意向を一i t略まえながら、 リ サ イ ク ル関通者のコl業団地へ
の立地を国ることにより、院表物のリサイクル及び適ill処理を推進する。

④ 家書部せっ物や木くずなどの'fイオマス(有換性資源)の利活用を推進し、循

理社会の実現と設 ・a村の願を国る。
〇 商 防mの推進
X n 構 の 投 減 に 向 け て 、 配 ・ 指miの強化や発見・通報開lの 税 を

国り、早期発見・早期対応を行うとともit、廳プラスチック類の大量增演など

の不i的 iな保管を行う事業者等に対する指導の田ヒ等により、商に関

する田の不安解消に努める。

l・ 設物等解体願物の不法投集防止のため、解体工事業者や産m物処理
許可業者への適ill処理の指導や啓発を行う。

@ 配 願 物 の 適1];処理の推進を國る。
〇 有書使用済換器保管等業者it対する開指導体制の強化を国る。

〇 再生製品の利用拡大策を推進するとともに、m関連企業の青成を国る。
@ 産m物の県内al入の事前Baについてll、これまでのmや現状等を踏ま
えて前のうえ、可能な部分itついては規制選和を国る。

〇 軽油引]1国iiの観裁免除の特例の申に、「廳表物地事業を営む者が院表物の申

- In-



間処理施設において専ら願物の処理のために配する開の動力源の用途」 を

含める。

3) ●ヶ浦など河川・湖沼の水開t
社会程済の:進展に伴い、 昭和47年国から重ヶ浦 (西浦、北浦、 常陸利測 I T) な

どの水質汚高が進んでおり 、解防聞u ・ 富 田 ヒ 防 聞uに基づく対策を推進
した結果、一時は10(・g/ Ila;) を上回っていたCODは、近年は改書慣向にある
ものの、環境基準の3 m/t i ) i t比較すると高い水準とな,ている。
t ,浦の流域は22市町村にわたり、その流域に約100万人が生活している。ま
た、高いCODを示している前川、新利制ll、新川など56の流入河川があり、そ

こから流れるC 0 Dの負Mの割合は生前水が17%、書産系12%、事業系9%、

農地や市街地などから32 % (令和2年度相べ)などとな ,ている。県民にと ,て

Eグ浦 ll地や設・工 ;建などの重要な水源であるばかりでなく、やすらきと ll
いのある、意いの場を解する自然の宝iでもある。水開ヒととも i t快適な自然

mの保全・創出は、県政のaならず県民にと ,ても t要な開である。
量f浦の水質持i化を推進するために、平成19年3月に改正した「Eヶ浦水質保

全条例」に基づく下水遺・農設落排水施設、事新の排商制や、平成20年度

に導入し、領 4年度から領 8年度まで 5年間開間を延長した表開沼m
税 を 活 用 し た 生 田 な ど 、 こ れ ま で の 制 解 の 一 属 の 拡 大 ・ 強 化 を 國 る と

ともit、水質の割ヒしている河川流域での面源対策を強化するなど、水開ヒの進

展を国る。

〇 Eヶ開学センターの効果的な利活用を國るため、新たな施策の導入を國

り、制確進体制を強化する。

「 )  潮沼のm問題に関する相前究・技術開発について、大学や研究機関等と
聞し、効果的に推進するとともに、研究成果の利活用と発信に努める。

同精 と連換した開青・現、市民活動との通・美選などを推造し、
他施設ともnした効果的なマネジメントに取り組む。
01 Eグ浦の水や目然に直整ふれなが らの開 、野外での制配やその効
果を検証・体験できる野外フィールドの聞を前する。

目 国がmしているtヶ開岸の自然再生地区を潮岸の値物や魚等の生fill系を

能できる場としての活用を國る。

(2) 重ヶ浦の水質iii化対策の充実強化

「 )  tヶ清に係る潮沼水質保全計画や条例に基づく総合的な対策の展開を前に
進める。

o 下 施 ・ 開 経 設 の 聞 及 び 開 数 i t よ る 接 続 章 の さ ら な る

向上、室表・リンが除去できる高1数理型静lit9の般置をmするなど、生
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田 の 税 強 化 を 國 る 。

o水開 ?の高場を国るとともit、解 団体の文選 ・青成it努める。

o流域における商に関する情報を分かりやすい形で能するとともに、流入

河川流域単位での制ヒ活動を推進する。

o重ヶ浦it流入する河川等の制ヒを国るため、 河川環境整備を推進する。

o 設 ・ 書 産 ・ 養;直業などの取との相和を国りながら、負荷削演対策を進め

る o

同 tヶ浦の水開ヒを図るため、能が違操 したlipイl完t術の開発を推造する。
01 E提しoん世つなど潮内水質浮イl動策事業解を推進する。
目 Eグ浦の目然再生に努めるとともに、mの保全のため、ョシなどの水
生植物帯の造成'Pヨシ刈り等の展前を推進する。

m mや能など面源からの商負荷削演対策を推進する。̃ ァメリカナマズ等の未利用魚の減選回収を通した、湖内からの重素・リンの
取り出しi tよる水開ヒを推進する。

I t) tヶ清導水事業を田する。
MI 常国ll水門の算力的な開閉を配する。
〇 下施 ・ 開 経 設 の 計画的 な 聞 、 及 び 重業 ・ リ ン 除 去 能力 が高 い高

度処理型浮化,F9の設置便進を国り、公共用水;tiの水質汚高防止に努める。
o制ヒ常についてll、点検・清1;i・法定検査が適切に行われるよう設置者への

啓発・指導を強化する。特i t、開沼環境8tなどの補動事業itより配さ

れた高度処理静イ略については、法定検査の受検率が100% と な る よ う 取

組を強化する。

o 開 的 か ら 合of処理差Pイ日l9への転換をさらに配する方策について、
市町村と一結に前・研究する。

om の開負荷を削減するため、台所流し台の観11日ストレーナ及び
三角コーナーの使用を推進する。

〇 農地・市街地からの流出構区として指定した地区(山王川、算田川流域)

について重点的な対策を実施する。

(ii) 小規模事業所からの開負荷を削減するため、部簡指導を強化するととも

に 、 排 M 設 のm田を国 る 。
@ 滴沼水質保全の対応方針及び牛久沼水質保全計画に基,・き、総合的な水質保全
対策を推進するはか、千波湖it対しても水質iii化対策を推進する。また、11tヶ的
市が牛久沼潮畔で計画している「道の0t」のmに併世て効果的な水質浮イl対策
を推進するなど、成果を「見える化」すること。

o ラ ム サール前開前であ る福沼の水開 ヒ を推進す る 。

Ill) 特に都市河川・組沼等公共用水域の商防止対策を強化する。
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lie (!) 2 0 5 0 年 ヵーポ ン ニ a ー ト ラ ル の 実現に向 け 、 二 日解 な ど 能効果が ス
の演度増加に伴う地球温暖化の抑制や、温 El 化 に よ る 気 前 の M へ の 前 に

取り組むため、集 配 田 限行計画it基一iき、地域レーレの地球温暖化対
策を推進する。また、早急に2050年一a化炭素排出実質ゼロを表明し、解
的な]Ill組を全県的に加通させる。
n 森林の保全・聞や前i tよる線地の創出を配し二酸イ田吸収源対策i t
努める。

Ill また、温量効果がスの部出・吸収の限等について識論するとともに、「い
ばらきカーボン,ユー ト ラル産業ll点a li出プロジュクト」i t地産地消型のバイ
オマス発重も対象とするなど、 その拡充などを前する。

② 地域と共生した諾可能エネルギーの導入や省エネルギー施設の整備につい

て総合的な取り組みを推進する。

「 )  省エネルギー型都市づくりを推進する。

o公共施設等についてll省エネルギー換器を導入する。

l・ コi3'P l期E物処理施設から発生する熱エネルf一等、末利用エネルf一の利
用個建を国る。

tl 河川水・下水等の温度差,ネルキーを利用したm? システムや、ソー
ラ一熱mシステムの導入を推進する。
目 省エネルギー型住宅設の個性、省エネルf一型機器導入の普及を国るため、

補動金・設などの拡売を國る。

的 太開電を公共施般等it導入するとともit、住宅'P事業所への普及を配

さ世る。 また、m会との共生を国り、太ll光発till設のm入 を 田 す
る o

? 家民 it普及した住宅用太開電の有効活用を国るため、書能の導入を使

進する。

lト) 地球温暖化対策に有効な新目動車と売前の普及を國る。

〇 事業者の省エネルf一構や県民i tよる温暖化対策のための開を推進す

る o

n ェ場等の大規樓部出源対策の強化を國る。
l・ 省エネルf一診新員の0itiil P 表 域 エ コ 構 l度の推進などitより、中
小通換事業者における省エネルギー対策の支最を行うとともに、年間を通じて

冷解を適切に配し、ヨ温に応じて股の調節を行う ]Ill組など、環境にやさ
しいビジネススタイルへのllを 配す る 。
01 通における省エネの取り組みを理する1晨民通動「いばらきエコスタイル」
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を推進し、 エコチャレンジ設などを展開する。

5) 公書防止と自Mの保全

〇 公害環境汚染の未然防止

n 公書の防止及び自然環境の保全itついて、適正なllがなされるよう環境影・商法及び条例の適切な通用に努める。
l可 有害物質による地下水汚染の田査、対策を進める。

t, ,,l 広ll困it聞されている化?質itよる環境i号染の? 防止対策を進める。
また、残管性の高い有機フッ素化合物などの化学物質については、mでの存
在状混を極し、当設物質の適1];処理を推進する。

(2) ダイオキシン類・環境ホルaン対策の充実

「 )  ダイオキシン類に関するmの監視及びmホルモンに関する相前究を一
属推進するとともに、 1果民に対する解に努める。

〇 アスペスト使用建集物への対策を進めるとともit、アスペスト使用建集物解体

時の飛散を防止し、適正な処理を確保するための施策を実施する。

④ m設につながる高度処理(重素・リン等の除去)のmを ll的に導入し
ようとする中小企業it対する電It資制度の充実を国る。

〇 地下水くa上げによる地雄沈下の実態解明と、その防mを推進する。
@ 目然mの保全と線化の推進
n 自然公園の開と利用の増進を国る。
l' 身近に自然と般れ合える場のmを国るとともに、自然田教青の推進と自
然保ii展想の普及書発を國る。

o 本県の開を装aする平地林や里山林の保全・聞を推進する。
01 国民の視日「山の日」の普及推進に向け、幅広い県民選0としていくため、
山・岳関係の民間団体などとの聞を推進する。

? 都市m や花と録の都市一i くりを進め、住宅周mの造成・保全it努
める。

m 造林・水預地かん基などと関連の上、 lit本 的 融 随 成 、 住 解 を 樹 立 ・
推進する。̃ 野生爲9大による農前のEa止対策等を推進し、野生爲llとの共存を國る。
lト) 河川、湖沼、解等における生l態系保全等のため、 ミ ズ ヒマワ リやァ ラ イグ

マ等の特定外来生物の防除を推進する。

(i) 自動章台数・交通量の增加に伴い、ディーゼル排気複粒子による大気汚梁やE

書、二設イ解の部出による地球温暖化等の環境間題に対処するため、行政・事

業者や県民が一体とな,た総合的な交通公書対策の推進を国る。
M) 新白動章 ・ハ イブ リ ッ ド章 ・ 解配白動章等の次世代白動章やパイォ始
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料の普及を國るとともに、 特に公用車への導入を推進する。

10 アイ ド リ ン グ ス ト ップなどのエコ ド ラ イブの普及配を国る 。

6) 原子カ'拿't i,時の強化
(i) 全ての原子力関連ii業所itおけるiii全管理体制の強化

「 )  多 t構システムの能を推進する。

l可 能した要全管理教育による管理体制の強化を國る。

t, ,,l J CO臨解故、東日本大量災itお け る 簡前福島第一原発事故などを国
まえ、原子力施設の安全対策の一属の充実・独化に努める。

目 高経年化(老Ill化)対策や放射性l整表物の処分間題への対応などに万全を期
すよう、国や関係換関等i t前 i t 0きかける。

m 国立研究開発法人日本原子力研究開発開において、義一的かつ一元的な安
全管理体制の確立を國る。

(2) 危換管理体制の強化

?) 初動体制の独化を国るため、現地における対第本部 (オフサイ トセンター)
と原子力能時通・研修センターとの一体的な運営体制を福島第一原発事故

を営まえて再構集するよう、国it対し強く求める。

l' 教青・配・相批・通信・交通通llなど、m設への情細1護体制の独化
を國る。

t, ,,l m設・違路f開l最、ii回路などの聞を国る。
c1i搬;llは、県内でMすることを基本に改めて前を操め、県内での仮設住

宅の建設に要する用地の通定などを同時並行的に推進する。

目 ll者の治a'P住民のM調査などのできる、専門的病院'Pi始fill利用高度

治藤セン ターのmを国る。
的 防災に関する新研究・開発を進める。̃ 福島第一原子力発電所事故itついては、引き続き能した事故原因の究明を
行い、新たに得られた知見については、その設、適切に安全対策に反映さ世

るよう、国に対し強く求める。

lト) m構 や 解 制 、 新 の 通 営 体 制 、 社 会 福 tif施設入所者等要配」〇者の
構に要する車両確保などの藤題に対し、関係機関と相互にmして取り組む。
③ 原子力に関する正しい知 Iaを普及するための教育・広報活動を推進する。(原
子力教員セミナーや小冊i'itよる教青・広報活動など)

o原子力に関する情報を開し、一元的かつ分かりやすく発信する。

o原子力災害の研修を受器した教llに対し「修了証」を発行し、量修者の視
宣化i tより、教a員の自信や開者の安心感の向上を国る。

〇 原子カm般等の所在及び周辺市町村に交付されている重源三法交付金の対
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m囲の拡売について、 国に強く〇きかける。
(ii) 原発事故子ども・被災者文點ll基本方針it基一iき 、必要な構を講じ 、 ll者
の不安解消に努めるよう、国に対し独く求める。

@ 現在、本県における安定ヨウ素剤の事前配布ll、PAZ日内屠住者及び日外か
ら日内の事業所への通動者を対itとしているが、 日外から日内への通学者がいる

学 校 に 対 し て も 配 能 の 位 を 国 る 。
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10. 防災・治安保持体制をa化し、 果民生活の
安全it保を国る

(1) 能が表心して平aに暮らせる書康力の充実と書豪活
動の強化

社会Ill 9 の変化を反映して 、流解や ll事故が多発するなど、治安Ill9は厳

しい状1見i二ある。このような中で、田の予防、ll、交通事故の防止等にm的
に取り組み、要全で安心して基らせるm会を確立するため、防犯インフラの整
備をはじめとする響業体制の充実強化を一ll国る必要がある。

(!) 田 llを充実独化するための対策

n 重 解 及 び 重 聞 解 の 早 期 検 学 の た め 、 能 配 備 通 シ ス テ ム のm
充実を国る。

l' 広m力及び国前力の独化を国る。
o 広 能 解 に お け る 田 のmびその活用を國るため、接通シ
ステム等の聞・充実を国る。

o 国 解 ll及び通訳体制のm一ー。一を国る。
01 科学搜査力の税強化を國る。
cl適正な現場保存

cl現場1日料の消失、m、汚梁防止
cl現場整識活動の能

o 設 ・ 開 研 及 び 搜 査 部 門 の 開 i t よ る 配 の 強 化

目 tt査技術の研さんと優れたll官の青成を国る。
的 1111開建害者等の流に立ち、きめ細かな途切れのない通活動を推進する。

o関係換関・団体と配した文ll体制の充実を国る。

cl犯効t書者等の経済的、精神的負担の9演を国る各種itl策の充実を国る。
o 「 性・力被害者サポー ト ネ ッ ト ワ ーク i 組 i の? を強化し、性・力等設書
者it対する総合的通を推進する。̃ ll活動に対する県民の営力確保方策を推進する。

lト) サイ,f一解構を推進する。

al 初動接の高度化を推進し、検挙率の向上を国る。
lリ) 解を地さないために、死因究明の能と体制の充実独化を国る。

い) M mを 配 し た 適 ill通査を能する 。
m 解 の 精 防 止 と 被 要 者 の 前 解 i t 資 す る た め 、 解 や ll事故等の多発
地区などへのl随Ei防犯カメラの般置をmする。
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X l9) 通かつ的確な初動書察活動の強化のため、通能令システム、 1 1 0番映

使通報システム等各種システムの有効活用を国る。

【新Ia】 l )  要人設のt要性を踏まえ、開に万全を期す。
② 書察施設等のm
n 開及び交番・B新の再編整備を計画的it進め、響集力の一llの強化を

国る。

l可 事件・事m生時の印応開lを確立するため、ll宿合のm・改善を進め
る o

01 開動を独化するため、解章両、装備資開の增独を国る。
③ mの増員等
n 前 、 そ の 他 のa員の増員を国り、県民の要ヨや相解i t的確i t応えられ
る体制を確立する。

l可 女性'集官の採用・登用の拡大を國るとともに、女性'集官が〇きやすいa
i開境づくりを進める。

01 mに対する特別動t金等制度の適正な通用を国る。
④ i力団総合対策の推進

n 基 力 団 員 の 解 り 、 聞 解 び 観 器 菜 物 事 犯 の 能 解 を 国 る 。
l' 行政対象・民事介入是力mの検学を国る。
01 i力団関係企業等に対する]Ill持りの強化を國る。
目 基力団対策法の効果的な田及び基力追放推進センターと配した基力団排

除活動を推進する。

的 m力団部除条例の効果的運用と周知活動を推進する。
(ii) 大規程災書等離 t事開の推進

大通換災書発生時におけるm者のIll難願l、救出救動等災書対処前の向上

を國 り、限の安心? に場める。また、原子カ111善に備えたmのM ・
流や関係換関との配強化等各種対策を推進する。

l重) mに根ざした安全・安心活情動の推進
n 良好な治安を確保するため、mに密着した活動の税・強化が求められて
いることから、引き続き運回連絡i tよる防犯指要i t-ll取り組むととも i t 、
企業等に対する犯jliの発生状况等の情報提修tや開指導などの取り組aを さ ら
に推進できるよう、地tt書察力の体制強化に努める。

l・ 交番・ B新の基盤を聞し、生開センターとしての換能を強化する。
01 日常活動の中で気a二実施できる「ながら見守り」を広く推愛するなど、地
域田による防犯ボランテ ィア活動に対する通開 lを強化する。

目 地域住民の不安を解消するためのパトロール新頭前を強化する。

船 総 合 相 能 口 等 に よ る 開mの理強化を国る。
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̃ 防犯キャンペーン等による広報税と、  子どもと女性を性解等の被害から
守るための対策を推進する。

I t) ス ト ー カ ー ・DVW者の立場に立,た配かつ的確な対処を国る。
〇 少年の非行防止と健全な育成

前 関係換関・団体等とmし、少年の健全青成・立ち直り文援活動を推造する。
l' 非行少年等の街頭補導活動を推進する。

X 01 少年による大麻等集物乱用事IEの未然防解を推進する。
目 イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 の児重ポル ノ 解 の福祉 を書す る 解 の解 り を 強化

する。

的 少年相識の窓口の税を國り、少年の非行・家出児i J合待・いじめや目製

の末然防止及びそのIt使の早期発見it資する。̃ 関係機関・団体・m会等のnによる少年を取り程く有書環境の制ヒ活
動を推進する。

※ o S N S 等 i t 潜 む危解の周知や解防止の広報開前を推進す る 。

〇 最走基l対策の推進

n あ らゆ る解を適用したm等]Ill持りの推進を國る。
l・ 県・学校・その他関係換関団開と配した最定族追放換11Mの高場を国る。
01 基理がい集し、基走行おが行われ、または行われるおそれのある場所につ
いて、管理者と通操し た 通 通 等 に よ るll行為を防止する対策の推進を國
る o

目 学校や基理相Mとのn及び田者への支最を独化し、基理への加入
阻止、mからの離leaを 配 す る 。

(11) 義器・薬物の解り強化等、生活の經確保と前な社会生活環境の形成
「 )  覚mi、大麻、危険ドラッグ等業物の書L用 防 開 び 解 り 並 び に 風 構
境の制ヒ活動を推進する。

l・ 義器と火薬類の不法所持の解り、高圧ガ'ス等危前itよる事故防止及び放
射性物質の安全対策を推進する。

o i 力団による学鏡発砲事件等の鏡解を開するため、 i力団の武器m
びn・書売事犯を中心とした効果的な解りの強化を国る。
01 特定商取引事犯及び利田解前に係る前法やヤミ金融前など、社会
間題化している1果民生活を會かす生活経iS事IEの]Ill持りを強化する。
目 「,セ電話1嗽」の解りと被書防止対策を強化する。

m 院表物前、不適ill残土事犯、水質汚高事犯等の環境犯jli対策を推進する。̃ 不正軽油防解のより一属の強化・推進を國る。
lト) 会品のa新等、会の經 ・安心 i t 係 る事犯の解りを推進する。
伊) 住宅侵入観 i ・白動章注の予開、 i始t対策を推進する。
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〇 来日外国人1111的策の推進
lイ) 来日外国人の通を国るととも i t、地域i i i全対i量の推造と来日外国人の

2) 交通空全対策の強化

(!) 安全かつ円滑な道路交通環境のm
n 歩行者・目転車利用者等の要全確保
o歩章分離式信号換・高開感応式信号換・M能者用信号換の聞、投

新歩道等の設置、mの視理性の向上を推進する。
X o信号機のない積? 道への安全対策を通i i,るとともに、歩行者積新点減機

(びかっとわたるくん)については、投新lie f f者の經整保に資する物理的

デバイスの1つとして道路管理者である自治体に提案するとともに、同機器

の設置効果が高まるよう1果民に対する情報発信を推進する。

o最高速度30キoメートル毎時の区域規制と物理的デバイスを組み合わせ交

通安全の向上を国ろうとする区域を「ソ'ーン30プラス」として設定し、人

能の要全・安心な通行空間のmを國る。
o 地 ・自転解の自転章通行環境の聞を 0 きかけ 、自転解用通行構

の交通温制を実施して、自転章及び歩行者の安全確保対策を推進する。

l可 聞 の 要 全 と 円 滑 化

o I TSの活用、信号換の新設及び能、効果的な交通規制、各種交通1111全施

設の開による交i日割まt個所の解消などにより、現の安全と円滑化を國る。

o交通信号機の視a性向上による受通事故のIa少を国るため、信号 Il l「器の

L E D化を推進する。

o老朽化した信号機やm ・ 新 な ど の 配 施 般 の 計 画 的 な M を 推
- IM-



進する。

o交差点能、環状道路・ パイパスの聞及び付加章ill、置易パーキングエリ

アのmをm的に推進する。
cl交差点及び1醫切の通や立制ヒを推進する。

o高速道路の対面通行区間のiii全対策を配する。

01 総合的なit章対策の推進
o 通 構 及 び 通mの変化に対応した聞制の見直しを推進する。
o 配性 、危解 、 i i 随性の高い B班を重点 i t 解 り を推進する 。

② 交通安全教青指針に基づく交通安全教青の推進

n 官民一体となった教育体制の税強化
l・ 生選itわたる段階的かつ体系的な教青の実施
o動児から高開に至るまでの各年itlilに対し、心身の発通の度合いや、交通

社会への參加の開に応じた適切なカリキュラムによる教育を実施する。

※ o自転章事故の地や一レ メ ッ ト の 前 前 果 i t つ い て の 広 報 開 前 を 推
進し、田者に対しては、動児や田が自転章に乗章する際のヘルメットの

着用の能を國るほか、全ての年e属の目転車利用者に対しても、ヘルメッ
トの着用を推異する。

01 前・体 l l l ・經の交通安全教青等の推進
o 実意iの交通の場面に印した要全な通行方法が習得できるよう、參加・体験・実

理の交通1111全教青を推進する。

o全ての白転車利用者に対し、「自転車安全利用理ll」等を活用したルールの

周知を能するほか、受構者の年e属に応じ、その教育効果が高まるよう内
容及び手段をコ夫した交通1111全教青等を推進する。

③ 交通安全活動の独化

n 官民一体となった交通要全活動
o県開ぐるみの活動を推進するため、各季の交通1111全活動を充実させるとと

もに、市町村や各種事業所のほか、交通安全活動推進センター等の民間団体

や、地t校通要全活動推進委員等の民間ボランティアに対する通を行う。

l・ 用 限 のm
cl飲酒通転の危能や施班による交通事故の実想を周知するための交通安

全教育や広報税を引き競き推進するとともに、民間ボランティアや酒設

供欲能等と配してハンドルキーパー理動の普及書発に努めるなど、  「飲

酒班をしない、さ世ない」という県民のmの確立を国る。
o 用 運 転 開 の ネ ッ ト ワ ー ク を 税 し 、 配mを解 し て 、 設 、 酒類 を
理する能店及び自動章を使用する事業所itよる取り組みを配 ・文選す

る。
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o用運転開の見地からも、  県内目動車運転代行;建の業務の適正化に向け必

要な指導't,文選を行う。

01 高開の交通事故防止
o 能や市町村 、地 t 校通要全活動推進委員 、解の会等 との聞によ

り、高開帯を直接前間しての具体的交通1111全指導を推進し、高1tt者の交

通事故防止を国る。

cl認知換能能及び高能能を円滑に実施し、地・受統ちの一属の改書

を国る。

o市町村・交通安全t9 会 ・ 構 動 推 進 委 員 な ど 、mの安全教青機
関 と の 聞 を 強 化 し 、 田 育 ネ ッ ト ワ ー ク の 税 を 國 る 。

o高Ita通転者it対する参加・体験・;tt理の交通1111全教青を推進する。

o夜間事故防止のため、夕iれ時のへツドライトの早め点灯、ライト上向き点

灯やこまめな上下切a 反射材の普及配を國る。
o限 i t不安を感じている高Ita通転者が、 自主的itm許証の返納をしゃす
いmをmするため、各自治体に対し、免田後における移動手段の確
保等、通設の拡売を〇きかける。

目 青少年通転者の交通事故防止

cl安全通IE指理者日01会や関係機関・団体とnし、i沙年が様aする事業所
における運転者管理の能と交通マナーの向上を國る。

o 統 と 用 青 庁 の 配 11:より、高校生it対するm許取得前の教青を充実
する。

的 シー ト ベル ト 及びチ ャ イ ル ド シー ト 着用の能

o各種調l習会などを通じ、全席シートーレトの着用及び適正なチャイルドシー
トの着用能を呼びかける。

? 交通ルールの選守と正しい交通マナーの設を習償,・け、經事故の発生件
数をmさせるため、 関係換関・団体や県内の企業等と配した交通マナー向
上i国 l や 開  の推造等により、県民の解意Hの向上を國る。

【新a】 lト) 積新歩行者の通事故防止
o ie行者に対する保護意設の向上及m新地におけるルール通守と安全な
交通行動の田を国る。

④ 運転者施策の推進

n 初心者域裁青の充実
o指定自動地所において通転免許を取得しょうとするものに対する構及

び取得時構習を税する。

l・ m許取mの教青の充実
o 実 章 に よ る 指 象 解 な ど の 活 用 に よ り 、 聞 時 解 、 高 i i 者a習等
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の各Ill法定構習を税する。
0 1酸統開t得者教育識ll制度を通じ、理転者に対する前育の拡大を図る。

〇 車両 の 解 の 確 保

X n 不正改;i管車両等に対する]Ill持りを通じ、車両の要全性を確保する。
l・ 田 の 一llの向上を国,た章商の普及啓発を推進する。

01 9自動章の不正登最防止のため、関係省庁や団体等と連格体制を確立し、不
正登録等に関するmを 行 う な ど 聞 を 密 に し 、 解 を 推 進 す る 。
〇 道路交選験序lの船持

「 )  解りに必要な装備・資前の充実を国るとともに、交通事故の発生状况を

踏まえ、通事故防止に資する惠質性・危能・通性の高い違反に重点を置

いた交通指解りを推進する。

l' 通学路や生能におけ る田生健やm接の安全を確保するため、通学
路等における理前造状現、開住民からの取総り要望等を把還した上で、

移動式オービスの効果的田を国る。

(i) 交通事1tk義計の多角的な分析結果に基づく、総合的・効果的な交通事1tl情報提

供の推進

n 交通事解の多角的な分析i tより、交通事故の地を的確i t把通するとと
もに、分析結果に基づく総合的・効果的な対策を推進する。

l可 イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し た 精 開 や 広mの解を推進する。
〇 演書Mの適正化

「 )  自動章損書M責任保険の充実や無保険章両対策の能、自転章通学の全て

の通生徒に対する目転車保険の加入配を國る。

l? 交通事流新の活動の強化や自動章事流指 it対する文選制度の充実

を国る。

@ 子供の要全確保
業の經な通行を確保するための遭路交通環境の聞を推進する。

「 )  未就学Iaを中心にaが日常的に集団で移動する経路等の能点検の実
施 結 果 を 踏 ま え 、 配 施 設 のm等、着手可能な設から早急に子供の安
全な通行を確保するための遭路交通環境の聞を推進する。

集 l' 市町村の通学路交通安全プログラム等による合同点検を定期的に実施し、点
検結果を登下校時の要全確開に反映させていく]Ill組をmする。また、対
能能営所 i tついては、緊急性及び解を略まえ、対策の具体化を国ると

ともに、m能に応じた開を設定する等、合同点検を実効性のあるものに
する。

t, ,,l 通学路などの日常生活it書着したm itついて、經の確保と利便性の向
上を国 る能か ら 、 通学路の田な ど を t 点 的に進め る 。
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01 幅員の狭小な通についても、 通学路の要全の確保を國る。

的 登下校時の統 i tよるパトロールの強化を国るととも i t 、 P  TAや民間団体

などの営力を得て地域ぐるaの見守り活動をさらに強化する。

平成23年3月 11 日の東日本大量災では、 東it地方から関東地方の治岸部を中心
に:ti大な被害が発生した。この前lから、行政の災害能事llの管理体制、被装者

it対する救濟・複興対策など、多くの課題を学んだ。何よりも、「災書に強lい県土

づくり」「災書に強い都市づくり」がt要であることを知らされた。中央防災会01
が発表した「首都直下理対策専門調査会報告」で、本県南西部を申心に32市町

村が震度6露以上の揺れが子類されており、表域県沖で30年以内にM6.9̃7.6の

地震が70%程度の確率で起きるとの予測が政府の地E対策本部から公表されてい

る。また、台風・大ilfなどの大規樓目然災害やMなどの恐れもあることから、地

域極の經を確保するため、県が改定した地域防災計画等を略まえ、災書印応体

制の充実独化を国るとともに、災書に独い県土づくりを推進する必要がある。

〇 災害能事総の危換管理体制の税

前 開 の 組 点 と し て 整 備 さ れ た 防 災 セ ン'一の証な管理通営を図る。
o防災情報ネットワークシステムについては、東日本大量災等を踏まえ、関通

システム等との聞換能強化等を國る。

o防災開ネットワークシステムを活用して、迅速・的確i t災書時i tおける信

報収集・伝通を国る。

o アマチュア無線等民間の開を活用したm開 開 lの確立を國る。
l・ 能時itおける円滑な交選験序lの確立を国る。
01 住民への情報提修tを田するため、洪水ハザードマップ・津波ハザードマッ
プ及び土砂災害ハザードマップを作成する市町村への新通を行う。

目 災書時itおける対外交渉P災書対応を迅速it行うため、災書対策本部とa会
との通11111体制の独化を国る。

的 首都直下地量にillえ、東京都などとの? による通開iを税する。̃ 災書の広域化it的確it対応するため、県・市町村一体とな,た広m
の常設化とMによる人的支最体制の充実を国る。

lト) 総合防災訓練について、大規使災害に対応するための広田を想定した訓

m目の見直しゃ市町村の実情it応じた開 i置:11111を市町村の意見も聞きながら
前 す る 。

MI 能時や災害時に、開者や高能、外国人など一般的にmが属きにくい
と言われている人々itも、必要な情報が確実it届くよう、テレビ能itおける

字;ei表1111に つ い て 国 等 に 〇 き か け る と と も に 、 県 防 災 ・ 開 ポ ー タ ル サ イ
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トにおける災害関連mの多能記について1果民に広く周知する。
【新a】 lリ) 市町村の業m計画の中で、国が必ず定めるべきとした「電気、水、能

等の確保」「災書時にもつながりやすい多機な通信手段の確保」などi要な6

要素全てを盛り込んでいない市町村についてll、内容の税を國るため、実効

性の確保it向けた文選を強化する。

② m者の前・救最体制の確立
n 他 解 解 と の 広 域 的 な 相 前 量 開 lの税を國 る 。
l・ 統 ・ 消 防 ( 解 ・ 消 防 章 )  ・自行除などitよる緊急識11体制を確立し、
m接 に よ る ll前はを実施する。
o特にレスキュー監の育成とともに、救動資前のmを進める。
o 商 へ リ ポ ー ト の 聞 を 国 る 。

cl各種防災用品の備書 ll庫及び各地区の防災llilL点のmを進める。
01 病院のネットワークと仮設病院設営・配前・集品等の備書を國る。
目 表・会・住関連及び補修用前など、資前の備書を進める。

om活用品の備書数とともに、各地区の防災llilL点のmを国る。
cl使用期限のある備書品についてll、無政のない在庫管理ができるよう、備書

能 を 前 す る 。

o能補修のため、関係団体とnし、前などの備書を国る。
o 車 申泊選難者に係 るエ コ ノ ミ ー ク ラ ス 症解な どの血解 と し て 、 血流

を,Diす 1-1#性ストッキング 」の備書を配する。
o人工呼吸器などの医療機器を使用する在宅配患者について、災書時に必要

な・通が確保できるよう体制のmを國る。
o始送・組み立てなどit当たるマンパワーや企業・グループの青成を国る。

cl地t始t会に身近な解が解などを備書し、災書時に県からの支最が届く
ま で 能 的 、 一 時 的 に 田 を 通 す る な ど 、 m との防災に関する聞を

前 す る 。

m m者の精神的解に対応するため、相般体制のmを国る。̃ 福祉専門aから成る災害田祉チームのMに伴う活動費用の制度化を国
i t対して0きかける。

I t) 災書時においてm者支最に関わる多様な主体間の活動を相整する中間支l最
換能を担う団体の育成を検討する。

al 公共施般、各種公園、小・中・高校・大学などm場所の指定とともi t、周
知の能を国る。

omにおける防災・選難ll!点として、防災上のmを進める。
o指定選難所の非常用新設備は、過半数の施設が商の状制tあるので、

国 の ll制度の配的な活用を強く〇きかける。
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o公共施設等への災害対策用L Pガスm等の導入を一属配する。
o各施設 i tおける限け入れの対応マ,ユアルを作成する。

cill難所におけるit生活、ごあ 限・トイレ等生活環境のll性を国る。
cl館本地量で車申泊する選難者が多かったことから、商l業施設や公共施設の大

規 能 解 を 「Ill外mt所」として活用できるよう、文l l体制を聞する。
cl県が主l導して「ii難所外被災者」の対策を進め、章中泊などによる関班を

防ぐ取り組みを推進する。

o 市町村が能やおむつ書えスペースなどを新 i t 聞する際 i t 、 県が文

最する制度の創設を前する。

lリ) ごみ・し尿等の処理体制の確立を國る。

?) 大・'I M、解商や 能など、文鐵i,種団体との田

体制の確立を国る。

的 被装者への?i田i度の通と公営住宅確保を國る。

o仮設住宅は、ll者の立場it立,た仕a・設備を準備する。

l9) Wが能される全ての県民に災書情報を配に伝えるため、市町村防災行

政無線の整備を促進する。 まt二、m プラン(個別計画)の策定などにより、

能者や高1tt者への開能手段の充実を国る。

l )  演状化Wに対する復旧・限のため、市町村への演状化対策に関する情報

提修t等の通を実施する。

また、都市防災推進事業(市ttf地被状イ脚策事期について、補助要件の接和

を国る。

P) トラック性会が運営するm防災・災害対策関配設について、市町村にお
ける画定資産裁の必開Eの適正な田について、動言及び情報提供に努める。

lョ) 配会相l止t901会とnし、災書ボランティアセンターの設置・通営に関す
る市町村と市m会福i止性a会の役割の明確化や、同センターの設置・運営
訓解の推進it取り組む。

0) 相田について、場所の周知をより一属能するとともに、現場スタッ

フの資質の向上を國る。

lり 全国社会福tl出a会の提言(令和元年9月)を略まえ、 ll者への福祉的文
最活動の filL点整備を推進する。

【新a】 lソ) 食物アレルギーに対応した食料を選難ifiで? できるよう、食物アレルギー
i t対応した解の備書をM的it進めるとともi t、市町村it対して、備書の実

施や備書量の增加を0きかける。

また、市町村に対して、選難ifiにおける食物アレルギーを有する者の把量方
法、対応解の解能、アレルf一症状が出た場合の対応などi tついて、事

前に定めておくように便す。
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【新a】 l力 コロナ相においてll目主防Mが參加する訓練など田同士のmに制約
がかかることを考 fして、「我が家のタイムライン」などのツールを活用した

効果的な :Elli組を進め、mにおける防災対応力を総持する。
③ 身元不明死体等の適切な]1国愛いの推進

n 開場及び10体安置所の確保
cl建造物等の倒Ia. 津波に番a込まれるなど災書の設によ,て死亡した死体
の検視場所及び通開所、納開、指等を確保する。

l・ 災書等の設i tより行方不明とな,た家族等の相能口の配
cl災書等で安否確理出来ない等行方不明者の通等の相能口を設け、指不

明死体の検視時に得た身元確認資料と、行商明者本人及び家族等の身元確

認解の採取のため、安置所it解接する場所it行方不明者等相能口を配

する。

01 災害用の身元不明死mの 用 ホ ー ム ペ ー ジ へ の 田
o死体番号、開場所、発見年月日、死体の身長・体格・着表・所持品・m
似mの 能

④ ボランティアの育成

n ボランティア活動への参加を啓発・地するとともit、組;St化・ネットワー
クづくりを国る。

o高校・大学や配関係換関におけるボランティア教育を進める。

o業たちがボランティア活動の前を理解し、災書ボランティアへの関心を

高めるため、市町村教'i援員会や学校へ0きかけ、田生健の防mの口
成に努める。

l・ lelt l i f会等を実施し、専門的知識を持,た災書ボランティアリーダーの基成を

国る。

om会福i止性a会の実施する災害ボランティアリーダー研修等を通す
るとともi t、災書0itiilの統一した文ll体制の聞を国る。

01 動労者のボランティア活動を動長するため、ボランティア休順制度の拡充を
國る。

目 ボランテ ィア保険の流を国る 。

〇 災書に独い県土・i8城-iくりなど防災対策の独化
n 東日本大量災クラスの地量を想定した解新と補強対策を推進する。
o原・市町村の序合、公民館(文化施関、学校など教青施設・m・遭路・精
果 ・ 前 ・ 配 ・ 消m設など公共公益施設
o水道 t気・通信・ガス・下水道などライフライン施設
o文化財・神社・仏関など設的文イ随設

o原子力施般や火力発重ifi'・度島廳海工業地持・つくば研究学團都市など企業
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立地帯、 倉庫・化学工場・石油・ガス開施設

o河川の提防や前ため池、地滑り・屋崩れなどの危M所の点検と対策

l' 既 存 設 物 の 田 、 構 物 の 2m書の防止のための応急定機度判
定士制度、危険プロツク標構など、m物防災対策を推進する。
0m m計画it基一iき、全市町村と一体とな,て、m新を工事itつ
なげるための耐・改修補動制度の創設など、住宅等の民間設物の構化を
配 す る 。

cl住民の經確保を11先し、nシュルター」「防災ベッド」等を活用し一部
屋のaを構化するなど、家屋金体の構イm外のM修について普及啓
発などを行うとともに、動成播置の税を國る。

t, ,,l 集内のM・活新IEの調査・研究'P地量子知相の強化とともit、被書子tif シ
ステムの適正な通用及び保守を行う。

目 首都直下地量の選難者受け入れなどを考意し、かつ教育換能や物流換能を備

えた、解的防災l換l点it準じる広域防災l換l点施設の聞を国it0きかける。

m 公共施設や企業などの防災機能の独化とともに、mや企業における自主防
Mの育成強化を國る 。

o平成27年9月の関東・東北1・南itおいて、m動告の在り方が改めて田
とな,たことから、多くの情報の中からt要な情報をつかa、首長の判新に

つなげる、災害の専門性を持つたllの育成を通する。̃ 被書からの前a旧のため、地量保険の加入を配する。
I t) m化を推進し、災書時の通行前の防止や田送ネットワークの確保
のほか、安心でMな通行空間の確保を國る。

o県地域防災計画 i t指定した県能の田m区域 i tおいて、能 i t よる
占用を禁止する指置を適用することについて、i気事業者及び重気通信事業

者、書系、市町村等と性aをmする。
al 西日本i・南災書では、m指示等が出されていたitもかかわらず、mしな
い住民の存在がl采題とな,たことなどを踏まえ、改めて住民の防mを高め
る取り組みとともに、これまでの防災対策の強化を國る。

〇 消防防災体制の聞・充実

「 )  県内消防本部幅)の広域イt扱び共同指令の全県一元化を推進する。
o災害の多激化に対応した市町村の消防体制のmを國るため、 目主的な市町
村の消防の広litイ1:を設するとともに、県域(一本イl:)での広域化も視野に入

れた前を行い、対象市町村に対する支最の充実を国る。

oいばらき消防指令センターへの来加入消防本部の加入配を行い、共同指令

の全県一化を推進する。
l・ 開者の救合率の向上を国るため、通高度化対策を推進する。
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o 高 開 急 目 動 llび高度般命処置用開と A  E Dなどの整備を推進する。

c1a識上にi3いて高度な開命処置を前できる? 命士のi成を図る。
o心肺能法を含めた応急手当ての知験や技術が広く普及するよう、県民への

普及書発活動をll的に推進する。
o真 i t 能を要し、解を必要とする新者が迅速 i t利用できるよ う 、県民

への適正な救急章利用の普及啓発を国る。

01 消防施設、防災体制の計画的・重点的なmを進める。
o 防 災 行 配 が 能 時 i te電しても商できるよう、庁合用自家発電装置を
設置するなどf識能の向上に努めるとともに、a能の高度化と全国ネットワー
クの強化を國る。

o構開精・河川・池・井戸などの消防水利'P各種防m設の聞を推進
する。

cl住民への知識の普及及び通信相のm税
o集内消防本部(局)等への119番映使通報システム(Live119)の導入促進

を国る。

【新a】 目 防火対象物の消防用m等点開解向上のため、広く1果民及び防火対象物
の関係者へ制度の周知を国る。

m 消防団員の年額報OHや出動報OHの引き上げを行う等、処通の改善を国るほか、
「消防団応量の店」制度の拡売を配するなど、消防団の税強化に努める。̃ 災書等itおいて公書中it負a ・均aした消防a員・消防団員及び能it対す
る解災新償制度等の適切な通用に努める。

lト) m防災体制の一属のmを國るため、公益財団法人iltil媒消防性会を育成
強化する。

法) 海難防止及び海上保安体制の独化を進める。

lリ1 地消防数について、施設改修計画や教育資機材の整解更新計画に基づき、

教青換関としての換能を演なわないよう:競l金化を国りつつ、設えを含め、

そのあり方を前するとともに、消防学校を活用し県民の防災教青に努める。

い) 全国的に水防団員の一や高e化が進行し、m防災力の低下が藤念されて
いる こ とか ら 、簡団員の lf的t等による水防体制の強イ日tついて一IE]11tり組む。

4)産業保まの確保

(i) 多a化している高圧ガ 'スや解等 i tよる災書の精防止を国るため、  業界・
団体及び事業所における自主的な保安活動をmする。
② L Pガス一般消IR者の事故防止を國るため、消費者の設前高科に努めると
ともit、設の高度化対策を推進する。

(3) 用 種 シ・ツ ピ ン グ セ ン タ ーへ の が ソ リ ン ス タ ン ド 併 般 で の 聞 開 と し
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て、 ガイ ド ラ イン等の:業定に向けた検討を進める。

5) 河川の改修と治水事量の配

本県河川の改修は、 9定改修済区間を合めても令和2年度末の改修率は58.1%

と低く、水書常a地域及び危険区域が多い。ひとたび集中・南it見舞われると、水
書常a地域及び危険区;tiに住む多くの住民の生命と財産が危険にさらされることに
なるため、関係換関と調整を國りっつ、早急な河川改修や洪水被害防止策を推進す

る必要がある。器せて民間事業者itよるa'利採取事業の活用を国る必要がある。ま
た、河川は水書防止や利水のためだけでなく、河川空間の利活用を含めた河川m
mなどを進める。さらに、m水の考え方に基,・き、河川改修などのハード対
策のみならず、水位計や河川開カメラの配、ダムの事前放流などソフト対策も

進める。

〇 ヨ画川改修の配を國る。

n ヨ阿川下流部(J R 開 か ら下流区間 ) の改修
l' ョ阿川中流部の進水地事業(大場及び御前山進水地)
② 利制l l改修の配を國る。

利測l l下流部、神前(旧波時町の願区間)の改修

③ 解川改修の田を国る。

④ 1果管理河川改修設について、社会資本m重点計画に基,・き、ll的な推進
を国る。

接川(筑波及び地工区など)、 中丸川、 女沼川など中小河川についても改修事

業を進める。

(ii) 前 の 聞 、 士 地 区 画 理 な ど に 関 連 し た 河 川 の 改 修 を 使 造 す る 。

l重) 河川空間の多様な生fill系にmする多自然川づくりを推進する。
X 〇 河川量aの美化、意いの場,・くりなど水辺環境のmを進める。
組沼川、前川、測 f litついて、通間一iく り 河 川 聞数を進める。

接川(水戸)や銀沼川、酒沼川、前川について、かわまちづくり計面や.i・るさと

の川m設を進める 。
〇 県能河川の適切なi性持管理'P監観体制の強化を国る。

〇 河川のmのため 、能 ・構する竹木やごa等の減通用に対する動成
などを検討する。

近年、 配化している海地や海岸災害を未然に防止するとともに、  海津レク

リエーション利用需要の拡大it対応するため、環境と利用it1動tした海岸展施設
等のMを推進する。

- In-



7) 土砂災書防

土石流、 地滑り、 屋崩れ等の土砂災書から県民の生命・身体を開するため、 土

砂災書防止施設整備のハード対策と、「土P災書防止法」に基づく書成区域等の指

定等によるソフト対策を合わせた総合的な土砂災害対策を実施し、災害防止及び被

書の8減it努める。

また、mしているダリラ豪商や能など、決いmに甚大なWをもたら
す局M善の被者者への通切な支通が行われるよう、国に対してのaきかけを行う。
(i) 保全人家の多い土砂災書危M所のうち、m場所やm、要配」〇者利用
施設を保全対象に含む部rや実際に9船れが発生した管構について、優先的に

土砂災害防止施設整備事;建(ハード対策)を実施する。

(2) 地量等の影響itより地形的解が変化したmや、新たit土砂災書防止i般等
が設置された場合等に、土砂災書'i成区;tt等の解除又は範囲の設について、業
歡かつ通に対応する。また、田への周知・書発に取り組む。

〇 能 や 解 す る ゲ リ ラ・南でみられるよう i t 、現行の ll者 生 活 再 前
法は、個々のm者が甚大なWを受けた場合であ,ても、一定all以上の住象の
解 が 認 め ら れ な い 場 合 ll適用されないことから、適用条件の量和や上限額の

引き上げ、精世帯itついても文量対itとなるよう、制度見直しを国it0きかけ

る。



01 構 育 に 関 す る 各Ill研修会を開催し、mに お け る 構 育 を 通 す る 人
材の青成を国る。

目 女性教青の充実を国るとともに、男女共同參画 一 地開の推進に寄与する。
〇 エイズ、通事故、環境・消費間題に対応した学習活動の推進

生選学習・社会教青等あらゆる換会を通じ、正しい認識を深めるための学習活

動を推進する。

o H I V感染者が社会生活の申で温かく辺え入れられるよう、社会環境の前

it努める。

〇 県民スポーツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン活動の取
n 広域スポーツセンター設を推進し、総合mス ポー ツ ク ラ ブの質的税
を国る。

但1 「 ニ ュ ーいばらきいきいきスポーツd a y 1」や県民総合体青大会などの開催

を通して、mのスポーツ活動の活性化に努め、スポーツ人口の増大を國る。

t, ,,l 動児から高1tt者まで、ライフステージit応じたスポーツ ・レ ク リエーシ ョン
活動の充実を国るため、スポーツ少年団の青成とともに、フ, ミ リ ー ス ポ ー ツ
や=ユースポーッの推進に努める。
目 生選スポーツ指導者の基成を国るととも i t 、スポーツリーダーパンク活用の

推進に努める。

的 スポーツ ・レ ク リ ェーシ・ン関係諸団体の育成強化を國る。
lilt 県民の#土it対するllと持 りを深めるため 、水戸生開センターと弘m
がnし、茨城県の特るべき歴史や先人たちの体業に関する能を日本進の弘
通 を M に 開 設 す る 。

6) スポーツの田

〇 スポーツ lftt力の向上と国際友好線善を國るため、 外国とのスポーツ交流を國
る o

② 社会体青施設のm
n 笠松・堀原通動公目など県営体育施設の総合的なmを進める。
o通年利用が可能なスケートリンク専用施設の聞を進める。

cl野球場等公式は合のできるm場をmする。
l可 学校体育施設の開放を配するとともに、クラブハウス・夜間照明施設など

を整備する。

01 市町村の社会体青施設のm (河川数の活用等)を推進する。
X ③ スポーッイーントの開催や、合宿・キャンプの設といったスポーッッーリズ

ムをM的 i t推進するはか、本県のイメージアップやm設の活用配 i t もつ
ながるよ う 、特定の能やターダッ ト等を明確にするなど 、戰e的 に 解 明 を
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國る。

〇 県内のサッカーやパスケッ トポールなどのプロチームと配し、  ト ッ プ ア ス リ ー

トとの交流を通じて県民の開進やチームの支最独化を国る。

⑤ 北海道に本mを持つプロ野球球団の日本ハムフ,イターズが地元市等と配
した、スポーツを活用した新たなまち一i くりの試みである「北海道x表限プロ

ジェクト 」が、mの大きな原動力の一つとなるよう、産学官民の取り組a
を 通 す る 。

7) m化のa造 と 田
1果民の多e激な文化=一ズに適切に対応するため、 全県的な解に立つて文化
施解の充実を国り、市町村の施設・設備を充実さ't有換的な配を国る。また、
文イ国01設における内容の充実を国ることが必要である。

〇 1果民文化の創造と田に向けて、mイ 解 の 展 開
n 県民の文イ田高場と文化活動を配するため、情報の解i t努める。
l? 伝統的な行事、民?能などの伝技文化の継承及び発展を国る。
01 開などの開催により 1果民の文化活動の税や文イ快流の配を國る。
目 実技指導のleltlif会など、地域itおける前分野の指導者を青成する。

集 m 文イ日ttの発掘や保存、老朽化した文イ日ttの修理、防災設備の更新など、文化
財の保存・活用に努める。̃ 新化した開放化財の前等 i tついて、専門家の診新、修理補修強化
を推進する。

lト)m文化銀真条例及びm文化? 画に基,・き、m文化m
の活用等を含め、文化願構の総合的かつ計画的な推進を国る。

法) 市町村によるアートを活用した特色あるまちづくりを支最する。

② 文化関係諸団体の育成強化

n 県民の自主的・個性的な文化活動it対し、いばらき文化願財団itよる動成
を行う。

lロ) 市m化!a会の結地の設置を田 し 、 文化要術国体等 とのネ y ト ワ ー
ク化、前文化活動への文ll体制を強化する。

③ I T・広域交流時代に合,た県民文化センターのm
n 1果民の文化・新・姜能などの創造・交流及びi=litのMとして専門性の高
い施設とする。

l' 市町村の文イ国01設とのネッ トワーク化を国る。

④ 1果立美術館のmの税と 1果民に線しまれる美解づくり
n 近設構で国内外のiれた作家・作品の配会を開値、iれた美術作品の
計画的な収集を能的に国,ていく。
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l可 近代美術館の所a品のデジタル画像化に取り組み、 ホームページで画像を合
む所日品情報を離でもa lt関覧できるよう、情報の解 i t努める。
さらに、県所蔵美術品の画像貸し出しについて、有償化すれば安定的な収入

が得られ、画mサービスの税が國られるため、民間も有償で配できる
制度itついて調査前する。

01 つ く ば美術館の関のmと効果的な通営を国る。
目 五浦美術館の天Il、関係資料のMを國るとともに、現代作家の創作活動を支
愛する。

〇 ミaージアムパーク茨城県自然博物館の各種活動の充実等に努め、自然につい

ての理解を操めるとともに、魅力向上の取り組みを推進する。

〇 表限商設構の各種事業の充実i t努め、県内商妻の能の向上を国る。

(i) 県mを法とした歴史系の総合ン'ー ン のmに努め、文化・歴史を活用し
た県の魅力発信にll的に取り組むとともに、増大する公文書資料の整理・保存
を国るため、設公文書等の管理データペースの開能の充実強化等、公文書

開能の充実を国る。

〇 学校・設・地域が通して子どもたちの豊かな能を育むため、1果立美術館・

開館が前文イ随設のll点としてM的i t活用される環境づくりをより一ll 推

進する。

@ 旧境波海地監司領庁合を保存 し 、 精の設を構 させ る取 り 組みを継
続する。

〇 関係市による茨城県のllな 開 で あ る tヶ清の解lき船の歴史的・民俗

的価値の調査・記録に対して支通・fa力し、今後の保存・保aに向けた取り組みを
進める。

Iii) 大名度園をテーマとした広m携による世界進登5への動きに対応するため、
関係換関と通操して「開目」の価値を高めるための学tEi的な調査研究を検討す
る 。また、 「大名度園サミッ ト 」等を通して、Mの情報 ! ll集it努める。



6. 国内有数の農業,県として元気な
を一●発展させる

i'e わが国の農林水産業を取り8く情勢は、 高船化や担い手不足、 實材
信格等の高Eなど、経営構は厳しい状况にあり、また、国際的には、

T P P協定等により急通なグローバル化の造展が予想される。
一方、 カ ロ リ ーベースの全料自船率は主要先進国の中で最低水準の
33%と依然低い状況にあり、食料安全保障の観点から、より高い水

準を目指していくことが求められている。

国においては、「農林水産業 ・地域の活力創造プラン」や、「食料・

設・農村基本計画」に基づき、若者たちが希望を持てる「強い農業」

と「美しく活力ある晨村」の創出に向けて施策を展l;a している。
このような中、表城原においては、経営感覚に優れた農業経営者の

育成を進めるとともに、農地の集積・集約化やI C T等の新技術の導
入による生産性の向上、プランドイtや6次産業化などによる付加価値
の向上により、「器かる農業」を実現することとしており、こうした取

組を今後一層推進していくことが必要である。
林業については、表林湖沼環境税を活用し、通正な表林整備と表林

資演の循環利用を推進し、 表林の公益的構能の持義的発郷とカーボン

ニュートラルの実現を目指していく必要がある。水産業については、

生産性の向上や所得增大に向けた取組を進め、 その前提となるつくり

育て管理する漁業や漁港などの生産基盤の整備を推進するほか、養殖

設の創出に取り組る、 水設の成長産業化を国る。

これら農林水産業を次の世代にしっかりと引き推いでいけるよう、

万金を期していかなければならない。

1) 解力のあるa.、産地': ;く り とHf売戦略の強化
(i) 本 県 設 の 願

「 )  茨城農業の取を国るため、 I CT等を活用したスマート農業や能物のブ

ラ ン ド 力 強 化 、 国 内 外 へ の 開 に チ ャ レ ン ジ す るmある産地や解体
を文llする。

l' 開障の観点から、生産者の経営安定の確保を前提に、県産農書産物
の増産と目始率の向上対策に取り組む。

t1 レンコン等、各産地を船開展させるため、地域 'i'作物 の能 it応じた設
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田に取り組む。

(2) 能物のブランド化と限売101進

n 「意水J、「常陸のllき」の高般店での取授継続等に努めるとともに、 ト ッ プ
ブラント化に取り組んだ手法を他品日等にも応用し、首都日でのフュア等の開

値及びマスコミをM的i t活用したP Rの展開などと器せ、本県産能物のイ

メ ー ジ ア ッ プ と 配 を 国 る 。

l可 m産米のイメージアップを國るため、日本mi l検定性会による食味ラン
キングi tおける特A商や全国規程の各種お米コンテスト等i tおける高商の

選得やmオリジナル米産地等におけるさらなるブランド力の独化に取り組む
と と も に 、 田 の 消mを推進する。また、国内の米消費の一が観く申、
米の始出配itよる新たな需要開拓を進める。

01 市場取引の大型化に対応するため、個別能や生産ll臘の再極・統合を進め、

出荷単位の量を拡大し、書果物等の配力を強化する。

目 設 団 開 と 配 し 、 表 限 能 物 解 開 本 部 が 行 う 首 都 日 で の 県 産

能物の売り込a活動やP R活動を充実する。
X 的 加工された能物の・出についても、その・出可般性を探るため、国内外の
会品加コl業者などの,-:''の把通it努める。
③ 本県設を支える担い手の確保・青成

? 認定e業者数の拡大とll 購営eの組a化を推進し、n解 が11れている土
地利用型a業の担い手の確保・青成を国る。
ま た 、 解 営 農 の配化や解営mの経営発動二向けた取り組aに対し
て支最策を器じる。

※ l・ 通者や高船化 ・設化 i t 対応する集落営e組;St、サービス事業体を文
最するとともに、人・能プランの実行にあた,ては、理定H集者をmの中
心となる経営体と位置,・け、力強い設能づくりを進める。

※ t, ,,l配 者青成船合対策等itついては、m的で安定した文選が必要である
ことから、十分な財源を確保する。また、新通就農者の半数を占める新i就農

への通を強化する。

? 中技となるa業複離者、配 者などit対し、mi度の活用や 通のた

めの械ll子1日l金の確解により、就農しゃすいmづくりを推進する。
また、地相識のワンストップ窓口を設置し、地準備から定着まで一貫し

た文選を国るととも it、 ホ ー ムページ等itよる表mの前流 及 び オ ン ラ
インも活用した就農相般対応により、県内外の就農希望者の呼び込aの独化を
國 る 。 さ ら に 、 田 が 済 ん だ 、 も し く ll配 か ら 相 当 経 営 年 数 が あ る

4 0 、  5 0a代の将来中技となる設者の文選を強化する。m設 の理 や
前1子配のレベルから、11業拡張や、法人化なmを拡大識化する能は、
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ワンストップ相識窓口の開設を推進する。

的 Ia業大学校itおける経営it関する設的な教青・m内容の充実強化や要
の県内就農の支最を国るとともに、農業高校や能、民間企業とのnを独化
する。

n 地城ぐるみ(市町村・aB・農業団体・青少年組;St・学較)で、a業への理解
とm者及び青年農業者配の青成独化を進める。
lト) 新規參入者等に対する市病や設団体等の受け入れ体制のmを 配 し 、
体 系 的 な 開 得 の 換 会 を 解 す る と と も i t 、 能 や 施 設 の 聞 な ど の 文

最に努める。

MI 解かるe業を実現する強い経営体を育成するため、設參入を希望する企業
の 設や参入後の規? への文選を行 う と と も it、参入企業や 設法人等へ

の慮用通の促進と人材青成を進めるため、 「農の属用事業」 の統 と 活用 を

推進する。

lリ) 前野 i t お け る労 0 ヵ を安定的 i t 確保で き る よ う 、 設団開 と配 した

労0ヵ確保の田aづくりを田する。また、在管資格「特定技能」など、農
l業分野において外国人材を労〇者として活用できるよう、受入れ体制のmを
進める。

l )  新通就農者や定年帰農者の技術等の解について、いばらき営能の開購と

と も に 、 mで開催する営e設との聞を推進し 、効果的な通を國る 。
m 設の現場itti書者の就労を使すためit、a? 省が水戸市のa? 研
修所内にt事書者向けの園芸施設を設けるのを契機に、より一属「農相ll」 の
]Ill組を推進する。
l9) i れ たm感宣と技tt i力を備えた強い解を青成する「いばらき設アカ
デ ミ ー」をより多くの方に受購してもらうため、受購しゃすいmに努め
る o

〇 設 ・a村の担い手として活日できる通者の青成
集 「 )  mをリードする女性農業者を青成し、農村に関する方iト策定への女性の参
画を推進するため、e村女性リーダーの育成や設関係書a会委員への女性の
登用などを推進する。

集 l' 農解に農業 ・ 能加工技術等の解の場を解す る と と も に 、 能加工
グ ル ー プ の 起 業 化 や 解 定 の 開 を 推 進 し 、 地 に 主 体 的 に 取 り

組 む 通 者 を 青 成 す る 。

〇 水田の有効活用の推進

n 米価の安定を國るとともに、稲作e家がmを持つて取り組めるよう安定し
た文選制度を構集するよう、国it0きかける。 また、米価の下落が構の生

産 前 に 大 き なllを与えている。能定のため、菲食用米や表・大iiな ど
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への通を拡売するほか、 米の・新を国に対して強力に〇きかける。
l・ 表'P大豆、そば、開需要米it加え、野菜などの高収益作物へのllと生産
拡大を国るため、必要なm設のmを支最するとともに、収量・品質向上
に向けた]Ill組を進め、水田e業 の 解 定 を 國 る 。
t, ,,l 近年、気前 itよる;i季の高温等の影響から、米の品質低下が間国とな,
ている。 このため、高温の影・を少しでもa和できる水管理等の基本技術の機
fillこ加え、 高温能にすぐれた品llの開発を進める。
目 ィネa新及びレンコン黒皮症itついては、防除対策の周知や地域ぐるみ
での取組の推進等により対策の充実を国る。

@ 降力のある高品質・低コストe業の推進
n 低コスト設の実現i t向けて、 Ia地の集演・集約化、 I C T 等 の 前 の 活
用、新品種の青成や本県オリジナル品種の改良等をm的に推進する。

X l可 市町村、e業委員会によるe地等の利用の;最Ia化活動やe地申間管理a構に
よ る Ia地の能などを一日配し、担い手it対する Ia地利用集演を推進する。
また、農外からの多機な担い手による農地入や農随による直新を田し、

e地の ll的利活用を推進する。
さら i t 、 la地中間管理事業を推進するため、事務処理期間の短接it向けて、
事if手義きの効率化、簡素化を国るとともに、必要経費の確保を要望する。

01 士地利用理の担い手の所得確保と士地利用率向上のため、m作のも
と高品質・低コストな表・大豆の産地化を推進する。

目 土域e新に基づく効率的配や局所配の導入、たい ll!1等有機物1日類の利活

用 を 配 す る な ど!E料コストの配を國るとともに、高品質なe作物の生産に
向けて 、用配を基本と した土一i くり活動を推進する。また、 IE料成分の的

確な分析、公表を行う。

的 畑地における輪作作物、士地利用型作物として重要な表・大i・そば・前

生等の作付拡大と品質向上を国るとともit、「筑波落花生」「常前そば」等の能

柄化を推進する。̃ e業就l業人口の一や高e化、水田経営をllじ め と す る 地 の 大 規 換 化
が進む中、経営の効率化、作業の省力化・ IE労化等を進め、生産性を高めるた

め、生産現場でのI CTやロボット技術等の先端技術を活用したスマート農業

を推進する。

lト) I CTやロボット技tti等の先端技ttrを活用したスマート設の導入 i tよ ,て

得られた成果や、費用対効果などに関する情報を、より多くの農業者へ選やか

に分かりtすく解し、目ら判断できる取組を進めるとともに、その役割を担

う人材を青成する。

伊) 農業由来の院プラスチックのリサイクルを行う県團業リサイクルセンターの
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運 田 に つ い て 、  開 プ ラ ス チ ッ ク を 配 す る 開 材 販 売 l 業 者 等 に も 負

担を求めるなど、観力体制を構集し、能の負担増加の抑制it努める。 また、

近年演少する農業用ビニールを限から受け入れることで、事業収入の增加を

國るとともに、必要な施設の維持に努め、e業由来の院プラスチックの適正処
理を確保する。 さら i t、設由来の廳プラスチックの部出抑制を国るための生

分解性フィルムや、長jl服用のできる被a用フィルムの能への普及推進を国
る。併せて、国に対して、e業由来の院プラスチックのリサイクル情環が健全
i t確保できるよう、プラスチック製造業者や院業者が部出処分it i t任を持つ

制度の創設を0きかける。

〇 生産・配の戰 Ieを有した産地,・く り
n 本県能出額の約半分を占める園妻部門i tついては、マーケットインの視
点をもとに青果物の品質向上をはじめ、生産・品質基準に基づいた差別化商品

の開発、市構等による新品日の導入や加工・業務向け野菜等のm 、
担い手の確保・青成などit取り組み、院力等の強化it前的な生産集団を文

最し、ブランド化等による革新的な産地の青成を国る。

l可 配力等の強化を國るため生産組aの再l日・統合や、市場御売会社等と配
した新たな品目設itよる産地一i くりを推進する。また、本県で開発したオリ

ジナル品種を活用したブランド化の推進や、G I (地a的表示)など知的財産
制度等の活用による地城ブランド配づくりを関係構関が一体となって進める。

t, ,,l 野菜の低コスト生産を配する能化一買体系や、実需者,-:'' it基一iいた
高品質な青果物を年間を通して安定的にmできる体制を確立するため、必要
な開 ・施設のmを推進し、降力のある目姜産地を育成する。
目 国内外itおいて需要が拡大しているかんしょ等の園妻作物itついて、地城外

の担い手や農業への参入意向のある企業のmなど、市町村の枠を組えた能
調整を行いながら、やる気のある担い手へのer mを國るとともに、生産者
と実需者とのマッチングを一体的it進め、 さらit新たな需要を開拓するなどの
取組によ,て、温解大を支最し、生産振真に取り組む。

的 干し芋のmに向けて、首都日での商識会や海外'fイヤー招]1号など商設
の換会の解を行い、新たit干し字の加:[n流i t取り組む設者i t対し、  きめ
細かな支最を行,ていく。̃ 施設目姜産地に対し、開価格高隆のMを受けにくい経営への転換を推進
するため、省エネル?一設備の導入を文選するはか、? 価格高a時it補環金
を交付するセーフティネットへの加入mを国るとともに、 'l直タ、的な制度とし
て位置付けるよう国に強く〇きかける。

lト) 高品質な青果物を安定的itmするため、国営Ia業水利事業等で確保した畑
地かんがい用水を活用した新産地の青成を推進する。
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MI コギク、グラジオラス、'f ラ な どの切 り花 、シ ク ラ メ ンなどの前 、ハナモ

モなどの技物や芝など花き生産の一llの拡大を国るため、生産組;Stの強化や花

き能の経営安定のための省力開、施設の導入など生産基雄のmを推進す
る。また、関係団体等と通操を強化し、新たな新の開発や? 新に向けた

花青の普及、PR活動等を推進する。

lリ) 県北中山間mの 解 やmを活用した技物産地を青成するため、
高品質・安定生産に向けた新通を行う。

い1 聞産地の活性化を図るため、生産体制のmと高品l9果実生産等を造める。
特に補動事業の活用による県オリジナル品種など新品種の導入や改値、多日的

防 理 な ど のm通や病害虫構を進める 。
m 茶・たばこ能用作物の生産基盤の確立と生産性向上を国るため、生産管理
用開 ・施設のm田や生産団体が開催する共進会等への支最を行う。
〇 解かる書産解体の育成と本用産業を田するため、生産性の向上や規樓拡

大 、経営 ・ 飼基新の高度化等11:よ る解の高い経営体の青成、始M料

に依存しないより独い書産経営体へのm 長jla的な視点に基づく能構産物の
更なる高前値化やブランド化を推進する。また、消費者の信霞に応える安全・

安心な書産物を安定mするため、飼新生管理基準の違守能を書産能i t指
導するとともに、書産経営に大きな影・を及ぼす象書伝染病の発生予防とまん延
防止に向けた施構を器じる。さらに、家書部せっ物の適1];処理と配等の有
効利用を進め、環境と調和した書産業を確立する。

「 )  生産基雄の独化

o 書 産 能 とmの関係者が一体となって行う経営規使拡大や法人化を進める
とともに、簡易nのmや 開 者 解 承 し た 書 合 の 改 関 を 行 い 、
収益性の独化を国る取組を支最する。

c1i番e家への高般力なll幅It牛の導入によるM牛の確保や地卵移續の活用

を01進し、中技的な担い手の青成及び生IIL生産体制の強化を国るはか、他産

業並の休日確保や労0ヵ不足解消に向けた方策の前を進め、m者や新通
地者の確保を國る。

o和牛;It;道a家 の 規 能 や 常 E!牛指定生産者への;It;道建牛導入itよる一能
営化、新卵の供装ト体制の独化や公地解の活用田、担い手の青成等に

より県内にmな 開 牛 群 をmし、子牛生産から船育まで、県内で一貢
した高品質な和牛の生産体制を構集する。

o 鋼 料 用稲等の利用田 、 外部受配や田等の活用 を進め る と と も

に、食品残活等の未利用能の利用mや解や子地 ト ウ モ ロ コ シ 等 の 生
産mを国るこ とで 、始M料 i t 演 らない飼能設 i t 立脚した書産m
の実現を国る。
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o配前料・書産物等の価格安定対策の推進や書産難能導、新技tEr構 の 開 発 と

普及itより、経営の安定化や低コスト化を国り、解力の高い経営体を青成

する。

l可 書産物のブランド力強化やm
o集オリジナル種書の開発 ・利用等itよる「常豐牛」、「ロー:''ポーク」、「常豐
の11き」、「M し,も」等の一属のブランド力独化を国るとともに、能柄
書産物を取り扱う配店や欲食店の一属のmやP R 等に よ る イ メージア ッ
プと限売101進を国る。

o常陸牛について、ダノム情報を活用した高品質化対策に取り組むとともに、

アメリカや東南アジアへの・出拡大を推進する。
cill家については、デ , ロ ッ ク種系前 「 oーズD 1」を活用した新始柄尿「常

陸のllき」の知名度向上と生産・m大を推進する。
oミルクスタンド、統一ロゴ等を活用した本県産a ・a製品のP Rのほか、
aの日や M間 を通 し 、 路aへの理解a成'P牛事L・m品の消費mを
推進する。

o共進会等の開催によるさらなる品質向上や流通販売対策を通する。

o外国産牛内における 「Wagyu」表示等松らわしい名称について、消費者の

判新材料となる情報表示のあり方について、 国へ0きかける。

o a卵についてll、生産量日本一のP Rを行うなど消費mを推進する。
t, ,,l 高病原性111インフルエンザ、ロ設 やm数 書 長? のll入防止のため、
鋼新生管理基準通守を推進するとともに、万が一の発生に備え、定機管理体

制の税を國る 。

目 書産環境対策の充実

cl茨城県象書排世つ物利用田計画に基づく象書排世つ物の適ill処理とi国l!1化

を進め、能情地書産を推進する。

o家書部せっ物のエネルf一利用などの前や地の広域流通を推進する。

o 理 の tヶ清流域から流城外への流通便進等による商負荷削演対策を独化

し、Eグ浦、北浦などの水開ヒを推進する。

田 「表限食内流通合理化計画」及び「食内セン'一整備に向けた基本的考え
方」に基づき、高品質で安全なi t肉を解でき る よ う i t肉 セ ン タ ーの再ll樽 整
備を施設関係者、生産者、食内構関係者一体となって進める。

(11) 会の經・安心の確保
i tの安全・安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、県民の生命

及t;」B康を保iiするとともに、消費者の信頼を確保する。
n 会品等事業者it対して法令順守税の向上を使すとともit、営業i般't,tt品
表1111の願指導の強化を国る。また、国や他白治体と llした効率的かつ効果
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的な・入食品のmを実施し、 県内に流通する・入e産物や・入加工食品
の經確保の充実・強化を国る。

cl農IIE国期防止など解確保の観点から、生産者が分かりやすい設ラベ

ル義示を国に〇きかけるとともに、設の適1]三使用の能を國る。

oa作 物 の 田 を 確 保 す る た め 、 聞 等 不 適 切 な 能 が 流 通 し 、 使 用
されることのないよう、解売業者に対する立入01査を実施する。
cl登録9集の少ないm特産物の生産安定を國るため 、田のための通
を行い、適用拡大を国る。

o能物等の残管m をm的に実施し、その解果を県民に分り
やすく公表する。

o消費者が安心して本県の能物を購入できるよう、生産者it対し能itつい

ての正しい知験・情報の解に努めるとともに、設の適正な使用について

動言を行うe集適1]三使用アド,f イザーを育成し、能物の要全を確保する。
また、GAP(農業生産工程管理)やトレーサビリティの取組を促造する。

l? 茨城県食の安全・安l推進条例に基づき、安全・安心なi t品の生産及び開
に寄与するため、実効性のある総合的な食の要全・安心施策を推進する。

lilt 会とaの 配 前 の 推 進
n 市町村や関係団体とのllを図り、学構への地場産物の響入を但造する。
o学校始食への県産aの安定供始等を通する。
l・ 県民の会it対する関心の高まりit応えるため、県内で生産されたa解 物
を県民に設を持,て消費してもらえるよう、民間企業や市町村とnして県
産品のm ・ P  Rに取り組む。
t, ,,l 集産品の開 ・PRの取り組みが、集産a? 物の消費? のみなら
ず、能客のmや県のは力度向上につながるよう、部局間のnをこれまで
以上に強化していくとともに、取り組みの内容の税を國る。

目 県民がmな県産能物を能 i t入手できるよう、県内mや直売施設へ
の供始拡大を田する。

的 食やeへの1果民の理解や日本型食生活の普及を國る。
o子どもたちの会生活の健全化や、 自能の会ぺ物と地mとの関係を知る
it青を推進するため、 子どもたちに対し収a mなどを通した食農教青やi t
育推進ボランティアによる普及書発活動を推進する。

lt1) 環境保全型a業の普及啓発と文l目装の充実
「 )  特別能能物及び有機農産物の作付拡大を国るとともに、消費者へのP R

を進める。

l・ 天li t・フュロaン・対抗植物の利用など、生物的防除や簡法の改善itよる

通 境 に や さ し い 田 の 位 と 普 及 を 推 進 す る 。
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01 環境保全対策として水田の持つ制ヒ換能を活用するとともに、 適正な配管
理技ttrの能など i t より、重ヶ浦、北浦などの水開ヒを国る。

目 省力的な表・鋼開等の作付けを解導し、mの防止・地力の增llび農
村mの保全に努める。
的 化学IE料・化学合成e菜を原則5割以上低減する開と合わせて行う地球温
日ヒ防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支最する。

〇 ィ ノ シ シ や 経 な ど に よ る 能 構 へ の 対 策

n ィノシシi tついては、 Ia業被書等が拡大している地域があることから、被書
対策の取組を独化する。また、アライグマなどの中型歡についても被書対策を

実施する。

l? 生息動向等のデータit基一iいたll入防止柵の配 や 選言帯の聞など、総合

的な W防mを購じる。
01 ィ ノ シ シ の 地 の 適 正 化 及 び 田 の 拡 大 防 止 の た め 、 市 病 や 施 会
等と配した有書1l iett能lなどの対策を強化する。

目 tヶ清周辺における水島によるレンコンWを防止するため、実想を解明す
るとともに、目然mに配意した被害防解を器じる 。
的 前減、地域の所得向上、解の増進のため、ジビエや度の加工品の

利活用を田する。

? 一ホンジカについて第? 開計画に基,・き情報収集等を行うとと
も i t 、 子 前 を推進す るな ど , ホ ン ジ カの構を配す る 。

I t) 有書期大被書対策として、人材青成や配づくりを前するとともに、指選
活動に係る設について、財配を拡売する。

※ al 高船化等itより減少している開を確保・青成し、捕選体制の船持を国,
ていくため、担い手となる新通湖構も含む持構の経済的負担を9演する取

り組みを拡売する。

lリ) 本県のイノシシ内は、原子力災書対策特別措置法の規定itより出:商刷限中で

あるが、県が実施している放射性物質検査では基準値以下とな,ていることか

ら、出能順を解除し、ジピェ料理への解を促すなど市場に流通させること

に よ り イ ノ シ シ の 施 を 高 め 、 能 等 のa作物被書防止itつなげる。
0 災書に独いHal-iく り
n 冷・言・=・ oよう害・長ilf ・干ばつ ・台風等の開害に強い設づく り
を推進する。

cl気象情報の的確な能と広報体制を独化する。

cl防=フ,ンや多日的防理等の施設をmする。
o 低コス ト耐能ハウスや、設の高いパイプハウスの導入を配する。

cl農業用施般の補lie対策等をまとめた前マニaァルを活用した農業者等への
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新的指導・動言を行う。

l・ 災書などitより被書を受けたa作物・a用施設it対する共書制度'Pa地等の
復旧制度の拡充を国る。

01 設開や設による事故防止を書発すると と もに 、開災制度への加入
配 を 国 る 。

〇 明日の農業を拓く新技術・新品種の開発と普及

地 の 向 上 と 解 力 の あ るmづくりを進めるため、開をはじめ、消費・
流通サイドの,-:''や近年の気前を路まえた新品種や 開の開発を進める

とともに、その成果をいち早く普及する。

n 精や境通林研究団地などとの聞を一属強化するとともに、 ,f イ オ テ ク
ノロジーや前開発it係る共同試験研究を推進し、その実用化を国る。

l' 高度な技術については研地と普及指導員がチームをつくるなどして、新技
術 の ll的な導入とその普及に努める。
t, ,,l 原 能 セ ン タ ーや園? センターの新化した解設備の更新を国,た上
で施設を活用して、m能の安定mを国る。
? iitiall越 要e作物等ll子条例に基,・き、米・表・大i及びそば等の種子の生
産体制を船持するとともit必要な子算を確保し、ll種子の安定mを国る。
m 担い手の確保・青成や能R能への生産 一 経営管理技tE手e導に加えて、
G A P推進やI C T活用通など新たな課題にm的に対応できるよう、現場
を直接指導する普及指導員の増員を含めた普及指現能の強化を国る。

〇 開で活力ある農村づくりの推進

n e開 の 生 活 基 盤 で あ る 通 や 生 田m構 のmを 通 す る と と
もit、 la地'Pa業用水等の保全をM的 i t配し、快適で前ある Ia村づくり
を進める。

l? 前解 i と選 llし、都市とe村の交流をIa的にmし、設・
a村の活性化を国る。
o都市との交流を田するため、交流の filL点となる施設のmを田す る 。
cl組光とタイアップし -ll農家園言の開設など、グリーンツーリズムを推進する。
o都市住民の自然とのふれあいや、高1tt者の生きがい一i く りなどIa地の有効利
用を田する体It農園や市民農園の開設や利用を田する。
o豊かなmの能を生かし、都市e限流活動に取り組むe業者等の育成を
国る。

01 中山間mの活性化を田する。
o m特産物や田を生かした地場産;建を育成し、定住が國られるよう、
山村板興対策を推進する。

o 農地の管選や開を行 う集団の青成や 、地 t i におけ る 6 構化の田 、
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市民e目や設・加工体験を通した都市・解住民との交流の活発化を図る。
o通・高船化が進む中山間地域itおいて、地域の技となる人材の青成を進め

るとともに、農山村固有の多裁な開を生かしたは力と活力のある農業・農

村づくりを推進する。

? 能物の加工・出荷・販売体制一i くりを進める。

o能物加工技術指導の filL点となる 「能加工指導センター」の機能を充実さ
せ、mの特産品,・くりを進める。
的 a村itおける美 しい開やMな居住性を確保し、快適なむら一i くりを進め
る o

〇 e業団体の活動の強化
n a観の営a指導の活動強化、販売体制等経営体質の強化を国る。
o広M営と関係市町村・普及センター等とのnの独イt扱び営農指導の独化
を國るとともに、申法能に対する支量対策を配する。

oa観itおける能物販売体制の確立・強化をM的it推進する。
o合併に伴い、能柄産地の広域化への対応と産地青成を推進する。

l可 e業共i離 L 台 等 の 解 l強化を推進する。また、e業共i離 f金国庫負設
等の確保を国it0きかけていく。さらi t、mの安定のためのセーフティ
ネットとして、収入減少を補てんする収入保et制度のより一属の普及について、
国に〇きかけていく。

t, ,,l 設制milの活用配 it努めるととも it、相設換能の強化を国る。
o 設 配 ・ 解 代 イm ・ ス ー パ ー L1日l金などの無利子又は低利の資
金 の 活 用 を 配 し 、 厳 し い 解 に あ るe家に対し、金融面での通を実
施する。

o近年の農業経営の集中・大通換化から大型で高度な開入や施設拡張、書

産素牛等の導入など、大口借入への =一ズが高まっていることから、必要な

資金を活用できるよう、経営の拡大it前的it取り組む個人の設者の方it

関しては、法人化へのm的な支最を国る。また、特別準備金制度の拡充を
検討する。

※ 目 設委員会i tおける Ia地利用能化推進委員の適正な人員確保Pa地の利用
集iiを国るための地国システムの活用など、市町村農業委員会の機能独化を推
進する。

1111 T P P な ど の 経開観定 、 W T Om渉itついて
T P Pなどの経開営定については、農業分野をはじめ、幅広い分野に大き

なMを及ぼすことが藤念されるため、  国際的な動向を踏まえながら、状混がど

のよう i t推移しても万全の対応策を講じるよう解へ0きかけていく。

交注申の各国とのEPA - F T Aや、WT 0設交注については、我が国の
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e業が常院的に発展していけるよう厳しい理をもって交泌に当たることを、  政
構へ0きかけていく。

〇 農業者等への情報提修tの独化

本1果e業の降力強化のため、補動金・動成金などm制度の有効活用に
向けた設指への情報提供の強化など、行政サービスのさらなる向上を国る。

2) 農業生産基離の整備及び農村mのn
前と活力あふれる本県設 ・a村を集き上げていくためitは、 解力のあ る強
い産地づくりに向け、高品質な能物の生産を支える生産基雄のmと担い手への
e地利用Mを推進する必要がある。
また、地域の Ia地'Pa業用水等の資源を地域が共同して保全管理it取り組むとと
もに、開や農案用水等を含めた農村の豊かな自mなどの地域開を活用して、
都市に基らす人々との交流をmしmの活性化を國る必要がある。
さら i t、温住化が進むi tつれ、地m設の管理・通営が田とな,てきてお
り、 これらを担,ている土地改良区の体制独化を国る必要がある。

〇 e地法・e銀法の適正な運用及びe地通制度のmな 適 用 の も と 、 地
地の確保と合理的利用を国る。特it、増加複向itある進体a地itついて、国の動
成指置による有効活用策を購じるとともに、印時的に対応できる事業の創設を国

に要望する。さらに、e地申間管理事;建の配を國ることにより、担い手e家等
を青成する。

② m査のm的な推進を国り、一筆ごとの所有者・境界・面lai等の正確な情
報と高い精度の地國をmし、e地の適正な維持管理とe地の流動化の配など
生産基盤の聞を国る。

③ 農業生産基雄のm
n 低コスト・高生産性e業の実現に向けて、ほ場の大区画化や田化などの基
田 とa地中間管理事装を活用したa地集着・地化を一体的 i t 行 う 解体

る。

l可 通れている畑地のmを進めるとともに、 Eグ浦用水などを活用した畑
地かんがい施設の聞を推進し、解の高い大規程園妻産地を青成する。

01 団体営・県単土地改良事業により、小温m区のmを田す る 。
④ 基幹施設のm
n 安定的な水資源確保itより、一llの設願を国るため、ヨ阿川沿岸地区な

ど国営農業簡J事業を便進するとともに、関連土地改良事業(県営かんがい排

水、経営体育成基盤整備、県営畑地帯総合整備など各事;建)の推進を国る。

l・ Ia業生産物の流通の合理化を国るため、解設の聞を配する。
〇 農村生mの M
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n 田 構 に よ る 生 活 環 境 の 改 善 と 合 わ せ て 、  解 や 福i止対策な
ど総合的な環境整備を進める。

l' 農業集識排水事業の効率的な1t l l 行 を 国 り 、 農 開 に お け る 生 構 M
設、汚混処理施設等のmを配する。また、今後、新時期を辺える施設に
ついては、施設の換能診新調査や市町村の田開の策定を進める。

01 ため池や水路等の農業本利施設の保全管理とその水辺空間等を活用し、田
な生活環境のmを國る。
目 a山開域の住民が經で安心できるn・ 配 ・ 高 開 祉 を 確保す る た
め、M保険制度を将来にわたり持続可能とするための制度改革や、配制度

解の推進による医基IR適正化に向けて、 国への〇きかけに取り組む。
〇 中山間地等条件不利地域itおける設願

「 )  中山間地など生産条件の不利なmにおいては、地域特性を生かしつつ、生
産mび生活環境の総合的mを ll的に実施する。
l・ mi t あたり、地域の能を考It し た き め 細 か な 田 を 進 め る 。

01 農業集識排水事業や解間を結ぶ生活関理のm田を国 る 。
目 平mと比べてe業 生 産 条 件 が 不 利 な 申 山 間 解 に お け る 田 の
発生防止と多面的換能の確保を国るため、集落観定it基一iいて行われる Ia業生
産活動等を支最する。

X 〇 m設の実施に際し、必要に応じて生態系の調査や田目m計画を
策定するなどして、事業計画it反映させ、地域の状制t応じながら環境との調和

にmし た 解開に努め る 。
〇 地 通 開 設 の 軽 減

n m ・用部水等の解的地能数は全額国・地方自治体の負担とする。
l' 土地改良負担金の償通対策の制度拡充により、地元負担金の9演と円滑な償
通を國る。

t, ,,l a用地の集演P大区画化等を国る構造政策関連の経営体育成基選整備事業等
は、地元負担金の9演に努める。

@ e業水利施設等についてll、今後、新時期を辺える施設が多いため、計画的
i t施設の聞'P更新を進めるとともi t、施設の換能診新などitより船開修を行

い、施設の長寿命化を国る。

〇 合併阻害要因の解消を國るため、地通区の個別の課題に対する動言など適

切な文選を 行 い 、 地 能 区 の?を推進する

Iii) 能・農業用施設や宅地等の自然災書による樓水被書の防止や、地雄沈下によ

る開施設の換解下の回復を進めるため、注水防除事;建や地盤沈下対策事業

等の Ia地防災数を推進し、 Ia業生産の船持・a業経営の安定及び県土の保全it
努める。
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〇 近年増加しているパイプラインのmと い っ た 地 通 設 の 經 事 故 に 通
かつ前的 it対応し、早期の営a再開を文選する。
〇 農業・農村が有する国土保全、水源かん基、最前ii成等の多面的機能の総持・

発通の配を國るため 、能地 、水路 、解のmの保全管理や施設の長
経化を国るなどの地域の共同活動it対する支通を強化する。

3) 豊かな統・活力ある林業の青成と山村のn
近年、地斑競 開 の 割 ヒ が 間 国 と な , て お り 、  森林資源の保全と活用が重要な田

とな,ていることから、山村の取と林業を活性化さ世る施策を総合的かっ前に

進める。また、全国育限の開催を契換に、解がもたらす数多 くの属意や 構 の

111 1tついて集民の理解を深めつつ、換能iかな森一i くりを推進していく。

(!) i的iな表林管理の推進

n m計画の管立や市病解m計画の指導を通して適切なmを
推進する。

l' 適切な表林mに不可欠な表構况相査などの解動を支最し、表林経営
計画の作成と着実な実行を國る。

e 、l 表林G I S(地図情報システム)の整備を指i造するとともに、統合型G I S と
のnを国 り 、 林地台帳や能レーザー画解によ る表林情報の配な解が
できるようシステム環境のmに努める。
目 mプランナー i t よるmの集約化を国ると と も i t 、 高書開の
m、高性能林業機械の活用などによる低コスト作業システムの普及・定着を
國る。

的 森林経営管理制度の円滑な田を国るとともit、森林環境al与8tit係る国の
義論も注視しながら、 同税を活用した市町村による表林m等の推進を国る。
② 解 ・ 線 化 設 の 拡 大

n 森林の持つ水資源の演基や国土の開の公益的換能を向上させるため、間
検等の表林mや長i定期施業を推進する。
ま た 、 主検後の解の再生を國 る ため 、 開沼開を活用 し 、 再解 を

推進する。

l' 林業用苗木の需要拡大を国るとともに、mの少ないスギなど花船発生源対
知こ資する苗木の生産とmを推進する。特に、通常の苗より成長がaれ、花
粉症対策としても期待される特定母営の採種園聞と安定した苗木生産が可能

な体制のmを国る。
また、従来の操苗と比較して、出荷までの生育期間が短く、m可能な時期

が長いマルチキャビティコンテナ苗itついて、民有林での普及を国る。

01 表 開 沼mを活用して、海岸防災林における松くい虫防除のための予防
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散布やtif倒E除を行うとともに、 被害地においてll広 構 のmを行う。
01 録を守る県聞の高場と森林レク リエーションの場としての活用を配す

るため、茨城県民の表・社物園・Mいの表・構県民の表などの自然観

察施設の充実を國る。特に1答種設の見どころのP  Rや現化Ill分の修aを進め、
利用者の増加を国る。また、田や県民の森などの自然m設itおける、
ネーミングライッの導入を前する。

的 1果民全体で解を支えていく前を前するため、解の役割や公益的換能

の重理、木材を利用することの大切さitついて、広く県民it理解いただく普

及啓発活動やaたちへの表m青を推進する。̃ 市病と聞し、平地林・里山林の保全・mや市町村公共施設の線化を推
進する。

I t) 緑のダムとしての水源地ti対策を独化するとともに、保安林の適正な配置と
換能の強化を國る。

〇 山村・構の願と木材需要の拡大

「 )  県産木材の利用田を国るため、mのシンボルとなる公共施設や国示効果
の高い民間施設の木造化・木質化を進める。また、m県 産 簡 ll用促進条
例it基一iき、より一IEの集産精の利用配を国るため、集産mi用推進月

間である10月には、t点的に普及啓発に取り組む。

l可 県産精の安定保を國るため、木材流通加工施設のmを進める。また、
J A S材などの一般製材P集成材、新しい建集資材であるB P材やC L Tのは

か、改質リグニンをはじめとする新素材分野における利用など、さらなる県産

木材の・要開拓を國る。
更it、林野公共事業itおいて、県産精のM的な利用it取り組む。

01 県産木材の利用田を国るため、林業・木材関係団体が創設した「いばらき
開 明 制 度 」 の 適 切 な 運 用 を 推 進 す る 。

目 間做材の安定的なi船体制を早急it構集し、間做材などの末利用材の有効利
用を国る。

的 精産業の一属の田を國るため、精産業M者や技tEr者の育成を推進す

る õ しいたけ等の特用林産物の一属の生産振真を国るため、きのこ研究館・きの
こ博士館における研究・普及・教育等換能のll的な活用を國るとともに、 し
いたけ原木の確保やm設の導入を配する。
lト) しいたけ価格のmや担い手のa少により、県内産地tti1確i糖l的状1見itあるた
め、生産量の増大や生産コストの配を國る産地への通を推進する。

al 構開設・能数等の拡大をM的i t進めるととも i t 、典久慈林業地帯i t
M グ リ ー ン ラ イ ン 林 解 を M し 、 表 林 開 の 活 用 、 地 域 の 取 等 に 登 す
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る。 また、 既設林道の通行の要全確保が國れるよう、 必要な補修等について効

果的な聞を推進する。

lリ) 山m書を未然に防止し、荒院管所を復旧するため、計画的に山地治山事業
を推進するとともに、構防止・防風換能の強化と海地を防止するため、

海岸防災林造成事業数等を推進する。

l )  表林・林業に対する理解・関心を操めるため、小学生等に対する表m
育を税させるとともに、動稚目や保育目等の動児施設に木製おもちoの導入

を01進するなど、多aな体験・学習活動を実施する。
集 m 表林を守り青てていくm能を国り 、県民前による表林づく りをさらに
広げていくため、全国育限を開催する。

l9) 開 0 ヵ を 安 定 的 i t 確 保 す る た め 、 開 者 の 前m、 労 0 解の改
書及び林業事業体の経営の合理化等を推進する。

0 )  高性能構開の普及配のため、オペレーターの基成などを行う林業tiELい

手青成強化対策を推進する。

い) 林業労0災書を防止するため、安全点検・指導・新生に関する普及願
等、労〇災害防止体制のmを國る。
lヨ) 構や特用能への開者の確保 ・青成を推進するため 、新た i t 構事

業体等でのa用をとおした実解を行うなど、技術習得のための解制度を
税 す る 。

0 ) i;標後it山林it残る林地劃オを木質ペレット、チップなどit加工し、バイオ

マス始料などに利用する地ti細tシステムによる安定mを国る。
lり 原発事故のMが残る原木しいたけ等の生産再開や風評被害のmを國るた
め、特用能関連の文選期i,を充実させるととも it、集民it対し經・安心な

しいたけをPRする。

X ④ 表林組合解を推進し、健全で目主的な経営のできる表林組合として育成する

ため、森林組合系統の指導・監査体制を充実させるとともit、広域組合等の経営

基雄の独化を国る。

⑤ 構関係諸団体の育成強化を國る と と もに 、構 ・精産業の数善を推進

するため、構関係制mを充実させる。
l重) 全国第2位の生産量を特る地t腦源と伝技文化である法について、前きit人

の青成と生産体制の強化、m開拓やm間交流に取り組む。

4)水産業の'Illa
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とともに、  資源管理 ・経構 、體l ,の基地となる 1集し港やi機生産を高める開・

大類限水産加工場立地などのm備を推進するほか、能業の創出に取り組み、
識業と水産加工業が共に成長していく水産業の成長産業化を国る。

〇 水産資源の常院的な利用

n 表開設観会 i t よ り 、 ヒ ラ メ 、 ア ワ ビ 等 の能の大量生産 ・ 放流 i t 取
り組むとともに、度Mはまぐり、マコがレイ等の生産・放流技術開発を進め

る o

l・ 處能はまぐりの資源対策として、資源状i見P管理方策の能 i t よ り設者

の自主的な1日類管理を支最するほか、m者の期干持りの区;tiの制限などの識
業制度の運用を行う。

e 、l 海獲可能量(T A C)制度により割り当てられた、知事管理量を適切に管理す
る o

? 沿岸神合域やEグ浦、北浦における主要魚llの水産資源の新や開 を

把通し、設者の能itよる資源管理型演業を推進する。

m 河川流域から治開に至る水;tiの識m展に関する啓発普及・相前究
を推進する。̃ 進演の地を把通し、経設・資源管理型演業と進演との調和を推進する
とともに「茨城県進識船t901会」の青成を国る。
lト) 裁i書i股や資源管理型i股を推進するため、構解の維持に努める。
Pl 能資源の回aと演ll開境の改善を国るため、沿海域や重ヶ浦、北浦で魚船
識場や水生1置物帯の造成、開動を推進する。

② 田 の 強 化

n 設の解定を国 る ための配価格の変動や金 ll、担い手対策を充実する
とともに、生産性向上のために必要なmや省力・省コスト機器等の取得を支
量する。さらに、沿開における効率的な生産体制の税や知事許可構の

規制を選和することitより企業的経営体の青成を国る。

l' 大中型まき細機対策
oまき組構の健全な発展を國るため、低利の?ll、運転資金の融通に911
める。

01 tヶ清、北清など内水面水産業の取
o Eグ浦、北浦で在来の魚llにmを与えているアメリカナマズ等の未利用
魚の演選回収を通した、湖内からの重業・リンの取り出しitよる水開ヒを

推進する。

o産卵場及び開の造成、能のm、放流設など、能の維持増大に努め

るとともit、資源の船持・培基・l環境保全it関する県民の税の高場it努め

る。
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oアュを活用し、 mの活性化や内水面構の田を國る。
o集北山間地城i tおけるヤマメ等冷水数類構の振異を図るため、魚病相

解の技術的支最を行う。

oアュなど内水面の重要能へのカワウによる食害を軽減するよう対策を進め

る o

目 意教ある着手識業者グループの経営改書のための取り組aの支最や、流通や
加工も合めた幅広い知識を得るための設の開催を通するなど、後離者対業

を充実する。

m 水産物の地産地消を進めるため、学t船食に能の魚や加工品 を解す る
取り組みを進める。̃ 配裁制への対応
o期限付き指置とな,ている9油引m、 石油石炭税の免税制度を'l直タ、化し、
田への M を 回選す る よ う 国 に 〇 き か け る 。

〇 能物流通Ia能強化と水産加コl業のll
「 )  魚食普及を進めるほか、水産加工品におけるa良産品の普及や新製品開発へ
の通を國り、水産物の消費mに努める。
l・ 流通加コ施設の品前生管理指導を通じて、經・安心な本県能物のm
に努める。

01 水産加工;建者の運転資金調達の円滑化に努め、聞の強い水産加工;建の安定
対策を推進する。

目 地元で識選される「前限物」や来利用・低利用開の利活用を田すること

により、新itで要全・安心な地元水産物の消費mを國る。
的 地元で演選される能物を県民itと ,てさらi t身近なものi tするため、いば

らきの地角劇設JI體配制度等により、地元水産物の地産地消を推進する。

? 本1果水産物のブランド化を進め、国内外での認定度を向上させ、體l ,・水産

加コl業の願を国る。
I t) 識選から市場での入札・統までの:1:程における鮮度管理を向上さ世、高鮮
度水産物の流通強化に取り組む。

Pl 始出it関するm や始出国へ提出する証明書作成等の文選を行い、本県

産水産物の始出拡大を国る。

④ i股生産・生活基盤のmと田福祉の向上
n 演 港 の 聞
o水産業の総合的な基地としての識港整備事業の野に加え、識港関班設の

更なる有効活用を國る。

l・ 海岸 の 聞
o 茨 開 開 地 計 画 に 基 づ き 、 識 開 岸 施 般 の 老 朽 化 対 策 等 を 計 画 的

- 1表a-



に進める。

t, ,,l 能業を通じた環境保全'P水域監観、演m化の構等地域が取り組む活動
に対し支最する。

目 本田合開におけるロシア等の外国糖船の設に対し、本県所属糖船の安

全操業を確保するよう国it0きかける。

〇 茨城治海地区識連、県水産加:1:連、県内水面配など水産関係始団体の青成装

化と 、その設について通する。

n 表開海地区通観同組合連合会it対する文選を通じて、演観mの健全化
及び!ll売等事業の充実独化を国る。

l可 減性解配の強化を國るため、 i意性合併を強力に推進する。
t, ,,l 国の事業の活用itついて文選するととも it、能金電11対策を充実する。

集 l重) 高い収益性や商品性が理まれる魚種を対象に前の開発を進めるととも

に、企;建やi機者等の構への參入を促 し 、能業の創出に取 り組む 。
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H7. 活力ある中小企業・小規模企業の青成に勢め、
その施策の充実を国る

業 .l日内中小企業・小規模企業は、 地域社会に密着した企集として地域

経済を支え、 地域経済杜会の根幹として大きな役割を果たしている。

同時に、地元県民ll用を優先する、いわば「属用のダム」として地域
杜会の安定に書与している。

中小企業・小規模企業を取り巻く経済社会環境は、人口滅少や高船

化などにより、 jtiiiおlとして極めて厳しい状況が続いている。一方、経
済のグローバル化やIoTとい,た「第4次産業革合」など産業能の

大変革の状況を迎える中、これに郎応でき得る企業体質をつくること

が重要であり、 機動的な施策や不断の経営努力を補完する施策を推造

し、活力ある中小企業・小規援企業の青成を図る必要がある。

1) 新しい産業を担う人材の青成

(i) 民間itおけるa業能力開発の配
「 )  企業の自主的な前開発を田し、企業の人材青成と動労者の設前の向

上を國る。

l?前指をはじめとする企業の人材確保と青成を文選す るため 、 設訓Ia
の充実を国る。

tl 企業等の多激な訓練=一ズに対応できるよう、 よ り多くのllでaれた技能
を持つもの一i く りマイスターの識iiなどを進め、技能の構や もの一i くり産業

を支える人材の青成を国りながら、解が3tされる社会づくりを推進する。

01 団 境 の 世 代 の 通aに対応し、高度でaれた技能の次代への構を推進す
る o

② 公共における設前開発の推進

n 目動理業など本県にとって新しい産業を合め、それを支える人材の育成を
国 る た め 、 県 通 開 開 や 産 前 専 門 学 院 が 行 う 開 解 の

前はや離0t者等の再通に必要な設前は、労0者の技能向上を国るための在
a者訓練の税を國る。
l? 集立日立産業技tii専門学院itついては、用t臨海地域のもの一i くりを文える
人材青m設として、時代の要llに応えることができるよ う施設、カ リキ a ラ
ム等の税を國る。

01 前新や開化の通など i t 対応できる人本 tの青成を国るため、随時、訓
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練カリキュラムの見直し等を行い、 求人・求a=一ズに沿った訓練を行う。
01 表 解 0 局 及 び 高 船 ・ 能 ・ 解 配 通 開 と 配 を 国 り な が ら 、 離a
者等の再通に必要かつ多裁な設前はを行い、mび定着を国る。
的 開者を対象とした訓練コースを設定して設訓練の税を國る。

〇 a業能力評ilf制度の推進と技能の願
「 )  技能検定制度の啓発や解3tのm能を国り、技能者の社会的商の向
上に努める。

同 着年技能者の減少に対応するため、専門高校・能開との聞を図る。

〇 県内ものづくり企業の生産性向上を国るため、企業の生産現場の改書を担う人

材の育成を推進する。

(ii) 解力のある中小企業を青成するため、産前イノベーションセンター i t お

いて、ピジネスアイデァを生・-出す機会を解するとともに、県内産業の高度化
を支えるデジタル人材や研究開発の申法となる人材の青成を通する。

2 ) 工 業 の 田

〇 申小企業の新開発の配

n 産前イノベーションセンターの施設の流と研究換能の強化を国り 、共
同研究や開、技術相般、人材青成などを通じて、中小企業の技術力の向

」1や新技tEr ・新製品の開発を通する。特に、e商mによる 6地業化へ
の対応を強化する。

l' 中小製造業の現場に事門象をmし、設計技術や生産技術の指解を集中的
に実施することにより、高度化する新=一ズなど申小企業のmを 通
する。

01 つくば地区の研究機関等の研究成果の技術移転を田するため、産業技lf船
合研究所との聞を強めるなど産学官共同研究開発を進める。

目 大企業から一括受注ができるような中小企業間の配を推進するとともit、

産学官での共同研究を実施することにより、經のニーズに対応し'こ新技術・
新製品開発を通する。

的 中小企業の製品の付加価値を高めるため、デザイン相設などitより、製品開

発から生産・統段階に至るデザイン活動を総合的に支最する。̃ 知的財産組]11t 得等に関する配解 ・相識を実施する と と もに 、県内の
大学・研究換関等の解 iする特?の 前 シ ー:'' itついて、中小企業への移転
を便進する。

lト) 産学官の研癌流、創造的な研究開発を企画・通するつくば研前セン

ターの活用を配する。

伊) 研 商 や 田 な ど のmの強aを 生 かす こ と が で き 、 今解が期待
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される分野において、 産 学 官 の 相 理 を 配 し 、  降力の強い企業を創出す

る o

lリ) ひたちなかテ ク ノ セ ン ターの機能を活用し、m業の高度化の支最とレベ
ルの高い技tEr者の基成を推進する。

?) もの一i くり産業の設強化のため、新製品の試作開発、設備投資を幅広く文

最する補動金の拡充を国るとともに、高度3Dプリンターの 導 入 な ど 公 開

研究換関のもの,・く り通換能の強化を國る。
0り Society5 .0を実現するため、IoT・AI等の知識やビジネス創出ノウハウ等

の習得から、ビジネスプランの開や次世代技術を活用したビジネスの創出・

展開までを通し、県内申小企業の降力強化を國る。

(2) 中小企業の販路拡大経営革新の配

「 )  下ti企業と進出企業の交流を活発化さ世、受注機会の拡大と取引先の多角化

を國る。

l・ 先端技ttrの導入やm野開拓を目指す企業の文ll体制を強化するとともit、
動成・解度の拡充を国る。

tl 国やジュトロなど関係換関と通操 し、国際化セミナーの開催や企業からの質
島等に関する相設への対応、海外で開値される動示会・見本市への出展支援な

ど、県内中小企業の海外展開を支最する。

目 産業能の変化に対応するため、配にチャレンジする申小企業の経営

革新を文選する。

m ーンチャ一中小企業等の自治体や公的研究機関等からの受注機会の確保を促
進する。̃ 解力の強い企業の創出・青成を図るため、独自技術で「売れるものづくり」
を日指す意教ある中小企業の技術開発やm開拓を支最する。
lト) 官公llにおける申小企通び官公ll適格組合の受注を拡大するため、県内の

行配関等it対し、富公需制度のa旨の周知を国るとともi t、目mを設定す
るなどして申小企業等への一国の能mに取り組む。

(3) 地tl産量の:ilia
地ti経済社会の形成に大きな役劃を果たしている、 地場産業を取り程くmの変
化や地場産;建の各産地が抱える課題を踏まえ、地場産品をmブランドとして確立
できるような仕組み一i く り を行 う と と も it、 ま ち一i く り と配して総合的なnを
国る。

〇 本場結t船iや笠間焼などの田を國るため、県と産地合が一体となって産地
の拉える田や願策を前 ・推進する 。

m や 登 間 難 な ど の 配 を 解 す る た め 、 各 工 程 の 前 能 を 配
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録し、 能 の 構 を 國 る 。

(2) 長統的工妻品等、地場産業の産地組合などが実施する、新商品開発や解

事業に対し支最する。

③ 産? イ ノベーシ・ンセンターに整Illさ れ た 配田 研究施設をM と
して、県産日本酒の品質向上と高度なal生通tA、の青成を強化し、ブラントイメー
Wの確立を国るとともに、国内外へのm大を推進する。
④ 能物産展や前姜品展を開催することによ り 、県産品のmを國る。
n ホームページ i t よ る インターネッ トシ ョ ッピングやカタログ i t よ り 、通信販
売の需要に対応した名産物を充実さ世るとともに、紹介宣伝を推進する。

l可 ェ;建団地の未分議地を活用して、大規樓な県産品直売所フュアを開催する。

(ii) 取設流の活発化を国り、地域資源の活用やa商工が配した新事業i tよる
起業化を進める。

@ 砂利・M等の開 の健全な発展のため、法に基,・く適切な指導と合わ
せ、事業者の前向上i tつながるよう必要な田 ll等の見直しを前するとと

もに、事業所における自主的な災書防止への取り組aを田し、災書の未然防止
を國る。 さらにl通油引取税のm開 の 期 間 理 、 あ る い l in化につい
て国へ0きかける。

(i) 県産石材が、前な外国製品との価格開で厳しいmにある中で、時代の
=一ズやmの変化に対応した新たな活性化計画を:業定し、石材産地の田を國
る o

「 )  道路・河川・海岸・解・建業工事・公園等、公共事業における県内産石材

の利用拡大を國る。

l・ 新たなmの開拓や産地からの開(展 i示会の開値等)を推進する。
01 新商品・新技術の開発や再利用・再開化を推進する。
目 石材組合の育成を進めるとともに、願物処理等mの1離ii対策の円滑化を
国る。

③ 登間通の田を図るため、登間 ll芸大学校において高度で多様な技術等

を習得させることにより、現代購9業をリードする人材の育成を推進するとともに、

学生の修了制作展などの発表の場の確保をはじめ、学生と地域の能店やイーン
ト 等 と の llを国るなどして、その成果を産地の活性化にも整げていく。

(4) 申小商量・流通・サービス量の:ilia
地ti経済の担い手と してt要な0きをしている中小商業・流通・ サービス産業な

どが消費者=一ズの多激化、高度m化、解のサービス化、那外への通進出
など環境の変化it対応し、的確it発展できるようM的な願策を講じる。

(!) 申小商業・商店新の活性化と取
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n m能を生かしたコ ミ ュニテ ィ換能の強化などm的 な 商 店 構 化 設
を積極的it文選する。

l' m業の活性化を国るため、空き店合ll対策や個店経営のための支最、さら
に、 I Tやキャッシュレス决済の活用による地tt i !機者の生産性向上を通す

る o

集 01 大型店のmや解の襲体化等に伴う高開など買い物困難者の增大に対
応するため、市? と? した空き店的への出店をll的に支最する。
目 商店街の活性化・願を国るため、商店観顧組合連合会が行う人Itオ青成の
取り組aを支最する。
② 申心市街地の活性化

空洞化が進行している中心市街地の活性化を国るため、改正中心市街地活性化

法に基づき、市町村等が取り組む中心市'街地活性化対策の円滑・効率的な推進を
通 す る 。

n 国itよる中心市街地活性化基本計画の識llを受けようとする市町村it対して

基本計画の作成を支最する。

l可 申心市街地の活性化を國るため、その申心的役割を担う「申心市街地活性化

観設 」の設立を配する。

③ 流 通 ・ サ ー ビ ス 業 の 取

n 高mと 開 のmに対応して、流通換能の強化及び申小流通;建の活性
化はもとよ り 、地能業の願を国るため、多aな業種・換能を導入した産業
filL点としての茨城中央工業団地(登間地区)のmを進める。
l可 物流業の降力向上を配するため、物流換能の高度化、効率化への取り組

みを文選する。

01 少;i高解化など社会的開に対応するソーシャルビジネスなどへの取り組a
を通し 、新たなサービスの田を進める 。

目 デザイン業の願を国るため 、デザイン i t 関する県民の税開や関進業

間のnを田す る 。
的 mサービ ス産業等 、 m業の高度化に寄与する産業の育成・定着を國る
ため、自業支ll 換関等 i t おいて構を行う 。̃ 産業の空洞化に対応し地ti経済の活性化を国るため、新たな産業の青成・離
導を配する 。

lト) 開 を 図 る 開 な イーントや全国規模の設、レセプシ・ン・セミナー
などが明催できる大温換な複合コンーン シ・ン施設の建設を推進する。
MI 石油配業の活性化のため、担当窓口を設け、ガソリンスタンドに関する施

策等m強会の定期開値it努める。
lリ) mの石油統業の青成を国るため、石油元売会社及び開社によるが
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(5) 申小企量の経営空定と創配

中小企業がmや創造性・m性を生かし、 中小企業に適した多品種少量生産
や、 mに密着したきめ細かなサービスの向上など特色を発通し、成長発展ができ
る よ うM的な文選をする。 基本的itは、m設の強化と多aな情報収集、さら
に労0者の確保はt要な問題であり、それらへの対応が蛋要である。

〇 活力ある申小企業の育成

nm の円滑化it向け、関係換関が一丸とな,て複離者不在の中小企業を
支最する「事業承継支最ネットワーク」の活用などにより、さらなる支最の充

実を國る。

l・ 地域間解がますます被化していく中で、地域が自立的・開的な成長を実
現していくため、各地域の「強る」であるm通の活用や農商工が通換した、
申小企業の新商品・新サービスの開発・市場化等の取り組みに対する通を強

化する。

01 経営改書普及事業の安定的なmに努める。
② 小規 ll業 の 解 定
n 小規前者の人Itオ青成等を国るため、商工会・商工会a所itよ る文選を進
める。
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l可 m業おこしを配するため、  若者グループの組a化とリーダー基成を行
う o

01 経営者青成のため、開間交流をmするとともに、経営力独化のための
]Ill組を推進し、mの担い手の育成を國る。
目 共同化・観業化・構造改善などを配し、企業体質を強化する。

m 産業構造の変化に対応できるよう新製品開発、新分能出等の経営革新を支
量する。̃ タ クシー ・ハイヤー事業が公共交通換関として今後とも船持できるよう、規
制a和の見直しを国り、同一m ・同一料金を田するとともに、交通空白地
におけるタクシー動成制度の導入も検討する。

lト) パス事業者の経営の安定'Pi恍産業の発展i t資するため、高速パスや前パ
スに道用される一定のETC劃引制度(通動劃引、平日9間劃引、大口多額劃

引等 ) の開を國る 。

al 各自治体が「地域公共交通計画」を作成する場合は、既存のパス事業者から
の意見を十分反映する。

【新a】 lリ) ヵーナピや配車アプリの普及が進んでいる状混に整み、タクシーへの地國の
開 を 見 直 す 。

③ 1日l金01通の円滑化
n 信用保証性会の拡売・強化を國る。
1,0 高度化田付事業について、(独)中小企業基m構が直設し出すll
資の拡充をaきかけるとともに、高度化資金貸付事業を活用し共同施設事業・
集団化設・施m化設を実施した組能に対する倒産組合員の解免除、
経営m化に対応した債書の9減・免除、相続時の個人連帯保証の解除等事
業継承・再チャレンジへの新たな特別対策、低利の借り換え制度の創設等を構

じる。

t, ,,l 小規前者it対する施保・願証枠の拡大と:tii付条件の選和it努める。
目 売上高演少や取引事業所の倒産により、経営の安定に支障を来している企業

を 通 す る 解 l度の税に努める。

的 産業構造の変化it対応するため、中小企業の新分野進出・新事業開拓のため

の解度を充実する 。̃ 新技tEr ・新製品の起業化を通する解 l度の税を國る 。
lト) 環境マネジメントシステムの認証を取得する企業を文選するととも it、表域

エコ事業所登最制度の普及を国る。

MI 新たに Ia用を國る申小企業や、商店街の空き店的の取得、店的の増改集等を
行う小売商業者等it対する電It資制度を充実する。
lリ) 経mの期ヒしつつある申小企業の再チャレンジをllする融前 l度の充
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実に努める。

に) 中小企業・小規聞者のmが円滑it行われるよう、m時の觀
営者保配解除に向けた施策や、組族外承継の場合にt事書と な る開mの
調 達 に つ い て 、 新 経 営 者 に 対 す る 開 解 l度等のmを器じる。
〇 新事業の創出を配するため、中技的通換関を中心とした文ll体制を充実す

る 。 ま た 、 開m関のシースを活用し、 I T ・ ロ ボ ッ ト 、 パ イ ォ ・ メ デ ィ
カル産業等の高度化、新設の創出及びm開拓を配する。
(ii) 創造的企業の青成

「 )  起業家精神に富a、創造的・独a li的な事業活動に取り組む中小企業を青成す
るため、直設融・間設融の資金調達を通する。

l・ 中小企業の設を配するためit、企業が電It資を受ける際itは個人保証itつ
いて数に対応する。

01 女 性 に よ る 配 を 推 進 す る 。

目 中小企業の全国的 ・国際的な解開をサポー トするため 、設的な聞

letセ ミ ナ ーの開催、エキスパートの解、経営力の独化を国る。
的 申小企業の開発リスク負担を軽減し、・要の開拓を國るため、新産l業分野に
係わる市場動向の調査研究等を文選する。̃ 新製品のm開拓の場、開との出会いの場を解するため、フ ,アの開
催等m開拓を通する。
〇 消費者,-:''の多a化など、経濟社会の変化it対応するため、前・情報・人
材・物流等の解究・情報 l觀を有効に活用するとともに、第3セクターなど

の支通機関のコーディネート機能を強化して、新製品や構の関発、販路開活、

新分野進出等の文量i業を流する。

(i) 創業期の企業を支最するため、開との出会いの場を解する。

〇 人材確保対策の強化

n 中小企業の人材確保のため、各種資金制度の流、社会保険への加入配、
構 の 改 開 を 進 め 、 は 力 あ るmづくり、動労者相l止の增進、住宅の整
備等総合的な対策を推進する。

l・ 高1tt者のmの推進を国る。
o長寿社会の造展と社会境境の変化に伴い、65裁までの属用確保指置の早期

普及に努める。

o生産年船人口のit少に伴い、70最ま で の 構震用の普及路発を図るため、
m等の導入を前する。

01 東京日の学生に県内企業の求人情報を伝えるなど、人材情報提修tシステムの
充実強化を国る。

国 申学・高校におけるキャ リア教青を理する。

- In-



的 iitia果外国人材支最センターにおいて、 申小企業に対し、 外国人材との就a
マッチング'P受入体制の聞等の文量i業を講じる。

〇 中小企n業のI  T化の推進
n 申小企業のI T導入の円滑化を國るため、専門家をMするとともに、 I T
化it対応できる人材の青成を国る。

l' 中小企業が イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し て 、 企 業情報や動成等の解情
報、通換関のイーン トmな どる種の産業mを取得できる情報発信体制を
充実・強化する。

01 高選・大容量の情報通信基雄「いばらきプロードパンドネットワーク」を活
用した産業田を國るため、利活用の通に努める。

? 中小企業itおけるサイパーセキュリティ対策への文選を行う。

〇 外国人m・技能実習生・労0者対策の独化
n 単に労〇力不足への対応といった流から、安易に外国人を受け入れるので
はなく、あくまでも企業の合理化・省力化・効率化等itよ,て対応できるよう

各種の対策を推進する。

l動 解習生等、正規ルート(公的設t1搬lit機関等)からの外国人については、

労 0 解 ・ 宿 開 け入れ体制の聞 を国 る 。

01 構格在者・不法就第者については、a用しないように企業への啓発・指導
を國るとともに、実効ある対応を國る。

目 日本器教青・技術指導・生商設保健屋a等の体制を聞する。
m 外国人技能実習制度の見直しを国に0きかける。
o対象al ii及び受入れ枠を拡大する。
cl技能実習生it係る厚生年金及び配保険の保開を免除する。

Iii) 商工会、商工会新、中小企業団体中央会など商工l者団体の青成独化を国る。

n 特に商工会・商工会a所についてll広域的な聞を推進し、組aの強化・拡
充を国る。

l' 高 i清a用安定法の一部的iに対応するため、商工団体の再任用Mの補動
対象化を國る。

1111 国民の公簡生の向上i t資するグリー,ング業界は、中小朝11な事業者が大半
を占めており、建装基準法第48条(用前限地域)但し書き規定に基づく特可

申書llなどについて、通な負担なく、mして設可能な対応を器じる。

ital 理・美容師の各法の違守を能するためi t、引き続き開指導の能・強化を
国る。

〇 理容;建が全国的に開向にある状混を踏まえ、地tti1献活動のあり方なども

間われていることから、 国の理数のl国製指針it沿,た文選の強化it努める。
〇 さらなる法人税の引き下げや投言精裁など中小企業 一小通ll業者の力を底上
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げし、 強a化に資するきめ細かい解 を国と通操 してaじる。
flit 外形標準課8tは從業員への始開等を課8t対itとすることから、赤字中小法
人に対して新たな負担を独いるばかりでなく、黒字中小法人にと,ても增税とな

ることが藤念されるため、引き競き、申小企業への外形標準課税の拡大ll絶対に

行わない。

〇 エネルギー コ ス ト を 配 さ世 、m済を活性化さ世るため、 トリが一条項の
解を解除し、ガソリン価格の急激な変動に対応できるよう、国に対して〇きか

ける。

〇 能営化法の趣旨を踏まえ、前化相整区;tiにおけるii限局合の建設につい

て要力的な運用を國る。

※ 1111 印刷物班統の入札itおいて、最低制限価格の適用額の引き下げ、入札解

内択書の新について、必要性を含めて前する。また、工場設備を有する県内

設者の受注換会の確保に努める。

〇 コ ロナ相での通数と して 、 タ クシー i t テ イ クア ウ ト料理を通ぶデ リパ リー

が理められたことを踏まえ、タクシー事業者等が、mの:l的量送事業者では対
応が困難な、例えば、買い物や忘れ物を属けるなどの取り組みが有開・送と
して可能となるよ うな前を要aする。

6) 日用のま定と動労者福祉の充実

効果的な配構の実施i t努め、  県民の配の安定を国るととも i t 、  動労者の労

0解の改書や相批の增進を国る。

〇 Ia用 に 関 す る 解 の 税
就能設 、m 能の充実と効果的な再就a文基事業等を実施し、就aの
mを国る。
n 求a者の早期就aを國るため、就a活動に必要な解な ど 、 効果的 な就
解 を 行 う 。

l' ジ・プカード制度を周知するなど、設前の形成、通の田を国る。
1ri 70歳までの性i制a用の促進、 シルバー人材センターの育成により、高年船
者の構の配 と配の安定を国 る 。

集 目 前者に対するa域拡大、mのm改書を進めるとともに、茨城労00局と
聞 し 、 開 者 の Ia用 ・ 設 の 配 と Ia用の安定を國る。

※ 的 新規学率者it対する求人情報の解や就a面接会の開値itより、 マ ッチング
を個建するとともに、着者の早期的lit防止に向けた取組を購じる。̃ 1果外大学から県内企業に就aした場合に異学金返通を通する。

(2) 合理的な労使関係の安定を国る。

M) 労使関係の空定を国るため、労〇経済に係る相査を行い、開願を国ると

- 14 4-



ともに、 mの解に努める 。
l・ 小規模企業の労0解向上を配する。
t、l 中小企業の労使間に生じる労a問題などについて助言を行う、「労a相般セ
ンター」の税を國り、労使間の安定に努める。

目 a業生活itおいて、指流する人材の青成や労使関係の安定を国るため、
労0教'if事業を行う。

③ 動労者福祉の税

n 仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の実現のため、事業主、動
労者に対し0き方改革のm能を国 る 。
l可 労〇時間の配・通体2日や育児・介a体業の実施を配するとともに、快
適なa場づくりを進める。
o青児・介l重とa業生活の両立を支最するため、青児・介豊休業制度の定着を
國 る 。 ま た 、 生 活 田 l度の周知を國る。

o ボ ラ ン テ ィ ア休解 ' リ フ レ ッ シ , 体Iaなど 、多構な田の普及に努める 。
o フ, ミ リ ー サ ポ ー ト セ ン タ ーの設置を田し、仕事と青児やMが両立でき
る よ う 通 開 lをmする。
o企業it対しa場a帰が円滑i tできるよう、体業中i tおける情報の解など、
構 開 lの充実を推進する。

01 動労者とその家族の能を守る。
o表域カウンセリングセンターの実施する事業it動成する。

oがんm推進条例Cat城県がんmを推進し、がんと向き合うための県民参
田 l )の施行に伴い、がん検診の地、がん検診を受けやすいmを
文選する。

oがん治藤を安心して受けられ、治llに 開 が で き る よ う なmを
通 す る 。

目 中小企業の福利厚生施般の配・改善it必要な資金の:Iii付を行う。
m 労0者相l止団体の青成独化とその事業量金の充実独化(労0相批活動への動
成、生活資金の設など)を國る。̃ 中小朝11企業從業員の退a金共書制度への加入配や配保険の適用拡大を
国る。

④ 通動者の利便を國る。

n 田 ・ パスe周辺i tB解・自転章置き場を聞する。
l' 道路の理を解消し円滑な出追動のため、事業所に時差出追動や鉄道・パス
利用の書発を國る。

※ (ii) 少子高船化・人口減少社会を迎え、労0人口の減少対策が前とな,ているこ

とから、  651識定年制の実現にfila的に取り組む。
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@ 〇 き方改 l 革 について設者の流を行 う と と も に 、  時間外労〇の解を推
進する中小・小規聞者への経営上の影響を最小限itするよう、国it対して0

きかける。

自由時間の增加やゆとりと創造・ リフレッシaなどの志向から、  能 レ ジ ャ ーへ

の=一ズが一11高まっている。1果内各mのa能を生かして、新たなal光 メ ニ ュ ー
の開発'Pi恍地の聞を国るととも i t 、新たなタイプのi恍レ ク リ エーシ ョ ン需要
に対応する施mを推進する。
〇 能 レ ク リ ェ ー シ・ンmの開発m
n 民間の活力を生かし、前的かつ大規程で器客効果のある開設の聞を
支最する。

l可 市町村が行う大規樓で解力のある能レク リ ェーシ・ン施設整備について
M的な文選を行い、首都日itおける中技的なi恍基地づくりを進める。
01 日本進に理定された弘地び信楽園を観1fl l i lL点として、能もが設で快
適に散策できるような対策を検討し、より一属の魅力向上を國るとともに、周

辺部(千波湖'P周辺刷11) と の 回mを高めるための聞を推進する。
目 信楽園本園の有料化を契機に、梅まつり以外にも年間を通し、来園してもら

える県内随一のmとするために、 新たな魅力向上策を器じる。
※ 的 広域i恍レクリエーション基地として、国営ひたち海al公園、處島at海提公
園、登間芸術の表公園などの施mを進める。̃ 大規樓なテーマパーク等の能・レジャー産業の設を進める。
lト) 簡波国定公園や県立自然公園の保11及び利用施設の聞を進める。

法) 県北・県央・度行・県南・県西の各m能の着実な展開を国る。
lリ) Eグ浦、北浦、牛久沼、滴沼等の湖沼やヨ画川、タ、益ill等河川の水辺環境の

保全を国るとともit、的りをはじめとする体験プログラムの造成'P、体験学習

施設・組水型観1性レジャー施設をmする。
い) 温泉を法とする能開発を ll的に推進する。
m 本県の周進i日光ll点として、日本一の名所一i くりを推進する。
l9) 自然mの中で様々な余順活動ができるアウトドア施設のmを進める。
0 )  m 設を付加した総合的能物産センターのm配 を 國 る 。
P) 質の高い重ヶ浦、北浦などの周田や、適切な利用を国るための重ヶ商

城l l造事業を推進する。

lヨ) ナシ・ナルサイクルルートに認定された「つくばEグ浦 り ん り ん ロー ド 」 の
う ち 、 聞 が選れている重ヶ浦の南? 阿見町itある自行Et武器学校it係る区
間は、組配いを離れ、国道1 2 5号に注回するコース とな , てお り 、サイ ク
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リ ス ト に 簡 険 な こ と か ら 、  湖」単Iiiに目転車と人の専用通を設置すること
を検討する。

0) 能客やサイク リ ス トの自転章活用を国るため 、国道など開での自転

車専用通行帯のmなど、広域的な目転車通行空間の環境向上を推進する。
lり ラムサール前前である福沼 i t 、関東では初となる前 ・温地センターが

茨城町と算田市の2ヵ所に一体的にmされることが決定し、領4年度に建
設工事が始まる開しとなったことから、地元市町や関係換関との聞を強化

し、 福沼のiかな自然環境の保全と置明な利用を推進するための具体的な取り

組aを 前 す る 。
0ソ) 牛久沼をより Iii力ある能資瀬とするため、関係市町と連携し、県営の都

市公園として聞するこ と を前する 。

② 「きれいな海」の保全と海津スポーツ・レクリェ ー シ・ン施設のm
n 利用や量観に配意した海岸保全対策を推進する。
l・ 国営ひたち海al公園、處島at海提公園や、自然iかな利用しゃすい海岸環境
を創出するための施mを田す る 。
P、l 通農船や 地E明等のm構の通を国 る と と も に 、 構 ・ 聞の整備促通 、
企業 i t よる配施設の設を国る。

目 「茨城の海と自然・世界の海と地球環境」のテーマのもと、楽しaながら学
ぶ と い う 教育 と 開性 を兼u備えたアクアワールドilt ia果大流水族館のP Rに
努め、i恍客義致を進める。
③ 能mのためのmとその紹介宣伝
n 能mを ll的 に 推 進 す る た め 、 D M 0 に よ る 開 づ く り や 、 起
i恍キャンペーン事業を推進する。
l' 能客が田に回進できるよう、能ボランティアがイドの青成や観1性事業
者のおもてなしの向上を國る。

※ Pl 前日外国人旅行者数の国の日標6000万人(2030年)に対応して、来県へ

のl就1計画を立て来前を田する。特に、コロナ後のインバウンド需要の早期

回復に向け、台湾などを申心に戰Ie的なプロモーシ・ンを展開する。
目 水a、重ヶ浦、筑波、海岸地域、典久慈など県内の代表的i恍地への器客を
mする。
館 分か りやすい願内標識の設置など 、県内開の通開の改書を図る 。

o筑波山周辺のMの改善を推進し、前な地の確保とi恍客が立ち寄りや
すいmを国る。
o英語併illやピクトグラムによる分かりやすい集内標示を推進する。

o高速道路I C出入り口付近itおける業止物開板の被去を進めるはか、富民

一体とな,た茨城の前度向上につながる集合着板の般置を国る。
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̃ 能客の利便性を高めるため、 開 間 及 び 能mのネ ッ ト ワ ー ク 化 を國
る o

I t) 県内の有料観lf施設を共通して利用できる、入場券の劃引制度の拡充を建

する。

al 地 構 化 の た め 、 前 あ る イーントを開値する。
lリ) ものづく り新やコンビナートの夜最、産業i量産などを組る産業能を推進

する。

い1 東関東遭水戸戸橋i'e'開の早期完成、つくばエクスプレスの東京It乗り入れ、

茨城空港の国内外開の拡大を国り、 国内外からの能客の增加を踏まえた観

光関通業の田策を器じる 。

m ゥ ィ :''コロナ・アフターコロナ時代itおけるi恍戰略の一つとして、本県の
独aであるキャンプ場やアウトドアに着日した新たな旅行スタイルを提案する
「いばらきツーリズム」を推進する。また、新たな頭客属の選得や通年型の受

け入れを配するため、キャンプ場のトイレや始湯設備等の改修などをM的

に支最し、利用mの改書に取り組む。
(5') 本県の豊iなe林水産物のブランド力の向上や「ご当地グルメ」、土産品な
どの開発を推進し、 これらを活かした流行商品の開発などを進める。

l )  茨城が田としての地位を確保するため、農林水産物や加工品のブラン

ド力向上による食材のステイタス化を國るとともに、1果民一人〇とりに対し報

光イーント ・資源の知識を設すること i t よ り 、mへの章の根のi恍 ア ピ ー
ル活動を展開する。

P) 県内のm設など激々な公共施設への器客を國るため、田等の名劇の
m i t割引券を付け、器客itつながりそうな相手itM的it名創を波す取り組
aを展開する。
lヨ1 構の話劃工ど地域活性化に書与する 「道の田について、解 「道の的

の施設改修や新たな「道のll」の配などit関して、市町村の意向を1 1重しつ

つ、m的に市町村の取り組aを支最する。
0 )  増加する訪日外国人旅行者と、受入111のm設の会話を手動けするため、
旅行者と施設との会話を通訳する24時間対応のコールセンターの開設を検討

する。

lり 能客を呼び込むため、スマートフ,ンの位置m換能を使い、スタンプラ
リーのように日的地を適る米国発のゲーム「 I n田 ( イングレス ) 」の活用を

前 す る 。

lソ) 構に寄港す る ク ルーズ限客に対 し 、 オ プ シ・ナルツアー等による県内
周進i日光を配する。
u1 タンデム白転車や高性能な自転車タクシー「 ペ ロ タ ク シー」について、本県
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の 能 田 に つ な が る よ う 、  利用配に全力で取り組む。

lネ) 自転章の理者を増やすことは、健農増進'P交通法構解消itつながることか

ら 、 修 理 サ ー ビ ス や 開 所 の 能 な ど にm的な自転解店へ立ち寄りや
すくするなどの取り組みを展開する。

fl つくば重ヶ浦りんりんoードが持続可能な形で地城に根一iいていくためには、

m接との営0が t要であることから、m接がロードの簡易な路面総持
や補修、周囲の除章・it操作;建等に主体的、m的に取り組む気運を前して

いく。

lラ) 稲数、取手、能ケ時、河内、利根の5市町は、サイクリングコースのmに
向けた性aを開始した。実現すれば、解・小員リ,f 一サ イ ド ル ー ト と っ く ば
重ヶ浦りんりんロードをつなぐコースとなる。また、全県的なサイクルツーリ

ズムにも資することから、利根川全流域に広げるなど地元市町村とnすると
と も に 、 ll的な通に努める こ と 。
0 )  つくば重ヶ浦りんりんロードには、県や地元自治体で整備した体題所が約

30ヵ所あるが、飲it ・ 物販やシャワー等が完備した簡は2ヵ所のあであ
り、利用者の =一ズに合った施設のm・税により一属取り組む。併せて、

田Rと土浦Rのはぼ中間点it位置する旧北条It跡地の活用方策itついて、地

元市を含めて前する。

【新a】 lウ) ナシ・ナルサイクルルートであるつくばEグ浦 り ん り ん ロー ド ll、 解 消
の視点で、消費額の増加itつなげる。

【新Ia】 e1 「つくばt ,浦りんりんロード」において、利用の少ない女性に向けたPR
や効果的な情報発信に戰Ie的に]Ill組み、サイクリングを始めやすい環境を創出
し、更なる器客配を国る。

lン) 国や市町村等ともnし、ダムなどのインフラ施設と周辺のm設などと
を組み合わせたインフラ ッー リズムによる田化の取り組みを推進する 。

〇 「i恍日の聞 i t よる開客の来設 f及び構在の配 i t関する法律」 i t よる文
最制度など、広域的な能解客の取り組aに資する制度を活用し、本解のさ
ら な る田 を國 る 。

(ii) 魅 力 あ ふ れ る 開 と し て リ ,ユーアルオープンした「いばらきフラワーパーク」

への能解客に一国取り組むとともに、県内m等 と の 周 田 をmする。
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8. 新しい飛理と均;al'ある発展のための県土づ
くりを進める

本県の新しい飛日と県土の均衡ある発展を国り、 豊かで安心できる

安定した地域社会を集くために、広域交通ネットワークの整備など県

土発展の基雄条件の向上に資する各種プロジェクトを一Ja推造し、長
期的・計画的な県土一: ;くりに積極的に取り組む。一方、新しい時代の
動向に量感に対応した施策を展開しつつ、 県内各地域の特性を十分に

生かすとともに、 filii木・群馬・福島県など藤県との十分な連携を図り
ながら、  県土の均行ある発展を図る。

1)基軸置路iMlの整備

m の聞を進める上で、  東関東自動章道水戸一ill、 首都日中解自動章
道の建設は、本県交通体系のネットワーク確立_t二のt要l采題であり、これらの早期
完成が國られるよう強力に推進する。

また、国・県道からなる静mi t ついても 、地方が必要とする田の財
源を確保し、mを格ることなく推進する。
〇 国 土 開 発 開 目 動 車 道 の 地

n 北関東3集をはじめとする限との一IEの配強化を国るため ita々 な交流
事業等を推進する。

cl沿線地ttの開発計画を:業定し、その具制ヒを國る。
o民間の活力(P F I方式等)を利用し、SA・PAを活用した地域複i点整補事

業を推進する。

l可 東関東目動車造水戸線についてll、a来 I  C̃對田I  C間のm配 を 國 る
と と も i t 、 處 能周m域への延伸itついて、具体化it向けた前it努める。
o 治 i 識Iaの限を国る構開発構想の策定を推進する。

X e 、l ( 仮株 ) つ くばスマー ト I  C 、 (仮株 )つくばみらいスマート I  C、(仮称)
笠間P Aスマート I  C、 (仮称)千代E日PAスマートI  Cの整備を推進する。

また、既設スマート I  Cの利用田を国るほか、東海スマート I  Cの大型章対

応について、東海村やヨ画市を通する。

(2) 首 都 日 中 解 自 動 章 道 の 設 配

「 )  前日解の中開市を理す る本開については 、  4新化の早期完成を

國る。

cl組i地域の開発計画を能し、その具体化を国る。
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③ 直構国道・補動国道のm配
〇 地 前 規mの 聞 推 進
mの活性化、m明発 を支最す る た め の田 、 特 に大温換プ ロ ジ ェ
ク ト 開 税 llび 高 解 に 直 結 す る 通 のmを 配 す る 。
n 水戸外環状道路、表域西部・字都富広m 、 百 里 飛 開 の 整
備を推進する。

l可 m ・字都宮東部田、開 t部開、千 1 E 3 t 域道路、取手 ・谷和

原連格道路の計画m指定it向けて取り組む。
01 千装茨城道路it延伸iiの新通路ii指定に向けて取り組む。
⑤ 商 時 の 要 全 性 確 保 の 面 か ら 、 高 解 の 解 性 的 装 のmを 配 す る 。
〇 開展のため、新たな交通軸となる石岡市から笠間市間の道組神峠のトンネ

ル化を含む(仮称)茨m (つくば̃登間̃大子)と県it地t摘温格

通(常翻画港区̃大子)の実現に向けて取り組む。

〇 都 商mは、地域の願it大きく寄与するため、国の補動事業'P道路公社it
よる有料道路事業など、多観な整備手法を活用し、その実現に11;める。

前断開の県内への新0般置を田し 、  併世て県内鉄道の始前增独に努め
る o

(i) 開 の 始 送 改 善

「 )  中距離重章の通転本数の增を国る。

l可 スピードアップと車両の改善を配する。

t, ,,l 特急列章の通転本数・e? ・通行時間構の改善を国る。
目 主要0tの精上化を推進する。

的 mの魅力度向上などの能から、小田前能ロマンスカーの取手i t延伸
を検討する。

② つくばェクスプレスプロジ , ク ト の 田

n つくばエクスプレスの簡解の早期実現を國る。
l・ つくばエクスプレスの利用配を国るため、M前を国る P  R等を行う。
01 つくばエクスプレス構開発を含め、mの計画的mを進める。
目 mや能田を國る能から 、つ くばエクスプレスの県内延伸に向け
た取り組みを推進する。

③ 前断開び東化本線の新Rを吉河・前地区に設置する。

④ 大流鹿島線の利用配

nnを軸とする前ある地域一i く りを進めるととも it、 B 章 ・ B 開 を 聞
する。
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⑤ M の・送改善
n 関係市町村と一体 と な , て 、 M の 利 用01進及び活性化対策を国る。
l' 利用者の利便のため、開辺に関をmする。
@ 水戸線の・送改善
n 通転本数の増、スピードアップを国る。
l' 通動・通学の利便のため、ダイヤ改書を国る。
〇 常総線e1通列車のさらなる増便、スピードアップを國る。

〇 東 日 本 通 災 開 リ ,ア新静ll設 i t 向けて 、他の開の動向を略まえな
が らnを国る。
@ 開 合 ll多くの人の出会いと交流の生活空間であり、関係市病と聞のも
と、 より一ll近代的な聞を推進する必要がある。

?) 公共施設などを併設し、は力あるi8城-iくりの法とする。
l可 くみ取り式トイレの改集・改善を配する。

t, ,,l 開 生 ゴ ミ itついては、市町村との配の中で円滑な処理を国る。
目 無人itのm改書を国る。
m 高能や障書者にtさしい取づくりを追める。 (= スカレータ一等の整備促
進)

〇 前の改良及び立体化、監視カメラの設置等、事故防止のための施策を独化す

る o

o オーバーハングmなどハード面の設備の聞を配する。
Iii) 田設の構点検・改書など防災対策を進める。

〇 地磁気観ll所が、鉄道ネットワーク、〇いて ll本県の発展の制約とならないよ

う 、mへの前移転や 0 な補信を気itJiなどit要aする。

3) 港高整備及び利活用の促進

※ 首都日の物流構造を再編し、 人ロ・産業の本県への地城展開を構しつつ、 首都

日の均衡ある発展を国るため、高通道路体系と一体的に北関東地tiの物流filL点とし
て各港のmを進める。また、海津レクリェーシ・ンやレジャーへの =一ズに対応
し、快適で酒いのある開開の形成を国る。さら i t 、県内各港の願のため、糖

湾機能の独化を国るとともに、効果的なポートセールスを行い、mの確保及び新
mの開設を國る。
特i t、用t3港の統合i tより設した表開i tついては、北関東自動章道などの

広域交通ネッ ト ワークのm配や願な企業立地等を最大限に生かし、道切に機
般分担しながら田としての集積を高めっつ、  クルーズ開を推追するなど 、

糖第拡大を国る。

ま た 、 茨開及び度能において 、 カーポ ン ニ a ー ト ラ ル ポー ト の形成に向け 、
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